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巻頭に寄せて 
 

平成 30 年 7 月 5 日から降り続いた雨は、私たち倉敷市民
にとって経験したことのない大災害となりました。この災害
により、73 人（災害関連死 21 人を含む：令和２年 9 月 1 日
現在）の方々がお亡くなりになられ、5,970棟以上の住家が
床上浸水以上の被害を受けるという、本市始まって以来の甚
大な被害が生じました。 

この未曾有の大災害により、お亡くなりになられました
方々のご冥福を心よりお祈り申し上げますとともに、ご遺族
の皆様に謹んでお悔やみ申し上げます。また、被災されまし
た皆様に心よりお見舞いを申し上げます。 

災害発生直後から、自衛隊、消防、警察、住民、ボランティアをはじめとする方々が、多
くの人命を救助してくださいました。また、国、県、他自治体、支援団体、企業の皆様、ボ
ランティアの皆様が、猛暑の中にもかかわらず全国から駆け付けていただき、被災した堤防
の復旧、災害廃棄物の処理、避難所の運営、被災した住宅の片付けなど、様々な作業に携わ
っていただきました。そして国内外から多くの支援物資や温かいご厚志を賜るなど、たくさ
んのお気持ちをお寄せいただきました。これらのご支援や励ましの一つひとつが、災害対応
やその後の復旧・復興を支える大きな力となりました。ここに、改めて厚くお礼を申し上げ
ます。 

被災から 2 年が経過した現在も、全市一丸となって復興に向けて全力で取り組んでいる
ところであります。平成 31 年 3 月に真備地区復興計画を策定し、国、県とも連携しながら
様々な復旧・復興の事業を実施しています。河川の安全対策についても決壊箇所の復旧は完
了し、さらに堤防の強化も実施しています。高梁川と小田川の合流点の付替え事業も令和 5
年度の完成に向け施工中です。また、住民による「地区防災計画」の策定や防災教育の推進、
地域による避難行動要支援者の避難対策などを検討する「倉敷市災害に強い地域をつくる
検討会」を開催し、災害に強い倉敷市を目指して、多くの方々のご支援・ご協力をいただき
ながら、復興に取り組んでおります。 

復興への道のりは決して平坦なものではなく、まだまだ時間がかかっていくとは思いま
すが、被災された皆様が一日も早く元の日常を取り戻していただけるよう、引き続き全力で
取り組んでまいります。そして、災害の経験や教訓を風化させることなく後世に語り継ぐこ
とが私たちの責務と考え、「豪雨災害から復興への記録」という形で発刊させていただきま
した。 

令和元年、そして本年も令和 2 年 7 月豪雨災害が発生するなど全国で甚大な被害が発生
しており、また、今後、南海トラフ地震などの大規模災害の発生も懸念されています。本誌
が、皆様にとりまして災害に強い地域づくりを推し進める一助となればと存じております。 

最後に、本誌発刊にあたりご協力いただきました方々に感謝を申し上げますとともに、発
災から現在までに全国の皆様から賜りました温かいご支援に重ねて感謝申し上げ、発刊の
ご挨拶とさせていただきます。 

令和２年１０月 
          倉敷市長 伊 東 香 織 
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凡 例 

  □ 市は倉敷市、市長は倉敷市長、県は岡山県の略としています。 
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  □ 役職者及び施設名は、当時の役職名・施設名のものを使用しています。 
  □ 時刻は、24 時制で表記しています。 
  □ 記録誌の全部又は一部について、無断での複製・転載・改編は禁止します。 

 

 

本誌は、平成 30 年 7 月豪雨での大規模災害の実態や、救助・応急復旧活動の状況、
被災者支援、復興への取り組みなど、被災状況や災害対応等を風化させることなく次代
に伝えていくとともに、万が一の災害に備え、今後の防災・減災対策に生かされるよ
う、発災後 2 年の記録を編集したものです。 
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第１章 災害の概要 

 第１章 災害の概要 
  

 
１ 気象概況 

7 月 5 日から 8 日にかけての西日本を中心とした記録的な大雨の気象要因について気
象庁が解析した結果、西日本を中心に長期間かつ広範囲で記録的な大雨をもたらした気
象要因は、次の 3つと考えられる。 
（Ａ）多量の水蒸気を含む 2つの気流が西日本付近で持続的に合流 
（Ｂ）梅雨前線の停滞・強化などによる持続的な上昇流の形成 
（Ｃ）局地的な線状降水帯の形成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

線状降水帯が発生していた地域では、激しい降水が持続し、周囲に比べて総降水量が多
くなった。それらの中には、線状降水帯による降水量が総降水量の 50％を超えるところ
（東海地方、中国地方、四国地方、九州地方の一部）も存在した。 
 
 
 
 
 
 
 

梅雨前線上に発生した線状降水帯 

出典：気象庁「平成３０年７月豪雨」及び７月中旬以降の記録的な高温の特徴と要因について 
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第１章 災害の概要 

[期間降水量分布図] 
6 月 28 日 0 時～7 月 8日 24 時 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
低気圧から伸びる梅雨前線が西日本上空に停滞し、南からの暖かく湿った空気が流れ込

み続けたことで前線の活動が非常に活発となった。 
このため、岡山県では 7月 8 日にかけて記録的な大雨となり、6日夜には県内 24 市町村

に大雨特別警報が発表された。 
 

 

出典：気象庁 
（倉敷市を追記） 

平成 30 年 6 月 28 日以降、華中から日本海を通って北日本に停滞していた梅雨前線は、
7 月 4 日にかけ北海道付近に北上した後、7 月 5 日に南下し、7 日にかけて本州付近に停滞
した。この前線に向かって暖かく湿った空気が流れ込み、前線の活発な活動が続いたため、
中国地方では降り始めからの総雨量が 450 ㎜を超え、岡山県では高梁川水系の新見市新見
地点で 392.5 ㎜、倉敷市倉敷地点で 260.0 ㎜という観測史上 1 位の降水量（48 時間累加雨
量）を記録する豪雨となった。7 月 6 日には中国地方で初めて 3 県同時に大雨特別警報が発
表（広島県、岡山県、鳥取県）され、6 水系 13 河川 23 観測所で「氾濫危険水位」を超過、
7 水系 9 河川 11 観測所で「避難判断水位」を超過、7 水系 7 河川 14 観測所で「氾濫注意水
位」を超過した。このうち、5 水系 9 河川 13 観測所で観測史上最高水位を記録した。 
この雨により土砂災害、浸水害、河川の氾濫などが発生し、岡山県倉敷市真備町におい

て、高梁川水系小田川の堤防が決壊し大規模な浸水被害が発生するなど、各地で甚大な被害
が発生した。 

   平成３０年７月豪雨 ～中国地方整備局 災害対応の記録～ 
                      「第 1 章 気象等の概要」 から抜粋 
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第１章 災害の概要 

２ 倉敷市における雨量 

倉敷（アメダス）における観測では、7 月 5 日 19時頃と 6日 21時頃に時間雨量 20 ㎜
を超え、最大 1 時間降水量が 27.0 ㎜の強い雨が降った時間もあるが、7月 6日の 24 時間
の平均 1 時間降水量は約 5.8 ㎜（138.5 ㎜/24 時間）と、強い雨が降り続いた状況ではな
かった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

倉敷（アメダス）の歴代降水量 

倉敷（アメダス）における積算雨量 

小田川北側堤防（二万橋と福松橋の中間地点付近）から 

真備支所方面を撮影（7月 7日） 

今回の日最大降水量は、138.5 ﾐﾘ(7月6日)で
倉敷(アメダス)において、歴代 2 位の降水量となっ
た。 

今回の最大 1 時間降水量は、27.0 ﾐﾘ(7 月 6
日)で 7月の観測史上 7位の降水量となった。 
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第１章 災害の概要 

３ 避難情報の発令 

[情報発令日時、対象地域（開設した避難所）] 
月日 時間 避難情報 

7 月 6 日 

11:30 

【避難準備・高齢者等避難開始 発令】 
 市内全域に発令（土砂災害警戒） 
【避難所 開設（30）】 
 ・倉敷（8）：新田中学校、粒江幼稚園、葦高小学校、南中学校、 

天城小学校、多津美中学校、中庄小学校、菅生小学校、 
 ・児島(11)：下津井中学校、琴浦東小学校、琴浦西小学校、唐琴公民館、

琴浦公民館、味野小学校、赤崎小学校、児島小学校、 
緑丘小学校、本荘公民館、郷内公民館 

 ・玉島（6）：玉島黒崎公民館、玉島南小学校、上成小学校、乙島小学校、
柏島小学校、玉島西中学校 

 ・水島（1）：連島東小学校 
 ・船穂（1）：船穂小学校 
 ・真備（3）：岡田小学校、薗小学校、二万小学校 

18:30 

【避難準備・高齢者等避難開始 発令】 
 吉岡川・倉敷川の浸水想定区域に住んでいる方を対象に発令（洪水警戒） 
【避難所 新規開設（1）】 
 ・倉敷（1）：県立倉敷天城高等学校（天城小学校は閉鎖） 

19:30 

【避難勧告 発令】 
 市内全域に発令（土砂災害警戒） 
【避難所 新規開設】 
 ・なし 

22:00 

【避難勧告 発令】 
 真備地区全域に発令（洪水警戒） 
【避難所 新規開設】 
 ・なし（開設中：岡田小学校、薗小学校、二万小学校） 

23:45 

【避難指示（緊急） 発令】 
 小田川南側の真備地区に発令（洪水警戒） 
【避難所 新規開設】 
 ・なし（開設中：岡田小学校、薗小学校、二万小学校） 

7 月 7 日 

0:00 

【避難勧告 発令】 
 高梁川の水位上昇が続き越水した場合に立ち退き避難が必要な方を対象
に発令（洪水警戒）（中洲小・万寿小・倉敷東小・菅生小学校区） 

【避難所 新規開設（6）】 
 ・中洲小学校・万寿小学校・倉敷東小学校・東中学校・菅生小学校校舎

の 3 階以上、イオンモール倉敷の立体駐車場 

1:30 

【避難指示（緊急） 発令】 
 小田川北側の真備地区に発令（洪水警戒） 
【避難所 新規開設】 
 ・なし（開設中：岡田小学校、薗小学校、二万小学校） 
【避難勧告 発令】 
 足守川の浸水想定区域に住んでいる方を対象に発令（洪水警戒） 
【避難所 新規開設】 
 ・なし 

4:00 

【避難指示（緊急） 発令】 
 広江 7 丁目コスモタウン広江団地、くすのき団地、 
 広江 6 丁目広江スカイタウンに発令（土砂災害警戒） 
【避難所 新規開設（3）】 
 ・第一福田小学校・福田中学校・福田南中学校校舎の 3 階以上 

 

8 
 

第１章 災害の概要 

２ 倉敷市における雨量 
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第１章 災害の概要 

[情報発令日時、発令理由]  
月日 時間 内容 

7 月 6 日 

11:30 
避難準備・高齢者等避難開始【市内全域の山沿いに発令（土砂災害警戒）】 
 雨は小康状態だが夕方にかけて弱い雨が降り続き、今後も土壌雨量指数
が高くなると予想されるため発令。  

18:30 

避難準備・高齢者等避難開始【吉岡川・倉敷川地域に発令（洪水警戒）】 
 吉岡川、倉敷川は既に水位が高くなっていた。両河川は短時間強雨で水
位が上昇しやすく、過去の台風などの際でも浸水被害を繰り返しているこ
とから発令。  

19:30 
避難勧告【市内全域の山沿いに発令（土砂災害）】 
 この後、さらに雨が強く降ることが予想され、土砂災害に対し山沿いの
全ての住民の避難が必要な状況になると想定されたため発令。 

22:00 

避難勧告【真備地区全域に発令（洪水害）】 
 避難勧告の基準である氾濫危険水位に到達していなかったが、小田川の
基準水位観測所である矢掛（矢掛町）における水位上昇が速く、今後、真
備地区において災害が発生するおそれがあったため発令。  

23:45 

避難指示（緊急）【真備地区の小田川南側地域に発令（洪水害）】 
 真備支所などから「このまま小田川の水位上昇が続けば堤防高の低い南
側で越水が発生するおそれがある。」との連絡があり、真備地区の小田川南
側地域に避難指示（緊急）を発令。 

7 月 7 日 

0:00 

避難勧告【高梁川の水位上昇により越水した場合に立ち退き避難が必要な
地域に発令（洪水害）】 
 このまま高梁川の水位上昇が続けば、水位観測所の酒津（倉敷市）で「氾
濫危険水位」に到達するおそれがあるため、高梁川越水時に立ち退き避難
が必要な地域（中洲小、万寿小、倉敷東小、菅生小学校区）に避難勧告を
発令。 

1:30 

避難指示（緊急）【真備地区の小田川北側地域に発令（洪水害）】 
 真備支所から「高馬川の堤防から異常出水があり小田川から逆流してい
る。」との連絡があり、真備地区の小田川北側地域に避難指示（緊急）を発
令。 

1:30 
避難勧告【足守川地域に発令（洪水害）】 
 庄支所から「足守川の水位が、避難が必要な高さに上昇した。」との連絡
があり、庄地域に避難勧告を発令。 

2:00 
すぎ 

真備地区において浸水により甚大な被害が発生していると判断し、自衛隊
災害派遣を県に対して電話で要請した（その後、文書にて提出）。 

4:00 

避難指示（緊急）【広江地区の一部に発令（土砂災害）】 
 「広江地区で土砂災害が発生した。」との連絡があり、広江 7 丁目コスモ
タウン広江団地、くすのき団地、広江 6 丁目スカイタウンに避難指示（緊
急）を発令。 

避難指示（緊急）の再周知【真備地区全域に再度情報提供（洪水害）】 
 真備地区全域に避難指示（緊急）を発令済みであったが、真備地区の住
民に再周知するため、再度、避難指示（緊急）について情報提供を行った。 

 各々の避難情報発令にあたっては、緊急速報メール、緊急情報提供無線システム、エフ
エムくらしきへの割込み放送、消防局や消防団による広報、Lアラート、報道機関への情
報提供を行った。 
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第１章 災害の概要 

[中国地方整備局、同岡山河川事務所との情報共有について] 
高梁川、小田川の状況に関して、岡山河川事務所長と市長が頻繁にホットライン（直

接電話でやり取り）で連絡を取り合いながら、河川水位等、最新の災害情報を収集し、
避難情報の発令につなげていった。 
岡山河川事務所からは、発災前からリエゾン（災害対策現地情報連絡員）1名が市に

派遣され、岡山河川事務所と市との間の情報のやり取りがスムーズに行われた。 
  7 月 8 日には、ホットラインで中国地方整備局長から市長に、次の報告が行われた。 
（報告事項） 

 
 
 
 
 
 
 

  

高梁川水江広場（7月 7日） 

①緊急復旧工事について 
・小田川の堤防決壊箇所の緊急対策工事を 7 日 22 時より着手しており、整備局の
総力を挙げて、緊急対策工事を進めて参ります。 

・真備町の排水作業について、全国から排水ポンプ車 23 台、照明車 11 台を用意
し、8 日 13 時から 24 時間体制で排水活動を進めており、一刻も早い排水を行う
予定です。 

②今後の復旧の進め方について 
・排水作業が進むと、道路上などに動かなくなった車両が残り、復旧の妨げになる
と思いますが、この車両を道路管理者が動かすためには、災害対策基本法により
区間指定を行う必要があります。東日本大震災や関東・東北豪雨における鬼怒川
決壊の際にも適用したものですので、倉敷市長と岡山県知事で指定をかけてはい
かがか。 

・その後の車両の移動や道路面の清掃などについて、整備局で支援を検討したいた
め、リエゾンを通じて調整をさせてください。 

③その他 
・総理からも人命第一の方針の下、被災市町村と密接に連携し、被災者の救命・救
助に全力を尽くすことや、先手先手で、被害拡大防止に万全を期して参りますの
で、よろしくお願いいたします。 
 

   平成３０年７月豪雨 ～中国地方整備局 災害対応の記録～ 
               「第 4 章 国土交通省の自治体支援」 から抜粋 
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地域に発令（洪水害）】 
 このまま高梁川の水位上昇が続けば、水位観測所の酒津（倉敷市）で「氾
濫危険水位」に到達するおそれがあるため、高梁川越水時に立ち退き避難
が必要な地域（中洲小、万寿小、倉敷東小、菅生小学校区）に避難勧告を
発令。 

1:30 
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令。 

1:30 
避難勧告【足守川地域に発令（洪水害）】 
 庄支所から「足守川の水位が、避難が必要な高さに上昇した。」との連絡
があり、庄地域に避難勧告を発令。 

2:00 
すぎ 
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災害派遣を県に対して電話で要請した（その後、文書にて提出）。 
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 「広江地区で土砂災害が発生した。」との連絡があり、広江 7 丁目コスモ
タウン広江団地、くすのき団地、広江 6 丁目スカイタウンに避難指示（緊
急）を発令。 

避難指示（緊急）の再周知【真備地区全域に再度情報提供（洪水害）】 
 真備地区全域に避難指示（緊急）を発令済みであったが、真備地区の住
民に再周知するため、再度、避難指示（緊急）について情報提供を行った。 

 各々の避難情報発令にあたっては、緊急速報メール、緊急情報提供無線システム、エフ
エムくらしきへの割込み放送、消防局や消防団による広報、Lアラート、報道機関への情
報提供を行った。 
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第１章 災害の概要 

４ 発災からの経過 

 

平成３０年７月 

5 市災害対策本部を設置 
6・7 市内全域の山沿いの地域に、土砂災害のおそれにより避難準備・高齢者等避難開始、

避難勧告を順次発令。倉敷川・吉岡川沿いの地域に、水位上昇により避難準備・高
齢者等避難開始を発令。真備地区に、小田川の水位上昇・越水により避難勧告、避
難指示（緊急）を順次発令。倉敷地区の高梁川沿いをはじめとする地域に、水位上
昇により避難勧告を発令。足守川沿いの地域に、水位上昇により避難勧告を発令。
広江を対象に、土砂災害発生により避難指示（緊急）を発令 

 避難情報の発令に伴い、市消防局・消防団による避難広報実施、市内 39 か所の避
難所を開設① 

 市長から県知事を通じて自衛隊の災害派遣を要請 
 自衛隊・市消防局を含む緊急消防援助隊・県内消防応援隊・岡山県警察による救助
捜索・人命救助。2,350 人を救出② 

 国土交通省緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）が到着③ 
 国・県に河川復旧（応急）を要請、順次着工 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◀避難情報
の発令後、
市内の指定
避難所など
に 多 く の
方々が避難
しました。 

◀避難所で
は運営期間
中に多くの
団体の協力
による炊き
出しなどが
行われまし
た。 

◀国の排水ポンプ
車 23 台・照明車 11
台が全国から集結。
24 時間体制で排水
を行い、7 月 11 日
までに宅地・生活道
路の浸水がおおむ
ね解消しました。 

③ ② 

② ② ② 

① ① 
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第１章 災害の概要 

 避難所などに臨時給水所の設置を開始④ 
 保健師などによる避難所での健康管理活動を開始⑤ 
 市内・全国各地に支援物資を呼び掛け・受け入れ開始⑥ 
平成 30 年台風第 7 号及び前線などに伴う大雨による災害により、倉敷市に災害救
助法が適用（適用日は 7月 5日） 

8 真備地区以外の避難情報を解除 
8 保健体制と医療体制を合わせた支援を行う、倉敷地域災害保健復興連絡会議

（KuraDRO）を市保健所に設置することを決定 
9 真備地区約 8,900 戸で断水していた水道を、住民の衛生状態確保と早期の復旧活動

のため、飲用不可とした上で通水することを決定。小田川北側で試験通水を開始 
9 り災証明書（事業者用を含む）の申請受付を開始 
9 小此木八郎防災担当大臣が、真備地区を視察 

10 自衛隊が災害廃棄物撤去の準備を開始 
10 熱中症を防ぐため、避難所にクーラーを設置 
10 真備支所敷地内に仮設の玉島消防署真備分署を開設 
10 自衛隊による入浴支援を開始（～8 月 11 日）⑦ 
10 入浴施設と避難所を結ぶ入浴支援バスの運行を開始 
10 機能停止していた真備浄化センター（公共下水道）の仮運転を開始 
11 安倍晋三内閣総理大臣が避難所と小田川堤防を視察。市長が早期の復旧工事と抜本

的治水対策を強く要請⑧ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◀保健師等が避難所を巡回し、被
災者の健康状態などの聞き取り
や、感染症予防・避難所のトイレ
の衛生管理などの環境面でのサポ
ートも行いました。 

▲自衛隊や全国からの給水支援・復
旧支援も受けました。応急給水活動
は、28 団体延べ 826 人、給水車延べ
229 台の応援を受けて行いました。
配・給水管の修繕やバルブ操作は、8
団体延べ 243 人に応援していただき
ました（以上、自衛隊を除く）。 

▲自衛隊による入浴支援。延べ 2
万人以上が利用しました。 

▲避難所の岡田小学校で被災者の声を聞く安倍内閣
総理大臣 

 ④ ⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 
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４ 発災からの経過 

 

平成３０年７月 

5 市災害対策本部を設置 
6・7 市内全域の山沿いの地域に、土砂災害のおそれにより避難準備・高齢者等避難開始、

避難勧告を順次発令。倉敷川・吉岡川沿いの地域に、水位上昇により避難準備・高
齢者等避難開始を発令。真備地区に、小田川の水位上昇・越水により避難勧告、避
難指示（緊急）を順次発令。倉敷地区の高梁川沿いをはじめとする地域に、水位上
昇により避難勧告を発令。足守川沿いの地域に、水位上昇により避難勧告を発令。
広江を対象に、土砂災害発生により避難指示（緊急）を発令 

 避難情報の発令に伴い、市消防局・消防団による避難広報実施、市内 39 か所の避
難所を開設① 

 市長から県知事を通じて自衛隊の災害派遣を要請 
 自衛隊・市消防局を含む緊急消防援助隊・県内消防応援隊・岡山県警察による救助
捜索・人命救助。2,350 人を救出② 

 国土交通省緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）が到着③ 
 国・県に河川復旧（応急）を要請、順次着工 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◀避難情報
の発令後、
市内の指定
避難所など
に 多 く の
方々が避難
しました。 

◀避難所で
は運営期間
中に多くの
団体の協力
による炊き
出しなどが
行われまし
た。 

◀国の排水ポンプ
車 23 台・照明車 11
台が全国から集結。
24 時間体制で排水
を行い、7 月 11 日
までに宅地・生活道
路の浸水がおおむ
ね解消しました。 

③ ② 

② ② ② 

① ① 
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11 世耕弘成経済産業大臣が避難所などを視察 
11 玉島地区の中国職業能力開発大学校を借りて市災害ボランティアセンターを開設

⑨ 
11 経済産業省から支援の仮設トイレの設置を開始。18 日までに 169 基を設置 
11 真備地区以外の学校園を再開 
11 災害復旧支援情報について、広報車による広報を開始 
12 連島町連島に、落石の危険により避難指示（緊急）を発令 
12 箭田川南浄化センター（農業集落排水）などの仮運転を開始。管路施設の修繕が完

了し、真備地区での下水道の利用が可能に 
12 「倉敷市役所からのお知らせ」を避難所などに掲示開始 
12 避難所に段ボールベッド・紙管と布の間仕切りを設置開始⑩ 
13 洪水警報が解除となり、市内に発令されていた全ての警報が解除 
13 市保健師が中心となって真備地区全戸把握事業を開始。避難所以外で生活している

要援護者への訪問を強化 
14 平成 30 年 7 月豪雨が豪雨災害として初めて特定非常災害に指定される 
14 連島町連島の避難指示（緊急）を解除 
14 真備地区全域での試験通水を開始 
14 真備地区の家屋の消毒、消毒用噴霧器の貸し出しを開始。 
15 石井啓一国土交通大臣が小田川と避難所を視察⑪ 
16 小田川南全域の水道が飲用可能に 
16 中川雅治環境大臣が、災害廃棄物の状況などを視察 
16 粉じんを抑えるため、国土交通省が道路への散水作業を開始 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

▲水が引き、住宅の片付けが始まったことに合わせて市災害ボランティアセンターを開設しま
した。全国からの皆さまのご協力により、家の前や地域の広場、道路脇などへの片付けごみの 
搬出が進みました。延べ 76,495 人（令和 2 年 3 月 31 日現在）が手伝ってくださいました。 
 
 ◀避難所

環境の向
上のため
間仕切り
を設置し
ました。 

▲決壊した小田川の堤防を視察する石井
国土交通大臣 

⑨ ⑨  

⑩ ⑪ 
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17 水島地区及び玉島地区の避難所と真備地区を結ぶ無料臨時バスの運行を開始（～8
月 31 日） 

17 借上型仮設住宅の申込受付を開始 
18 市営住宅などの一時入居申込受付を開始 
18 セーフティネット保証 4号認定申請の受付開始 
19 真備地区の学校再開方針を発表（2 学期（9 月 3 日）から授業を再開する。被災し

た学校は真備地区のプレハブ校舎設置までは全員で市内他地区の校舎を使用して
授業を行う。通学にはスクールバスを運行する） 

19 被災した中学 3 年生に教科書を配布（～21 日） 
20 真備地区の公立幼稚園 3園で預かり保育を実施（～8月 31日）⑫ 
22 国管理の小田川の応急復旧工事が完了（堤防決壊箇所の工事完成は 21日） 
22 小野寺五典防衛大臣が自衛隊の復旧活動を視察 
23 林芳正文部科学大臣が、倉敷まきび支援学校・避難所となっている学校を視察 
23 住宅の応急修理受付を開始 
23 自衛隊による消毒支援が終了 
23 真備総合公園、岡田、二万、薗、柳井原の 5か所に仮設住宅 200 戸を整備し、9月

の入居開始の方針を発表 
24 真備地区全域の水道が飲用可能に 
24 国道 486 号沿いの災害廃棄物の撤去が完了 
25 被災した農業者への支援制度説明会を開催（～27 日、8 月 3 日・8 日） 
25 被災した中学 1 年・2年生に教科書を配布（～27 日） 
27 平成 30 年 7 月豪雨が激甚災害に指定され、公布・施行される（閣議決定は 24日） 
30 被災者への生活支援や公共施設の復旧のための緊急を要する経費として、137 億

4,800 万円余りの補正予算を専決処分 
31 建設型仮設住宅の申込受付を開始 
31 「広報くらしき臨時号①」を発行 

８月 

1 被災した小学生に教科書を配布（～3日） 
1 真備地区の避難所と本庁を結ぶ無料臨時バスの運行を開始（～31 日） 
1 真備地区内の移動を支援する「まび復興支援バス」の運行を開始（～12 月 29日） 
3 県管理所管 4河川の緊急復旧工事が完了 
3 防衛省のチャーター船「はくおう」による宿泊・食事・入浴支援開始⑬ 

（～18 日までに、417 人（うち倉敷市 373 人）が利用） 
 
 
 
 

 ▲真備地区で被災した預かり保育の利用希望者は、幼稚園で受け入れました。7 月 21 日～8 月
12 日の㈯㈰㈷は、３歳児～小学 3 年生の一時預かりを岡田幼稚園で実施しました。 

⑫ ◀「はくおう」では 1 泊 2
日の宿泊・食事・入浴のサ
ービスが行われました。 

⑬ 
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11 世耕弘成経済産業大臣が避難所などを視察 
11 玉島地区の中国職業能力開発大学校を借りて市災害ボランティアセンターを開設

⑨ 
11 経済産業省から支援の仮設トイレの設置を開始。18 日までに 169 基を設置 
11 真備地区以外の学校園を再開 
11 災害復旧支援情報について、広報車による広報を開始 
12 連島町連島に、落石の危険により避難指示（緊急）を発令 
12 箭田川南浄化センター（農業集落排水）などの仮運転を開始。管路施設の修繕が完

了し、真備地区での下水道の利用が可能に 
12 「倉敷市役所からのお知らせ」を避難所などに掲示開始 
12 避難所に段ボールベッド・紙管と布の間仕切りを設置開始⑩ 
13 洪水警報が解除となり、市内に発令されていた全ての警報が解除 
13 市保健師が中心となって真備地区全戸把握事業を開始。避難所以外で生活している

要援護者への訪問を強化 
14 平成 30 年 7 月豪雨が豪雨災害として初めて特定非常災害に指定される 
14 連島町連島の避難指示（緊急）を解除 
14 真備地区全域での試験通水を開始 
14 真備地区の家屋の消毒、消毒用噴霧器の貸し出しを開始。 
15 石井啓一国土交通大臣が小田川と避難所を視察⑪ 
16 小田川南全域の水道が飲用可能に 
16 中川雅治環境大臣が、災害廃棄物の状況などを視察 
16 粉じんを抑えるため、国土交通省が道路への散水作業を開始 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

▲水が引き、住宅の片付けが始まったことに合わせて市災害ボランティアセンターを開設しま
した。全国からの皆さまのご協力により、家の前や地域の広場、道路脇などへの片付けごみの 
搬出が進みました。延べ 76,495 人（令和 2 年 3 月 31 日現在）が手伝ってくださいました。 
 
 ◀避難所

環境の向
上のため
間仕切り
を設置し
ました。 

▲決壊した小田川の堤防を視察する石井
国土交通大臣 

⑨ ⑨  

⑩ ⑪ 
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3 建設型仮設住宅を順次着工。9 月 30 日までに順次、完成・入居⑭ 
3 被災した事業者への支援に関する説明会を開催 
4 真備支所の窓口業務を一部再開⑮ 
4 被災者の生活を支援する部署として、被災者生活支援室を設置 
4 被災者生活再建支援金・市災害義援金などの窓口を本庁、児島・玉島・水島・真備

の各支所に開設⑯ 
5 県管理の末政川・高馬川・真谷川で危機管理型水位計の運用を開始 
6 国管理の小田川で危機管理型水位計の運用を開始 
6 公費解体制度を開始。コールセンターを開設するとともに、自費解体の償還払いの

申請受付を開始 
7 真備地区の避難指示（緊急）を解除 
7 市災害見舞金の増額を行うための経費として、9億 5,200 万円余りの補正予算を専

決処分 
10 市災害見舞金の支給・市災害義援金の配分を開始。市災害見舞金については、被害

の甚大さに鑑み、支給額を 3倍に増額 
10 真備地区内のプレハブ校舎を順次着工（9 月末までの完成を目途） 
10 建設型仮設住宅をさらに 63戸設置（9 月末までの完成を目途）の方針を発表 
11 災害援護資金の貸し付け・災害特別融資利子補給金の申請受付を開始 
11 人命救助、災害廃棄物撤去、給水・入浴支援、防疫活動、物資輸送など、災害直後

より尽力いただいた自衛隊災害派遣が終了⑰ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

▲被災者生活再建支援金は 9,528 件の受け付け、市災害
義援金は 5,857 件の支給、生活用品の給付は 4,561 件の
申請がありました。(令和 2 年 8 月 31 日現在） 

⑭ 

⑮ 

▶建設型仮設住宅は第 1 次整備分 5 団地 213 戸（柳井
原仮設団地 51 戸、二万仮設団地 25 戸、真備総仮設団
地 80 戸、岡田仮設団地 25 戸、みその仮設団地 32 戸）、
第 2 次整備分 1 団地 53 戸（市場仮設団地 53 戸）の合
わせて 266 戸が、9 月 30 日までに完成しました。 
 借上型仮設住宅は 3,094 件の入居が決定、被災住宅
の応急修理申し込みは 1,049 件を受け付けました。 

⑰ ⑰ 

⑯ 
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13 市内中小企業向け緊急融資制度を創設し、取り扱いを開始 
16 真備支所の全業務を再開⑱ 
16 被災した事業者のためのワンストップ相談窓口を真備総合公園体育館に開設（～ 

31 日） 
18 被災した学校園の保護者説明会を開催。学用品・ランドセルを配布（19 日・25 日） 
21 県が建設型仮設住宅を全体で 266 戸建設することを発表 
22 災害救助法に基づく国の制度を利用した生活用品の申請受付を開始 
25 真備地区内の住宅地・道路脇等からの災害廃棄物撤去が完了⑲ 
27 9 月 3日からの 2 学期開始に伴い、真備地区以外の避難所を 2施設に再編する方針

を発表 
28 災害廃棄物を処理するための経費として、32 億 100 万円の補正予算を専決処分 
30 農業者支援事業に関する説明会を実施⑳ 
31 対口支援団体・関西広域連合・中核市市長会など 18 都県 182 市区町の支援終了㉑ 

９月 

1 被災農業者向け経営体育成支援事業の申請受付を開始（～14 日） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

▲災害廃棄物が山積みになった道路沿い。宅地内や路上に搬出された 10 万 4,000
㌧の災害廃棄物は、市からの大幅増員の要請に応えて 1,500 人以上の体制となっ
た自衛隊をはじめ、環境省・岡山県建設業協会・岡山県産業廃棄物協会・全国一般
廃棄物環境整備協同組合連合会・各自治体職員等の協力を得て、西部ふれあい広場
などの一次仮置場へ搬送しました。 

▲被災農業者向けに経営体育成支援
事業などの説明を行い、約 300 人が参
加されました。 

◀▲対口支援団体（被災自治体のパートナーとなる
自治体）など、全国からの自治体職員の皆さまに、避
難所運営業務、物資支援、応急給水活動、り災証明関
係業務、災害廃棄物搬出などの業務で応援いただき
ました。 

⑱ 

⑳ 

㉑ 

◀被災していた真備支所での全業務再開に合わせ、懸垂幕を掲示しました。 

⑲ 

㉑ 
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3 建設型仮設住宅を順次着工。9 月 30 日までに順次、完成・入居⑭ 
3 被災した事業者への支援に関する説明会を開催 
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申請受付を開始 
7 真備地区の避難指示（緊急）を解除 
7 市災害見舞金の増額を行うための経費として、9億 5,200 万円余りの補正予算を専

決処分 
10 市災害見舞金の支給・市災害義援金の配分を開始。市災害見舞金については、被害
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10 真備地区内のプレハブ校舎を順次着工（9 月末までの完成を目途） 
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より尽力いただいた自衛隊災害派遣が終了⑰ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

▲被災者生活再建支援金は 9,528 件の受け付け、市災害
義援金は 5,857 件の支給、生活用品の給付は 4,561 件の
申請がありました。(令和 2 年 8 月 31 日現在） 

⑭ 

⑮ 

▶建設型仮設住宅は第 1 次整備分 5 団地 213 戸（柳井
原仮設団地 51 戸、二万仮設団地 25 戸、真備総仮設団
地 80 戸、岡田仮設団地 25 戸、みその仮設団地 32 戸）、
第 2 次整備分 1 団地 53 戸（市場仮設団地 53 戸）の合
わせて 266 戸が、9 月 30 日までに完成しました。 
 借上型仮設住宅は 3,094 件の入居が決定、被災住宅
の応急修理申し込みは 1,049 件を受け付けました。 

⑰ ⑰ 

⑯ 
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第１章 災害の概要 

3 市災害復興本部を設置。復興業務を専門に担う部署として、災害復興推進室・災害
廃棄物対策室・被災者見守り支援室・被災者住宅支援室・被災中小企業支援室・被
災農業者支援室を設置 

3 真備地区の学校園の授業・合同保育を再開（被災校は市内他地区の校舎等を使用）
㉒ 

3 まきびの里保育園プレハブ園舎建設開始。11 月 1日受け入れ 
3 井原鉄道井原線が全線復旧 
5 菅義偉内閣官房長官・加藤勝信厚生労働大臣・石井啓一国土交通大臣に、市長が小

田川及び各支川の抜本的な治水対策の大幅前倒し、被災者支援対策などを緊急要請
㉓ 

7 市からの強い要請に応え、国が真備緊急治水対策を実施決定。小田川合流点付替え
事業の完了が令和 5 年度までとなり、5 年間前倒しに 

8 建設型仮設住宅への入居が開始（柳井原仮設団地（トレーラーハウス型）51 戸） 
8 被災した家屋の公費解体の制度説明会を実施（～9 日） 

 
 
 
 
 
  

㉒ 

㉒ 

㉒ 

㉒ 

▲▶被災した真備地区の 7 つの幼稚園・小・中・高校が他
の学校の校舎などで再開しました。川辺幼稚園＝薗幼稚園
で合同保育、箭田幼稚園＝二万幼稚園で合同保育、川辺小
学校＝連島東小学校・連島東幼稚園、箭田小学校＝玉島小
学校・県立玉島高校、真備東中学校＝霞丘小学校、真備中
学校＝倉敷芸術科学大学、真備陵南高校＝市立工業高校・
県立倉敷工業高校 
（左上）県立玉島高校の教室で授業を受ける箭田小学校の
児童、（右上）交流する連島東小学校と川辺小学校の児童、
（右）倉敷芸術科学大学で授業を受ける真備中学校の生
徒、（右下）霞丘小学校にスクールバスで通学する真備東中
学校の生徒 

◀伊東市長が首相官邸に菅義偉内閣官房長官を訪問し、小田
川及び各支川の抜本的な治水対策の大幅前倒し、被災者支援
などを緊急要請しました。 

㉓ 
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第１章 災害の概要 

14 天皇皇后両陛下が小田川堤防をご視察・被災者をお見舞い㉔ 
16 公費解体の申請受付を開始。 
16 二万仮設団地（プレハブ型）25戸の入居開始 
18 市災害廃棄物処理実行計画を策定 
18 被災者の早期の生活再建や被災した公共施設復旧など災害関連経費 215 億 900 万

円余りを含む、過去最大の補正予算が市議会で成立 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

㉔ 天皇皇后両陛下がご視察・お見舞いのため、真備地区をご訪問されました。 

▲9 月 14 日、天皇皇后両陛下が、真備地区をご訪問されました。 
飛行機とヘリコプターを乗り継がれて倉敷市に入られた両陛下は、マイクロバスにて小田川

の堤防に向かわれ、市長の説明で堤防の決壊状況や家屋の浸水状況などをご視察されました。 
その後、真備総合公園体育館にご移動され、被災者を見舞われ、救助活動者をねぎらわれま

した。両陛下は、発災直後から住民のことを案じておられ、被災者へのお見舞いや、体調を気
遣ってくださるお言葉がありました。 
両陛下が被災者や関係者にお掛けくださる温かく思いやりに満ちたお言葉には、大きな優し

さとともに、常に私たちに寄り添ってくださる強いお気持ちを感じました。 
倉敷市がかつて経験したことのない未曾有の災害からの復旧・復興に向けて、この度の両陛

下のご訪問は、倉敷市民にとって、大きな励みとなりました。 
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第１章 災害の概要 

21 真備総仮設団地（プレハブ型）80 戸の入居開始 
28 真備支所で全国から寄せられた秋冬もの衣料などの支援物資を提供（～10月 7日）

㉕ 
28 岡田仮設団地（木造型）25 戸の入居開始 
29 みその仮設団地（木造型）32 戸の入居開始 
30 市場仮設団地（プレハブ型）53戸の入居開始 

１０月 

1 市真備支え合いセンターを真備支所内に設置㉖ 
1 真備地区内に戻り、小・中・高校のプレハブ校舎での授業を開始（～9日）㉗ 
1 真備児童館を真備保健福祉会館内で再開 
9 被災事業者事業継続奨励金を創設し、申請受付を開始 

21 山本順三防災担当大臣が被災者支援の状況等を視察 
25 市災害ボランティアセンターがまびいきいきプラザへ移転 
31 第 1回市災害弔慰金等支給審査会 
31 国が小田川堤防本復旧工事を開始 

  ㉕ ㉖ 

㉗ ㉗ 

◀相談員など
による仮設住
宅等の入居者
の見守りや日
常生活を送る
上での相談支
援などを行っ
ています。 

▲個人・企業の皆さまから寄せられた約 12 万
点の支援物資を仕分けして、被災された方々へ
お渡ししました。 

▲プレハブ校舎を、川辺小学校＝薗小学校敷地内、箭田小学校＝二万小学校敷地内、真備東中
学校・真備中学校＝真備東中学校敷地内、真備陵南高等学校＝同校敷地内に建設し、授業を開
始しました（真備東中学校・真備中学校は 1 日、川辺小学校・箭田小学校・真備陵南高等学校
は 9 日）。 
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第１章 災害の概要 

１１月 

1 まきびの里保育園が真備地区内の元の場所に建てたプレハブ仮園舎で保育を再開
㉘ 

2 被災した中小企業を支援する「グループ補助金」で倉敷市の２グループの復興事業
計画が認定される（30 日、倉敷市の 1グループ認定） 

3 二万・岡田・呉妹・薗・箭田・服部・川辺の各地区ごとに復興懇談会を開催。合計
で約 500 人が参加（3日・4日・10 日）㉙ 

4 総社市内の避難所からこの日までに全ての被災者が退所 
5 市ふるさと納税寄付金を代理で受け付けていた兵庫県朝来市から寄付金を受領（21

日には茨城県境町・守谷市からも寄付金を受領） 
13 公費解体を開始㉚ 
20 被災された方を対象とした税の軽減に関する説明会（～23 日）㉛ 
21 真備地区復興計画策定委員会を設置、初会合 

１２月 

3 被災された方を対象とした所得税・市県民税の雑損控除等に関する個別相談会（～
14 日、17 日～19 日） 

13 福祉避難所を除く全ての避難所を閉鎖 
14 平成 30年 7 月豪雨に関する市災害対策本部を解散 
14 平成 30年 7 月豪雨を踏まえた高梁川本川沿川 4市長と国・県等との意見交換会（国

開催） 
20 第 2回真備地区復興計画策定委員会 
21 道路・橋梁復旧や営農再開支援など、約 36 億 9,000万円の 12月補正予算が成立 
27 真備地区復興ビジョンを策定・公表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

㉚ 

㉘ 

㉛ 

㉙ 

▲まきびの里保育園では、10 月まで玉島地区の旧穂井田幼稚園
舎で保育を実施していましたが、11 月に元の場所である同保育
園の敷地内に仮園舎を完成し、保育を再開しました。 
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第１章 災害の概要 

平成３１年１月 

4 真備地区コミュニティタクシーを全面再開 
14 真備地区復興懇談会㉜ 
18 真備地区復興ビジョン説明会（20 日） 
30 第 3回真備地区復興計画策定委員会 

２月 

7 市内の医療機関と行政が災害時の医療体制について考える「災害対応力向上研修
会」を開催 

8 真備緊急治水対策プロジェクトを策定・公表 
8 市が小田川堤防の両岸（それぞれ 7.2キロメートル）堤防上の市道について、現在

の幅 5 メートルを、幅 7メートル程度まで拡幅することを発表 
8 被災高齢者向け住宅再建支援事業の創設を発表 

３月 

9 がんばろう！倉敷・真備 瀬戸内倉敷ツーデーマーチ（～10 日） 
11 高梁川流域の 41 の防災機関などの災害時の役割や対応行動を時間軸に沿ってまと

める「高梁川水害タイムライン検討会」（第 1回）発足式（国開催） 
18 第 4回真備地区復興計画策定委員会 
19 市地域防災計画を修正 
25 真備地区復興計画を策定・公表 
25 真備緊急治水対策プロジェクトの行動計画を策定・公表 
27 住宅金融支援機構と、被災高齢者の住宅再建支援に関する協定を締結 

４月 

1 災害からの復興に関連する部門の組織体制を強化 
1 真備支所の復旧工事が完了し、1階での業務を再開 
1 市真備支え合いセンター・まび復興支援ボランティアセンターが真備保健福祉会館

に移転。復興支援情報コーナー・談話スペースを設置 
15 国土交通省中国地方整備局が、真備保健福祉会館に高梁川・小田川緊急治水対策河

川事務所を開所 
  ㉜ ◀薗小学校体育館にて、12月27

日に策定・公表した「真備地区
復興ビジョン」の説明や、「復興
計画」策定に向けた住民の皆さ
まからのご意見を伺うことを
目的として、全地区住民を対象
とした第 2回復興懇談会を開催
し、約 240人が参加されました。 
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第１章 災害の概要 

21 真備地区で被災した事業者向け仮設施設「復興商店街」が全店開店㉝ 
26 平成 30 年 7 月豪雨災害対応検証報告書と保健活動報告書を公表 
26 真備地区に浸水時緊急避難場所を設置（追加設置） 

令和元年５月 

10 第 2回高梁川水害タイムライン検討会 
13 旭テクノプラント㈱から、災害時に小型水陸両用バギー1台の贈呈を消防局が受け

るとともに、災害時に 1台を借用する協定を締結 
18 真備緊急治水対策プロジェクトの堤防整備に関する説明会（21 日） 
20 平成 30 年 7 月豪雨を踏まえた高梁川本川沿川 4 市長と国・県等との意見交換会に

て、新成羽川ダムの事前放流が梅雨期から実施されることを発表 
31 大武谷川・背谷川・内山谷川の土砂撤去が完了 

６月 

1 倉敷（庄・茶屋町含む）・児島・玉島・水島・船穂の各地区に浸水時緊急避難場所を
設置（追加設置） 

5 真谷川の堤防決壊箇所において元の堤防の高さまで本復旧が完了 
11 山本順三内閣府特命担当大臣（防災）・国土強靭化担当大臣が真備地区を視察 
11 第 3回高梁川水害タイムライン検討会 
12 末政川・高馬川の堤防決壊箇所において元の堤防の高さまで本復旧が完了 
13 「高梁川水害タイムライン」を策定。完成式 
14 小田川の堤防決壊箇所の本復旧工事が完了 
16 小田川合流点付替え工事着工式㉞ 
28 高馬川・真谷川の堤防決壊箇所において改良復旧工事が完了 
29 石井啓一国土交通大臣が真備地区を視察 

７月 

3 市総合防災情報システムの一部運用を開始㉟ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

㉞ 

▲国は、柳井原貯水池を活用し高梁川との合流地
点を約 4.6 キロメートル下流へ付替え、小田川沿
川地域と倉敷市街地の治水安全度の向上を図る、
小田川合流点付替え工事に着手しました。現在、
令和 5 年度の完成に向けて施工中です。 

◀様々な防災情報を画面に一度に表示することに
より、速やかな災害対応の判断に活用するため、
マルチディスプレイ装置の運用を開始しました。 

㉝ 

▲マービーふれあいセンター駐車場に整
備した仮設施設に、5 つの事業者が入居
し、順次事業活動を再開しています。 

㉟ 
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第１章 災害の概要 

平成３１年１月 

4 真備地区コミュニティタクシーを全面再開 
14 真備地区復興懇談会㉜ 
18 真備地区復興ビジョン説明会（20 日） 
30 第 3回真備地区復興計画策定委員会 

２月 

7 市内の医療機関と行政が災害時の医療体制について考える「災害対応力向上研修
会」を開催 

8 真備緊急治水対策プロジェクトを策定・公表 
8 市が小田川堤防の両岸（それぞれ 7.2キロメートル）堤防上の市道について、現在

の幅 5 メートルを、幅 7メートル程度まで拡幅することを発表 
8 被災高齢者向け住宅再建支援事業の創設を発表 

３月 

9 がんばろう！倉敷・真備 瀬戸内倉敷ツーデーマーチ（～10 日） 
11 高梁川流域の 41 の防災機関などの災害時の役割や対応行動を時間軸に沿ってまと

める「高梁川水害タイムライン検討会」（第 1回）発足式（国開催） 
18 第 4回真備地区復興計画策定委員会 
19 市地域防災計画を修正 
25 真備地区復興計画を策定・公表 
25 真備緊急治水対策プロジェクトの行動計画を策定・公表 
27 住宅金融支援機構と、被災高齢者の住宅再建支援に関する協定を締結 

４月 

1 災害からの復興に関連する部門の組織体制を強化 
1 真備支所の復旧工事が完了し、1階での業務を再開 
1 市真備支え合いセンター・まび復興支援ボランティアセンターが真備保健福祉会館

に移転。復興支援情報コーナー・談話スペースを設置 
15 国土交通省中国地方整備局が、真備保健福祉会館に高梁川・小田川緊急治水対策河

川事務所を開所 
  ㉜ ◀薗小学校体育館にて、12月27

日に策定・公表した「真備地区
復興ビジョン」の説明や、「復興
計画」策定に向けた住民の皆さ
まからのご意見を伺うことを
目的として、全地区住民を対象
とした第 2回復興懇談会を開催
し、約 240人が参加されました。 
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第１章 災害の概要 

6 平成 30 年７月豪雨災害 倉敷市追悼式を実施㊱ 
災害の記憶を後世に伝える石碑を建立㊲ 

23 真備公民館が業務を再開。仮設真備図書館で図書の貸し出しなどを開始 
26 玉島消防署真備分署の復旧工事が完了。業務を再開 

８月 

3 地区防災計画策定キックオフ講演会 

９月 

6 末政川の堤防決壊箇所において改良復旧工事が完了 
17 第 1回倉敷市災害に強い地域をつくる検討会㊳ 
18 赤羽一嘉国土交通大臣が真備地区を視察 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

㊱ 

◀「平成 30 年 7 月豪雨災害の碑」は、
災害から 1 年にあたり、亡くなられた
方々を追悼するとともに、災害の記憶
を後世に伝え、復興への誓いを新たに
し、災害に強いまちづくりに邁進すべ
く、設置したものです（真備支所の玄関
前に設置）。 

㊲ 

▲追悼式には、ご遺族をはじめ地域の方々、中根内閣府副大臣ほか来賓の方々など約 350 人
が出席されました。追悼式後にも、500 人を超える市民の皆さまが献花されました。 

▶災害に対する住民避難や、行政から住民への
情報提供のあり方、住民による自主的な避難の
促進、要援護者の避難支援等に必要な検討を行
い、地域の防災力の向上を図るため、「倉敷市災
害に強い地域をつくる検討会（委員長：片田敏孝
東京大学大学院特任教授）」を設置しました。検
討会には学識経験者や住民代表者を委員に依頼
し、オブザーバーとして国土交通省や県も参加
しています。 

㊳ 

㊱ 
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第１章 災害の概要 

１０月 

4 三菱自動車㈱・西日本三菱自動車販売㈱と、災害発生時における電動車両等の支援
に関する協定を締結㊴ 

16 小田川・末政川・高馬川・真谷川の堤防整備（かさ上げ・強化）などの工事に 10 月
中旬から本格的に着手することを公表 

23 まびいきいきプラザが事業を一部再開 
25 国・県・市が合同で真備緊急治水対策プロジェクトの進捗状況や大雨時の防災情報

などを発信する LINE（ライン）公式アカウントを開設 
26 真備地区復興懇談会（～27 日） 
31 市内の医療機関と行政が災害時の医療体制について考える「災害対応力向上研修

会」 

１１月 

8 真備地区の公民館へ移動図書館車「マビッ子笑顔図書館号」が巡回開始㊵ 
11 真備地区復興計画推進委員会㊶ 
13 第 4回高梁川水害タイムライン検討会 
22 真備地区復興就職フェア 
27 真備地区学校園の元の校園舎での授業再開を公表 
29 第 2回倉敷市災害に強い地域をつくる検討会 

１２月 

1 真備地区の公民館・分館の復旧工事が完了 
 
  

▲災害発生時に、円滑な災害緊急対策を
実施することを目的として、三菱自動車
工業㈱等と電動車両等の貸与についての
協定を締結しました。 

㊴ ㊵ 

◀生活の再建に向けて、住民の方々が一日も早
く落ち着いた生活を取り戻し、再び真備地区に
戻っていただけるよう、倉敷市真備地区復興計
画に基づく事業を着実に推進するため、倉敷市
真備地区復興計画推進委員会を設置しました。 

▲真備図書館が被災した真備地区の子どもたちが本を
たくさん読むことができるように、移動図書館の車両 1
台と本 3,500 冊がライオンズクラブ国際協会 336-B 地
区 5 リジョン 9 クラブから寄贈され、11 月中旬から分 

館や仮設住宅を巡っています。真備地区小学生
の1・2・3年生から車体の絵を、4・5・6年生か
らは愛称を募集しました。 

㊶ 
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第１章 災害の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1 平成 30年 7 月豪雨災害復興支援事業キッズ・ボールパーク inくらしき㊷ 
3 上皇上皇后両陛下へ真備地区の小学生が作った新米を献上㊸ 

26 平成 30年 7 月豪雨を踏まえた高梁川本川沿川 4市長と国・県等との意見交換会 
27 公費解体申請受付を終了 

令和２年１月 

6 かわべっこ児童クラブが元の場所で再開 
8 川辺小学校が元の校舎で再開 

23 小田川合流点付替え事業の河道拡幅（南山堀削工事）に本格着手 
24 災害公営住宅の説明会（25 日・26 日） 
28 防災教育モデル授業研修会（マイ・タイムライン普及への取り組み）㊹ 
31 真備緊急治水対策プロジェクトの事業進捗などに関する説明会（2月 2日）㊺ 

㊷ ©日本プロ野球選手会 

▲（一社）日本プロ野球選手会が、
（一社）野球・ソフトボール活性化
委員会とともに、野球・ソフトボー
ルの普及・振興活動の一環として、
現役プロ野球選手と未就学児が野
球体験を通して交流を行うもの
で、倉敷市で開催されました。市内
4 会場で、22 人のプロ野球選手が
子どもたちと交流しました。 

▲真備地区の主要産業でもある農業も甚大な被害を受けま
したが、浸水した水田のおよそ 9 割で水稲の作付け・収穫
を行うことができました。復興の大きな象徴の一つとして
真備地区の 6 小学校の児童が復興への願い、感謝の気持ち
を込めて育てた新米を上皇上皇后両陛下に献上し、復興状
況をお伝えできればと市から宮内庁に申し入れたところ、
特別に献上が実現しました。新米は、市の特産品である倉敷
帆布の袋に入れ、真備地区の小学校の児童が描いた「田植
え」と「稲刈り」をテーマとした絵を印刷した紙で包み、真
備地区特産の竹の集成材製の箱に収め、同じく市の特産品
の組紐で結わえて献上しました。 

㊸ 

◀「倉敷の豪雨災害の概要」「ハザードマップ
を用いた地域学習」「子ども発信による各家
庭でのマイ・タイムラインの作成」などの内
容を具体的に授業に盛り込むことを目指し
て、モデル授業を実施しました。 

㊹ 

▶真備緊急治水対策プロジェクトについて、
国・県・市の 3 者により、具体的な計画に基づ
く説明会を行いました。 ㊺ 

 

第１章 災害の概要 

第  

一  

章



 

27 
 

第１章 災害の概要 

２月 

1 倉敷市防災講演会開催㊻ 
10 災害公営住宅の申込受付を開始（～3月 31日） 
12 川辺幼稚園が元の園舎で再開 
12 小田川沿川首長意見交換会（国開催） 
18 箭田小学校・幼稚園・児童クラブが元の場所で再開㊼ 
19 第 3回倉敷市災害に強い地域をつくる検討会 

３月 

2 真備中学校が元の校舎で再開 
2 第 5回高梁川水害タイムライン検討会 

22 真備児童館が元の場所で事業再開 
31 真備地区復興計画を改定 

５月 

23 公費解体全件を終了したことで、平成 30 年 7 月豪雨の災害廃棄物処理が全て完了 
29 平成 30年 7 月豪雨を踏まえた高梁川本川沿川 4市長と国・県等との意見交換会 

６月 

23 災害公営住宅の抽選会を実施 
 
 
 
 

◀地域における防災力の強化に関する最新
の知見について、広く市民の皆さまにお知
らせし、防災意識の高揚を図るため、「釜石
の奇跡」で知られる片田敏孝先生をお招き
して防災講演会を開催しました。 

㊼ 

㊼ 

㊼ 

㊻ 
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第１章 災害の概要 

７月 

3 行幸啓記念碑の設置㊽ 

6 平成 30 年７月豪雨災害 倉敷市追悼式を実施㊾ 

10 災害公営住宅の二次申込受付を開始（～20 日） 

13 第 4回倉敷市災害に強い地域をつくる検討会 

28 災害公営住宅の二次抽選会を実施 

８月 

1 市総合防災情報システムの運用を開始・倉敷防災ポータルも開設㊿ 

 
 

◀9 月 14 日、天皇皇后両陛下が真備地区に行幸啓されました。これを記
念して、小田川の被災状況をご視察された宮田橋北東側の土手上に、令和
2 年 7 月 3 日、行幸啓記念碑を設置しました。 

▲災害から 2 年となる令和 2 年 7 月 6 日に、災害によりお亡くなりにな
られた方々を追悼するとともに、今後の復興への誓いを新たにするため、
ご遺族の皆さまや住民代表、国・県・市の関係者などによる「平成 30 年
7 月豪雨災害 倉敷市追悼式」を真備支所で行いました。式典後も、多く
の市民の皆さまが献花に訪れました。 

 

㊽ ㊾ 

◀災害対策本部機能の強
化を目的として、「倉敷市
総合防災情報システム」を
導入。写真は、55inch モニ
ターを 8 枚組み合わせた
システムの大型ディスプ
レイ。16 種類の情報を同
時に表示し、確認すること
ができる。 

㊾ 

㊿ 

◀市総合防災情報システムの運用開始と同時に、
市民がインターネットを通じて様々な情報が
収集できる防災専用サイトを開設。市内の防
災に関する最新情報（気象情報、雨量・河川の
水位情報、避難情報、避難所開設情報）を、分か
りやすく発信している。  

㊿ 

 

第１章 災害の概要 

第  

一  

章



  

第２章 被災状況 
1 堤防の決壊状況 
2 浸水の状況 
3 土砂災害 
4 過去の浸水 
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第１章 災害の概要 

７月 

3 行幸啓記念碑の設置㊽ 

6 平成 30 年７月豪雨災害 倉敷市追悼式を実施㊾ 

10 災害公営住宅の二次申込受付を開始（～20 日） 

13 第 4回倉敷市災害に強い地域をつくる検討会 

28 災害公営住宅の二次抽選会を実施 

８月 

1 市総合防災情報システムの運用を開始・倉敷防災ポータルも開設㊿ 

 
 

◀9 月 14 日、天皇皇后両陛下が真備地区に行幸啓されました。これを記
念して、小田川の被災状況をご視察された宮田橋北東側の土手上に、令和
2 年 7 月 3 日、行幸啓記念碑を設置しました。 

▲災害から 2 年となる令和 2 年 7 月 6 日に、災害によりお亡くなりにな
られた方々を追悼するとともに、今後の復興への誓いを新たにするため、
ご遺族の皆さまや住民代表、国・県・市の関係者などによる「平成 30 年
7 月豪雨災害 倉敷市追悼式」を真備支所で行いました。式典後も、多く
の市民の皆さまが献花に訪れました。 

 

㊽ ㊾ 

◀災害対策本部機能の強
化を目的として、「倉敷市
総合防災情報システム」を
導入。写真は、55inch モニ
ターを 8 枚組み合わせた
システムの大型ディスプ
レイ。16 種類の情報を同
時に表示し、確認すること
ができる。 

㊾ 

㊿ 

◀市総合防災情報システムの運用開始と同時に、
市民がインターネットを通じて様々な情報が
収集できる防災専用サイトを開設。市内の防
災に関する最新情報（気象情報、雨量・河川の
水位情報、避難情報、避難所開設情報）を、分か
りやすく発信している。  

㊿ 
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第２章 被災状況 

 第２章 被災状況 
   

 
１ 堤防の決壊状況 

7 月 6日から 7日にかけて国管理河川の小田川の堤防 2 か所、県管理河川の末政川、高
馬川、真谷川の堤防 6 か所が決壊した。堤防の決壊により真備地区全体面積の約 3 割に
あたる 1,200 ㏊が浸水し、深さは約 5m に及んだ。多数の家屋等が浸水し、市内で亡くな
った方は 52 人（災害関連死を除く）、全壊をはじめとする住家被害は、5,977 棟（平成 31
年 4月 5 日現在）に上った。 

１ 真備地区被災状況     

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 31ページ上段写真の   から矢印方向を撮影（小田川堤防決壊箇所、左側は県立倉敷まきび支援学校） 

堤防決壊箇所 

高馬川 

県立倉敷まきび支援学校 

小田川 小

 

第２章 被災状況 

第  

二  

章
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第２章 被災状況 

２ 国管理河川（小田川） 
⑴高馬川合流付近 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
[高馬川合流付近 堤防決壊箇所] 

 

撮影日時：7月 7日 14時-17時頃（上空 100m） 

撮影日時：7月 8日 14時頃 

県立倉敷 県立倉敷県立倉敷

まきび支援学校 

（以下、堤防の決壊延長をＬ＝100ｍなどと示す） 

写真提供：国土交通省 
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第２章 被災状況 

 第２章 被災状況 
   

 
１ 堤防の決壊状況 

7 月 6日から 7日にかけて国管理河川の小田川の堤防 2 か所、県管理河川の末政川、高
馬川、真谷川の堤防 6 か所が決壊した。堤防の決壊により真備地区全体面積の約 3 割に
あたる 1,200 ㏊が浸水し、深さは約 5m に及んだ。多数の家屋等が浸水し、市内で亡くな
った方は 52 人（災害関連死を除く）、全壊をはじめとする住家被害は、5,977 棟（平成 31
年 4月 5 日現在）に上った。 

１ 真備地区被災状況     

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 31ページ上段写真の   から矢印方向を撮影（小田川堤防決壊箇所、左側は県立倉敷まきび支援学校） 

堤防決壊箇所 

高馬川 

県立倉敷まきび支援学校 

小田川 小

 

第２章 被災状況 

第  

二  

章
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第２章 被災状況 

⑵内山谷川合流付近 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
[内山谷川合流付近 堤防決壊箇所] 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

撮影日時：7月 7日 14時-17時頃（上空 100m） 

上段写真の   から矢印方向を撮影（撮影日時：7月 9日） 

 

第２章 被災状況 

第  

二  

章
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第２章 被災状況 

３ 県管理河川 
⑴末政川 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

[末政川堤防決壊箇所]  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

撮影日時：7月 7日 14時-17時頃（上空 100m） 

撮影日時：7月 7日 7時頃 

  

 

上段写真の   から矢印①方向を撮影 上段写真の   から矢印②方向を撮影 

A 

B 

A A 
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第２章 被災状況 

⑵内山谷川合流付近 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
[内山谷川合流付近 堤防決壊箇所] 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

撮影日時：7月 7日 14時-17時頃（上空 100m） 

上段写真の   から矢印方向を撮影（撮影日時：7月 9日） 

 

第２章 被災状況 

第  

二  

章
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第２章 被災状況 

[末政川堤防決壊箇所]  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑵高馬川 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

撮影日時：7月 7日 14時-17時頃（上空 100m） 

33ページ上段写真の   から矢印③方向を撮影 撮影日時：7月 11日 13時頃 B 

 

第２章 被災状況 

第  

二  

章
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第２章 被災状況 

[高馬川堤防決壊箇所] 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑶真谷川 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

撮影日時：7月 7日 14時-17時頃（上空 100m） 

34ページ下段写真の   から矢印方向を撮影 撮影日時：7月 8日 18時頃 

堤防決壊箇所 
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第２章 被災状況 

[末政川堤防決壊箇所]  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑵高馬川 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

撮影日時：7月 7日 14時-17時頃（上空 100m） 

33ページ上段写真の   から矢印③方向を撮影 撮影日時：7月 11日 13時頃 B 

 

第２章 被災状況 

第  

二  

章
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第２章 被災状況 

[真谷川堤防決壊箇所] 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 浸水の状況 

１ 真備地区の浸水状況 
⑴浸水域・浸水深  
区分 規  模 

浸水域 約 1,200 ㏊（真備地区全域：約 4,400 ㏊） 
浸水深 最大約 5ｍ（推定値） 

平成 30 年 7 月豪雨による真備地区の浸水地域は、平成 29 年作成の倉敷市洪水・土
砂災害ハザードマップ（真備・船穂地区）の浸水想定区域とほぼ重なっている。 

 

 

35ページ下段写真の   から矢印方向を撮影 撮影日時：7月 10日 14時頃 

出典：国土交通省国土地理院 
平成 30年 7月豪雨による倉敷市真備町周辺浸水推定段彩図 

 

第２章 被災状況 

第  

二  

章
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第２章 被災状況 

⑵浸水の状況 

  
 

①辻田付近の上空から南西方面を撮影 

撮影日時：7月 7日 14時-17時頃（上空 100m） 

①～⑪：写真の撮影方向を示す 

真備東中学校 
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第２章 被災状況 

[真谷川堤防決壊箇所] 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 浸水の状況 

１ 真備地区の浸水状況 
⑴浸水域・浸水深  
区分 規  模 

浸水域 約 1,200 ㏊（真備地区全域：約 4,400 ㏊） 
浸水深 最大約 5ｍ（推定値） 

平成 30 年 7 月豪雨による真備地区の浸水地域は、平成 29 年作成の倉敷市洪水・土
砂災害ハザードマップ（真備・船穂地区）の浸水想定区域とほぼ重なっている。 

 

 

35ページ下段写真の   から矢印方向を撮影 撮影日時：7月 10日 14時頃 

出典：国土交通省国土地理院 
平成 30年 7月豪雨による倉敷市真備町周辺浸水推定段彩図 

 

第２章 被災状況 

第  

二  

章
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第２章 被災状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 
 
 
 

②南山橋上空から総社方面を撮影 

撮影日時：7月 7日 14時-17時頃（上空 100m） 

高梁川 

井原鉄道 

小田川 

③南山橋上空から北方面を撮影 

撮影日時：7月 7日 

総社市 市総社市総社
川辺橋 

高梁川 

小田川 

井原鉄道 

写真提供：国土交通省 

 

第２章 被災状況 

第  

二  

章
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第２章 被災状況 

 

④矢形橋上空から南西方面を撮影 

撮影日時：7月 7日 

小田川 

箭田地区 

二万橋 

有井地区 

⑤矢形橋上空から北方面を撮影 

撮影日時：7月 7日 

小田川 小田川

川辺宿駅 

川辺橋 川辺川辺

川辺地区 

高梁川 川

真備健康福祉館 

矢形橋 

二万橋二万橋

県立倉敷 県県県県県県立立倉倉倉倉倉敷敷敷敷敷県県県県県県県県県県県県県立立倉倉倉倉倉倉倉倉倉倉倉倉敷敷敷敷敷敷敷敷敷敷敷敷
まきび支援学校 

写真提供：国土交通省 

 

写真提供：国土交通省 
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第２章 被災状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 
 
 
 

②南山橋上空から総社方面を撮影 

撮影日時：7月 7日 14時-17時頃（上空 100m） 

高梁川 

井原鉄道 

小田川 

③南山橋上空から北方面を撮影 

撮影日時：7月 7日 

総社市 市総社市総社
川辺橋 

高梁川 

小田川 

井原鉄道 

写真提供：国土交通省 

 

第２章 被災状況 

第  

二  

章
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第２章 被災状況 

  

⑥二万橋上空から北方面を撮影 

撮影日時：7月 7日 

⑦二万橋上空から北西方面を撮影 

撮影日時：7月 7日 

二万橋 

小田川 

玉島消防署真備分署 

井原鉄道 

末政川 

小田川 小田川

真備中学校 井原鉄道 

井原鉄道井原鉄道

箭田地区 

下二万地区 

⑦二万橋上空から北西方面を撮影⑦二万橋上空から北西方面を撮影

倉敷市真備支所 

下二万地区 

箭田地区 

井原鉄道井原鉄道

マービーふれあいセンター 

写真提供：国土交通省 

 

写真提供：国土交通省 

 

第２章 被災状況 

第  

二  

章
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第２章 被災状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑧福松橋上空から北東方面を撮影 

撮影日時：7月 7日 

下二万地区 

末政川 

二万橋 

マービーふれあいセンター 

撮影日時：7月 7日 

⑨福松橋上空から北西方面を撮影 

小田川 小田川

下二万地区 

真備中学校 井原鉄道 

吉備真備駅 

県立倉敷 県立県立
まきび支援学校 

橋上空から北西方面を撮影

備

立倉敷立倉敷立倉敷

吉

立倉敷

吉
高馬川 

箭田地区 

写真提供：国土交通省 

 

写真提供：国土交通省 
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第２章 被災状況 

  

⑥二万橋上空から北方面を撮影 

撮影日時：7月 7日 

⑦二万橋上空から北西方面を撮影 

撮影日時：7月 7日 

二万橋 

小田川 

玉島消防署真備分署 

井原鉄道 

末政川 

小田川 小田川

真備中学校 井原鉄道 

井原鉄道井原鉄道

箭田地区 

下二万地区 

⑦二万橋上空から北西方面を撮影⑦二万橋上空から北西方面を撮影

倉敷市真備支所 

下二万地区 

箭田地区 

井原鉄道井原鉄道

マービーふれあいセンター 

写真提供：国土交通省 

 

写真提供：国土交通省 

 

第２章 被災状況 

第  

二  

章
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第２章 被災状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑩宮田橋上空から東方面を撮影 

撮影日時：7月 7日 14時-17時頃（上空 100ｍ） 

箭田小学校 

県立倉敷 
まきび支援学校 
県立倉敷県立倉敷県立倉敷

支支支支支支支援援援援援援援援援援援援援援援まままままままままままききききききききききびびびびびびびびびび支支支支支支支支支支支支支ままままきききびびび

高馬川 高高高高高高高高馬川

時頃（上空 100ｍ）

小田川 

井原鉄道 

撮影日時：7月 7日 14時-17時頃（上空 100m） 

⑪宮田橋上空から南西方面を撮影 

真谷川 

服部地区 

真備公民館 真備公民館真備公民館
服部分館 

 

第２章 被災状況 

第  

二  

章
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第２章 被災状況 

２ まちの状況 
小田川、小田川支川の末政川・高馬川・真谷川の堤防の決壊により、真備地区約 4,400ha

のうち約 1,200haが浸水。浸水地域では、お亡くなりになられた方々をはじめ、大規模な
住家・事業所・農業被害の発生とともに、広範囲でのライフラインの停止など、未曾有の
大災害となった。住宅の 2 階や屋根の上などに取り残された 2,350人以上が、自衛隊、消
防、警察等によって救助・救出されるとともに、5,500 人（7月 7日）を超える市民が避
難所へ避難した。 
また、市内では倉敷地区で東町・吉岡・中庄、玉島地区で玉島阿賀崎・玉島長尾・玉島

服部地区などでも床上浸水が発生するなど、真備地区以外でも浸水により大きな被害を
受けた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

真備地区二万橋付近（7月 7日） 

真備支所から吉備真備駅方面を撮影 真備支所から撮影した救助隊 
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第２章 被災状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑩宮田橋上空から東方面を撮影 

撮影日時：7月 7日 14時-17時頃（上空 100ｍ） 

箭田小学校 

県立倉敷 
まきび支援学校 
県立倉敷県立倉敷県立倉敷

支支支支支支支援援援援援援援援援援援援援援援まままままままままままききききききききききびびびびびびびびびび支支支支支支支支支支支支支ままままきききびびび

高馬川 高高高高高高高高馬川

時頃（上空 100ｍ）

小田川 

井原鉄道 

撮影日時：7月 7日 14時-17時頃（上空 100m） 

⑪宮田橋上空から南西方面を撮影 

真谷川 

服部地区 

真備公民館 真備公民館真備公民館
服部分館 

 

第２章 被災状況 

第  

二  

章
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第２章 被災状況 

 

 

撮影日時：7月 7日 14時-17時頃 

小田川堤防（上の写真）の   の部分から、矢印の方向を撮影したもの（7月 7日） 

吉備真備駅北側周辺（7月 7日） 

浸水により漂流物が散乱する 

箭田地区の様子（7月 7日） 
箭田小学校付近（7月 7日） 

 

第２章 被災状況 

第  

二  

章
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第２章 被災状況 

 
  

真備陵南高等学校付近（7月 7日） 

左写真：高馬川と国道 486

号の交差地点付近から西

方向を撮影（7月 8日） 

上写真：矢形橋付近から北

方向を撮影（7月 8日） 

真備浄化センター付近（7月 8日） まきびの里保育園付近（7月 7日） 
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第２章 被災状況 

 

 

撮影日時：7月 7日 14時-17時頃 

小田川堤防（上の写真）の   の部分から、矢印の方向を撮影したもの（7月 7日） 

吉備真備駅北側周辺（7月 7日） 

浸水により漂流物が散乱する 

箭田地区の様子（7月 7日） 
箭田小学校付近（7月 7日） 

 

第２章 被災状況 

第  

二  

章
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第２章 被災状況 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

生坂二日市線（7月 8日） 浅原川（7月 7日） 

市保健所東側道路（7月 7日） 

高梁川緑地（7月 7日、片島町） 

 

第２章 被災状況 

第  

二  

章
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第２章 被災状況 

３ 土砂災害 

市内の山間部では広江、連島、児島、玉島地区で土砂災害が発生し、住家・道路への土
石の流入、道路崩落、林地の崩壊、電柱の倒壊などの被害を受けた。 

１ 広江地区 
  7 月 7 日、広江地区のコスモタウン広江団地の裏山の土砂が約 500m にわたって崩れ落
ちる土砂災害が発生。住家被害は全壊 2 棟、大規模半壊 1 棟、半壊 3 棟、一部損壊 4 棟
に上った。付近の住民は、福田南中学校などに避難し、一部の被災者はその後、広江中央
公民館へ移り避難生活を送った。 

  
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

コスモタウン広江の土砂災害の様子（空撮） 

：土砂災害発生箇所 
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第２章 被災状況 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

生坂二日市線（7月 8日） 浅原川（7月 7日） 

市保健所東側道路（7月 7日） 

高梁川緑地（7月 7日、片島町） 
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第２章 被災状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
２ 連島地区 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

コスモタウン広江の土砂災害 被害状況 

旭丘小学校西側付近 連島町西之浦 146号線 

土砂災害当日の夜の様子 崩落状況 
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第２章 被災状況 

３ 下津井地区 
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 弥高山地区 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

才ノ峠吹上線 

城山線（下津井城跡南側） 

弥高線（玉島・弥高山） 
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第２章 被災状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
２ 連島地区 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

コスモタウン広江の土砂災害 被害状況 

旭丘小学校西側付近 連島町西之浦 146号線 

土砂災害当日の夜の様子 崩落状況 
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第２章 被災状況 

４ 過去の浸水 

  平成 30 年 7 月豪雨の被災地の真備地区は、明治 26 年、昭和 47 年、51 年にも大きな
浸水被害を受けており、小田川を管理している国土交通省において治水対策が検討され
てきた。 

１ 明治 26年 

高梁川水系において、正確な被害統計が残る洪水としては既往最大規模。高梁川本川
や支川のいたるところで決壊し、未曾有の大災害となった。 
この災害を契機に、高梁川第 1 期改修工事が行われた。期間は明治 40 年～大正 14 年

で、東高梁川と西高梁川を西の 1本に統合し、東高梁川を廃川した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 昭和 47年 

昭和 47 年 7 月洪水では、中国地方各地で大規模な浸水となり、小田川では堤防が決
壊し、未曾有の大災害となった。 

 
 
 
 
 
 
 
 

明治 26年 堤防決壊の復旧状況（真備町川辺） 

明治 26年 家屋倒壊状況（真備町川辺字辻尾） 

昭和 47年 小田川の決壊 
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第２章 被災状況 

３ 昭和 51年 

昭和 51年 9 月には、小田川の堤防決壊はなかったが、大規模内水氾濫が発生した。
浸水面積、被害規模では昭和 47 年 7 月洪水を超える未曾有の大災害となった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

昭和 51 年 9 月 浸水区域図  

昭和 51 年 内水による浸水状況（真備町川辺） 
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第２章 被災状況 

４ 過去の浸水 

  平成 30 年 7 月豪雨の被災地の真備地区は、明治 26 年、昭和 47 年、51 年にも大きな
浸水被害を受けており、小田川を管理している国土交通省において治水対策が検討され
てきた。 

１ 明治 26年 

高梁川水系において、正確な被害統計が残る洪水としては既往最大規模。高梁川本川
や支川のいたるところで決壊し、未曾有の大災害となった。 
この災害を契機に、高梁川第 1 期改修工事が行われた。期間は明治 40 年～大正 14 年

で、東高梁川と西高梁川を西の 1本に統合し、東高梁川を廃川した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 昭和 47年 

昭和 47 年 7 月洪水では、中国地方各地で大規模な浸水となり、小田川では堤防が決
壊し、未曾有の大災害となった。 

 
 
 
 
 
 
 
 

明治 26年 堤防決壊の復旧状況（真備町川辺） 

明治 26年 家屋倒壊状況（真備町川辺字辻尾） 

昭和 47年 小田川の決壊 
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第３章 市対策本部の取り組み 
1 市災害対策本部 
2 市災害対策本部の対応 
3 救助・応急復旧活動 
  自衛隊 国土交通省緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE） 

消防 消防団 岡山県警察 住民等による活動 
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第３章 救助・応急復旧活動 

 第３章 市対策本部の取り組み 
  

 
１ 市災害対策本部 

7 月 5 日に、時間経過とともに変化する状況への対応を行うため、市災害対策本部条例
に基づき、市長を本部長とする倉敷市災害対策本部を設置した。 

１ 本部組織 

２ 局ごとの事務分掌の見直し 
地域防災計画では、各部局が担当する災害時の事務分掌が定められているが、平成 30

年 7 月豪雨災害があまりにも甚大であったため、次のとおり担当する業務の範囲及び事
務量を大幅に見直し、災害対応業務を行うこととした。 

（平成 30 年 7 月時点の組織図） 
本部長   副本部長   

  

  

部   本 部 員 

市 長 
 

 

副市長  総 務 対 策 部 

 
総 務 局 長 

危  機  管  理  監 

企 画 財 政 局 長 

会 計 管 理 者 

議 会 事 務 局 長 

   

  市 民 対 策 部  市 民 局 長 

 
  

環 境 対 策 部   
環 境 リ サ イ ク ル 局 長 

環 境 リ サ イ ク ル 局 参 与 

  保健福祉対策部   
保 健 福 祉 局 長 

保 健 福 祉 局 参 与 

 保 健 所 対 策 部  保 健 福 祉 局 参 与 

 
  

文化産業対策部   
文 化 産 業 局 長 

文 化 産 業 局 参 与 

 
  

建 設 対 策 部   
技 監 

建 設 局 長 

  消 防 対 策 部   消 防 局 長 

 水 道 対 策 部  水 道 事 業 管 理 者 

  教 育 対 策 部   
教 育 長 

教 育 次 長 
  

 
 

 地 区 本 部 地 区 本 部 員 
 児 島 地 区 本 部   

児 島 支 所 長 
 玉 島 地 区 本 部   

玉 島 支 所 長 
 水 島 地 区 本 部   

水 島 支 所 長 

 

庄 地 区 本 部  庄 支 所 長 
茶屋町地区本部  茶 屋 町 支 所 長 
船 穂 地 区 本 部  船 穂 支 所 長 
真 備 地 区 本 部  真 備 支 所 長 
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第３章 救助・応急復旧活動 

 
 

 
 

  

倉敷市災害対策本部（市長） 

本部事務局 
本部会議の運営、各種情報集約、班間部局間の分担・連携の調整・指揮 

・共同事務局長：生水副市長、河田副市長 
・事務局構成員：総務局参与兼防災危機管理室長、総務局長、企画財
政局長 
・アドバイザー：内閣官房職員 

（政府）現地被災者生活支援チーム 
・内閣府・各省庁（国交・自衛隊・環
境・厚労・農林・中企等）による、多岐
にわたる生活支援を加速するためのチー
ム 
・倉敷市役所内に設置 

事業推進班  
広報班     ：参与兼市長公室長、参与兼防災危機管理室長 

避難所運営班：市民局長、総務局長、企画財政局長、環境リサイクル局長、参与兼下水道部長、教育次長 

支援物資班  ：企画財政局長、総務局長、参与兼防災危機管理室長、市民局長、文化産業局長、真備支所長 

生活支援班(住宅関連除く)：保健福祉局長、市民局長、文化産業局長、参与兼防災危機管理室長、教育次長 

住宅班     ：建設局長、保健福祉局長 

医療衛生班  ：参与兼保健所長 

インフラ班    ：水道事業管理者、建設局長、参与兼下水道部長、文化産業局長、参与兼農林水産部長 

災害廃棄物班：環境リサイクル局長 
※ 下線は責任者（インフラ班は所管事項ごとに責任者を置く） 
 

本部事務局・各事業推進班の主な役割  
本部事務局 本部会議の運営、各事業推進班からの情報・要望の集約・対応（回答）・回答依頼・部局間の分担・

連携の調整、報道・市民からの問い合わせ窓口（各部局から協力）、外部へ発信した情報の各班・各部
局へのフィードバック、事務局・各班のマンパワー確保、財源確保 

広報班 記者会見対応、市民への広報（被災地での広報を含む）、本部事務局への情報提供 
避難所運営班 避難所からの情報の集約と要望への対応（回答・回答依頼）、避難所の状況の一元把握、避難所の管

理運営・快適性向上、避難者要望等一次対応、医療衛生班への連絡、避難所開設場所の確保、慰問
等への対応、本部事務局への情報提供 

支援物資班 避難所等からの物資要望受、物資の調達・受入・配分、本部事務局への情報提供 
生活支援班 り災証明、被災者生活支援制度・福祉・金融・税・教育等各種支援制度の運用、事業者・農業者各種

支援、本部事務局への情報提供 

住宅班 仮設住宅関係業務、本部事務局への情報提供 
医療衛生班 避難所の健康・衛生管理関係、本部事務局への情報提供 
インフラ班 各種インフラ復旧等業務、本部事務局への情報提供 
災害廃棄物班 災害廃棄物対応、関係機関との調整、本部事務局への情報提供 
 本部事務局内部の体制と役割  
統括・調整 G 各班・各部局間の分担・連携の調整、事務局・各班のマンパワー確保、財源確保 
情報・要望集約 G 各事業推進班からの情報の集約・要望等の対応（回答及び担当班担当部局への回答依頼） 
報道・市民対応 G 報道・市民からの問い合わせ窓口対応（回答を含む。記者会見対応を除く）、担当班担当部局への回

答依頼 

本部会議運営 G 本部会議の運営（各班照会、資料準備等）、議事録・記者会見資料等の作成 
 

必要に応じて個別に情報
共有や助言等 

情報共有・連携 
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第３章 救助・応急復旧活動 

 第３章 市対策本部の取り組み 
  

 
１ 市災害対策本部 

7 月 5 日に、時間経過とともに変化する状況への対応を行うため、市災害対策本部条例
に基づき、市長を本部長とする倉敷市災害対策本部を設置した。 

１ 本部組織 

２ 局ごとの事務分掌の見直し 
地域防災計画では、各部局が担当する災害時の事務分掌が定められているが、平成 30

年 7 月豪雨災害があまりにも甚大であったため、次のとおり担当する業務の範囲及び事
務量を大幅に見直し、災害対応業務を行うこととした。 

（平成 30 年 7 月時点の組織図） 
本部長   副本部長   

  

  

部   本 部 員 

市 長 
 

 

副市長  総 務 対 策 部 

 
総 務 局 長 

危  機  管  理  監 

企 画 財 政 局 長 

会 計 管 理 者 

議 会 事 務 局 長 

   

  市 民 対 策 部  市 民 局 長 

 
  

環 境 対 策 部   
環 境 リ サ イ ク ル 局 長 

環 境 リ サ イ ク ル 局 参 与 

  保健福祉対策部   
保 健 福 祉 局 長 

保 健 福 祉 局 参 与 

 保 健 所 対 策 部  保 健 福 祉 局 参 与 

 
  

文化産業対策部   
文 化 産 業 局 長 

文 化 産 業 局 参 与 

 
  

建 設 対 策 部   
技 監 

建 設 局 長 

  消 防 対 策 部   消 防 局 長 

 水 道 対 策 部  水 道 事 業 管 理 者 

  教 育 対 策 部   
教 育 長 

教 育 次 長 
  

 
 

 地 区 本 部 地 区 本 部 員 
 児 島 地 区 本 部   

児 島 支 所 長 
 玉 島 地 区 本 部   

玉 島 支 所 長 
 水 島 地 区 本 部   

水 島 支 所 長 

 

庄 地 区 本 部  庄 支 所 長 
茶屋町地区本部  茶 屋 町 支 所 長 
船 穂 地 区 本 部  船 穂 支 所 長 
真 備 地 区 本 部  真 備 支 所 長 
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第３章 救助・応急復旧活動 

7月5日に警戒体制に移行し、災害対策本部を防災危機管理室内に設置。本部には本部
長（市長）・副本部長（副市長）等が集合して、情報収集や避難情報発令など、様々な
災害対応に当たった。地区本部である各支所からの情報及び本庁の各部局から入ってく
る現場状況や、国土交通省岡山河川事務所や気象台等の関係機関からの情報をもとに避
難情報の発令につなげていった。 

7月6日午前に第1回災害対策本部会議を開催し、最大級の危機感を持って対応に当た
ることを市長が指示。以降、8月9日までは毎日本部会議を開催し、12月13日の災害対策
本部廃止までに、48回の本部会議を開催した。 
災害対策本部会議では、倉敷市災害対策本部員、自衛隊、岡山河川事務所の職員をは

じめ、国、県、岡山県警察、支援自治体の代表、倉敷市連合医師会、倉敷地域災害保健
復興連絡会議（クラドロ）、中国電力などが一堂に会して、当日の状況、作業報告、明
日行うべき作業などについて情報共有及び調整を随時行い、刻々と変わる状況に対応し
ていった。 

12 月 13日に全ての避難所を閉鎖したことで、翌 14 日に災害対策本部を解散した。 
 

[発災前後からおよそ 1 か月の災害対策本部・本部長の災害対応の状況] 

 
  

２ 市災害対策本部の対応 

▲7 月 6 日 状況に応じ避難情報を順次発令。そ
れに伴い、市消防局・消防団により避難広報も実
施し、市内 39 か所の避難所を開設。7 日 2 時過
ぎには自衛隊の災害派遣を要請。自衛隊・市消防
局を含む緊急消防援助隊・県内消防応援隊・岡山
県警察・市職員により人命救助に全力を傾けた。 

7 月 6 日午前 第 1 回災害対策本部会議を開催し、準備状況の報告や今後の避難所の開設見
込みについて検討。 

▼避難情報の発令に
際しては、倉敷市緊
急情報提供無線シス
テム（防災無線）を
通じて、市長が直接
住民に呼び掛けた。 
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第３章 救助・応急復旧活動 

 
 
 
  

◀7 月 9 日 
小此木防災担当大臣を団長とす
る政府調査団と岡山県庁で面会。
被災状況を説明し、救命・救助、
河川決壊箇所の復旧、被災者支援
等を要望するとともに、被害の甚
大さを踏まえ早期の激甚災害へ
の指定を要請した。 

7 月 9 日 避難所となっている岡田小学校において避難生活や支援物資の状況等を確認する
とともに、支援物資の集積・配送拠点となっている真備総合公園体育館の状況を確認した。
水島コンビナート企業各社より、長靴、手袋、ショベル、じょれん、ヘルメット等の多くの
緊急支援物資が到着した。また、真備支所は浸水で使えないため、支所機能を体育館に移転。
この日から、本庁及び玉島・児島・水島支所でり災証明の申請受付を開始した。 

◀7月 7 日 被災状況等を説明。河川決
壊箇所について、国・県に対し緊急復旧
工事を要請。市長から全国市長会、中核
市市長会の首長に対して直接連絡を取
り、支援物資を要請した。避難所への食
料調達、臨時給水所等の設置を行うとと
もに、市保健師による避難所での健康管
理活動を開始した。 

◀▶7 月 8 日 全
国市長会、中核市
市長会から支援
物資が続々と到
着し始める。地元
の児島商工会議
所、岡山県アパレ
ル工業組合に依
頼していた衣類
も到着。 

▶7 月 8 日 倉敷市災害対策本部会議で、引き続き人
命救助に全力をあげることを確認し、各部局の被害
状況報告に基づき、今後の対策を検討。国が昨日より
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7月5日に警戒体制に移行し、災害対策本部を防災危機管理室内に設置。本部には本部
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災害対策本部会議では、倉敷市災害対策本部員、自衛隊、岡山河川事務所の職員をは

じめ、国、県、岡山県警察、支援自治体の代表、倉敷市連合医師会、倉敷地域災害保健
復興連絡会議（クラドロ）、中国電力などが一堂に会して、当日の状況、作業報告、明
日行うべき作業などについて情報共有及び調整を随時行い、刻々と変わる状況に対応し
ていった。 

12 月 13日に全ての避難所を閉鎖したことで、翌 14 日に災害対策本部を解散した。 
 

[発災前後からおよそ 1 か月の災害対策本部・本部長の災害対応の状況] 

 
  

２ 市災害対策本部の対応 

▲7 月 6 日 状況に応じ避難情報を順次発令。そ
れに伴い、市消防局・消防団により避難広報も実
施し、市内 39 か所の避難所を開設。7 日 2 時過
ぎには自衛隊の災害派遣を要請。自衛隊・市消防
局を含む緊急消防援助隊・県内消防応援隊・岡山
県警察・市職員により人命救助に全力を傾けた。 

7 月 6 日午前 第 1 回災害対策本部会議を開催し、準備状況の報告や今後の避難所の開設見
込みについて検討。 

▼避難情報の発令に
際しては、倉敷市緊
急情報提供無線シス
テム（防災無線）を
通じて、市長が直接
住民に呼び掛けた。 
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7 月 10 日 防災ヘリにて全域の被災状況を確認。この日、国による避難所へのクーラーの設
置、自衛隊による入浴支援開始、市の入浴支援バスの運行開始、真備浄化センター（公共下
水道）の仮運転開始、人命救助・人命捜索から引き続いて要請していた自衛隊による災害廃
棄物撤去に向けた作業が開始された。 
 
 

7 月 9 日 倉敷市災害対策本部会議で被害状況の共
有と復旧作業の状況について検討。本日より真備地
区内のがれきの撤去、消毒作業を開始。明日からは
可燃ごみ収集を開始するが、災害廃棄物の量が莫大
な量となる見込で衛生状態も悪いため、自衛隊に人
命救助・捜索に引き続いて災害廃棄物撤去を依頼す
る必要があることを確認、要請を行った。この日よ
り小田川北側で一部試験通水を開始した。 

7 月 11 日 安倍晋三首相はじめ政府調査団が第二福田小学校と岡田小学校を視察。小田川堤
防の決壊箇所を確認し、二万橋北側堤防上にて献花を行う。市長から総理に早期の応急復旧
工事と被災者支援、小田川合流点付替え事業の早期着工を強く要請。視察後は真備地区を巡
回し、被災状況や避難状況、支援物資の状況等を確認。また、この日は玉島地区の中国職業
能力開発大学校体育館に市災害ボランティアセンターを開設するとともに、広報車による災
害復旧支援情報の広報や、各地区に仮設トイレの設置を開始した。同日、世耕弘成経済産業
大臣も避難所等を視察。なお、この日までに、国土交通省の排水作業によって、おおむね浸
水が解消された。また、この日から東京都・埼玉県や福岡市など他自治体からの避難所運営
等の支援も開始。 
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第３章 救助・応急復旧活動 

 

◀7 月 14 日  
平成 30 年 7 月豪雨による被災状況
や避難状況、復旧に向けた取り組み
状況等に関する記者会見を行う。こ
の日、真備地区全域で試験的な通水
を開始した。また、被災者の皆さま
の今後の仮の住まいとなる「借上型
仮設住宅」の詳細について発表し
た。 

▼▶7 月 14 日 連島町連島の避難指示（緊急）
を解除したほか、家屋の消毒、消毒用噴霧器の
貸し出しを開始した。この3連休で、延べ5,200
人を超える大変多くの方が、ボランティアに
訪れて来てくさだった。 
この日、平成 30 年 7 月豪雨が、豪雨災害とし
て初めて特定非常災害に指定された。 
また、この日安否不明者が 0 人となった。 
真備地区からの避難所となっている連島南中
学校と連島南小学校を訪問した。 

7 月 15 日 石井国土交通大臣が視察。決壊した小田川堤防の応急復旧工事の視察、薗小学校
の避難所訪問に同行し、状況の説明を行う。現地視察後、県知事、岡山・総社市長も加わり
意見交換を行い、決壊箇所の早期復旧、土砂の浚渫、河道の樹木伐採、小田川合流点付替え
事業の早期着手及び早期完成の要望書を提出した。 
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7 月 17 日 倉敷市や岡山県、全国各地からの医師、医療関係団体などが連携して、真備地
区を中心とした被災地域の保健医療の復興に向けて活動くださっている倉敷地域災害保健
復興連絡会議（KuraDRO）の拠点となっている市保健所にて、被災者の皆さまの健康状態
について意見交換。 

◀7 月 16 日 中川雅治環境大臣が真備地区を訪れ、
災害廃棄物の撤去状況などを視察された。また、こ
の日、小田川南全域の水道を復旧し、7 日の断水以
来、9 日ぶりに飲用可能な水を出すことができた。
また、災害廃棄物撤去が本格化し、がれきからの粉
じんを抑えるため、市から国土交通省に申し入れを
行っていた散水車による散水作業が開始された。17
日は 13 台にて行う。 

写真提供：国土交通省 

◀7 月 16 日 真備地区からの避難所とな
っている上成小学校と船穂小学校、乙島小
学校の体育館を訪問し、避難状況の確認や
今後の避難生活に向けたご意見を伺った。 

7 月 17 日 本庁舎 1 階ホールにおいて、みなし仮設住宅の入居申込受付を開始。災害廃棄物
処理は、自衛隊、県建設業協会、県産業廃棄物協会、他自治体等の応援をいただき 170 台体
制で行っている。また、この日より全国からの職員応援による現地家屋調査を開始した。 
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◀7 月 17 日 梶田省三倉敷市議会議長から、災害
からの復旧、被災者支援等をはじめとする重点要望
事項を受け取った。 
また、この日は、水島地区の避難所と真備地区を結
ぶ無料臨時バスの運行を開始した。 
 

◀7 月 19 日 真備地区の学校再開につい
て、2 学期（9 月 3 日）から授業を再開す
ることを発表した。児童が転校すること
なく、これまでの学校単位で行動できる
ようにするため、元の学校を修繕するま
での間、被災を免れた真備地区内の学校
敷地内にプレハブ校舎を建設して授業を
行うことや、プレハブ校舎の建設に着工
から 1～2 か月かかるため、それまでの間
は市内他地区の施設を仮校舎として活用
し、スクールバスを運行することなどを
発表した。また、この日から、被災した中
学 3 年生への教科書の配布を開始した。 

▲▶7 月 18 日 この日から、国が作成した河川
の復旧進捗状況の地図を各避難所に張り出しを
行うこととした。また、市営住宅等の一時入居申
込受付を開始した。 
真備地区からの避難所となっている第五福田小
学校を訪問し、行政からのお知らせの内容や避難
所の運営などの状況を確認。 
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7 月 20 日 り災証明・被災状況調査（家屋状況調査）の出発式。17 日から開始し、本日 4 日
目。県内をはじめ、全国から市長会・中核市など多くの自治体の応援により、3 名編成の班を
33 班体制敷くことで、集中的な調査が可能となった。また、この日から、真備地区の公立幼
稚園 3 園で預かり保育を開始した。  
▶7 月 21 日 国土交通省中国地方整備局か
ら小田川の決壊箇所（2 か所）について、緊
急復旧工事が完了した旨の報告を受けた。盛
り土を行い、鋼矢板を打ち込み、安全性を確
保しているとの説明を受けた。また、6 か所
の損壊箇所についても、翌日応急復旧工事が
終わる旨の説明を受けた。これで国管理部分
の復旧工事は完了した。 

▶7 月 21 日 真備地区からの避難所となっ
ている連島東小学校の状況確認。また、この
日は穂井田小学校体育館をペット同伴用避
難所として開設した。 

◀7 月 21 日 平成 30 年 7 月豪雨による被災状
況や避難状況、復旧に向けた取り組み状況等に
関する説明を行った。市営住宅等の一時入居に
ついて、申込受付分につき抽選し、入居者を決定
した。また、この日、借上型仮設住宅の初めての
入居決定通知 251 件を送付した。 
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7 月 22 日 薗小学校敷地内等において、川辺小学校のプレハブ校舎と被災者向け仮設住宅の
建設候補場所を確認。また、日本財団より尾形理事長が支援に向けての現地確認に訪問され
た。 

7 月 22 日 川辺小学校と真備東中学校において被災状況の確認や、災害廃棄物撤去の状況を
確認。 

◀7 月 22 日 小野寺
防衛大臣が真備地区
を視察。同行し、被災
状況を説明するとと
もに、自衛隊による
人命救助、災害廃棄
物撤去作業等への感
謝を申し上げた。災
害廃棄物撤去には、
全体でダンプ 320 台
が従事している。 
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◀▲7 月 22 日 被災した事業所や、ボラ
ンティア活動される皆さまの拠点を訪問。 

◀▲7 月 22 日 岡田小学校を訪問し、避
難所の状況を確認するとともに、仮設住宅
建設場所の候補地について確認。 

▶7 月 23 日 林芳正文部科
学大臣が、倉敷まきび支援学
校と、真備地区からの避難所
となっている連島南中学校
と第五福田小学校を視察。真
備地区の被災状況や避難の
状況を説明するとともに、学
校園の子どもたちの学習環
境確保や防災機能の向上等
について要望書を提出した。 
また、この日は、住宅の応急
修理受付を開始した。 

7 月 23 日 真備地区と船穂地区内の合計 5 か所に約 200 戸の仮設住宅を設け、8 月中の着
工、9 月中の入居を目指すことを発表。また、被災直後より断水し、飲用不可の条件付きで
試験通水していた小田川北側地区の水道復旧が完了し、7 月 24 日 9 時から飲用可能となるこ
とを発表した。これで真備地区内の全ての水道が復旧した。 
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◀7 月 23 日 自衛隊の皆さまによる国道 486 号沿い
の災害廃棄物撤去が 24 日に完了することとなった。
真備地区内における危険除去、衛生状態確保の観点か
ら、自衛隊による災害廃棄物処理の区域と期間につい
て協議・要請を行った。また、経済産業省との間で事
業者の復旧に向けた支援体制について協議を行った。 

▶7 月 24 日 国土交通省都市局との間で、現
下の被災状況からの復興に向けた施策につい
て協議を行った。 
また、この日、真備地区全域で水道が復旧し、
それに伴って自衛隊の給水支援が終了した。真
備支所の復旧に向け鋭意取り組み中。そして、
今回の平成 30 年 7 月豪雨が激甚災害に指定と
なる閣議決定が行われた。 

▲▶7 月 26 日 
倉敷市災害ボラン
ティアセンター箭
田サテライトや、浸
水被害を受けた真
備支所の復旧状況
を確認。 

7 月 28 日 真備地区からの避難所となっている船穂小学校の体育館と総社市の清音公民館
を訪問。加藤勝信厚生労働大臣もお話を聞いてくださった。台風の接近を受け、28 日・29
日・30 日のボランティア受け入れを中止した。また、自衛隊の活動等も、29 日・30 日を休
止とした。市では、未だ運転不能となっている小田川の排水機場の代替として、国土交通省
のポンプ車 6 台の配置をお願いし、28 日から警戒を行い台風に備えた。 

▲7 月 25 日 被災農業者向け支援制度
及び農地災害復旧に関する説明会を開
催。7 月 25 日に引き続き、26 日・27 日
にも被災農業者向け説明会を開催。 
 

◀7 月 27 日 台風 12 号への備えのため、3 つの
避難所開設を決定。特に被災されて自宅の片付け
をされている方、1 階が被災して 2 階に住まわれ
ている方のため、避難用のバス 3 台を準備した。 
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◀7 月 30 日 平成 30 年 7 月豪雨による
被災者への生活支援や公共施設の復旧の
ための緊急を要する経費として、137 億
4,800 万円余りの平成 30 年 7 月補正予算
（専決処分）を発表した。 

▶7 月 31 日 8 月 3 日から 18 日までの間、防衛
省が契約している民間船舶「はくおう」を被災者
の休養のため活用できることになったことを発
表した。また、この日から建設型仮設住宅の申込
受付を開始した。 

◀8 月 3 日  
船穂支所 2 階大会議室において被災事業
者向けの支援に関する説明会を開催。合
計 124 人が参加した。 
また、この日、建設型仮設住宅（柳井原仮
設団地）が着工した。 
また、この日、県管理所管の 4 河川の緊
急復旧工事が完了した。 

8 月 3 日 被災者の皆さまの休養施設として、防衛省にご協力いただき実施している、防衛
省が契約する民間船舶「はくおう」による宿泊・食事・入浴等支援サービスが宇野港（水島
港）にてスタートし、訪問した。船内では、健康・栄養に関する相談や、住宅再建に関する
相談も受け付けた。8 月 18 日までに真備地区から、373 人が利用した。 

◀8月 1日 真備地区避難所と本庁を結ぶ無料臨時
バスの運行と、真備地区内の移動支援として「まび
復興支援バス」の運行を開始した。 

▶8 月 2 日  
復旧業務に幅広くご尽力いただ
いた自衛隊第 3 師団の主力の皆
さまが、この日をもって活動を
区切りとされました。 
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▲▶8月 4日 被災直後より業務を停止していた
真備支所が、2 階部分を利用して、約 1 か月ぶり
に窓口業務を一部再開した。またこの日は、真備
支所をはじめとして、本庁・児島・玉島・水島の
各支所に被災者生活再建支援金・市災害義援金な
どの臨時窓口を開設し、当分の間は、土日も含め
て 8 時から 19 時まで受付を行うこととした。こ
の日一日で 900 件以上の申請があった。 
また、市組織として、被災者生活支援室を設置し
た。 

8 月 4 日 真備地区からの避難所となっている総社市内の清音福祉センター、山手公民館、
サンワーク総社、勤労青少年ホーム、中央公民館、総社市役所西庁舎を訪問。その後、総社市
の災害対策本部を訪問し、片岡市長はじめ皆さまに御礼を申し上げた。 

◀8 月 4 日 NHK より上田会長が訪問され、災害
時における NHK の情報発信について意見交換を
行った。市からは NHK のアナウンサーが、国土交
通省の河川情報のホームページを参照するなどし
ながら、住民が情報収集しやすくなるような方法
を検討していただきたい旨を要請した。 

8 月 5 日 玉島長尾の職業能力開発大学校をお借りして設置している倉敷市災害ボランティ
アセンターを訪問。全国各地からのボランティアの皆さま、そして、倉敷市社会福祉協議会、
民生委員・児童委員の皆さまをはじめ多くの皆さまのお力で復旧が進んでいます。 
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◀8 月 6 日 災害直後に伊東市長より支援要
請を行い、全国の市長に対して支援物資や人
員派遣の采配を振るってくださった、全国市
長会の立谷秀清会長（福島県相馬市長）と、災
害担当の神出政巳副会長（和歌山県海南市長）
が訪問され、激励をいただいた。全国の都市自
治体の皆さまに感謝を申し上げました。 

8 月 6 日 国と県による河川堤防の応急復旧工事が完了し、国管理の小田川と、県管理の 3 河
川で危機管理型水位計の運用が開始され、住民が自らも河川の状況を確認することが可能と
なったことから、真備地区全域に発令していた避難指示（緊急）を、8 月 7 日 10 時をもって
解除することを発表した。この日、建設型仮設住宅の真備総仮設団地、二万仮設団地を着工し
た。また、本日より、公費解体に関するコールセンターを開設し、自費解体の償還払いについ
ての申請受付も開始した。 

◀8 月 5 日  
真備公民館、箭田
分館、呉妹分館に
おいて、手続申込
の状況や公民館
分館の復旧状況
を確認した。 

▶8 月 6 日 7 月豪雨災害か
ら 1 か月となるこの日、第 32
回倉敷市災害対策本部会議を
開催し、黙とうを行い、この
1 か月間の復旧状況や今後の
課題を確認した。 
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災害発生後、まずは人命最優先に救助捜索活動に全力で取り組むため、発災直後の 7 日 2
時過ぎには、人命救助、そして、その後の災害廃棄物撤去や防疫活動の必要性を見込み、自衛
隊災害派遣を要請しました。そして、自衛隊、倉敷市消防局を含む緊急消防援助隊をはじめ、
消防岡山県隊、岡山県警察とともに救助捜索を行い、2,350 名の方を救出しました。また、市
内では 39 か所の避難所を開設し、発災直後の 7 月 7 日には、把握しているだけでも約 4,800
名の方を避難所に受入れました。そして、市内及び全国各地に支援物資を要請するとともに、
災害医療チーム派遣をお願いし、被災者の医療対応をすべく、市保健所に対策本部を設けま
した。 
また、浸水状態が続く真備町の排水作業に全力で取り組むべく、国土交通省の緊急災害対

策派遣隊（TEC-FORCE）により、全国から排水ポンプ車 23 台、照明車 11 台を配備して 24
時間体制で排水作業を行い、7 月 11 日に作業を完了しました。 
水が引くことで、ライフライン復旧に取り組むことが可能となり、約 8,900 戸で断水して

いた水道を、飲用不可の状態ではありましたが、被災された皆様の片付けと衛生状態確保の
ため通水することを決断し、7 月 9 日から試験通水を開始し、自衛隊や全国からの給水支援・
復旧支援も受け、16 日には小田川の南側にて、そして 24 日には北側を含む真備町全域で飲
用が可能となりました。また、下水道につきましても、機能停止していた真備浄化センターを
7 月 10 日に、箭田川南浄化センターを 12 日に利用可能としました。 
災害廃棄物の撤去につきましては、水が引いた直後から被災者の皆様が住宅の片付けを始

められたことに併せて、7 月 11 日には倉敷市災害ボランティアセンターを開設し、全国から
集まられたボランティアの方々の御協力により、家の前や地域の広場、道路脇などへの片付
けごみの搬出がすすみました。真備町内から西部ふれあい広場などの 1 次仮置場への搬送に
ついては、大幅増員をお願いして 1,300 人を超える体制としていただいた自衛隊をはじめ、
環境省、岡山県建設業協会、岡山県産業廃棄物協会、全国一般廃棄物環境整備協同組合連合
会、その他多くの自治体職員の皆様の御協力をいただき、8 月 25 日までに真備町内の住宅地
や身近な仮置場からの災害廃棄物撤去を完了しました。今後は、これまでに発生した片付け
ごみ 4 万 3 千トンと、これから行う公費解体等に伴い発生する 16 万 8 千トンの解体廃棄物
を、岡山県への事務委託により岡山県環境保全事業団水島処分場で処分を行うこととしてお
ります。 
国・県に対しては、早急に河川の復旧に取り組んでもらうことを要請し、国管理の小田川の

緊急復旧工事は 7 月 22 日までに、県管理所管の高馬川・真谷川・大武谷川・末政川の緊急復
旧工事は 8 月 3 日までに完了しました。さらに、本市からの要請に対応して、国・県は、こ
のたび被害が発生した小田川の 5 か所、末政川・高馬川・真谷川の各 1 か所の計 8 か所に、
河川の水位を確認するための危機管理型水位計を設置し、地域の皆様も水位を確認できるよ
うになったことから、8 月 7 日 10 時をもって、避難指示を解除いたしました。 
このたびの災害対応におきましては、議員の皆様には、発災当初から御支援をいただいて

おり、また、多くの市民・団体・企業の皆様から、心のこもった支援物資や多くの義援金を寄
せていただくとともに、8 月末までに延べ 42,141 人もの全国各地からのボランティアの皆様
に、復旧・復興に大きなお力添えをいただいております。また、国の機関（11 省庁）、他自治
体（対口支援、関西広域連合、中核市市長会など、18 都県 182 市区町）をはじめ、多くの支
援団体、医療機関等から人的支援をいただき、人命救助・救援捜索活動、物資支援、応急給水
活動、避難所運営業務、り災証明関係業務及び災害廃棄物搬出等に携わっていただき、今も一
部の業務において御協力をいただいている状況です。改めまして、心より深く感謝申し上げ
ます。 
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３ 救助・応急復旧活動 
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自衛隊による給水支援（真備町岡田） 

自衛隊による救助活動 

自衛隊による入浴支援 

（真備総合公園体育館駐車場） 
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⑷廃棄物撤去作業、道路啓開 
大量の災害廃棄物が排出され、地域の事業者等のみでは対応できる状況をはるかに

超えており、また、気温上昇による衛生環境の悪化に対応するため、一日も早く撤去
を行う必要があり、自衛隊に対し災害廃棄物の撤去を要請した。 

災害直後より、8月上旬まで
の間、各地からの部隊を投入し
て精力的に活動いただいた。自
衛隊の活動により、真備地区の
幹線道路として地区内交通や物
資輸送に重要な役割を担ってい
る国道486号の災害廃棄物の撤
去が7月24日に完了し、その後
も官民連携により、8月25日ま
でに真備地区内の住宅地や身近
な仮置き場からの災害廃棄物の
撤去をおおむね完了することが
できた。 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 陸上自衛隊第 3 師団長離任式（倉敷市役所） 

災害廃棄物撤去にあたる自衛隊 

7月 16日 

7月 24日 
廃棄物撤去が撤去された国道 486号 
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２ 国土交通省緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE） 
 7 月 7 日 5 時に市長から国土交通省へ緊
急排水支援を要請した結果、緊急災害対策
派遣隊（TEC-FORCE）として、中国・関
東・北陸・中部地方整備局から排水ポンプ
車 23 台、照明車 11 台が派遣された。 
⑴緊急排水支援 

救助・捜索・復旧活動のためには排水
作業が急務であり、7 月 7 日に緊急災害
対策派遣隊（TEC-FORCE）隊員及び国
土交通省岡山河川事務所職員が現地へ派
遣され、現地状況を把握のうえ、排水作
業実施場所及び排水ポンプ車等の災害対
策用機械の集合場所が検討された。その
結果、7 日 18 時までに高梁川右岸堤防上
及び小田川左岸堤防上をはじめとする排
水作業場所が選定され、柳井原小学校が
排水作業基地として設定された。 
緊急排水支援の作業は、捜索活動機関

（自衛隊・消防・警察）と調整の上、8 日
13 時頃から 24 時間体制で排水作業を開
始し、11 日までに宅地・生活道路の浸水
がおおむね解消された。    

 
[浸水状況と排水ポンプ車稼働状況] 緊急災害対策派遣隊からの状況報告 

出典：中国地方整備局「平成３０年７月豪雨～中国地方整備局 災害対応の記録～」 

排水ポンプ車現地作業調整（川辺） 

写真提供：国土交通省 

排水ポンプ車稼働状況（川辺） 

写真提供：国土交通省 
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⑵決壊箇所の緊急復旧・道路啓開等 
国では、小田川の堤防決壊箇所の緊急復旧工事を7日22時より、24時間体制で開始し

た。復旧作業にあたっては、まず道路のがれきや土砂を撤去する道路啓開作業を行う必
要があることから、緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）により、幹線道路と一部水路
の道路啓開が実施された。これに伴い、乾
いた道路からのほこりを軽減するため、
国土交通省により8月26日までの間、散水
車による路面散水が実施された。 
交通インフラの復旧状況について、市

では都市計画図をベースに、通行可能と
なった道路を表示した地図（Ａ1判）を
作成し、避難所に掲示したほか、インタ
ーネットでも公開した。 

⑶被災状況調査 
市長からの要請に基づき、緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）により、河川災害・

道路災害の被災状況調査が実施された。  
①防災ヘリコプターによる被災調査 

7 月 8日午前に、岡南飛行場（岡山市）に中部地方整備局の「まんなか号」が派遣
され、被災状況調査の初動対応に当たった。 

道路の土砂撤去作業 

写真提供：国土交通省 

写真提供：国土交通省 

写真提供：国土交通省 

照明車を投入し、小田川堤防決壊復旧作業を 

24 時間体制で実施 

散水車による路面散水 

写真提供：国土交通省 

災害対策基本法に基づく車両の移動 

写真提供：国土交通省 

市作成の通行可能な道路地区（7 月 9 日作成） 

写真提供：国土交通省 
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被災状況調査のほか、浸水範囲面積の確
認、応急復旧事業の進捗状況確認などを実施
し、ヘリ映像は、ネットワークを通じて市に
情報提供された。 

②ドローンによる被災調査 
岡山河川事務所が締結している「災害応急

対策活動等（写真撮影）に関する基本協定」
に基づき、2 社が堤防決壊状況調査、排水作
業状況撮影等を実施した。 

7 月 7 日 9 時から撮影が開始され、7 日午
前中に小田川の堤防決壊等の施設被災状況
や浸水状況を把握した。その後も小田川周辺
の河川管理施設被害の状況や浸水箇所の対
応状況、復旧の進捗状況の把握等を実施。延
べ 30 機が活動した。（本誌 P30～P46 等の災
害状況写真）  

 
３ 消防救助活動 

倉敷市消防局では、7月5日23時から消防
局災害対策本部を設置し、岡山県下消防相
互応援協定による応援が終了する7月16日
まで、消防救助救急活動を行った。 
⑴消防局災害対応体制 

7月6日22時、市の体制移行に合わせ
て、消防局でも第2次非常配備体制を取
り、全職員を招集した。 

⑵通信指令体制 
警防課通信指令係では、7月6日22時に

は大規模災害モードへ移行、災害対応体
制を強化した。 

119番通報は、7月6日22時頃から増加し始め、同23時33分、真備地区に隣接する総社
市のアルミ工場爆発によるガラスの破損、負傷、爆発音の問い合わせなどにより急増し
た。その後、浸水域の拡大等に伴い、通報件数は更に増え、7月7日の合計通報件数は普
段の約30倍に当たる2,407件に上った。 

⑶応援要請 

真備地区を中心とした大規模災害対応のため、岡山県下消防相互応援協定による応
援要請及び緊急消防援助隊の要請を行った。 
①緊急消防援助隊 

緊急消防援助隊の都道府県大隊として3県大隊（愛知県大隊、滋賀県大隊、奈良県

写真提供：国土交通省 

二万橋北付近（7月 8日） 

ドローンによる被災調査（施設被害・浸水被害） 

防災ヘリコプター調査（施設被害・浸水被害） 

写真提供：国土交通省 
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第３章 救助・応急復旧活動 

大隊）及び岡山市の指揮支援隊の応援を受け、救助、救急、検索活動等を行った。ま
た、航空小隊として、東京都、奈良県、鳥取県、熊本県、大分県及び名古屋市から合
計6機のヘリコプターにより、救助、検索、上空偵察等がなされた。 

緊急消防援助隊は、陸上隊、航空隊合わせて、1日当たり約80隊330人、7日から11
日までの5日間で、延べ402隊、1,690人が活動し、12日に全隊引揚げとなった。 

②岡山県下消防相互応援協定 

岡山県下消防相互応援協定に基づき、県下の13消防本部が、11日までは救助、救
急、検索活動等を、12日からは真備地区での膨大な救急需要に対応するため、救急指
揮所を開設して救急活動を実施した。 
この協定による応援は、7日から16日まで、県下13消防本部から、11日の19隊、92

人を最大として、延べ99隊、392人に及んだ。 
[消防応援集計表] 

⑷真備地区での消防活動 
①浸水地域からの救助救出活動 

真備地区の浸水に対し、市消防局のボートによる救助活動は、消防局及び消防団所

現地合同調整所（二万橋付近） 応援の車両（7月 12 日、玉島の森） 

岡崎市消防本部、ﾚｯﾄﾞｻﾗﾏﾝﾀﾞｰ（7 月 8 日、二万橋付近） 緊急消防援助隊による救助活動（二万橋付近） 
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③救助者搬送 
ボートあるいはヘリコプターで救

出された方を、各救出拠点から、傷病
のある方は救急車で病院へ、傷病の
ない方は消防局所有のマイクロバス
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④検索活動 
浸水地域がおおむね退水した9日
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県内応援隊と自衛隊、警察合同で浸
水区域内の建物全件ローラー作戦を
行い、また、その周辺区域について
も検索救助活動を実施した。 
検索範囲は約12㎢、検索棟数は

5,900棟に上った。消防局では、9日
に建物から生存者1人を救出した。 

⑤救急活動 
真備地区においての7月7日から7

月16日までの間、緊急消防援助隊、
岡山県内応援隊を含む消防機関全体での救急件数は、329件。その後、7月17日から7
月31日までの真備地区における救急件数は、107件であった。 

⑥仮設の真備分署の開設 
  真備分署が2階まで浸水したため、7月10日に真備支所敷地内に仮設の真備分署を
設けて活動を継続した。 

⑦その他の活動 
ア 太陽光発電システムからの火災 

7月9日から12日にかけて、浸水区域内に設置されている太陽光発電システムの
浸水による電気火災の通報が5件あり、消防隊が対応した。 

イ プロパンガスボンベ、ドラム缶、燃料タンク等の流出 
浸水区域内での流出のほか、小田川上流からもプロパンガスボンベの大量流出

があり、異臭、危険排除等の警戒出
動が相次いだ。 

⑸広江地区での消防活動 
7月7日深夜、広江地区のコスモタウ

ン広江団地で土砂崩れが発生し、約20
棟の家屋が一部損壊した。 

消防車両11台が出動、区域内の住民
（約300世帯600人）を避難誘導し、マイ
クロバスにより避難所へ搬送した。 

コスモタウン広江団地での消防活動 

消防現地本部（7月 10日、真備総合公園） 

浸水した真備分署（7月 9 日） 仮設真備分署 

浸水高 

約 4.6m 
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４ 消防団活動 

倉敷市消防団では、7 月 6 日 13 時に倉敷市消防団本部及び各方面隊本部を設置し、7
月 5 日から 10 日まで、延べ 3,200 人を超える消防団員が、風水害対応作業（排水作業、
土のう積み及び土砂撤去作業等）、救助・検索活動及び警戒パトロール（広報活動及び避
難誘導等）活動を行った。 

⑴主な消防団の活動 

日  時 内   容 

7 月 5 日 23:30 高梁川及び小田川水系の警戒パトロール（水位確認） 
（倉敷方面隊及び玉島方面隊） 

7 月 6 日 11:30 山沿いに避難準備・高齢者等避難開始の発令に伴う広報・警戒パトロー
ル（4 方面隊） 

 13:00 消防団本部及び方面隊本部設置  全団員機庫待機指示 
※機庫待機以降、各分団が定期的に警戒パトロール実施 

 18:30 倉敷川・吉岡川に避難準備・高齢者等避難開始の発令に伴う広報・警戒
パトロール（倉敷方面隊） 

 19:30 山沿いに避難勧告の発令に伴う広報・警戒パトロール（4 方面隊） 

 21:54 高梁川及び小田川水系の警戒パトロール（水位確認等） 
（倉敷方面隊及び玉島方面隊） 

 22:00 真備地区全域に避難勧告の発令に伴う広報・警戒パトロール（玉島方面
隊） 

 23:45 真備地区の小田川南側に避難指示（緊急）の発令に伴う広報及び避難誘
導（玉島方面隊） 

7 月 7 日 1:30 真備地区の小田川北側に避難指示（緊急）の発令に伴う広報及び避難誘
導（玉島方面隊） 

7 月 10 日  建物等検索活動（4 方面隊） 

 
⑵防火パトロール（真備地区） 

平成 30 年 7 月 26 日から令和元年 7 月 14 日まで、多くの方が避難所等に避難中であ
る真備地区において、4 方面隊が協力して、放火等の警戒のため夜間に毎日、地区内の
防火パトロールを行った。 

 
 

検索活動（7 月 10 日、川辺・辻田） 救助活動（7 月 7日、箭田） 
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第３章 救助・応急復旧活動 

５ 岡山県警察 
⑴岡山県警機動隊の活動状況 

 
⑵被災地での捜索活動等 

⑶交通規制・避難所巡回等の実施 
①交通規制の実施 

真備地区が広域にわたって浸水したことから、救助活動や災害復旧活動を優先す
るため、当初は外部から真備地区内への一般車両の進入を制限した。 
また、災害ボランティアセンター付近やボランティア送迎用バスの交通整理等に

も従事した。 

日 時 主な活動 

6 日 23 時頃 

県警機動隊中隊長以下約 15 人が、高梁市落合町地区で救出・救助活動
を実施、活動終了後、倉敷市へ転進 
管区機動隊大隊長以下約 70 人が、総社市日羽地区に出動 
現場臨場途中で、倉敷市へ転進。倉敷市真備町有井地区・川辺地区等で
救出・救助活動を実施 

7 日 

0 時頃 県警機動隊長以下約 15 人が、総社市日羽地区で救出・救助活動を開始 

７時頃 県警機動隊長以下約 15 人が、倉敷市真備町有井地区等で救出・救助活
動を実施 

8 時頃 県警機動隊中隊長以下約 15 人が、倉敷市真備町川辺地区等で救出・救
助活動を実施 

捜索状況(真備地区) ヘリによるホイストでの救出 

真備交番 臨時事務所 

（交番駐車場に警察車両を配置し、警察官が常駐） 
川辺宿駅北交差点（北方向） 
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②避難所等の巡回の実施 
不審者対策や窃盗等の犯罪を未然に防ぐため、昼夜を問わず、定期的に避難所の巡

回を行った。 
夜間には、ほぼ無人状態となっている被災地の住宅地のパトロールや、避難所の駐

車場・備蓄品置場などの見回りなども積極的に実施した。 
 

６ 市民や地元企業、NPO 団体等による救助活動 
浸水した家屋の 2階や屋根の上で助けを求める住民の救助には、自衛隊や消防・警察等

をはじめとした公的機関の他にも、市民や地元企業、NPO団体等が、個人等の所有や借り
上げたボートやカヤック、水上バイク等で懸命に救助活動を行い、多くの住民を救助いた
だいた。詳細を記述することはできませんが、ここに心より感謝申し上げます。 

 

救助活動は、7 日朝から夕方、8 日の朝から夕方にかけて行われ、800 人以上の方々を
救出いただいた。真備地区の住民同士での助け合いに加え、真備地区外の倉敷市民、総社
市民など、多くの方々が救助活動を行っていただいた。 

中には、約 120人もの方を救助されたグループや、自家用ボートを漕いで、1日中救助
に当たった方など、多くの方の努力により、建物の 2 階や屋根の上などに取り残された
方々が救助された。 

 

市民の方々による救助活動（箭田） 

川辺宿駅北交差点（南方向） 川辺小学校西交差点南側三叉路での誘導 
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⑶交通規制・避難所巡回等の実施 
①交通規制の実施 

真備地区が広域にわたって浸水したことから、救助活動や災害復旧活動を優先す
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また、災害ボランティアセンター付近やボランティア送迎用バスの交通整理等に

も従事した。 

日 時 主な活動 
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県警機動隊中隊長以下約 15 人が、高梁市落合町地区で救出・救助活動
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助活動を実施 

捜索状況(真備地区) ヘリによるホイストでの救出 
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（交番駐車場に警察車両を配置し、警察官が常駐） 
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第４章 被害状況 
1 人的被害・住家被害 
2 農林水産関係 
3 商工関係 
4 公共土木 
5 教育施設 
6 医療・福祉施設 
7 文化・スポーツ施設 
8 下水道施設 
9 上水道施設 

10 ライフライン 
11 倉敷市真備支所 
12 公文書 
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 第４章 被害状況 
  

 
１ 人的被害・住家被害 

1 人的被害の状況（令和 2 年 9月 1日現在）  
死亡者（うち災害関連死） 

73人（21 人） 
 
2 住家被害の状況（平成 31 年 4 月 5 日現在）  

全壊 大規模半壊 半壊 一部損壊 床上浸水 合計 
4,646 棟 452 棟 394 棟 369 棟 116 棟 5,977 棟 

 
                    

２ 農林水産関係 

1 農作物の被害状況 
被害額：393,740 千円（令和元年 12 月末現在） 

 水稲 ぶどう 桃 その他作物(大
豆、加工用米等) 

被災 
内容 

真備地区での
冠水被害 

真備地区での
冠水被害等 

玉島北地区
での土砂流
入倒木 

浅原・玉島地区
での土砂流入法
面崩落等 

 

被害 
面積 

347.9ha 2.79ha 0.5ha 1.65ha 
浅 原：1.34ha 
玉島北：0.31ha 

22.0ha 

被害額 318,136 千円 45,732 千円 16,619 千円 4,534 千円 8,719 千円 

 
２ 農業用施設・機械の被害状況 

被害額：3,343,558 千円 
※被災農業者向け経営体育成支
援事業による支援対象（交付決
定状況）。 

 
⑴農業用機械（トラクター、田植機、
コンバイン等） 
被害台数・・・3,956 件 
被害額・・・・2,728,522 千円 

⑵農業用施設 
① 農業用ハウス（ぶどう、野菜等） 

被害棟数・・・51 棟 
     被害額・・・・128,923 千円 

重症 軽傷 
9 人 111 人 

被災(土砂堆積)した水路・水田（服部） 

② 農業用倉庫（農機具格納庫） 
   被害棟数・・・150 棟 
   被害額・・・・486,113 千円 
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３ 農地・林地・農業用水利施設等の被害状況 
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内  容 倉敷 児島 水島 玉島 船穂 真備 庄 茶屋町 合計 
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被災した水路・水田（服部） 水路内ごみ堆積状況（川辺） 

被災した妙見排水機場 
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 第４章 被害状況 
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第４章 被害状況 

３ 商工関係 

市内の非住家被害は、床上浸水が 1,181 棟、床下浸水が 18 棟、その他の被害が 161 件
（令和 2 年 8 月末現在）となっており、浸水被害の大きかった真備地区を中心に、甚大
な被害となった。 

 [地区別被害状況] 
商工会/商工会議所 被害件数 被害額 備 考 
真備船穂商工会 501 13,807,780 千円 令和元年 12 月末現在 

倉敷商工会議所 49 548,000 千円 真備地区分が 21 件 463,000 千円 
平成 31 年 4 月末現在 

児島商工会議所 13 474,700 千円 令和元年 8 月末現在 
玉島商工会議所分 1   0 円  
つくぼ商工会 3 3,200 千円 平成 31 年 2 月末現在 
合  計 567 14,833,680 千円  

 [真備船穂商工会調べ 被災事業者内訳] 

状 況 令和元年 5 月 23 日現在 令和 2 年 8 月 31 日現在 
件数(割合） 備 考 件数(割合) 備 考 

営業（縮小 
営業含む） 374(74.6％) 通常営業 229 件 

縮小営業 145 件 418(83.4％) 通常営業 391 件 
縮小営業  27 件 

休業中 36(7.2％)  4(0.8％)  
廃業 26(5.2％)  40(8.0％)  
真備地区外 
で営業再開 －  10(2.0％)  

その他 65(13.0％) 連絡が取れない等 29(5.8％) 連絡が取れない等 
合  計 501  501  

※真備地区外を含めた営業再開 428件（85.4％） 
 
 

４ 公共土木 

１ 土木施設の被害状況 

浸水により道路上まで流出した建築物 
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⑴道路 

地区別 道路損壊 土砂流入 道路冠水 道路への
倒木 その他 計 

倉敷地区 37 42 68 6 2 155 

児島地区 78 70 13 10 62 233 

玉島地区 61 60 22 2 11 156 

水島地区 18 54 21 12 10 115 

真備地区 70 20  2 5 97 

船穂地区 8 19 27 1 3 58 

庄地区 40 9 16  22 87 

茶屋町地区   4   4 

計 312 274 171 33 115 905 
※真備地区については、真備支所が被災したため、未集計の箇所あり。 
※「その他」は、側溝清掃や官民境界不明など。 
[道路損壊状況] 

 

 

 

真備町川辺 146 号線 風の道（下津井） 

広江 32 号線 

玉島陶 2 号線 真備町箭田 193 号線 

生坂 2 号線 

[道路土砂流入状況] 

[道路土砂流入状況]           [道路への倒木] 
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第４章 被害状況 

 ⑵河川 

地区別 護岸
損壊 河川名 土砂

流入 河川名 

児島地区   2 下村川・大川 

玉島地区 1 岩谷川 9 
屋守川・深田川(２か所)・岩谷川・
妙見川・天神川・木出場川・真谷川
支流・道口川 

真備地区 2 黒谷川・福原谷川   
船穂地区   1 木出場川 

計 3  12  
 ⑶公園 
公園種別 箇所 主な被災状況 主な公園 

緑地 14 表土流出、土砂堆積、 
法面崩壊・破損 等 高梁川緑地、水島緑地 等 

総合公園  3 法面崩壊、路面陥没、 
倒木 等 

真備総合公園、 
瀬戸大橋架橋記念公園 等 

風致公園  2 法面崩壊、倒木、 
施設破損 等 

真備大池ふるさと公園、 
殿ヶ居地公園 

近隣公園  2 施設破損 等 グリーンパークまび、 
まきびさくら公園 

街区公園他 50 土砂堆積、倒木、施設破損 等 真備箭田ニュータウン公園、 
矢柄新池公園 等 

計 71   
[公園土砂堆積状況]            [公園法面崩壊状況]  

２ 土木施設の復旧状況 

土木施設 復旧状況 

道路 令和元年 5 月に全ての土砂撤去が完了 
令和 2 年 8月末時点で道路損壊は復旧中の 3 路線を除き完了 

河川 平成 31年 3 月に全ての土砂撤去が完了 
令和 2 年 3月に全ての護岸損壊箇所の復旧が完了 

公園 令和 2 年 3月に全ての公園の復旧が完了 

殿ヶ居地公園（藤戸町藤戸） 真備箭田ニュータウン公園 
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５ 教育施設 

１ 教育施設 
⑴浸水・被災状況等 

施設等名称 浸水状況 被災状況 
川辺幼稚園 1 階床から 3.87ｍ 園舎 1 階が浸水し、使用不可 
箭田幼稚園 1 階床から 1.82ｍ 園舎 1 階が浸水し、使用不可 
呉妹幼稚園 1 階床から 0.06ｍ 園舎 1 階の一部が浸水 
川辺小学校 1 階床から 2.75ｍ 校舎 1 階が浸水し、使用不可 
箭田小学校 2 階床から 0.73ｍ 校舎 1・2 階が浸水し、使用不可 
真備中学校 2 階床から 0.81ｍ 校舎 1・2 階が浸水し、使用不可 
真備東中学校 1 階床から 2.67ｍ 校舎 1 階が浸水し、一部の施設が使用不可 
真備陵南高等学校 1 階床から 3.44ｍ 校舎 1 階が浸水し、一部の施設が使用不可 
真備学校給食共同調理場 床下浸水 備品・消耗品、一部の施設が使用不可 
真備歴史民俗資料館 1 階床から 3.78ｍ 施設 2 階床下まで浸水し、使用不可 
真備図書館 1 階床から 3.5ｍ 施設 2 階床上まで浸水し、使用不可 
真備公民館 1 階床から 0.30ｍ 建物 1 階が浸水し、施設の一部が使用不可 
川辺分館 1 階床から 3.50ｍ 建物 1 階が浸水し、使用不可 
岡田分館 1 階床から 2.03ｍ 建物 1 階が浸水し、使用不可 
箭田分館 1 階床から 0.22ｍ 建物 1 階が浸水し、施設の一部が使用不可 
呉妹分館 1 階床から 1.70ｍ 建物 1 階が浸水し、使用不可 
服部分館 1 階床から 3.20ｍ 建物 1 階が浸水し、使用不可 
辻田分館 1 階床から 2.13ｍ 建物 1 階が浸水し、使用不可 
新児島団地子ども広場  擁壁が倒壊し、フェンスが傾く 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

服部分館 

川辺小学校の教室 真備図書館 

真備中学校の職員室 
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第４章 被害状況 

⑵ネットワーク環境等の被害 
浸水被害を受けた教育施設では、施設内のパソコン、プリンター等が被害を受けた

ほか、学校園や図書館、公民館を結ぶネットワーク及び情報機器が破損し、使用不能
となった。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

６ 医療・福祉施設 

１ 医療施設等 
⑴病院 
施設等名称 被害状況 

まきび病院 

浸水被害等の被災なし 
・断水や電話・インターネットの回線が使用不能、多くの職員が被災
し、診療継続の人員が不足 

・診療継続に必要な設備を急ぎ整え、行政機関やほかの医療機関等、多
くの協力を得ながら、平常どおり診療や訪問活動を継続 

まび記念病院 

1 階天井付近まで浸水し全壊 
・被災当日は入院患者、職員等及び近隣の避難者を 2 階以上及び屋上
へ一時避難させる。自衛隊、緊急消防援助隊等の協力でボート・ヘ
リコプターなどを利用し入院患者を市内病院等へ避難させる 

・7 月中旬には検診車による仮の診療室や、敷地内へ仮設診療室を設け
るなど一部診療を継続。順次病院の改修を進め、9 月には病院内で一
部の外来診療と人工透析も再開する。12 月に入院患者の受け入れ開
始。平成 31 年 2 月に被災前の診療状況に戻る 

 
 

ネットワーク及び情報機器が被害を受けた施設 

川辺幼稚園、箭田幼稚園、川辺小学校、箭田小学校、真備東中学校、真備中学校、真備
陵南高等学校、真備図書館 

真備中学校で被災した情報機器 
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⑵診療所 

施設等名称 被害状況 

生田眼科医院 浸水により全壊 
・休止の後、9 月廃業 

川辺内科 

浸水により全壊 
・短期の休診はあったが、敷地内へプレハブの仮設診療室を設けて規模
を縮小して診療継続  

・平成 31 年 1 月に診療所の改修が完了し通常診療を再開する 

呉妹診療所 

浸水により全壊 
・短期の休診はあったが、敷地内へプレハブの仮設診療室を設けて規模
を縮小して診療継続 

・診療所の改修が完了し平成 31 年 1 月から通常診療を再開する 

ささべこどもクリ
ニック 

浸水により全壊 
・8 月に西阿知へ移転し「西阿知あかちゃんこどもクリニック」を新た
に開設 

平松整形外科医院 浸水により全壊 
・休止の後、平成 31 年 4 月廃業 

平本胃腸科外科ク
リニック 

浸水により全壊 
・短期の休診はあったが、8 月 1 日から一部診療を再開し、11 月にはほ
ぼ通常診療に戻る。地域唯一の有床診療所であったが、入院受け入れ
の体制が整わず令和 2 年 3 月末で無床診療所へ変更となる 

松田医院 
浸水により半壊 
・8 月末頃に機能縮小して診療再開 
・9 月には、ほぼ復旧し診療する 

松田クリニック 
浸水により半壊 
・診療を一時休止し、診療所を改修後、平成 31 年 1 月に通常診療を再
開する 

源医院 

浸水により全壊 
・敷地内へプレハブの仮設診療室を設けて規模を縮小して診療継続 
・平成 31 年 1 月に元の診療所建屋の介護施設部分を改修し、診療所と
して通常診療を再開する 

箭田クリニック 浸水により全壊 
・休止の後、平成 31 年 3 月廃業 

(3)歯科診療所 

施設等名称 被害状況 

ありい歯科医院 

浸水により全壊 
・診療所改修のめどが立たず、一時診療を休止。その後、隣接する自宅
の一部を改築し、令和元年 9 月から新たな歯科診療所として通常診療
を再開する（旧診療所は廃業） 

植村歯科 
浸水により全壊 
・一時診療を休止し、診療所改修が完了後、平成 31 年 3 月に通常診療
を再開する 

桑木歯科診療所 浸水により全壊 
・一時診療を休止し、診療所改修が完了後、12 月に通常診療を再開する 

ひまわりデンタ
ルクリニック 

浸水により全壊 
・一時診療を休止し、診療所改修が完了後、12 月に通常診療を再開する 
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⑵ネットワーク環境等の被害 
浸水被害を受けた教育施設では、施設内のパソコン、プリンター等が被害を受けた

ほか、学校園や図書館、公民館を結ぶネットワーク及び情報機器が破損し、使用不能
となった。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

６ 医療・福祉施設 

１ 医療施設等 
⑴病院 
施設等名称 被害状況 

まきび病院 

浸水被害等の被災なし 
・断水や電話・インターネットの回線が使用不能、多くの職員が被災
し、診療継続の人員が不足 

・診療継続に必要な設備を急ぎ整え、行政機関やほかの医療機関等、多
くの協力を得ながら、平常どおり診療や訪問活動を継続 

まび記念病院 

1 階天井付近まで浸水し全壊 
・被災当日は入院患者、職員等及び近隣の避難者を 2 階以上及び屋上
へ一時避難させる。自衛隊、緊急消防援助隊等の協力でボート・ヘ
リコプターなどを利用し入院患者を市内病院等へ避難させる 

・7 月中旬には検診車による仮の診療室や、敷地内へ仮設診療室を設け
るなど一部診療を継続。順次病院の改修を進め、9 月には病院内で一
部の外来診療と人工透析も再開する。12 月に入院患者の受け入れ開
始。平成 31 年 2 月に被災前の診療状況に戻る 

 
 

ネットワーク及び情報機器が被害を受けた施設 

川辺幼稚園、箭田幼稚園、川辺小学校、箭田小学校、真備東中学校、真備中学校、真備
陵南高等学校、真備図書館 

真備中学校で被災した情報機器 
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施設等名称 被害状況 

水川歯科医院 浸水により全壊 
・一時診療を休止し、診療所改修が完了後、10 月に通常診療を再開する 

宮本歯科医院 
浸水により全壊 
・一時診療を休止したが、9 月に介護施設等への往診のみの診療を開始 
・診療所の改修が完了後、平成 31 年 2 月に通常診療を再開する 

真備歯科診療所 
浸水により全壊 
・診療所の改修完了までは、往診のみの診療を継続する 
・平成 31 年 1 月に通常診療を再開する 

 
２ 児童福祉施設等                 
⑴児童クラブ（6クラブ、児童約 200 人） 

施設等名称 被害状況 

箭田にこにこ児童クラブ 小学校内の学校施設を利用している児童クラブ室は水没し、全壊 

かわべっこ児童クラブ 小学校内の児童クラブ専用施設（軽量鉄骨造）は水没し、全壊 

まびっこ岡田児童クラブ 余裕教室を活用していたクラブ室が避難所となったため、閉所 

にまっこ児童クラブ 余裕教室を活用していたクラブ室が避難所となったため、閉所 

呉妹たんぽぽ児童クラブ 
被災を免れたが、専用施設のあるグラウンドが災害ごみの仮置き
場となったため、クラブ室が使用不可となった。呉妹小学校内の
特別教室で事業を再開 

薗児童クラブ 児童クラブ専用施設は被災を免れ、早期に事業を再開 

⑵保育園等（5 園、児童約 390 人） 

施設等名称 被害状況 

まきびの里保育園 1 階建ての園舎が水没し、全壊 

真備かなりや保育園 2 階建ての 1 階部分が水没し、休園 

真備かなりや小規模保育園 1 階建ての園舎が水没し、全壊 

真備かなりや第二小規模保育園 1 階建ての園舎が水没し、全壊 

ナーサリーあんど 3 階建ての 1 階保育園部分が水没し、休園 

かわべっこ児童クラブの被災状況 箭田にこにこ児童クラブの被災状況 
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まきびの里保育園、真備かなり
や小規模保育園、真備かなりや第
二小規模保育園、ナーサリーあん
どは、平屋、又は 1 階部分に保育
室があり、水没した。真備かなり
や保育園は 2階建ての 1階部分が
水没。いずれも保育の実施が不可
能となった。 

8 月末から保育園での受け入れ
を順次再開し、公立のまきびの里
保育園の園児を代替え施設として旧穂井田
幼稚園で保育するなど、平成 31 年 2 月まで
に全ての施設で保育を再開した。 
まきびの里保育園は、現地で仮設園舎を建てて 11 月１日から保育を行っており、令

和 3年秋をめどに、現地にて新園舎を建設して開園する予定。 
⑶児童館 

真備児童館は、床上 4.7m まで浸水し、屋
根の一部を残して水没した。被災後は休館し、
10 月から真備保健福祉会館 3 階大会議室の
一部を「臨時真備児童館」として、事業を実
施した。 

 
３ 真備健康福祉館（まびいきいきプラザ） 

平屋建ての建物が屋上部分を除いて水没し、
内装及び設備機器類が大きく損傷した。屋内プールのステンレス底板が大きくめくれあ
がっていたことから、外部建具の破損箇所からだけでなく、ガラリ（通気口）を設けてい
る半地下のプール機械室まわりからも多くの水が浸入したことが窺えた。 
被災後まず、自衛隊をはじめとした災害対応の応援部隊の基地として、施設駐車場を提

供した。 
次に 10月 25日から平成 31 年 3

月末までの間、多目的広場にプレ
ハブ建物の災害ボランティアセン
ターを設置し、施設駐車場もその
駐車場として使用した。 
災害ボランティアセンターを撤

去後には、多目的広場にトレーニ
ング室、こどもひろば、レクリエー
ション室などを備えたプレハブ仮
施設を整備し、令和元年 10 月 23 日 真備健康福祉館浸水状況 

まきびの里保育園浸水・被災状況 

真備児童館被災状況 
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施設等名称 被害状況 

水川歯科医院 浸水により全壊 
・一時診療を休止し、診療所改修が完了後、10 月に通常診療を再開する 

宮本歯科医院 
浸水により全壊 
・一時診療を休止したが、9 月に介護施設等への往診のみの診療を開始 
・診療所の改修が完了後、平成 31 年 2 月に通常診療を再開する 

真備歯科診療所 
浸水により全壊 
・診療所の改修完了までは、往診のみの診療を継続する 
・平成 31 年 1 月に通常診療を再開する 

 
２ 児童福祉施設等                 
⑴児童クラブ（6クラブ、児童約 200 人） 

施設等名称 被害状況 

箭田にこにこ児童クラブ 小学校内の学校施設を利用している児童クラブ室は水没し、全壊 

かわべっこ児童クラブ 小学校内の児童クラブ専用施設（軽量鉄骨造）は水没し、全壊 

まびっこ岡田児童クラブ 余裕教室を活用していたクラブ室が避難所となったため、閉所 

にまっこ児童クラブ 余裕教室を活用していたクラブ室が避難所となったため、閉所 

呉妹たんぽぽ児童クラブ 
被災を免れたが、専用施設のあるグラウンドが災害ごみの仮置き
場となったため、クラブ室が使用不可となった。呉妹小学校内の
特別教室で事業を再開 

薗児童クラブ 児童クラブ専用施設は被災を免れ、早期に事業を再開 

⑵保育園等（5 園、児童約 390 人） 

施設等名称 被害状況 

まきびの里保育園 1 階建ての園舎が水没し、全壊 

真備かなりや保育園 2 階建ての 1 階部分が水没し、休園 

真備かなりや小規模保育園 1 階建ての園舎が水没し、全壊 

真備かなりや第二小規模保育園 1 階建ての園舎が水没し、全壊 

ナーサリーあんど 3 階建ての 1 階保育園部分が水没し、休園 

かわべっこ児童クラブの被災状況 箭田にこにこ児童クラブの被災状況 
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から一部事業を再開した。同時に、被災し
た建物の復旧も順次進めており、令和3年
秋までに完全復旧する見込み。 

 

４ 真備高齢者支援センター 
  真備高齢者支援センター事務所のある
施設（ライフタウンまび）が 2 階まで水
没し、建物自体が孤立。1階部分にあるセ
ンターの電話等の通信機器、対応記録、高
齢者情報等の資料全てが使用不可となる
など、機能が停止した。 

7 月 8日にセンター職員と連絡がつき、職員の無事と事務所の状態を確認。センターの
活動拠点や今後の業務などについて協議を行った。 

7 月 9 日に 仮事務所を倉敷地区に置いたが、活動場所の真備地区への移動に、約 2 時
間もかかることから、被災を免れた市の老人福祉センターまきび荘の会議室を活動拠点
の一つとして活用した。しかし、真備地区内の移動にも苦慮し、対象となる高齢者の自宅
や避難所等への訪問にも多くの時間を要した。 

8 月 16 日からライフタウンまびの 3 階で業務を一部再開。令和元年 11 月に同施設 1
階部分の改修が完了し、発災前の場所で業務を再開した。 

 
 

真備高齢者支援センター（ライフタウンまび） 

真備健康福祉館広間の被災状況 
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５ 民間福祉施設等 
⑴介護サービス施設等の被害状況 

介護老人保健施設：１施設、地域密着型介護老人福祉施設：1施設 
通所介護及び訪問介護等：21 事業所 
施設名（法人名） 被害状況 

老人保健施設ライフタウンまび 
・施設が浸水被害 
・同一建物の３階以上に避難。浸水により孤立状態となり
自衛隊により救助 

・救助後、利用者は全員、医療機関や他施設へ避難 
ライフタウンまび居宅介護支援
センター 事業所が浸水被害 
地域密着型特別養護老人ホーム
クレールエステート悠楽 ・施設が浸水被害 

・入所者は全員、高台にある同一法人のシルバーセンター
後楽に避難 

悠楽デイサービスセンター 
悠楽居宅介護支援事業所 

グループホームひまわり 
・事業所が浸水被害 
・同法人のシルバーマンションひまわりへ一時避難。その
後、浸水により孤立状態となり、自衛隊により救助 

・救助後、利用者は避難所へ避難 
デイサービスセンターひまわり 

事業所が浸水被害 
訪問介護ステーションひまわり 
デイサービスセンターひまわり
ホーム 事業所が浸水被害 訪問介護ステーションひまわり
ホーム 
居宅介護支援センターひまわり 事業所が浸水被害 

小規模多機能ホームぶどうの家
真備 

・事業所が浸水被害 
・被災当時は利用者がいなかったが、自宅が被災した利用
者に、一部サービスを継続 

短期入所生活介護ショートステ
イあんど 

・事業所が浸水被害 
・隣接しているまび記念病院の３階以上に避難。浸水によ
り孤立状態となり、自衛隊により救助 

・救助後、利用者は、医療機関、他施設へ避難 
訪問看護ステーションあんど 事業所が浸水被害 
ケアプランセンターあんど 

事業所が浸水被害 デイサービスセンターあんど 
ヘルパーステーションあんど 

ザグザグショートステイ真備 
・事業所が浸水被害 
・利用者は、医療機関、同一法人であるザグスタ中島に避
難 

ザグスタ真備 事業所が浸水被害 
デイサービスセンター米寿 事業所が浸水被害 
デイサービスまび 事業所が浸水被害 
日の丸介護センター 事業所が浸水被害 

そーる訪問看護ステーション ・事業所が浸水被害 
・総社市の医療クリニックを間借りし、サービス継続 
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から一部事業を再開した。同時に、被災し
た建物の復旧も順次進めており、令和3年
秋までに完全復旧する見込み。 

 

４ 真備高齢者支援センター 
  真備高齢者支援センター事務所のある
施設（ライフタウンまび）が 2 階まで水
没し、建物自体が孤立。1階部分にあるセ
ンターの電話等の通信機器、対応記録、高
齢者情報等の資料全てが使用不可となる
など、機能が停止した。 

7 月 8日にセンター職員と連絡がつき、職員の無事と事務所の状態を確認。センターの
活動拠点や今後の業務などについて協議を行った。 

7 月 9 日に 仮事務所を倉敷地区に置いたが、活動場所の真備地区への移動に、約 2 時
間もかかることから、被災を免れた市の老人福祉センターまきび荘の会議室を活動拠点
の一つとして活用した。しかし、真備地区内の移動にも苦慮し、対象となる高齢者の自宅
や避難所等への訪問にも多くの時間を要した。 

8 月 16 日からライフタウンまびの 3 階で業務を一部再開。令和元年 11 月に同施設 1
階部分の改修が完了し、発災前の場所で業務を再開した。 

 
 

真備高齢者支援センター（ライフタウンまび） 

真備健康福祉館広間の被災状況 

第  

四  

章

 

第４章 被害状況 

第  

四  

章

 

第４章 被害状況 



 

96 
 

第４章 被害状況 

⑵高齢者関連施設の被害状況（3施設） 

施設名（法人名） 被害状況 

シルバー人材センター真備支所 ・1 階事務所、作業所が浸水被害 
・船穂連絡所に仮移転 

ひまわりホーム 

・建物が浸水被害 
・同法人のシルバーマンションひまわりへ一時避難。浸水
により孤立状態となり、自衛隊により救助 

・救助後、利用者は避難所へ避難 

シルバーマンションひまわり 
・建物が浸水被害 
・浸水により孤立状態となり、自衛隊により救助 
・救助後、利用者は避難所へ避難 

⑶障がい福祉サービス事業所等の被害状況（13 施設） 

施設名 被害状況 

真備地域生活支援センター 2 階建ての 2 階床上まで浸水 

マインド ケアホーム・グルー
プホーム 

・真備町箭田の共同生活住居 8 棟中 6 棟が浸水被害 
・入所者の一部は浸水前にまきび病院に避難 
・浸水後、残りの入所者・職員が消防により救助された
後、まきび病院へ避難 

生活介護事業所えん 1 階建ての 1 階が水没 
就労継続支援Ｂ型事業所 
いちごの家「ナップ」 3 階建ての 2 階入口まで浸水 

相談支援事業所ポラリス 2 階建ての 2 階にある事業所の床上まで浸水 

ワークハウス住倉・服部 2 階建ての 1 階が床上浸水 

倉敷市まびの道 ・1 階建ての 1 階が床上浸水 
・ビニールハウス 2 棟が浸水 

マインド作業所 2 階建ての 2 階床上まで浸水 

みんな農園 ・2 階建ての 2 階床上まで浸水 
・農作物が浸水被害 

ドリーム 2 階建ての 1 階にある事業所全体が浸水 

住倉箭田作業所 ビニールハウスが浸水 

就労支援事業所えくすぺ 1 階建ての 1 階が床上浸水 

P.P.P.マンション！倉敷 うち 1 棟（柊：福田町浦田）が 1 階床下浸水 
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第４章 被害状況 

７ 文化・スポーツ施設 

１ 文化施設 
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ビーふれあいセンターは、１階は全室が浸水
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物の仮置場として利用された。 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵横溝正史疎開宅 
   7 月 6 日 23 時 35 分頃発生した朝日アルミ産業㈱工場の爆発事故により、建屋南側

の梁にずれと壁面のひび割れ、建屋東側の台所のガラス（1 枚）にひび割れが発生した。 
 

復旧工事開始 令和 2年 3月 
復旧工事終了予定時期 令和 3年 6月 

下写真：災害廃棄物

の仮置場となった駐

車場（7月 24日） 

浸水高 

約 3.5m 

左写真：泥が堆積

したホールロビー 

横転したピアノ 
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第４章 被害状況 

⑵高齢者関連施設の被害状況（3施設） 

施設名（法人名） 被害状況 

シルバー人材センター真備支所 ・1 階事務所、作業所が浸水被害 
・船穂連絡所に仮移転 
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住倉箭田作業所 ビニールハウスが浸水 

就労支援事業所えくすぺ 1 階建ての 1 階が床上浸水 

P.P.P.マンション！倉敷 うち 1 棟（柊：福田町浦田）が 1 階床下浸水 
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第４章 被害状況 

２ スポーツ施設 
 倉敷市立真備柔剣道場 

   浸水により脆弱化した床・壁の木部は、反りや剥がれが生じた。また、浸水高（1階
床上から 2.87m、地面から 3.88m）までの仕上材（建具含む）は水を含み、膨張又は剥
がれが発生した。さらに、一部の配管は漏水
しており、汚水管等は泥が詰って使用不可と
なった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

８ 下水道施設 

１ 下水道施設の被災状況 
月日 対応状況 

7 月 5 日 職員約 25 人（処理場含む）が事前配備体制により待機。パトロールなど状況把
握を行う 

7 月 6 日 職員約 40 人（処理場含む）が非常配備体制による待機。パトロールなど状況把
握を行う 

7 月 7 日 
[4:00]真備浄化センターの警報装置作動 
[6:30]真備浄化センターの浸水（地盤より 4.2m）を現地確認 
[14:30]箭田川南浄化センターの浸水（地盤より 2.0m）を現地確認 

7 月 8 日 
箭田川南浄化センターの現地調査を実施（汚水処理機能停止） 
マンホールポンプ等の下水施設について現地調査を試みるが、浸水のため実施で
きず。今後の調査及び復旧方針について対応協議、決定 

7 月 9 日 
真備浄化センターの現地調査を実施（下水処理機能停止） 
下水道管の調査実施（破損 L=25.4m、土砂堆積 L=432.8ｍ、マンホールポンプ６
施設が機能停止）。下水道管路内の水位を下げるため吸引開始（11 日まで） 

復旧工事開始 令和 2年 8月 
復旧工事終了予定時期 令和 3年 3月 

真備柔剣道場の被災状況 

水没した真備浄化センター TEC-FORCE による真備浄化センター管理棟内の調査 
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第４章 被害状況 

２ 下水道施設の復旧状況 

年月日 対応状況 
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地確認及び今後の復旧方針を協議（11 日まで） 

7 月 12 日 
管路修繕完了（L=10.0ｍ、その他は道路復旧時に対応）。マンホールポンプの
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（揚水、ばっ気、沈殿、消毒） 
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11 月 5 日 真備浄化センター応急復旧による放流を開始（揚水、ばっ気、沈殿、消毒） 
平成 31 年 
2 月 22 日 箭田川南浄化センター本復旧による放流を開始 

令和元年 
5 月 30 日 マンホールポンプ 6 施設本復旧による運用開始 

令和元年 
11 月 29 日 真備浄化センター本復旧による放流開始 

 
３ 仮設トイレ等の対応状況 
   災害発生直後から被災者、ボランティア等から仮設トイレの設置要望が多くあり、7 月

11 日から真備地区内の公共用地などに設置を開始した。設置にあたっては、プッシュ型
支援として経済産業省に仮設トイレ 200 基を要請し、そのうち 7 月 18 日までに 169 基
を設置した。 

   

月日 対応状況 

7 月 9 日 下水道部で仮設トイレの対応準備 

7 月 10 日 経済産業省に仮設トイレを要請 
真備浄化センターに仮設トイレが搬入（150 基） 

7 月 11 日 仮設トイレの設置開始 

7 月 17 日 真備浄化センターに仮設トイレが追加搬入（50 基 合計 200 基） 

7 月 18 日 43 か所、169 基の設置完了 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
仮設トイレ設置状況 トイレトレーラー（富士市提供、第二福田小学校） 
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第４章 被害状況 
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第４章 被害状況 

９ 上水道施設 

平成30年7月豪雨災害における真備地区での被災状況については、同地区に給水を行
っている真備浄水場の冠水による機能喪失及び送水管の破損等により、全域の約8,900戸
で断水が発生した。これに対し、市水道局、公益社団法人日本水道協会会員の水道事業
体からの応援隊、市水道局が独自に被災時の応援協定を結ぶ水道局委託業者に、災害出
動を行った自衛隊からの応援を加え、給水車等による応急給水を実施した。 
また、市長の指示により、猛暑の中で被災した住宅の片付けを行う被災者の熱中症及

び破傷風予防のためにも、一刻も早い通水を行えるよう、被災数日後より、摂取制限を
伴う給水（試験通水）を開始することとした。ただし、摂取制限下で給水される水につ
いては、一部水道法を満足しない部分もあるため、飲用を行わないよう広報しつつ、7
月9日から試験通水を開始した。その後、被災時の水道応急措置に関する協定を結ぶ協
同組合倉敷市管事業協会など管工事組合からの応援もいただき、7月16日に小田川の南
側で、7月24日には真備地区全域で断水解除ができた。 

 
１ 上水道施設被害状況 
⑴対応状況にかかる時系列表（7月 6日～8月 22日） 
月日 対応状況 

7 月 6 日 職員全員招集 
総社市下原の工場爆発により真備浄水場停電・送水不能 

7 月 7 日 

土砂崩れにより田口配水池への送水管破損 
真備浄水場冠水・機能停止 
真備地区全域（約 8,900 戸）で断水 
岡山県広域水道企業団へ送水増量要請（以降、随時要請） 
第一環境株式会社に派遣要請（給水車 1 台） 

7 月 8 日 日本水道協会岡山県支部に派遣要請（給水車 6 台、組立式給水タンク 2 基） 
7 月 9 日 試験通水（小田川の北側の一部） 

7 月 10 日 

日本水道協会岡山県支部に派遣要請 
（給水車 20 台追加、給水パック 3 万袋、バルブ操作 20 人、修繕 10 人） 
協同組合倉敷市管事業協会に修繕活動依頼 
真備浄水場操作盤類洗浄外復旧作業の開始 

7 月 11 日 試験通水（小田川の南側の一部） 
真備浄水場取水井洗浄・水替開始 

7 月 12 日 試験通水（小田川の南側全域） 
7 月 14 日 試験通水（小田川の北側全域） 
7 月 16 日 小田川南側断水解消（1,300 戸） 
7 月 17 日 真備浄水場仮設受変電盤設置 
7 月 18 日 真備浄水場電源復旧を受け、各機器類動作確認 

7 月 24 日 小田川北側（7,600 戸）断水解消に伴い、真備地区全域断水解消 
給水車等による応急給水活動終了 

7 月 31 日 真備浄水場ＮＴＴ回線復旧を受け、各機器類動作確認 
8 月 22 日 真備浄水場仮復旧による稼動開始 
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第４章 被害状況 

⑵水道施設の被害状況 
①管路の被害状況 

 
■管路における送・配水管と付属設備の被害内訳  ■送・配水管における被害形態の内訳 

 
 
 
 
 
 

 

送・配水管等 
被害形態 

計 漏水発生 漏水なし 
管流失 継手部の抜け 管の露出 

 
送・配水管 

埋設管 4 3 2 9 
11 

添架部 1 1 － 2 

付属設備 
（空気弁・仕切弁） 

仕切弁 1 2 3 
13 

空気弁 10 － 10 
給 水 管 68 2 70 

合  計 94 

真谷川 

■管路の被害箇所 

送・配水管

11か所

（46%）付属設備

13か所

（54%）

管の流失

（漏水発生）

5か所（46%）継手部の抜け

（漏水発生）

4か所（36%）

管の露出

（漏水無し）

2か所（18%）
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第４章 被害状況 
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第４章 被害状況 

[末政川堤防決壊で破損した送水管本体（左）と離れた箇所で発見された送水管の一部（右）] 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
[道路崩壊による管路露出（真備町市場地区）] 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
[空気弁の漏水] 
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第４章 被害状況 

②施設の被害状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

[真備浄水場の被害状況]  
 
 

 

 

 

 

 

 
[取水井の被害状況] 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施 設 被害形態 

取 水 井 
（5か所） 

設備（操作盤等の盤類4か所、計測機器類7か所、通信設備3か所、管1か所） 
建具 
濁り 

真備浄水場 

設備（電力盤及び制御盤等の盤類18か所、中央監視装置2か所、 
通信設備2か所、空調設備2か所、ポンプ類15か所、計測機器類4か所、
ＩＴＶ監視設備3か所、水槽汚濁2か所） 

建具 
濁り 

真備浄水場全景 中央監視室 

井戸内部 4号取水井 

倉敷市水道局の災害対応は、「平成30年7月豪雨災害対応報告書（倉敷市水道局作成）」も 

ご参照ください。 

浸水高 

2.62m 

真備浄水場
51か所(72%)

取水井
20か所(28%)
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[末政川堤防決壊で破損した送水管本体（左）と離れた箇所で発見された送水管の一部（右）] 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
[道路崩壊による管路露出（真備町市場地区）] 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
[空気弁の漏水] 
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第４章 被害状況 

10 ライフライン 

真備地区では、有線電話が全域で不通になった。携帯電話についても、基地局が機能し
なくなり、利用できる基地局にアクセスが集中したことから、音声通話が断続的に途切れ
る障害が発生した。 
また、電気施設・交通機関も浸水や土砂災害により、真備地区を中心に大きな被害を受

け、停電や運行休止となり、市民生活に重大な影響を及ぼした。 
[電気・電話の主な被害状況] 

資料：内閣府「非常災害対策本部 平成 30 年７月豪雨による被害状況等について」、 
岡山県「平成 30 年 7 月豪雨災害検証報告書」、中国電力倉敷営業所、 
NTT 西日本ホームページ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

種別 被害状況等 対  応 

電気 最大で 2,200 世帯が停電 7 月 12 日 19 時 10 分 仮送電完了 

有線電話 

加入電話(フレッツ･ADSL/ISDN) 
3,100 回線（80 回線） 

8 月 3 日 10：00 時点までに通信ビル水没
に起因する固定電話等の障害が回復 フレッツ光等（ひかり電話等） 

2,900 回線（2,200 回線） 
専用線等 

携帯電話 
大雨の影響による停電及び伝送路
故障等のため、繋がらない、または
繋がりにくい状況が発生 

7 月 13 日 15 時 30 分までに、大手 3 社
の通信障害が回復 

井原鉄道吉備真備駅の浸水状況（7月 7日 12時） 

伯備線 倉敷～清音 斜面崩壊 

（JR西日本提供） 

土砂災害により倒壊した電柱 

（才ノ峠吹上線） 
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[公共交通機関の主な被害状況]  

種別 被害状況等 対  応 

鉄道 

井原鉄道井原線の全区間で運行休
止 
（7 月 6 日時点） 

7 月 10 日 一部再開（三谷駅～神辺駅間） 
7 月 18 日～9 月 2 日 代替輸送として、総
社駅～三谷駅区間で代替バスを運行 

9 月 3 日 全線開通 

JR 在来線 
7 月 5 日以降、最大で全 10 路線が
運行休止（岡山県内）。 
・山陽本線 
・瀬戸大橋線・宇野みなと線 
・伯備線 

 
 
 
7 月 9 日 笠岡～瀬戸再開 
7 月 9 日 全線再開 
7 月 11 日 総社～岡山間再開 

路線バス 

両備バス 
・倉敷駅～青葉町～霞橋車庫線 

7 月 7 日 迂回運行のち、全便
運行休止。 

・倉敷循環線（倉敷駅～市役所・笹
沖・堀南・成人病センター～倉敷
駅） 

7 月 7 日 全便運行休止 
・新倉敷駅～玉島中央町線 

7 月 7 日・8 日 全便運行休止  
7 月 9～12 日 爪崎南～玉島中

央町間迂回運行 
・中庄駅～コンベックス岡山～天
満屋線 

7月 10～13日 中庄駅～下撫川  
間迂回運行 

 
 

7 月 8 日 通常運行 
 
 

8 日 通常運行 

 
 
 

7 月 13 日 通常運行 
 
 
 

7 月 14 日 通常運行 

下電バス 
7 月 7 日 一部路線で運行中止 
天城線、塩生線、古城池線、瀬戸大
橋線、下津井循環線、王子ヶ岳線、
下津井線、中庄線、倉敷発空港行リ
ムジンバス 

7 月 8 日全線再開 

井笠バス 
新倉敷－寄島線 運行休止 7 月 13 日再開 

真備地区コ
ミュニティ
タクシー 

全線休止（７月７日時点） 
8 月 1 日 一部再開（真備復興支援バスに
よる代走） 

平成 31 年 1 月 4 日 全線で運行再開 

資料：内閣府「非常災害対策本部 平成 30 年７月豪雨による被害状況等について」、 
岡山県「平成 30 年 7 月豪雨災害検証報告書」、JR 西日本ホームページ 
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第４章 被害状況 

11 倉敷市真備支所 

真備支所では現場パトロールを行うなど
情報を収集し、災害対策本部と連携・連絡
し、災害対応にあたっていたが、支所への浸
水、停電等により、地区内の状況を確認でき
ない状況となった。 
支所 2 階の床下（1 階天井）まで浸水し、

避難してきた住民や支所職員等が、庁舎内
に取り残され、全員が救助されたのは、7 月
8 日昼過ぎであった。 

 
１ 真備支所の状況 
⑴支所への一時避難・救助の状況 

雨が降り続いており、支所に避難され
た方には、高齢者、障がい者、ペット同
伴の方などもおり、着衣が濡れた方や、
はだしのままの方も多く、体が冷え震えている方もいた。 
避難者数は、延べ約 300 人弱、ピーク時は 150 人を超えていた。 
 

  
 
 

  
 
 
 
 
 

真備支所１階に流入する水（7月 7日 4時前頃） 

真備支所から撮影した屋外の状況 

２階への階段まで浸水する真備支所 真備保健福祉会館の浸水状況（7月 7日） 
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第４章 被害状況 

⑵避難・救助の経緯 

月日 時刻 庁舎内の状況 

7 月 6 日  深夜から近隣住民が支所の 2 階へ避難 

7 月 7 日 3 時過ぎ 
から 4 時 

庁舎に浸水の危険性があるため、避難住民を支所 3 階へ誘導し、
職員は 2 階へ避難。その後、避難住民を保健福祉会館 3 階へ誘導。
職員は 3 階廊下等で、交替で仮眠。2 階下まで浸水  

7 時頃 

支所に救助チームが到着、近隣住民の救助活動を開始 
・職員 4 人（うち保健師 2 人）で、保健福祉会館 3 階大会議室を
救助された住民を受け入れる避難所として準備 

・支所内の防災資材のマット、毛布、水、非常食、救急箱、簡易ト
イレ等を避難所に配置  

8 時頃 

ゴムボート（1 艇～3 艇：倉敷市消防局、応援レスキュー等）で救
助した避難者を 1 階屋上から運び入れ、保健福祉会館 3 階の避難
所へ誘導 
・卓球フェンス等を利用し避難者のプライバシー保護に配慮。着衣
が濡れている避難者へは、支所にあったイベントジャンパー等
の衣服やタオル等を提供し手当する 

・避難者へ飲料水・非常食を提供し、保健師による声掛けをする  

12 時頃 

市職員による小型船（定員 20 人）で、住民を福松橋北詰まで運び、
そこから二万橋北詰（避難所へのバス輸送の発着場所）へ車両で移
送する 
・支所へ残った職員約 20 人は、救助された方の搬送ボートへの乗
り降りや上陸の際の介助を行う 

・支所から二万橋北詰への小型船搬送は、7 日は約 15 人を約 10 回
往復（11 時～18 時日没）、8 日は数回（8 時から水位が下がって
きた昼過ぎまで）行った 

7 月 8 日 12:30 支所職員は救助援助を随時行い、8 日 12 時 30 分、最後のボート
で全員救出される 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

真備支所の浸水状況（7月 7日） 救助ボートから見た真備支所（7月 8日） 
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２階への階段まで浸水する真備支所 真備保健福祉会館の浸水状況（7月 7日） 

第  

四  

章

 

第４章 被害状況 

第  

四  

章

 

第４章 被害状況 



 

108 
 

第４章 被害状況 

３ 被害状況 
 ⑴真備支所 

 

 

⑵情報機器の被害 

真備支所のパソコンやかわせみネット通信拠点として支所に設置していた機器が水没し、

被害を受けた。 

備品名 数量 備品名 数量 

パソコン 120 台 三次局スイッチ 22 台 
通信ラック  15 台 避難所カメラ 9 台 
UPS(無停電電源装置) 5 台 電源制御装置  11 台 
フロアスイッチ  4 台 ハブ 11 台 
エッジスイッチ  9 台 シングルメディアコンバータ 13 台  

損傷 内容 
建築内装材 床、壁、天井、ガラス等 
機械設備 空調機器、衛生器具、配管及びダクト、保温材等 
電気設備 配線、受変電設備等 
電話設備 電話機、ファックス 
エレベータ設備 支所 1 基（配線、照明）、保健福祉会館１基（全損） 

公用車 軽乗用車 5 台、軽貨物車 9 台、軽トラック 3 台、普通乗用車 1 台、 
広報車 1 台、道路パトロール車 1 台         計 20 台 

真備支所１階及び真備保健福祉会館の 

被害状況（天井まで浸水） 
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第４章 被害状況 

４ 真備支所の復旧 
年月日 状況 

7 月 7 日 未明に、1 階天井まで浸水する 
7 月 9 日 真備総合公園体育館へ、真備地区本部機能及び支所機能を移転する 
8 月 4 日 支所の 2 階で住民票発行など、一部業務を再開する 

8 月 16 日 支所の 2 階で通常業務を再開したことで、全業務再開となる 
平成 31 年 
4 月 1 日 復旧工事が完了。1 階で業務を再開した 

全業務再開の日に合わせて懸垂幕を掲示した 

（8月 16日） 

窓口業務一部再開の様子 

（支所 2階、8月 4日） 

真備総合公園体育館に移転した真備支所の様子（7月 16日） 
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第４章 被害状況 

12 公文書 

１ 平成３０年度の水損公文書処置 
  水損した真備地区の各学校園及び真備支所

の公文書を処置した。庁内で「倉敷市水損公文
書保全プロジェクトチーム」（総務局と教育委
員会）を設置し、岡山県立記録資料館など専門
機関や専門家の指導を受けながら実施した。 
⑴日程 

平成 30 年 12 月 11 日～平成 31 年 3 月 31 日 
⑵場所 
 倉敷市立真備中学校体育館及び美術室 
⑶作業内容 
 乾燥、ページめくり、クリーニング 
⑷参加者（平成 31 年 3 月 31 日現在） 

 倉敷市総務課歴史資料整備室職員、真備支所
職員、シルバー人材センター労働者派遣な
ど、延べ 380 人（真備保健福祉課職員を除
く） 

⑸処置文書量（平成 31 年 3 月 31 日現在） 
646 点（約 4 万 5 千枚：真備保健福祉課のも 
のを除く）。真備中学校で作業をしていた文
書等は、平成 31 年 3 月下旬で作業終了し、平成 31 年 4 月上旬までに支所及び各学校
に戻した。  

 

※歴史的に重要でカビ被害が著し 
い文書（真備支所及び教育委員会、
約 60 コンテナ）は、真空凍結乾
燥に備えて岡山中央冷蔵㈱の協
力によりビニール袋に入れて冷
凍保管（平成 30 年 8 月から令和
2 年 1 月）。 

 
 

２ 令和元年度の水損公文書処置 
⑴日程 

令和元年 6 月 18 日～令和 2 年 3 月 31 日 
 ⑵場所 

真備支所 3 階歴史資料整備室内 
⑶作業内容 

・国土調査課が真備支所から引き上げた水損公文書（地籍調査票・地籍簿・地籍図）の
処置（乾燥、ページめくり、クリーニング） 

冷凍保管している公文書 

水損公文書の処置 

県立記録資料館職員による 

水損公文書処置の指導 
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・真備支所市民課の水損公文書の処置（乾燥、ページめくり、クリーニング） 
・真空凍結乾燥した学校園の公文書の処置
（乾燥、ページめくり、クリーニング） 

・真空凍結乾燥した土地台帳の処置（乾燥、
ページめくり、クリーニング） 

⑷参加者（令和 2年 3 月 31 日現在） 
歴史資料整備室職員、シルバー人材センター
労働者派遣、ボランティアなど、延べ 474 人 

⑸処置文書量（令和 2年 3 月 31 日現在） 
3,790 点（約 10 万 3 千枚） 
※歴史的に重要でカビ被害が著しい文書（真備支所及び教育委員会、約 60 コンテナ）
は、福岡市埋蔵文化財センターで真空凍結乾燥した。（令和元年 11 月から令和 2 年 3
月） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

福岡市埋蔵文化財センターで真空凍結乾燥 
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12 公文書 

１ 平成３０年度の水損公文書処置 
  水損した真備地区の各学校園及び真備支所

の公文書を処置した。庁内で「倉敷市水損公文
書保全プロジェクトチーム」（総務局と教育委
員会）を設置し、岡山県立記録資料館など専門
機関や専門家の指導を受けながら実施した。 
⑴日程 

平成 30 年 12 月 11 日～平成 31 年 3 月 31 日 
⑵場所 
 倉敷市立真備中学校体育館及び美術室 
⑶作業内容 
 乾燥、ページめくり、クリーニング 
⑷参加者（平成 31 年 3 月 31 日現在） 

 倉敷市総務課歴史資料整備室職員、真備支所
職員、シルバー人材センター労働者派遣な
ど、延べ 380 人（真備保健福祉課職員を除
く） 

⑸処置文書量（平成 31 年 3 月 31 日現在） 
646 点（約 4 万 5 千枚：真備保健福祉課のも 
のを除く）。真備中学校で作業をしていた文
書等は、平成 31 年 3 月下旬で作業終了し、平成 31 年 4 月上旬までに支所及び各学校
に戻した。  

 

※歴史的に重要でカビ被害が著し 
い文書（真備支所及び教育委員会、
約 60 コンテナ）は、真空凍結乾
燥に備えて岡山中央冷蔵㈱の協
力によりビニール袋に入れて冷
凍保管（平成 30 年 8 月から令和
2 年 1 月）。 

 
 

２ 令和元年度の水損公文書処置 
⑴日程 

令和元年 6 月 18 日～令和 2 年 3 月 31 日 
 ⑵場所 

真備支所 3 階歴史資料整備室内 
⑶作業内容 

・国土調査課が真備支所から引き上げた水損公文書（地籍調査票・地籍簿・地籍図）の
処置（乾燥、ページめくり、クリーニング） 

冷凍保管している公文書 

水損公文書の処置 

県立記録資料館職員による 

水損公文書処置の指導 
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12 被災中小企業への支援 
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14 追悼式 



 

114 
 

第５章 被災者支援の取り組み 

 第５章 被災者支援の取り組み 
  

 
１ 避難所 

１ 避難所の開設 
  7月 6日 11時 30分に避難準備・高齢者等避難開始を発令し、市内 30か所の避難所を
開設した。その後も、避難情報の対象区域の拡大や避難勧告・避難指示（緊急）の発令に
伴い、避難所を順次開設。その約 5か月後、12月 13日早朝にまきび荘の避難者が退所し
たことにより、全ての避難所を閉鎖した。 
⑴避難情報に伴い開設した指定避難所 
日 時 開設避難所 

7月 6日 11:30 倉敷：新田中学校、粒江幼稚園、葦高小学校、南中学校、天城小学校、多
津美中学校、中庄小学校、菅生小学校 

児島：下津井中学校、琴浦東小学校、琴浦西小学校、唐琴公民館、琴浦公
民館、味野小学校、赤崎小学校、児島小学校、緑丘小学校、本荘公
民館、郷内公民館 

玉島：玉島黒崎公民館、玉島南小学校、上成小学校、乙島小学校、柏島小
学校、玉島西中学校、 

水島：連島東小学校 
船穂：船穂小学校 
真備：岡田小学校、薗小学校、二万小学校 

18:30 倉敷：県立天城高等学校（天城小学校は閉鎖） 
7月 7日 0:00 倉敷：中洲小学校・万寿小学校・倉敷東小学校・東中学校・菅生小学校校

舎の 3階以上、イオンモール倉敷の立体駐車場 
4:00 水島：第一福田小学校・福田中学校・福田南中学校校舎の 3階以上 

 
 
 
 
 
 
 
 

段ボールベッドと間仕切りを設置した薗小学校 

（7月 20日） 

岡田小学校（7月 8日早朝） 岡田小学校（7月 7日） 

倉敷東小学校 
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⑵自主的に避難された方を受け入れた指定避難所 
 7月 8日までに避難者が退所し、閉鎖した。 

開設避難所 
倉敷：倉敷西小学校、老松小学校、万寿東小学校、大高小学校、倉敷南小学校、中島小学校、

庄小学校、倉敷第一中学校 
水島：連島北小学校 
  ※倉敷西小学校は、7月 8日以降も真備地区の被災者を受け入れるために開設。 
⑶真備地区の被災者を受け入れるために開設した他地区の指定避難所  
浸水被害に対応できる真備地区内
の指定避難所は 3か所のみであった
ため、既に開設していた玉島地区、
船穂地区の避難所に加え、倉敷地区、
水島地区、総社市の避難所で避難者、
救助された方の受け入れを行った。 
なお、9 月 3 日から小中学校の 2
学期が始まるため、避難所となって
いる体育館や教室・運動場等を開放
し学校生活が円滑に行えるよう、倉
敷、水島、玉島、船穂の 4 地区の避
難所の再編を行った。 

開設避難所 
倉敷：倉敷東小学校、倉敷西小学校 
水島：第二福田小学校、第四福田小学校、第五福田小学校、水島小学校、神亀小学校、連島南

小学校、水島中学校、連島中学校、連島南中学校 
 ※ 7月 10日に健康福祉プラザ体育館（11月 18日まで）、8月 19 日にまきび荘（12月

13日まで）、8月 30日に船穂公民館（11月 30日まで）を追加して開設した。 
 ※第四福田小学校、神亀小学校、連島中学校は避難所として開設したが、避難された方は

いない。 

船穂公民館 まきび荘 

自衛隊の入浴支援として「松戸の湯」が校庭に 

設置された第二福田小学校 
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 第５章 被災者支援の取り組み 
  

 
１ 避難所 

１ 避難所の開設 
  7月 6日 11時 30分に避難準備・高齢者等避難開始を発令し、市内 30か所の避難所を
開設した。その後も、避難情報の対象区域の拡大や避難勧告・避難指示（緊急）の発令に
伴い、避難所を順次開設。その約 5か月後、12月 13日早朝にまきび荘の避難者が退所し
たことにより、全ての避難所を閉鎖した。 
⑴避難情報に伴い開設した指定避難所 
日 時 開設避難所 

7月 6日 11:30 倉敷：新田中学校、粒江幼稚園、葦高小学校、南中学校、天城小学校、多
津美中学校、中庄小学校、菅生小学校 

児島：下津井中学校、琴浦東小学校、琴浦西小学校、唐琴公民館、琴浦公
民館、味野小学校、赤崎小学校、児島小学校、緑丘小学校、本荘公
民館、郷内公民館 

玉島：玉島黒崎公民館、玉島南小学校、上成小学校、乙島小学校、柏島小
学校、玉島西中学校、 

水島：連島東小学校 
船穂：船穂小学校 
真備：岡田小学校、薗小学校、二万小学校 

18:30 倉敷：県立天城高等学校（天城小学校は閉鎖） 
7月 7日 0:00 倉敷：中洲小学校・万寿小学校・倉敷東小学校・東中学校・菅生小学校校

舎の 3階以上、イオンモール倉敷の立体駐車場 
4:00 水島：第一福田小学校・福田中学校・福田南中学校校舎の 3階以上 

 
 
 
 
 
 
 
 

段ボールベッドと間仕切りを設置した薗小学校 

（7月 20日） 

岡田小学校（7月 8日早朝） 岡田小学校（7月 7日） 

倉敷東小学校 
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また、総社市が開設し真備地区の避難者が避難した避難所等には、7 月 9 日から順
次、倉敷市職員を派遣して避難所運営に当たった。11月 13日までに真備地区からの避
難者は退所した。 

開設避難所 
総社市役所西庁舎、勤労青少年ホーム、北公園、中央公民館、吉備路アリーナ、サンワーク総
社、西公民館、山手公民館、清音公民館、清音福祉センター、吉備路クリーンセンター（総社
広域環境施設組合） 
⑷地域の方が自主的に開設・運営された避難所 
蓮花寺、熊野神社、今仙電機製作所（岡山工場）、上有井公民館、石田公会堂、広江
中央公民館等のコミュニティ施設等、様々な民間施設等が地域の避難所として開設さ
れ、自主的に運営された。 

⑸配慮が必要な方を受け入れた避難所 
くらしき健康福祉プラザ体育館に、高齢者や障がい
者など配慮の必要な方を受け入れる避難所を開設。避
難者の疾患や感染症の予防対策等を考え、少人数で落
ち着いた空間を確保できるよう配慮した。隣接する保
健所からは保健師が巡回訪問し、避難者の健康状態・
精神状態の把握に努めた。 
また、2 学期の開始に伴い、避難所となっている学
校施設を開放するため、小中学校の避難所に避難され
ている方々の協力を求め、くらしき健康福祉プラザに
移動していただくことになり、くらしき健康福祉プラ
ザには 2か所の避難所が、開設されることとなった。 
避難所には、葦高小学校区町内の有志、栄養改善協
議会、グリーンコープ等から、連日、ボランティアと
して炊き出し等の支援をいただいたほか、岡山大学の学生ボランティアが約 1か月に
わたり避難所運営のサポートに当たった。また、京都府災害ボランティアセンターか
ら派遣されたボランティアには、避難者の精神面のサポートを担っていただいた。 

保健師の健康管理活動 

（くらしき健康福祉プラザ） 

熊野神社（真備町尾崎） 上有井公民館（真備町有井） 第  

五  

章
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避難所利用者の多くは日常的に支援が必要な状態であり、担当職員は、日々、避難者
への声掛けや、体調不良の避難者の病院への付き添いなども行った。また、避難所の退
所に当たっては、仮設住宅関係部署との調整、被災者支援の申請の援助、家電製品等の
新生活に必要な買い物の付き添いなど、保健師や担当職員が、様々な支援を行った。 
①期間：7月10日～11月18日 
②施設：くらしき健康福祉プラザ体育館・201研修室 

   ③利用者：24人（最大）・・・配慮の必要な避難者 
⑹ペット同伴者専用の避難所 

   ペットとともに避難される場合には、同行避難を基
本としているが、避難所での生活が長期化したことや
避難者からの要望もあり、この度の災害では特例的に
ペットを同伴できる避難所を穂井田小学校に開設し
た。避難所の運営に当たり、ペットはケージに入れる、
ケージから出す時はリードを付けるといったことや、
避難所内での糞尿の処置方法など、ペットとともに生
活するうえでのルールを避難者同士で共有するように
した。 

   また、避難所の利用者の方には、校内や通学路での
ペットの散歩などが、児童の学校生活や児童クラブ活
動に支障とならないよう、細心の注意を払っていただいた。 

   ペット同伴者専用の避難所を利用された方のペットは、犬と猫のみであった。 
①期間：平成30年7月21日～平成30年10月1日 
②施設：穂井田小学校（体育館） 
③利用者：26人（最大） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

支援物資（ペット用品） 

ペット避難所内の様子 
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[避難者数の推移（原則朝７時時点での集計）]  
7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 

日 避難者 避難所 日 避難者 避難所 日 避難者 避難所 日 避難者 避難所 日 避難者 避難所 日 避難者 避難所 

‐ ― ― 1 2,073 29 1 783 23 1 388 13 1 103 8 1 18 1 

‐ ― ― 2 2,031 29 2 723 16 2 339 11 2 90 8 2 18 1 

‐ ― ― 3 2,013 28 3 631 16 3 331 11 3 90 8 3 18 1 

‐ ― ― 4 1,998 28 4 616 16 4 331 11 4 86 8 4 18 1 

‐ ― ― 5 1,986 27 5 612 16 5 331 11 5 77 7 5 17 1 

6 257 30 6 1,958 27 6 594 16 6 322 11 6 75 7 6 17 1 

7 約 5,500 72 7 1,921 27 7 594 16 7 319 11 7 75 7 7 17 1 

8 約 3,800 50 8 1,885 27 8 588 16 8 310 11 8 75 7 8 10 1 

9 3,675 37 9 1,867 27 9 561 16 9 262 11 9 71 7 9 10 1 

10 2,565 32 10 1,833 27 10 530 15 10 261 11 10 71 7 10 10 1 

11 2,621 33 11 1,783 26 11 524 15 11 257 11 11 62 7 11 10 1 

12 2,621 33 12 1,685 26 12 516 15 12 252 11 12 56 7 12 4 1 

13 2,555 33 13 1,629 26 13 514 15 13 242 11 13 54 7 13 0 0 

14 2,559 33 14 1,595 26 14 512 15 14 244 11 14 43 7   13 日早朝退所 

15 2,568 33 15 1,494 26 15 508 15 15 216 9 15 43 7 ‐ ― ― 

16 2,539 33 16 1,460 26 16 497 15 16 213 9 16 43 3 ‐ ― ― 

17 2,626 33 17 1,345 26 17 483 14 17 213 9 17 41 3 ‐ ― ― 

18 2,604 33 18 1,293 25 18 464 13 18 210 9 18 40 3 ‐ ― ― 

19 2,560 33 19 1,252 26 19 458 13 19 207 9 19 33 2 ‐ ― ― 

20 2,441 32 20 1,163 26 20 455 13 20 209 9 20 33 2 ‐ ― ― 

21 2,428 32 21 1,135 26 21 456 13 21 203 9 21 33 2 ‐ ― ― 

22 2,391 31 22 1,119 26 22 450 13 22 193 9 22 31 2 ‐ ― ― 

23 2,306 31 23 1,102 26 23 446 13 23 193 9 23 30 2 ‐ ― ― 

24 2,289 31 24 1,085 26 24 438 13 24 179 9 24 30 2 ‐ ― ― 

25 2,306 31 25 1,066 26 25 432 13 25 179 9 25 27 2 ‐ ― ― 

26 2,256 31 26 1,015 25 26 425 13 26 172 9 26 27 2 ‐ ― ― 

27 2,236 31 27 992 25 27 419 13 27 167 9 27 27 2 ‐ ― ― 

28 2,224 31 28 938 24 28 418 13 28 166 9 28 27 2 ‐ ― ― 

29 2,219 30 29 913 24 29 406 13 29 162 9 29 27 2 ‐ ― ― 

30 2,210 29 30 891 26 30 401 13 30 148 9 30 26 2 ‐ ― ― 

31 2,174 29 31 854 24 ‐ ― ― 31 146 9 ‐ ― ― ‐ ― ― 

ア 7月 6日は、21時（6日 11時 30分避難所開設）時点の集計。 
イ 7月 7日は、7日に開設されていた避難所の集計。 
ウ 7月 7・8日は、7時に直近の時刻の避難者数（推計値を含む）の集計。 
エ 7月 9日（8：00）、10日（12：00）、11日（18：00）、12日（6：00）、14日から

17日（8：00）、18日（11：00）の時点の集計。 
オ 7月 7・8日の避難所数には、真備地区等からの避難者の移動や高梁川の越水に備えて
開設したが、避難者が来なかった避難所を含む。 

カ 避難者数が不明のものは、集計に加えていない。 
キ 災害協定に基づく「福祉避難所」は含んでいない。 
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２ 福祉避難所利用に係る協定に基づく福祉避難所 
  福祉施設等（35施設）と福祉避難所の協定を結んでおり、保健師等から避難所での生
活において特別な配慮を要する人がいるとの報告を受けた場合等に、協定締結施設に連
絡し、受け入れを依頼。 
また後日、施設を訪問して、利用者や施設職員への状況確認等を実施した。 

⑴期間：平成30年7年7日～平成30年12月22日 
⑵施設数：14施設 
⑶利用者数：38人 

 
３ 宿泊施設提供事業 
  岡山県と旅館ホテル生活衛生同業組合が締結した協定に基づき、避難所での生活に特
別な配慮が必要な方に対して、旅館やホテルの宿泊施設の提供を行うもので、宿泊施設
の利用料金は、岡山県が負担。 
⑴期間：平成30年7月9日～平成30年11月10日 
⑵延べ利用者数：5,926 人（うち倉敷市在住者 5,831 人）  

 
４ 避難所の環境整備 
⑴クーラー・冷蔵庫等の設置 
  発災直後の 7 月 10 日以降、経済産業
省からのプッシュ型支援でクーラーや
冷蔵庫等の電化製品の提供があった。 
市では、各避難所に配布、設置すると

ともに、なお不足する物品を購入・リー
スで確保に当たったが、企業・個人から
寄付での提供も数多く寄せられた。 

 
 [経済産業省等からの主な支援物資（電化製品）] 

物 品 業務用
クーラー 

スポット型
クーラー 

冷蔵庫 洗濯機 
乾燥機付
き洗濯機 

電子レンジ 高圧洗浄機 

個 数 98 117 42 10 
(市:30) 16 28 60 

設置された冷蔵庫（第二福田小学校） 洗濯機とスポットクーラー（薗小学校） 

設置された業務用クーラー（第二福田小学校） 
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[避難者数の推移（原則朝７時時点での集計）]  
7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 

日 避難者 避難所 日 避難者 避難所 日 避難者 避難所 日 避難者 避難所 日 避難者 避難所 日 避難者 避難所 

‐ ― ― 1 2,073 29 1 783 23 1 388 13 1 103 8 1 18 1 

‐ ― ― 2 2,031 29 2 723 16 2 339 11 2 90 8 2 18 1 

‐ ― ― 3 2,013 28 3 631 16 3 331 11 3 90 8 3 18 1 

‐ ― ― 4 1,998 28 4 616 16 4 331 11 4 86 8 4 18 1 

‐ ― ― 5 1,986 27 5 612 16 5 331 11 5 77 7 5 17 1 

6 257 30 6 1,958 27 6 594 16 6 322 11 6 75 7 6 17 1 

7 約 5,500 72 7 1,921 27 7 594 16 7 319 11 7 75 7 7 17 1 

8 約 3,800 50 8 1,885 27 8 588 16 8 310 11 8 75 7 8 10 1 

9 3,675 37 9 1,867 27 9 561 16 9 262 11 9 71 7 9 10 1 

10 2,565 32 10 1,833 27 10 530 15 10 261 11 10 71 7 10 10 1 

11 2,621 33 11 1,783 26 11 524 15 11 257 11 11 62 7 11 10 1 

12 2,621 33 12 1,685 26 12 516 15 12 252 11 12 56 7 12 4 1 

13 2,555 33 13 1,629 26 13 514 15 13 242 11 13 54 7 13 0 0 

14 2,559 33 14 1,595 26 14 512 15 14 244 11 14 43 7   13 日早朝退所 

15 2,568 33 15 1,494 26 15 508 15 15 216 9 15 43 7 ‐ ― ― 

16 2,539 33 16 1,460 26 16 497 15 16 213 9 16 43 3 ‐ ― ― 

17 2,626 33 17 1,345 26 17 483 14 17 213 9 17 41 3 ‐ ― ― 

18 2,604 33 18 1,293 25 18 464 13 18 210 9 18 40 3 ‐ ― ― 

19 2,560 33 19 1,252 26 19 458 13 19 207 9 19 33 2 ‐ ― ― 

20 2,441 32 20 1,163 26 20 455 13 20 209 9 20 33 2 ‐ ― ― 

21 2,428 32 21 1,135 26 21 456 13 21 203 9 21 33 2 ‐ ― ― 

22 2,391 31 22 1,119 26 22 450 13 22 193 9 22 31 2 ‐ ― ― 

23 2,306 31 23 1,102 26 23 446 13 23 193 9 23 30 2 ‐ ― ― 

24 2,289 31 24 1,085 26 24 438 13 24 179 9 24 30 2 ‐ ― ― 

25 2,306 31 25 1,066 26 25 432 13 25 179 9 25 27 2 ‐ ― ― 

26 2,256 31 26 1,015 25 26 425 13 26 172 9 26 27 2 ‐ ― ― 

27 2,236 31 27 992 25 27 419 13 27 167 9 27 27 2 ‐ ― ― 

28 2,224 31 28 938 24 28 418 13 28 166 9 28 27 2 ‐ ― ― 

29 2,219 30 29 913 24 29 406 13 29 162 9 29 27 2 ‐ ― ― 

30 2,210 29 30 891 26 30 401 13 30 148 9 30 26 2 ‐ ― ― 

31 2,174 29 31 854 24 ‐ ― ― 31 146 9 ‐ ― ― ‐ ― ― 

ア 7月 6日は、21時（6日 11時 30分避難所開設）時点の集計。 
イ 7月 7日は、7日に開設されていた避難所の集計。 
ウ 7月 7・8日は、7時に直近の時刻の避難者数（推計値を含む）の集計。 
エ 7月 9日（8：00）、10日（12：00）、11日（18：00）、12日（6：00）、14日から

17日（8：00）、18日（11：00）の時点の集計。 
オ 7月 7・8日の避難所数には、真備地区等からの避難者の移動や高梁川の越水に備えて
開設したが、避難者が来なかった避難所を含む。 

カ 避難者数が不明のものは、集計に加えていない。 
キ 災害協定に基づく「福祉避難所」は含んでいない。 
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第５章 被災者支援の取り組み 

⑵段ボールベッドの設置 
避難所に避難された方々には、体育

館や教室等の床の上にマットを敷い
て、日常生活していただいていたが、長
期の避難が必要となり、心身両面の負
担軽減やエコノミー症候群の予防な
ど、避難所の生活環境の改善のため、
経済産業省、日本赤十字社等の支援を
受けて、すべての避難所に段ボールベ
ッドを設置した。 

7月 10日に真備総合公園体育館に物
資・機材が搬入され、真備地区の避難
所から設置を始め、7月 12 日から薗小
学校で設置準備に取りかかり、7月 13
日に二万小学校、7月 15日に岡田小学
校で設置を完了した。その後、水島・
玉島・船穂地区の避難所に、順次設置
していった。 
段ボールベッドの設置とともに、避難者の

プライバシーを確保するため、家族を単位と
して仕切ることとし、専門家の指導のもと、
柱（段ボール製）と布で間仕切りを設置した
（一部の避難所においては、避難者の話し合
いにより、間仕切りを設置していない）。 
段ボールベッド及び間仕切りの導入は、起

きたり座ったりが楽になる、家族の占有場所
が明示され安心できる、床のほこり等を吸い
込まないなど、プライバシーの確保や、飛沫等が遮られ感染症対策に有効など、避難
所における生活環境の改善に著しく有効であった。 

⑶シャワーユニット、仮設トイレ・手洗い場等
の設置 

  自衛隊の入浴支援や民間の入浴施設の
支援を受けていたが、生活環境の
改善のため、避難所にもシャワー
ユニットを設置するとともに、大
勢の方が避難してきたことによ
り、トイレ、手洗い場が不足する避
難所には、順次、仮設トイレ・仮設
手洗い場を設置していった。   

設置されたシャワーユニット

（第二福田小学校） 

段ボールベッド設置前（岡田小学校） 

段ボールベッド・間仕切り設置後（岡田小学校） 

間仕切り内部の様子（薗小学校） 
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[シャワーユニット設置数] 

 
また、静岡県富士市等から支援を受けた
トイレトレーラーを、避難所として開設し
ていた二万小学校（7月 10日）、第二福田小
学校（7月 12日）に設置していただいた。 
復旧の状況などに応じて、設置場所を変
えて活用した。 

 
 
⑷郵便ポスト、公衆電話、Wi-Fi環境等の提供 

   避難所には、仮設の郵便ポストが設置され、避難所から郵便物の発送をすることが
でき、転送手続により郵便物も避難所まで配達された。また、NTTとの協定により特
設公衆電話が設置され、避難所利用者は無料で電話の利用ができた。 
携帯電話事業者の協力により、避難所にWi-Fi環境や携帯端末の充電装置が整えら
れ、避難所利用者は、情報の収集や家族・知人との連絡を取ることが円滑にできるよ
うになった。 

設置 
場所 

倉敷東 
小学校 

連島南 
中学校 

第二福田 
小学校 

第五福田 
小学校 

岡田 
小学校 薗小学校 二万 

小学校 
設置数 2基 2基 2基 2基 2基 2基 2基 

仮設の郵便ポスト 携帯電話充電装置 

設置された仮設トイレと手洗い場（岡田小学校） 

トイレトレーラー（第二福田小学校） 
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⑵段ボールベッドの設置 
避難所に避難された方々には、体育

館や教室等の床の上にマットを敷い
て、日常生活していただいていたが、長
期の避難が必要となり、心身両面の負
担軽減やエコノミー症候群の予防な
ど、避難所の生活環境の改善のため、
経済産業省、日本赤十字社等の支援を
受けて、すべての避難所に段ボールベ
ッドを設置した。 

7月 10日に真備総合公園体育館に物
資・機材が搬入され、真備地区の避難
所から設置を始め、7月 12 日から薗小
学校で設置準備に取りかかり、7月 13
日に二万小学校、7月 15日に岡田小学
校で設置を完了した。その後、水島・
玉島・船穂地区の避難所に、順次設置
していった。 
段ボールベッドの設置とともに、避難者の

プライバシーを確保するため、家族を単位と
して仕切ることとし、専門家の指導のもと、
柱（段ボール製）と布で間仕切りを設置した
（一部の避難所においては、避難者の話し合
いにより、間仕切りを設置していない）。 
段ボールベッド及び間仕切りの導入は、起

きたり座ったりが楽になる、家族の占有場所
が明示され安心できる、床のほこり等を吸い
込まないなど、プライバシーの確保や、飛沫等が遮られ感染症対策に有効など、避難
所における生活環境の改善に著しく有効であった。 

⑶シャワーユニット、仮設トイレ・手洗い場等
の設置 

  自衛隊の入浴支援や民間の入浴施設の
支援を受けていたが、生活環境の
改善のため、避難所にもシャワー
ユニットを設置するとともに、大
勢の方が避難してきたことによ
り、トイレ、手洗い場が不足する避
難所には、順次、仮設トイレ・仮設
手洗い場を設置していった。   

設置されたシャワーユニット

（第二福田小学校） 

段ボールベッド設置前（岡田小学校） 

段ボールベッド・間仕切り設置後（岡田小学校） 

間仕切り内部の様子（薗小学校） 
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５ 避難所での食事の提供 
被災直後の7月9日から避難所を中心に被災者への食事提供を開始した。ボランティア

等が提供する炊き出し以外の食事は、連日類似したおにぎりやパン、弁当、缶詰、インス
タント食品であったため、長期化する被災者への栄養面、健康面への配慮、精神的なスト
レス緩和に向けた対応が必要であった。 

そのため、7 月下旬に物資、食事に関する課題を解決するためプロジェクトチームを企
画財政局に設置。管理栄養士を配置し、改善を実施した。 

被災地では、食中毒などの発生抑制が重要なポ
イントとなるため、まず、安全衛生面、品質管理面
への配慮から、冷房や、氷、保冷剤等で温度管理を
行ったほか、真備地区をはじめとする各拠点に、
食事を適正な温度で保管するためのプレハブを設
置するなど、食事を適正に管理する体制を整え、
提供した約 5 か月間（7 月 9 日～12 月 13 日）、食
中毒の発生はゼロであった。 

食事は避難所に対して 1 日に 2 回の配送を行い、
朝食と昼食はおにぎりとパン、夕食は弁当を提供
した。 

被災直後、3～4 千人分の朝食・昼食（おにぎり・
パン）を提供可能な事業者は、大手コンビニチェー
ンだけであり、品質管理、温度管理の観点から、納
品される種類も限定され、避難所等への直送が叶
わなかったため、一度、本庁の西分庁舎（市民活動
センター）に配送され、市職員が早朝 4 時より受
け入れ、仕分け、保管、配送を行った。 

夕食は、地域ごとに弁当業者等が分担して配送、
提供した。 

その他、避難所等で配布する食料品について、随時、見直しを行い、牛乳や野菜ジュー
ス、果物の缶詰等、栄養面、健康面で改善を行ったほか、子ども用のレトルト食品、イン
スタント食品、缶詰についてもバリエーションを増やすなど、食事における精神的なスト
レス緩和を図るとともに、企業等から支援を受けた様々な支援物資についても随時、被災
者に配布した。 

食事を適正な温度で保管するための 

プレハブ（二万小学校） 

栄養面、健康面に配慮した食事 

避難所での食料の提供の様子（岡田小学校） 
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避難所では、避難所内外の被災者に食事の提供を行ったが、9 月の学校再開に伴い、
避難所外の被災者には、公民館分館などで食事の提供を行うこととした。 
公民館分館などでの食事の提供は11月15日、避難所での食事の提供は12月13日まで

実施した。 

６ 避難所運営 
 ⑴運営体制 
   開設当初の避難所には、あらかじめ定められた担当職員を配置していたが、想定を

超える災害で、多くの方が避難されてため、避難所運営の状況を確認し、応援職員を
派遣。さらに、総務省の対口支援、中核市災害相互応援協定等により、他自治体から
の短期応援職員が派遣され、役割分担や勤務の順番を決め避難所運営に携わっていた
だいた。  
また、避難所運営の長期化に伴い、避難所担当職員を本来業務から切り離し、避難

所運営業務に集中させるため、真備地区、水島地区の一部の避難所には、7 月 29 日か
ら 1避難所に、課長級等の職員 2人をリーダー、係長級の職員 4 人をサブリーダーと
して交代で常駐させる「リーダー・サブリーダー制」を実施した。 

   なお、町内会や PTA、ボランティア、社会福祉協議会、NPO 団体の方、他にも、毎
日避難者の健康状態の見守りに来られる保健師や、盗難・不審者対策で巡回されていた
警察署員、避難所となった小中学校の教員等、多くの方に支えられて避難所が運営され
た。 

[薗小学校避難所の例（8月 1日）] 
避難所となった薗小学校には、体育館及びほとんどの一般教室に 209 人が避難。市

職員 32 人、応援職員 33人の合計 65 人が、ローテーションを組んで避難所運営に当
たった。 

 一日当たり 備考 昼 夜 

市職員 8 人 2 人 一日当たり内訳（昼）：リーダー1 人、サブリーダ 2 人、ロー
テーション勤務職員 5 人 

他自治体
応援職員 15 人 2 人 応援職員内訳：東京都（22 人）、八戸市・前橋市・高崎市・豊

田市・岡山県（各 2 人）、備前市（1 人） 
合計 23 人 4 人  

物資・食事等の配布場所（岡田小学校） 
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５ 避難所での食事の提供 
被災直後の7月9日から避難所を中心に被災者への食事提供を開始した。ボランティア

等が提供する炊き出し以外の食事は、連日類似したおにぎりやパン、弁当、缶詰、インス
タント食品であったため、長期化する被災者への栄養面、健康面への配慮、精神的なスト
レス緩和に向けた対応が必要であった。 
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画財政局に設置。管理栄養士を配置し、改善を実施した。 
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イントとなるため、まず、安全衛生面、品質管理面
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ンだけであり、品質管理、温度管理の観点から、納
品される種類も限定され、避難所等への直送が叶
わなかったため、一度、本庁の西分庁舎（市民活動
センター）に配送され、市職員が早朝 4 時より受
け入れ、仕分け、保管、配送を行った。 

夕食は、地域ごとに弁当業者等が分担して配送、
提供した。 

その他、避難所等で配布する食料品について、随時、見直しを行い、牛乳や野菜ジュー
ス、果物の缶詰等、栄養面、健康面で改善を行ったほか、子ども用のレトルト食品、イン
スタント食品、缶詰についてもバリエーションを増やすなど、食事における精神的なスト
レス緩和を図るとともに、企業等から支援を受けた様々な支援物資についても随時、被災
者に配布した。 

食事を適正な温度で保管するための 

プレハブ（二万小学校） 

栄養面、健康面に配慮した食事 

避難所での食料の提供の様子（岡田小学校） 
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第５章 被災者支援の取り組み 

⑵男女共同参画の視点に立った避難所運営 
   市男女共同参画課職員が、内閣府「男 

女共同参画の視点からの避難所運営等
の災害対応」をもとに、男女共同参画の
視点に立った避難所運営に当たった。 

①避難所の運営（環境）改善 
男女共同参画担当課が、各避難所を 
回り、女性や子ども等の視点から、避難
生活における困りごとや不足物資を聞
き取った。 

②支援物資の提供 
全国の女性団体、女性センター、企業
の協力のもと、女性や子どもの様々な
サイズの下着や、妊婦服、防犯ブザーの
提供を受け、配布を行った。 

③性犯罪防止及び相談窓口の周知 
ア 性被害・性暴力・DVリスクに備え、
啓発及び相談先を周知するチラシを、
長期にわたって開設した全避難所（市
内20か所）へ配布、掲示板に貼付。 
イ DVに関する相談カードを避難所の女
子トイレに設置するとともに、女性用個
室トイレ及びシャワー室用に防犯ブザー
を配布した。 

⑶教育委員会の避難所支援 
小中学校に開設されている避難所におい
て、7月20日から8月26日までの間、当該校
の教職員及び他の学校の教職員が交代で避
難所担当業務を行った。 

  また、真備地区内の公民館・分館におい
て、7月27日から8月24日まで避難所（者）
支援として生活物資配布等の業務を、教職
員も担当した。 

 
 
 
 
 
 

避難所に設けた女性専用の洗濯干場 

全国から届けられた女性に向けた支援物資 

避難所で掲示した啓発チラシ 
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２ 物資の提供等と生活支援 

１ 全国からの支援物資の受け入れ及び配布 
⑴緊急支援物資 
被災者用の毛布・水・食料・着替
え・タオルなどが大量に必要となっ
たため、市長が7月7日、全国市長会・
中核市市長会に緊急に依頼し、7月
10日までの間に、全国の自治体から
毛布（約25,000枚）、水（約45,000
本）、食料（約132,000食）、タオル
（約13,000枚）等の支援をいただい
た。また、被災直後から、国や他の自治体・多くの団体等から緊急支援物資の支援をい
ただいた。その後も食料・衣料品等の支援物資が続々と届けられた。 

緊急支援物資や市が災害救助法に基づき調達した食料品（飲料水・レトルト食品等）、
日用生活品等を真備総合公園体育館、避難所、公民館分館等で配布するとともに、物資
等を載せた広報車と搬送車で、真備地区内の被災地を巡回し、物資等を配布した。 

 ⑵秋冬物支援物資の受け入れ 
   被災された方の多くが、避難所から借上型・建設型仮設住宅や、自宅での生活を始め
られているなか、夏から秋へと季節の変わり目を迎えていることから、秋冬物の衣料品
や食器など身の回りの品について、市民の皆さまなどから提供いただき、被災者の方々
にお渡しすることにより、物資面における生活再建に資するとともに、物資を提供いた
だいた皆さまの応援する思いを届けることとした。9 月 16 日から 27 日までの 12 日
間、市役所本庁舎西側の市民活動センターにて、秋冬物の衣料品や食器などの生活用品
を対象に支援物資を受け入れた。市内をはじめ、全国から持参あるいは郵送により、大
量の支援物資が寄せられた。 

秋冬物の衣料品や日用品等の物資の提供（真備支所） 

全国から寄せられた救援物資（真備総合公園体育館） 

物資の提供（7月 11日、真備総合公園体育館） 救援物資の提供（岡田分館） 
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第５章 被災者支援の取り組み 

⑶真備支所での配布 
  9月 28日から 10月 7日までの 9日間（9月 30日は台風接近により警報が発令され
たため配布休止）、受け入れた支援物資を真備支所 1 階にて 10 時から 16 時までの間
で、被災された約 4,000世帯の方に、合計で約 12万点の支援物資を配布した。 

  ①配布会場の真備支所は、1階部分が浸水被害を受け、その後消毒済であったが、1階
は照明が壊れていたため、投光器を配置して対応した。 

②整理券を配布し、1回の配布時間を 30分（物品を選び、持ち出す時間 20分、物品を
並べ変える時間 10分）とし、配布各回において、均等に物品展示できるよう配慮し
た。混雑を避けるため、1回の入場は約 50世帯（1世帯 1カート）とした。 

③パソコン 3 台の 3 系統で来場者の受け付けを行い、り災証明を確認後、簡易システ
ムに入力し、重複して配布することがないよう実施した。 

 
２ 入浴支援 
  発災直後から、自主的に入浴施設が被災者を対象に、入浴の無料開放や利用料の割引を
行っていただいた（一部は岡山県の入浴支援事業により実施）。 
⑴期間：7月 8日～12月 12日（利用期間は、施設によって異なる。） 
⑵協力入浴施設：浅口市健康福祉センター、えびす湯、OSK スポーツクラブ総社、岡山

桃太郎温泉、粟井温泉あしもり荘、吉備カントリークラブ、クオーレ倉敷、倉敷国
際ホテル、くらしき山陽ハイツ、里庄町老人福祉センター、天然温泉蔵のゆ、国民
宿舎良寛荘、サントピア岡山総社、スポーツアミューズメントドーム プレゴ、瀬
戸大橋温泉やま幸、瀬戸大橋スパリゾート、ホテルセントイン、民宿 中塚、旅館
鶴形、レスパール藤ヶ鳴、鷲羽山グランドホテル備前屋甲子、鷲羽ハイランドホテ
ル、有鄰庵、由加山温泉ホテル山桃花 

 
３ 移動支援 
被災者の移動手段を確保するため
に、無料で利用できる巡回バスを運行。
真備地区で被災し、倉敷地区・水島地
区・玉島地区及び船穂地区で避難所生
活を送っている方の自宅の片付けのた
めの往復や、医療機関への通院、役所へ
の再建手続き、入浴などの被災者の再
建を交通の面から支援した。 

 ⑴被災者移動支援バス 
①水島地区及び玉島地区の避難所から真備地区へ運行 

    概要：水島・玉島地区の避難所から真備地区の自宅の後片付け等の支援 
    期間：7月 17日～8月 31日（1日 1往復）  
    利用者数：延べ 584人 
 

真備地区の避難所から市役所本庁へ運行する支援バス 
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②真備地区から市役所本庁へ運行 
概要：真備地区の避難所から市役所本庁へ、各種相談や申請等の支援 
期間：8月 1 日～8月 31日（1 日 1 往復）  
利用者数：延べ 17 人 

③集約された避難所から真備地区へ運行 
概要：避難所の再編に伴い、くらしき健康福祉プラザや船穂公民館の避難所から真

備地区の自宅や医療機関への通院等の支援 
期間：9月 4 日～11 月 18 日（1日 1 往復）  
利用者数：延べ 228 人 

⑵まび復興支援バス 
真備地区内の住民の方の移動を支援するため、真備地区内の避難所や井原鉄道の駅、

支所、医療機関、スーパー等を循環するバスを運行 
期間：8月 1 日～12 月 29 日（1日 4 便） 
利用者数：延べ 412 人 
※運行休止していた真備地区コミュニティタクシーが、平成 31 年 1月 4 日に全
面再開したことにより、まび復興支援バスの運行を終了                       

⑶入浴支援バス 
真備総合公園体育館駐車場で行われた自衛隊による入浴支援や、岡山県の入浴支援

事業への協力入浴施設等への交通手段を確保するため、避難所から利用人数に合わせ、
大型・中型・マイクロバス、タクシーを借り上げ、市内外の指定の入浴施設へ無料で送
迎を行った。この間、延べ 4,000人を超える方が利用した。 

ルート 協力入浴施設 期間 避難所  

真備総合公園
ルート 

自衛隊設置風呂（真
備総合公園） 

7 月 13 日～7 月 27 日 岡田小学校、薗小学校 

7 月 28 日～8 月 11 日 穂井田小学校、薗小学校 

良寛荘ルート 良寛荘 7 月 10 日～11 月 30 日 
二万小学校、船穂小学校、
船穂公民館、上成小学校、
乙島小学校 

水島ルート 

スポーツアミュー
ズメントドーム 
プレゴ 

7 月 10 日～8 月 18 日 水島中学校、第二福田小学
校、福田中学校、第五福田
小学校、連島東小学校、連
島南小学校、連島南中学
校、くらしき健康福祉プラ
ザ 

山陽ハイツ 
（火曜日は除く） 8 月 19 日～10 月 31 日 

瀬戸大橋スパリゾ
ート 

（火曜日のみ） 
8 月 19 日～10 月 31 日 

真備ルート 

吉備カントリーク
ラブ 8 月 12 日～12 月 12 日 薗小学校、まきび荘 

サントピア岡山総
社 8 月 12 日～10 月 30 日 岡田小学校 

※7 月 28 日・29 日、8 月 23 日、9 月 4 日・30 日は、台風のため運休 
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４ 宿泊支援・民間船舶「はくおう」 
平成30年7月豪雨災害の被災者に対

 

して、8月3日から防衛省のチャーター
船「はくおう」が宇野港・水島港に停
泊し、1泊2日の宿泊・食事・入浴など
のサービスを提供。8月3日から18日に
かけて延べ373人が利用した。
また、船内では、市保健所の保健師が

健康管理を担当するとともに、被災さ
れた方の今後の住宅確保についての相
談会も実施した。  

期間 参加者 期間 参加者 

8 月 3～4 日（宇野港） 82人 8 月 13～14 日（宇野港） 43人 
8 月 5～6 日（宇野港） 45人 8 月 15～16 日（水島港） 38人 
8 月 7～8 日（宇野港） 76人 8 月 17～18 日（水島港） 68人 
8 月 11～12 日（宇野港） 21人   
※8月9～10日（宇野港）は総社市民対象で実施：44人 

 
５ カーシェアリングの取り組み 
  日本カーシェアリング協会が、災害で車などを失った被災者の移動手段を確保するた
め、無償で車を被災者に提供（燃料費は
自己負担）するカーシェアリング活動を
行った。 
協会は本部のある石巻市から車で真

備地区に移動し、7月 18日から貸し出し
を開始。7月 27日に真備総合公園体育館
内に「岡山災害サポートカーステーショ
ン」を設置し、運営を行った。 

  また、10 月 1 日からは車の貸し出しの
対象を、真備地区で活動する支援団体に
も広げ活動を行った。 
①期間：被災者向け：7月18日～12月25日 

支援団体向け：10月1日～（令和2年8月31日現在継続中） 
②実績：延べ貸し出し件数 615 件 

乗用車 111 件、軽トラック 504 件（12 月 25 日現在） 
    ※貸出車両数：98 台（うち 43 台が、岡山県軽自動車協会、日本自動車販売協

会岡山県支部などからの提供） 
      ※軽トラックは、1泊2日で貸し出しを行っている。 
 

貸し出し車輌 

防衛省チャーター船「はくおう」（宇野港）  
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６ 臨時期日前投票所の設置 
建設型仮設団地に入居の高齢者や障がいのある方等、投票所への移動が困難な有権者
の投票機会を確保するため、一時的な措置として、仮設団地に日時を限り臨時期日前投票
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みその、柳井原 
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７ 市災害見舞金等の支給状況（令和 2年 8月末日現在） 
⑴倉敷市災害見舞金支給状況 
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地区 真備地区 全市計 
損害区分 件数 金額 件数 金額 
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大規模半壊 353 5,295万円 369 5,535万円 
半壊 224 2,016万円 239 2,151万円 
床上浸水 2 6万円 95 285万円 
負傷 3 15万円 3 15万円 
合計 5,680 16億 272万円 5,817 16億 1,019万円 

⑵被災者生活再建支援金受付状況（延べ受付件数） 
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地区 真備地区 全市計 
件数 9,477 9,523 

⑶災害特別融資利子補給額（対象元本） 
災害特別融資利子補給金：被害を受けた世帯が被害の復旧に必要な融資を金融機関

から受けた場合、金利負担の軽減を図るため利子補給金を交付するもの。 
地区 真備地区 全市計 
件数 169 171 
金額 2億 4,376万円 2億 4,578万円 

⑷災害援護資金貸付 
災害援護資金貸付：世帯主が負傷した世帯や住居、家財に著しい損害を受けた世帯に

対し生活の立て直しのために災害援護資金の貸し付けを行うもの。 
地区 真備地区 全市計 
件数 98 98 
金額 2億 6,159万円 2億 6,159万円 
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４ 宿泊支援・民間船舶「はくおう」 
平成30年7月豪雨災害の被災者に対

 

して、8月3日から防衛省のチャーター
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かけて延べ373人が利用した。
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  また、10 月 1 日からは車の貸し出しの
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も広げ活動を行った。 
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乗用車 111 件、軽トラック 504 件（12 月 25 日現在） 
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 ⑸生活用品の支給・貸与 
 生活用品の支給・貸与：災害救助法の「被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸

与」を活用して、被害を受けた世帯が避難場所から住居に移転し生活する
場合に生活用品を支給するもの。 

 市では、支給する生活用品は、移転後の生活に必要となる寝具と炊飯器とし、8月
21日から12月28日まで申請を受け付けて、移転先の住居等に配送し、4,561件の支給
を行った。 
地区 真備地区 全市計 
件数 4,547 4,561 
 
 
３ 支援情報の発信 

市各部局・国・県・NPO団体等から被災
者への支援情報や、医療・福祉・ボランテ
ィア情報などの生活情報、被災箇所の復旧
状況の様子など、様々な情報を取りまとめ、
より多くの被災者にわかりやすく伝わるよ
う、広報車やホームページ、広報紙など、
多様な方法を活用して情報提供を行った。 

 
 

１ 広報車での広報活動 
7月 11日から広報車 2台で真備地区を巡回。支援物資を積載した車両も同行し、飲料

水やアルファ米、土のう袋などの配布を行いながら、支援情報を届けた。 
 

２ 避難所や公民館等への「倉敷市役所からのお知らせ」の掲示及び配布 
7月 12日から、支援情報を掲載した A0版の「倉敷市役
所からのお知らせ」を作成し、避難所や公民館等に大
きく掲示するとともに、配布用のチラシを作成し、
配布。在宅避難者に対しては、保健師等による各
戸訪問や広報車での巡回時に配布した。 

 
３ 市民への情報発信活動 
⑴「広報くらしき臨時号」・「まび復興だより」の配布及び
郵送 
支援情報を掲載した冊子「広報くらしき臨時号」
を７月下旬から発行し配布。8月中旬から仮設住宅
の入居者などにも一部個別郵送を開始し、10 月か
らは被災世帯約 5,700世帯に郵送した。 

避難所での支援情報の掲示 

版の「倉敷市役
所からのお知らせ」を作成し、避難所や公民館等に大
きく掲示するとともに、配布用のチラシを作成し、
配布。在宅避難者に対しては、保健師等による各

「広報くらしき臨時号」・「まび復興だより」の配布及び

支援情報を掲載した冊子「広報くらしき臨時号」 左：倉敷市役所からのお知らせ 

中：まび復興だより 

右：広報くらしき臨時号 
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また、12月から郵送回数を月 2 回に増やし、10 日頃に、市からのお知らせや真備地
区の行事・イベントを掲載した「まび復興だより」を郵送し、25 日頃に「まび復興だ
より」とともに広報くらしきや支援冊子・イベントのチラシなどを郵送している。 
なお、臨時号の配布に際しては、目次を多言語化し、対象者の生活する避難所に配布

するなど、支援情報の周知に努めた。  
⑵ホームページ・SNS の活用、報道対応 

ホームページやツイッターなどを活用した情報発信を、発災後から継続的に実施し
ている。また、新聞、テレビ、ケーブルテレビ等の報道機関に対しても、積極的に資料
提供、記者会見、取材対応等を行っている。 

 ⑶地域に寄り添った情報発信 
市真備支え合いセンターの見守り連絡員等が戸別訪問をする際に、地元のイベント

案内や真備地区の復興の状況等を伝えているほか、真備地区まちづくり推進協議会等
からの依頼に基づき、イベントのチラシなどを対象となる地区の被災者ごとに郵送し
ている。 

 
４ 復旧した真備保健福祉会館の活用（復興支援情報コーナー、談話スペースの設置） 

平成 31 年 4 月 1 日に真備支所に隣接する真備保健福祉会館の復旧が完了。その 1 階
に、市やNPO 団体等の支援情報の掲示コーナーや、真備地区の方の交流場所として談話
スペースを設けるとともに、決壊した堤防
の復旧工事の進捗状況をパネル写真で展
示している。 
また、市真備支え合いセンター・まび復

興支援ボランティアセンターも入居。15
日からは、復興に向けた連携強化のため、
中国地方整備局に高梁川・小田川緊急治水
対策河川事務所を設置いただいた。 

 
 
４ 保健・医療の活動 

 

 

7月7日から保健師等による避難所における健康管理活動を開始した。
災害直後より、全国から保健医療関係者が、市保

健所に続々と集結して来られたことから、市保健所
として迅速な対応が必要であると考え、市連合医師
会の協力を得て、保健体制と医療体制を合わせた支
援を行う「倉敷地域災害保健復興連絡会議」（通称：
KuraDRO（Kurashiki Disaster Recovery Organization）
以下「クラドロ」）を7月8日、市保健所内に立ち上
げて、対応に当たった。また、岡山県医師会の大き
な支援をいただいた。  

真備地区全戸把握事業
 

復興支援情報コーナーと談話スペース 
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与」を活用して、被害を受けた世帯が避難場所から住居に移転し生活する
場合に生活用品を支給するもの。 

 市では、支給する生活用品は、移転後の生活に必要となる寝具と炊飯器とし、8月
21日から12月28日まで申請を受け付けて、移転先の住居等に配送し、4,561件の支給
を行った。 
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きく掲示するとともに、配布用のチラシを作成し、
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戸訪問や広報車での巡回時に配布した。 

 
３ 市民への情報発信活動 
⑴「広報くらしき臨時号」・「まび復興だより」の配布及び
郵送 
支援情報を掲載した冊子「広報くらしき臨時号」
を７月下旬から発行し配布。8月中旬から仮設住宅
の入居者などにも一部個別郵送を開始し、10 月か
らは被災世帯約 5,700世帯に郵送した。 

避難所での支援情報の掲示 

版の「倉敷市役
所からのお知らせ」を作成し、避難所や公民館等に大
きく掲示するとともに、配布用のチラシを作成し、
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支援情報を掲載した冊子「広報くらしき臨時号」 左：倉敷市役所からのお知らせ 

中：まび復興だより 

右：広報くらしき臨時号 
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7月13日からは、市保健所保健師等による真備地区内の在宅避難者への訪問を行う全戸把
握事業を開始し、9月10日までに8,840世帯（把握率99.2%）の把握を行った。10月からは市
真備支え合いセンターを開設して仮設住宅等への訪問を行うなど対応にあたっている。  
また、岡山県歯科医師会が、各地の避難所を巡回して歯ブラシ等の衛生用品の配布や、歯

科相談・口腔ケアの実施など、避難者の衛生環境の向上活動を行った。 

１ 倉敷市保健所災害時体制 
市保健所職員数 164 人 

（各保健福祉センター保健推進室の職員を含む：平成 30年 4 月 1 日現在） 

２ 主な保健活動 

日 主な活動 

7 日 

低体温、当日出産予定日の妊婦、当日透析の予定だが受けられていない患者等、年代
も様々であり、持病の薬やお薬手帳を持たず、薬がもらえないかの相談多数 
保健師等による避難所における健康管理活動開始 
体調確認、応急手当、受診調整、救急要請、避難所環境に適応できない方への対応
のほか、着衣が濡れたままで衣類の手配にも追われた 

真備支所配置の保健師は、支所への避難者の受け入れ、応急手当、毛布や非常食提供 
被災していない透析病院に被災病院で外来透析を受けていた患者の受け入れを要請 
各支所担当保健師や分散配置の保健師は各所属の指揮命令下で保健活動を展開 
日本赤十字社岡山県支部による支援開始   

KuraDRO 組織図 KuraDRO 活動の様子 

7 月 
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8日 

保健体制と医療体制を合わせた支援を行う「倉敷地域災害保健復興連絡会議Kurashiki 
Disaster Recovery Organization（通称クラドロ）」の設置を決定 
岡山県保健師の支援開始 
岡山県を通じ厚生労働省へ保健師派遣要請 
避難所にて難病患者等、医療依存度の高い方の状況を確認し、要配慮者へは別室対応
できるよう調整 
被災病院へ外来透析患者リスト作成依頼 
処方医薬品リストを作成し、県へ要請 

9日 
倉敷市保健所災害時対策本部を「大災害型班体制」へ移行 
クラドロ第１回会議（本部長：倉敷市保健所長） 
食中毒予防のため保健所衛生班が避難所巡回開始 

10日 

クラドロは備中圏域の本部へ改変。本部長は倉敷市保健所長と岡山県備中保健所長
（以下備中保健所）の 2人体制へ  
他自治体保健師チームが倉敷市入り 
看護師支援チーム夜勤帯の避難所活動開始 

11日 

DHEAT長崎県チーム（災害時健康危機管理支援チーム）が備中保健所支援へ 
市消防局がクラドロへ参加。救急搬送のフォローに AMAT（全日本病院医療支援班）
が入る 
県薬剤師会が仮設薬局（災害処方箋のみ取り扱い）を保健所 2階に開局（19日まで） 
モバイルファーマシー（移動薬局）が岡田小学校へ 
真備地区全戸把握事業事前調査（先遣隊）開始 

12日 
JMAT（日本医師会災害医療チーム）１隊目が倉敷市入り 
JMAT活動に関する地元関係者会議（吉備医師会館にて）  

13日 

真備地区全戸把握事業開始（市保健師に加え、岡山県、岡山県介護支援専門員協会・
岡山県社会福祉士会・看護系大学教員・県外保健師チームの応援を順次拡大） 
被災の有無を問わず、戸別訪問や避難所の巡回、病院や施設への聞き取りなどによ
り把握。（8月 10日まで） 

倉敷市連合医師会宛て「支援の際はクラドロ事務局へ連絡を」の通知発出 
クラドロと保健師チームの会議へ相互出席開始で情報共有開始 
歯科診療・口腔衛生物資の配布・啓発開始 

14日 夜間診療を岡田小学校へ導入 
15日 岡山県眼科医会による検診車（15日：二万小学校、16日：薗小学校） 

18日 
浸水被害のあった病院敷地内にて移動検診車による保険診療再開 
市保健協議会へクラドロ事務局医師出席 災害医療について情報交換 

20日 クラドロ・仮設薬局 備中保健所へ移転 
21日 ペット同行者専用の避難所を開設（穂井田小学校） 
22日 岡山県眼科医会による検診車（岡田小学校） 

23日 
クラドロは「県南西部災害保健医療活動調整本部」へ組織変更。本部長は備中保健所長 
備中通院支援バス運行開始（真備・玉島・総社・水島の４便） 

26日 夜間のみの避難所利用者（準夜帯）の実態把握訪問開始 
27日 DHEAT和歌山県チームが市保健所支援へ（その後、大阪府チームへ引き継ぎ） 

28日 台風 12 号接近のため本部指示により、避難所へ市保健所職員を派遣（岡田小学校・
薗小学校） 
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7月13日からは、市保健所保健師等による真備地区内の在宅避難者への訪問を行う全戸把
握事業を開始し、9月10日までに8,840世帯（把握率99.2%）の把握を行った。10月からは市
真備支え合いセンターを開設して仮設住宅等への訪問を行うなど対応にあたっている。  
また、岡山県歯科医師会が、各地の避難所を巡回して歯ブラシ等の衛生用品の配布や、歯

科相談・口腔ケアの実施など、避難者の衛生環境の向上活動を行った。 

１ 倉敷市保健所災害時体制 
市保健所職員数 164 人 

（各保健福祉センター保健推進室の職員を含む：平成 30年 4 月 1 日現在） 

２ 主な保健活動 

日 主な活動 

7 日 

低体温、当日出産予定日の妊婦、当日透析の予定だが受けられていない患者等、年代
も様々であり、持病の薬やお薬手帳を持たず、薬がもらえないかの相談多数 
保健師等による避難所における健康管理活動開始 
体調確認、応急手当、受診調整、救急要請、避難所環境に適応できない方への対応
のほか、着衣が濡れたままで衣類の手配にも追われた 

真備支所配置の保健師は、支所への避難者の受け入れ、応急手当、毛布や非常食提供 
被災していない透析病院に被災病院で外来透析を受けていた患者の受け入れを要請 
各支所担当保健師や分散配置の保健師は各所属の指揮命令下で保健活動を展開 
日本赤十字社岡山県支部による支援開始   

KuraDRO 組織図 KuraDRO 活動の様子 

7 月 
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30日 浸水被害のあった病院の診療を、移動検診車からプレハブへ移行 

日 主な活動 

3日 防衛省チャーター船「はくおう」による宿泊支援に市保健所保健師が救護を担当（18
日まで、計 7回） 

6日 
県南西部災害保健医療活動調整本部が閉鎖され、保健師ミーティングに医療チームが
加わる形へ「倉敷市災害保健医療ネットワーク Kurashiki Disaster Recovery 
Organization Network（通称クラドロン）」（31日まで） 

10日 真備地区の在宅医療について医師会等関係機関と協議 

15日 看護師支援チーム夜勤帯支援中止に伴い、市保健師避難所準夜帯の救護対応（岡田小学校・薗小学校・第二福田小学校） 
21日 保健師追加派遣を、岡山県を通し厚生労働省へ依頼 

24日 
倉敷市連合医師会が「西日本豪雨 倉敷・高梁川流域 医療保健福祉提供体制支援プラ
ットホーム Kurashiki area Medical & Care Reconstruction Association（通称クララ）」
立ち上げ 

31日 市保健所職員の夜勤対応最終日。保健所と避難所間の夜間及び休日の 24 時間応需電
話当番は携帯電話対応へ移行 

日 主な活動 

1日 全戸把握事業で未把握かつ要援護者への訪問（岡山県介護支援専門員協会・岡山県社
会福祉士会応援）  

3日 市「被災者見守り支援室」開設（市保健師 4人が兼務で配属） 
10日 「おかやまこころのケア相談室」開設（岡山県精神保健福祉センター内） 
27日 他自治体保健師チーム支援 最終日 
28日 クララ「真備地区のこれからを考える会」開催 
30日 市保健師の避難所準夜帯勤務最終日 

日 主な活動 

1日 「倉敷市真備支え合いセンター」を開設し、見守り連絡員による戸別訪問を開始。保
健師も見守り連絡員の訪問に同伴 

日 主な活動 
22日 避難所への保健師定期巡回終了。以後は個別対応と 24時間応需の電話対応 

日 主な活動 
3日 浸水被害のあった病院にて、入院患者受け入れ再開 
13日 市保健所と避難所間の 24時間応需電話当番・嘔吐した方の対応当番終了 

9月 

10月 

11月 

12月 

8月 
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3 倉敷市が要請し市保健所に派遣されたDHEATチーム活動期間と活動内容 
 ⑴概要 

  チーム名 職種と人数 派遣期間 

和歌山県チーム 医師 1・薬剤師 1 
臨床検査技師 1・保健師 1 7月 27日～8月 2日 

大阪府チーム第 1班 医師 1・保健師 2・事務 1 8月 2日～6日 
大阪府チーム第 2班 医師 1・保健師 2・事務 1 8月 6日～10日 
大阪府チーム第 3班 医師 1・保健師 2 8月 10日～14日  

主な活動 
避難所と保健所をつなぐ 24時間応需電話（ほっとライン）設置（保健所に常設して対応） 
市保健所職員による 24時間嘔吐対応体制を整備 
避難所に食品用冷蔵庫や電子レンジを設置し、配布前の食品は低温管理できる部屋で管理す
るよう指導 
医療チームによる夜間診療 
被災者用弁当の栄養評価、特殊栄養食品ステーションや栄養・歯科相談窓口の設置 
避難所等で炊き出しを行う団体へ、食品衛生指導 

随時（主なもの） 

市保健所北駐車場外部支援者の車両 保健所職員（朝ミーティング） 

医療チームミーティング 派遣保健師チームミーティング 

市保健所内に仮設薬局を開設 仮設薬局の様子 
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⑵主な活動内容 
保健活動ミーティングへの出席・会議
録作成、備中地域災害保健医療活動支援
チーム会議に市保健所のリエゾンとして
出席、全戸把握事業の準備や世帯台帳の
入力、ロードマップの作成と助言等 
※備中保健所には、DHEAT 長崎県チーム
と熊本県チームが派遣された。 

 
４ 倉敷地域災害保健復興連絡会議（クラドロ）  
⑴概要 
活動期間 7月 9日～7月 22日 

活動場所 
倉敷市保健所 2階研修室（7月 9日～20日） 
備中県民局会議棟 1階（7月 20日～22日：23日は残務処理日） 

活動チーム数 
総チーム数：131チーム、総人数：509人 
延べチーム数：417チーム、延べ人数：2,017人 

⑵主な活動内容 
保健医療支援関係機関・団体の情報集約と調整、保健医療チームの登録と派遣、避
難所情報の整理、診療情報の整理、熱中症・感染症対策、医療機関復興支援、市災害
対策本部会議での活動報告等 
 

５ 他自治体からの派遣保健師チーム 
⑴概要 
派遣期間 7月 8日～9月 27日 

活動チーム数 

県外チーム  延べチーム数：545チーム、延べ人数：1,704人 
岡山県チーム 延べチーム数： 55チーム、延べ人数： 270人 
岡山市チーム 延べチーム数： 27チーム、延べ人数：  75人 
合  計  延べチーム数：627チーム、延べ人数：2,049人 

 ⑵派遣自治体 
  福島県、埼玉県、山梨県、愛知県、

三重県、滋賀県、奈良県、鳥取県、
岡山県、徳島県、香川県、高知県、
長崎県、福岡県、神戸市、姫路市、
岡山市、高知市 

 
 
 
 

 

保健医療チームによる健康相談（薗小学校） 

日本初の災害時健康危機管理

支援チームの応援 

倉敷市保健所の災害対応は、「平成30年7月豪雨災害保健活動報告書（倉敷市保健所作成）」も

ご参照ください。 
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５ 住宅再建への支援 

１ 仮設住宅の提供・応急修理制度 
7月 7日から、建設局では被害家屋の概況を把握するためドローンの活用なども行
い、浸水範囲を推定した。その結果、推測浸水範囲から当時約 4,600戸の住家が浸水し
たものと推測した。 
また、それまでに発行したり災証明において、約 9割が全壊判定であったことから、
仮設住宅の必要戸数を約 4,000戸と推計した。 
まずは 7月 11日、応急仮設住宅の迅速な提供を図るため、災害救助法に基づく「借
上型仮設住宅の供与」について、岡山県住宅課と協議を行った。 
協議の結果、7月 13日に借上型仮設住宅の供与にかかる制度が開始された。15日、

16日には市役所本庁舎及び避難所 9か所で、岡山県宅地建物取引業協会・岡山県不動
産協会・全国賃貸住宅経営者協会連合会の協力を得て、被災された方に制度の説明会を
開催した。そして、17日から借上型仮設住宅の入居受付を開始した。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
借上型仮設住宅は、民間の賃貸住宅を国が費用負担し県が借り上げ、仮設住宅とみなし
て被災された方に提供するもので、既存の民間賃貸住宅を活用するため迅速に提供できる
ことが利点とされているが、真備地区においては賃貸住宅も多く被災しており、借上型仮
設住宅として利用できる物件は非常に少ない状況であった。 
そこで、真備地区及びその近隣での仮設住宅の提供を求める声にいち早く応えるために
も、すぐに仮設住宅を建設することができる真備地区及びその近隣の市有地を検討した結
果、200戸程度を建設することが可能であることを確認できたため、7月 23日、建設型仮
設住宅の整備を岡山県へ要望した。 
その結果、県が 4団地（プレハブ 2団地・木造 2団地）を、県から事務委任を受けて市
が１団地（トレーラーハウス型）を整備することとなった。 
その後、入居申込の状況からさらに 63戸の追加整備を県に要請し、最終的に 6団地

266戸の建設型仮設住宅を整備することとし、8月 3日より順次着工、そして 9月 8日か
ら順次入居、9月末までにはすべての建設型仮設住宅を整備し、提供することができた。 
また、市営・県営の公営住宅や国家公務員宿舎の空き住戸についても、借上型仮設住宅
の提供開始と同時期から提供を始めた。 

借上型仮設住宅の個別相談会 
(薗小学校避難所) 

本庁舎での借上型仮設住宅の入居受付 
(7月 17日) 
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ご参照ください。 
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第５章 被災者支援の取り組み 

こうした応急仮設住宅等の提供だけでなく、災害救助法に基づく被災住宅の応急修理制
度も 7月 23日から実施した。全壊の場合は、原則、制度の対象外であったが、応急修理
を実施することにより居住可能となる住家も多くあったことから、こうした住家は制度の
対象となった。 
住宅の応急修理の対象範囲は、屋根・外壁等の基本部分やトイレ等の衛生設備など、日
常生活に必要欠くことのできない部分であり、1世帯あたりの限度額は 584,000円以内と
されていた応急修理の制度は、令和元年 12月 27日までの受付期間に 1,049件の申込があ
り、令和 2年 8月 31日現在、1,035件が完了している。なお、本災害においては、住宅の
応急修理と仮設住宅利用の併用は認められていなかったが、応急修理申込の集中により業
者の手配が難しくなって修繕期間が長期化し、被災者が居住に困難を伴う状況が数多く発
生したため、市から国に制度改正について要望を行った。 
発災 3か月後の 12月には、借上型仮設住宅 3,030戸、建設型仮設住宅 255戸に入居が

あり、住宅の応急修理も 1,031件の申請があり、当初見込んだ必要戸数の 4,000戸を超
え、仮住まいへの移行が進んでいった。そして、12月 13日には、最大で 72か所に 5,500
人以上が避難していた避難所を閉鎖することができた。 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

月日 対応状況 
7月 17日 借上型仮設住宅の申込受け付けを開始 
7月 18日 市営・県営住宅や国家公務員宿舎への入居申込の受付を開始（～7月 20日） 
7月 23日 県に対し建設型仮設住宅 200戸を要望(対象者を半壊以上に拡充) 

7月 30日 県が建設型仮設住宅 200 戸の建設を発表。うち 50 戸（トレーラーハウスによ
る仮設住宅）は、事務委任を受け市が建設 

7月 31日 建設型仮設住宅 200戸の申込受け付けを開始（～8月 5日） 

8月 1日 借り上げる民間賃貸住宅の対象を拡大（非耐震でも可）、制度の遡及適用を認 
める 

8月 3日 建設型仮設住宅 順次着工 
8月 9日 県に対し建設型仮設住宅 63戸を追加要望 

8月 21日 県が建設型仮設住宅を全体で 266戸建設とすることを発表 

建設型仮設住宅への入居鍵渡し式 建設型仮設住宅への入居の様子 
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建設型仮設住宅に関する事務分担   

 

 

借上型仮設住宅に関する事務分担 
事務 岡山県 倉敷市 

実施主体 〇  
制度説明  〇 
申込受付  〇 
入居決定 〇  
賃貸契約 〇  
異動等の受付 〇  
退去届の受付  〇 
契約解除 〇  

 

 

 

 

 

 

 

 

月日 対応状況 
9月 8日 柳井原仮設団地（51戸）入居開始 

9月 16日 二万仮設団地（25戸）入居開始 
9月 21日 真備総仮設団地（80戸）入居開始 
9月 28日 岡田仮設団地（25戸）入居開始 
9月 29日 みその仮設団地（32戸）入居開始 
9月 30日 市場仮設団地（53戸）入居開始 

事務 岡山県 倉敷市 
実施主体 〇  
仮設のリース契約 〇  
申込受付  〇 
入居決定  〇 
貸借契約  〇 
異動等契約変更  〇 
退去手続  〇 
撤去(リース契約に含む) 〇  

※入居手続きから維持管理に係る事
務は、倉敷市が行うこととする協
定を岡山県と締結 

※共用部の光熱水費は、行政負担 
※維持管理経費は、県補助（予算範囲

10／10） 
※仮設のリース契約の事務分担（撤
去事務を含む）は岡山県だが、トレ
ーラーハウスのリース契約につい
ては倉敷市が担う 

※貸主、岡山県、被災者の三者契約 
※岡山県が貸主から賃貸住宅を借り上げる条件 
①月額家賃が、1～2人：6万円以下、 

3～4人：8万円以下、 
5人以上：9万円以下 

②退去修繕負担金が家賃 2か月分以下 
③礼金が家賃１か月分以下 
④仲介手数料が家賃の 0.54か月分以下 

  （①～④全てを満たす物件） 
※岡山県の負担経費 
家賃、退去修繕負担金、礼金、仲介手数料、共益
費、管理費、入居時鍵交換費、損害保険料 

※入居者の負担経費 
光熱水費、駐車場、町内会費など 
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第５章 被災者支援の取り組み 

 

 

２ 建設型仮設住宅の整備状況 
⑴第一次整備(平成 30年) 

名称 面積(㎡) 戸数 構造 着工 完成 

柳井原仮設団地 6,546 51 トレーラー 
ハウス（木造） 8月 3日 9月 7日 

二万仮設団地 3,800 25 プレハブ造 8月 6日 9月 15日 
真備総仮設団地 9,736 80 プレハブ造 8月 6日 9月 20日 
岡田仮設団地 2,847 25 木造 8月 13日 9月 27日 
みその仮設団地 4,126 32 木造 8月 14日 9月 28日 

●：市内外に点在する約 3,000戸の借上型仮設住宅 
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※トレーラーハウス型仮設住宅 
・東日本大震災や平成 28 年熊本地震で休憩施設等として活用された例があったため、
住宅としての機能が備わっており、一定の戸数を短期間に設置することが可能である
ことから、倉敷市では、全国で初めて応急仮設住宅として採用した。 

・リース契約により設置したもので、リース期間が満了した令和 2年 9月に空き住戸 35
戸は返却し、残りの 16戸はリース期間の延長を行った。 
なお、返却したトレーラーハウスの一部は、令和 2年 7月豪雨で被災した熊本県へ搬
送されている。 

⑵第二次整備(平成 30年) 
名称 面積(㎡) 戸数 構造 着工 完成 

市場仮設団地 7,049 53 プレハブ造 8月 23日 9月 29日 
[建設型仮設住宅（プレハブ）] 

[建設型仮設住宅（木造）] 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

二万仮設団地 25戸（全景） 真備総仮設団地 80戸（全景） 

市場仮設団地 53戸（全景） プレハブ型外観（スロープ付き） 

岡田仮設団地 25戸（全景） みその仮設団地 32戸（全景） 
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２ 建設型仮設住宅の整備状況 
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[建設型仮設住宅（トレーラーハウス型）] 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
⑶建設型仮設住宅の整備にあたって配慮した事項 
・住宅棟の配置における「表通り」と「裏通り」の創出 
玄関を向かい合わせに配置することで、両側に玄関が並ぶ「表通り」と、普段は
人が通行しない「裏通り」の配置とした。 
この裏通り側には全ての住戸に縁側を設けて、いわば共有の裏庭のような空間
を創出することで、住民同士の会話や交流、ひいてはコミュニティの醸成につなが
ることを期待した。 

コンテナハウスタイプ 内部 

仮設住宅内部 仮設住宅内部 

柳井原仮設団地 51戸（全景） トレーラーハウスタイプ 第  
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⑷入居者募集にあたって配慮した事項 
①「お隣入居」制度の導入 

「親世帯と子世帯がともに被災した」、「同じ地区の人と同じ仮設住宅団地に入居
したい」、「老人クラブの友人と一緒なら心強い」、「多人数家族一緒に入居できる借
上型仮設住宅が見当たらない」などといった理由から、同じ仮設住宅団地に入居し
たいという希望に応えるため、近隣に居住したいと考える 2 つの世帯がペアになっ
て、同じ仮設住宅団地内の 2 住戸を申し込むことができる「お隣入居」の制度を考
案し、応急仮設住宅として初めて導入した。 
入居を申し込むと、同じ団地内のお隣もしくは近くの住戸になるという制度とし、

親世帯と子世帯、友達、知り合いの世帯、あるいは６人以上の大家族であれば、世
帯を分割して２世帯として申し込むことを可能とした。 
市としては、この「お隣入居」制度を設けることで、仮設住宅団地におけるご近

所の見守りなど、共助機能の強化につながることにも期待をした。 
②「抽選における優先世帯」の設定 

建設型仮設住宅の抽選において申込世帯の順番付けをするにあたり、以下の世帯
を優先世帯とし、まずは優先世帯で抽選を行い入居者を決定した。 

    ア 75 歳以上の高齢者がいる世帯 
    イ 中学生以下の子どもがいる世帯 
    ウ 妊産婦がいる世帯 
    エ 障がい者がいる世帯 

・身体障害者手帳の交付を受け、その程度が 1～4級 
・精神障害者手帳の交付を受け、その程度が 1～2級 
・療育手帳の交付を受け、その程度がＡまたはＢのうち中度 
・障がい福祉サービス受給者証の交付を受けている（難病患者等で障がい種
別５）  

    オ 65 歳以上の高齢者のみの世帯 
    カ 6 人以上の世帯人員だが、分割して「お隣入居」を申し込んだ世帯 
 
 

「表通り」の状況 「裏通り」の状況 
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⑶建設型仮設住宅の整備にあたって配慮した事項 
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玄関を向かい合わせに配置することで、両側に玄関が並ぶ「表通り」と、普段は
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⑸入居者のために配慮した事項 
各建設型仮設住宅に、真備地区コミュニティタクシーの停留所を設置し、高齢者

等の移動手段を確保した。 
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３ 借上型仮設住宅の提供 
借上型仮設住宅は、既存の民間賃貸住宅を活用することから、迅速に提供できる利点

があったが、7 月 17 日の入居受付開始直後は、提供できる借上型仮設住宅の戸数に限り
がある状況であった。 
しかし、その後、岡山県宅地建物取引業協会・岡山県不動産協会・全国賃貸住宅経営

者協会連合会の協力のもと、次第に貸主等の理解が深まったことで提供できる戸数が急
増した。また、当初、求められていた建物の耐震性の要件が外されたことや、制度開始
前に入居していた場合も対象とされた（遡及適用）ことも大きな要因であった。 
契約形態は、岡山県・貸主・被災者の 3 者契約となるが、受付業務については倉敷市

が担当し、制度説明、申込書の受付、入居決定のお知らせなどを行い、入居のピークで
あった平成 30 年 12 月末時点では、3,030 世帯 8,167 人の方が借上型仮設住宅を利用し
ていた。なお、令和 2年 8 月末現在では、736 世帯 1,765人の方が利用している。 

 
４ 市営住宅等の提供 

平成 30 年 7 月豪雨にて倉敷市内の居住家屋で被災された方（住宅の「全壊」が条件、
第 2･3回募集は、「半壊」（大規模半壊）を含む。）を対象として、市営住宅等を一時入
居先として提供した。申込の受付は、市役所本庁舎・真備総合公園体育館・真備公民館で
行い、申込・抽選等の事務は、市が取りまとめて行った。 

[提供住宅戸数] 

※要配慮者 
①75 歳以上の高齢者がいる世帯 
②乳幼児（生後 0 日から小学校就学前の子ども）がいる世帯 
③妊産婦がいる世帯 
④障がい者がいる世帯 
・身体障害者手帳の交付を受け、その程度が 1～4 級 
・精神障害者手帳の交付を受け、その程度が 1～2 級 
・療育手帳の交付を受け、その程度がＡまたはＢのうち中度 
・障がい福祉サービス受給者証の交付を受けている（難病患者等で障がい種別５）

⑤65 歳以上の高齢者のみの世帯 

 募集期間 市営住宅 県営住宅 国家公務
員宿舎 合計 備 考 

第 1 回 ７月 18 日～20 日 13 8 - 21 要配慮者向け 
第 2 回 8 月 6 日～9 日 9 - 16 25 要配慮者向け 
第 3 回 9 月 3 日～6 日 38 8 16 62  

公開抽選の様子（本庁） 
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⑸入居者のために配慮した事項 
各建設型仮設住宅に、真備地区コミュニティタクシーの停留所を設置し、高齢者

等の移動手段を確保した。 
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第５章 被災者支援の取り組み 

５ 住まいの再建に関する住民意向 
住まいの再建に向けた支援策を検討するため、復旧・復興の段階ごとにアンケート調査
を実施した。 
被災から約 5か月後に真備地区の被災世帯に実施した調査では、8割以上が真備地区
で住まいを再建する意向であること、再建方法は自宅修繕が約 4割、建替えが約 2割に
のぼり、再建に向けた課題は「堤防強化、小田川の付替えなど進み具合」「住宅の建替
え・修繕のため資金不足」「工事業者不足」などが挙げられた。また、被災から約１年
後に応急仮設住宅の入居世帯に実施した調査では、約 8割が真備地区で住まいを再建す
る意向であること、再建方法は自宅再建が約 4割、自宅修繕が約３割にのぼり、再建に
向けた課題は「資金の目途が立たない」「堤防強化などの進み具合」「条件に合う物件が
見つからない」などが挙げられた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

[今後居住する予定・もしくは希望する地域・地区] [住まいの再建の見通し・希望] 

[住まいの再建に向けた課題] 

住まいの再建に関するアンケート調査（第１回目） 

調査期間：12月 18日～平成 31年 1月 10日 

送付数 ：5,699世帯（り災者全世帯） 

回収数（率）：3,336票（約 59％） 

真備地区 
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[居住予定・希望の地区] [今後の見通し・希望] 

[住まいの再建に向けた課題] 

真備地区 
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6 仮設住宅からの移行支援について 
～倉敷市と住宅金融支援機構との連携によるリバースモーゲージ型融資制度を 
活用した住宅再建支援策の創設～ 

 
平成 30年 9月、被災者の方々の建設型もしくは借上型仮設住宅への入居見込みがた
っていく時期と併行して、市としての被災者の仮設住宅からの移行支援についての検討
を開始した。被災者の多くは真備でもともと自分が住んでいる場所に戻りたいという意
向を持たれており、それを後押しする施策の検討を始めた。 
⑴自宅再建に向けた課題 

自宅再建に向けた課題として、大きく下記の 2点があることがわかった。 
①被災者の方々はご高齢の方も多く、住宅金融支援機構（以下、「支援機構」とい
う。）の住宅ローン設定に関する年齢制限や融資の設定可能額に課題がある。 
②住宅を再建して、もとのコミュニティに住みたいが、その後の住宅承継について方
針が決まっていないため、住宅再建を躊躇するという課題がある。   
10月 10日、市では、平成 28年熊本地震で住宅再建にあたって被災者が金融機関
から融資を受けた際に活用した利子助成制度を参考とすべく、熊本市から聞き取り調
査を行った。 

11月 2日、各種検討を経て、倉敷市役所にて支援機構とリバースモーゲージ型融資
への利子補給による被災者の住宅再建支援策について協議した。 
⑵支援機構との協議 
支援機構から聞き取りを行った過去の災害での融資の利用状況の中で、倉敷市の参
考になる情報としては、 
①制度の周知に時間を要した。当初、死後売却ローンとの誤解を招き、利用が低迷し
てしまった。 

②利子の返済を行いながら、元本の支払いや親孝行ローンへの借り換えを検討する例
も多かった。 
③利子助成対象限度額を上回る借り入れの場合、限度額を超える分につき別に契約を
結ぶこととした。 
④利用した人のうち、現地での建て替えに利用した人が大半だった。 
というものであった。 

  これらの状況を踏まえて、倉敷市の住宅再建支援策として、次の 2つを目指して制
度の検討を行うこととした。 
ア もとの場所での住宅再建を強力に支援するため、生涯にわたって支払利子を半
減できる制度を検討する 
イ 倉敷市と支援機構で新たな住宅融資制度を創設することから、簡素で明快な制
度として創設する 

⑶「倉敷市被災高齢者向け住宅再建支援事業」の創設 
支援機構との間で 4か月にわたる協議・調整を行い、以下の内容の「倉敷市被災高

齢者向け住宅再建支援事業」を創設した。 
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①利用者が支援機構に本制度による融資を申し込み、支援機構が審査の上、再建す
る住宅及びその敷地を担保とするリバースモーゲージ型住宅再建融資の実行を決
定する。なお、補助対象事業の融資額は 1,000万円以内とする。 

②市から支援機構に対して、「本来の利子月額の約２分の１×利用者の平均余命（月
数）」の補助金を一括交付する。 

③支援機構は、倉敷市からの補助金を原資として、利用者の負担する金利を生涯に
わたって、本来金利の約２分の１に引き下げる。 

④利用者は毎月利子のみを支払う。支払額は、倉敷市からの補助金により半額
（1,000万円の融資を受けた場合、本来毎月16,000円程度の利子支払いが必要な
ところが、毎月約8,000円程度になる）となり、生涯変わらない。 

⑤利用者・連帯債務者（配偶者の場合が多い）の全員が亡くなった時点で、相続人
が元金を支援機構に一括返済して住宅を取得するか、または担保の住宅及びその
敷地の売却等により返済するかを選ぶ。 

⑥相続人は、担保物件を売却して元金の返済に充てることができ、担保の売却額を
超える残債務があっても、その超える部分については負担する必要はない。 

⑦利用できる方は、次の条件をすべて満たす方（この他、支援機構の審査あり）。 
ア 平成 30 年 7 月豪雨により倉敷市内でり災した方 

     イ 満 60 歳以上の方（連帯債務者も同様） 
    ウ 倉敷市内で自ら居住する住宅を建設、購入または補修する方 

との利子返済に関する支援策を取ることとした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 [制度案内のパンフレット] 
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第５章 被災者支援の取り組み 

⑷協定の締結 
これを受け、倉敷市では「被災高齢者向
け住宅再建支援事業」を、支援機構では
「高齢者向け返済特例・倉敷市補助型」
を創設した。 
決定内容を担保するため、要領を作成
しルールを定め、お互いに行うべきこと
を協定により約束することとした。 
そして平成 31年 3月 27日、住宅金

融支援機構中国支店長と倉敷市長との間
で「被災高齢者の住宅再建の支援に関す
る協定の締結」が行われ、4月 1日から
事業を開始した。 
また、この制度の内容を被災者ご本人はもとより、子ども等の家族に対してもよく理

解していただけるように、住宅金融支援機構が真備支所において定期的に相談会を行
った（平成 31 年 4 月～令和 2 年 8 月 31 日 120 回開催 340 件の相談 電話相談
1,242件）。 
また、さらに市と支援機構との合同説明会及び建設型仮設住宅での説明会も開催し

て制度の周知を図った。 
この制度を使って自宅を再建された方は、113件の申請（令和 2年 8月末現在）とな

っており、生涯にわたって、本来の金利を約 2 分の 1 に引き下げることが出来る全国
初のこの制度は、被災者の真備への帰還を大きく後押ししていると考えている。 
⑸利用者の声  
令和元年 12月 13日「国立研究開発法人 建築研究所 住宅・都市研究グループ」
が行った支援機構の「災害復興住宅融資（高齢者向け返済特例：倉敷市補助型）」利
用者に対して行ったアンケート調査結果から以下のことが分かった。 
 
①利用者・・・・・・平均年齢 72歳 全体の 7割が高齢夫婦 

            子どもあり 84％（子どもも同意（うち説得して同意は 12％）） 
②リバースモーゲージについて・・もともと内容は知らなかった 73％ 
③再建理由     ・住み慣れた土地に住みたい 70％ 

・持ち家がよい 44％  
            ・戸建てがよい 42％ 

・家・土地がもったいない 36％ 
④この制度がなかったら・・持ち家を断念していた 68% 
⑤利用した理由は・・資金不足 42％ 
⑥被災前は・・・・・92％が 2階建て 再建住宅は 74％が平屋建て 
⑦制度の評価・・・・すばらしい 31％、 よい 59％ 
⑧制度の問題点・・・手続きが煩雑 

佐野支援機構中国支店長と伊東市長 

（平成 31年 3月 27日） 
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7 災害公営住宅の整備 
自力での住まいの再建が困難な方に向けて災害公営住宅を整備するため、平成 30年 12
月、令和元年 6月の 2回にわたって、「住まいの再建に関するアンケート」を行った。 
整備戸数や整備場所については、このアンケートでお尋ねした入居希望の有無、希望地
区、世帯人数などや前述の「倉敷市被災高齢者向け住宅再建支援事業」の利用状況などを
勘案し、令和 2年度中に川辺地区に 40戸程度、有井地区に 20戸程度、箭田地区に 30戸
程度、計 90戸程度を整備することとした。 
また、今回の災害で真備地区内の浸水時の避難場所が高台にある 3つの小学校だけであ
ったという状況を踏まえ、これらの災害公営住宅は、３階建の堅ろうな建物で、建物の屋
上などを地区の浸水時緊急避難場所として利用できるものとする位置づけを持たせるこ
ととした。 
整備にあたっては、設計・施工を一体で行うデザインビルド方式で、事業者の選定にあ
たっては、公募型プロポーザル方式により実施し、事業者からの優れた提案を求めた。 
まず、市有地であった川辺地区を先行して発注し、審査の結果、令和元年 10 月に契約
候補者を選定し、12月に事業者と契約を締結した。提案による整備戸数は 40戸であった。 
有井地区及び箭田地区については、適当な市有地がなかったことから土地の買収を経て
発注することとなった。両地区とも令和元年 12月に契約候補者を選定し、令和 2年 2月
に事業者と契約を締結した。提案による整備戸数は、有井地区 20戸、箭田地区 31戸であ
った。なお、完成は令和 2年度中とし、3地区とも令和 3年 3月 15日までの完成予定と
した。 
入居募集については、災害公営住宅の説明会を令和 2年 1月 24日から 26日まで行い、

3月に入居募集を行い、91戸に対し 160世帯からの応募があった。その後、公開抽選の結
果、7月に入居者が決定し、入居予定は令和 3年 4月となっている。 
災害公営住宅の完成予想図（提案図） 

 

 

 
 
 

 

 

有井地区（20戸） 川辺地区（40戸） 

箭田地区（31戸） 
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            子どもあり 84％（子どもも同意（うち説得して同意は 12％）） 
②リバースモーゲージについて・・もともと内容は知らなかった 73％ 
③再建理由     ・住み慣れた土地に住みたい 70％ 

・持ち家がよい 44％  
            ・戸建てがよい 42％ 

・家・土地がもったいない 36％ 
④この制度がなかったら・・持ち家を断念していた 68% 
⑤利用した理由は・・資金不足 42％ 
⑥被災前は・・・・・92％が 2階建て 再建住宅は 74％が平屋建て 
⑦制度の評価・・・・すばらしい 31％、 よい 59％ 
⑧制度の問題点・・・手続きが煩雑 

佐野支援機構中国支店長と伊東市長 

（平成 31年 3月 27日） 
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8 災害公営住宅の代替としての民間賃貸住宅の活用 
自力での住まいの再建が困難な方で、抽選の結果、現在建設中の災害公営住宅及び修繕
中の真備地区内の既存市営住宅に入居できない方には、真備地区の民間賃貸住宅が既に
再建されてきている状況にあり、これらの民間の力を活用することで地域経済の復興に
も資すると考え、災害公営住宅の代替として真備地区の民間賃貸住宅を活用する制度を
創設した。 
制度創設にあたっては、被災者向けの住宅として登録していただいた民間賃貸住宅の
貸主に対して家賃補助を行うことで、災害公営住宅と同程度の家賃とすることとした。補
助期間は最長で 15年間で、補助期間中に災害公営住宅に空き住戸が出た場合には、代替
で民間賃貸住宅に入居している方を優先的に案内することとした。 
なお、この事業は、一般的に住宅の確保が難しいとされる障がい者や高齢者の方などを

支援する国土交通省の補助制度（新たな住宅セーフティーネット制度）を全国で初めて被
災された方に向けて活用することとしたものである。 

 

 
 

被災者向け民間賃貸住宅家賃助成事業の概要 
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真備地区では、浸水が解消した直後から住宅地や道路脇、国道 486 号沿い、井原鉄道
高架下などに大量の災害廃棄物が積み上げられていったが、自衛隊をはじめ環境省、岡
山県建設業協会、岡山県産業廃棄物協会、全国一般廃棄物環境整備協同組合連合会、倉
敷市一般廃棄物収集運搬許可業者、その他多くの自治体職員、ボランティアの方々の協
力により、8 月 25 日までに街中からの災害廃棄物の撤去をおおむね完了することがで
きた。 

この度の災害によって市内で発生した災害廃棄物は、全体で約 34 万 3 千トン（市内
で 1 年間に処理する一般廃棄物の約 2 倍の量）にのぼり、全ての災害廃棄物の処理を令
和 2 年 5 月 23 日に完了した。 

 
１ 災害廃棄物処理実行計画 

 災害廃棄物は、事業活動に伴って生じたものではないことから、廃棄物の処理及び清掃
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から１年後には、処理の進捗状況や処理実績に基づき、実行計画の改定を行った。 

 
２ 災害廃棄物の収集運搬 

⑴災害廃棄物の排出状況 
浸水被害を受けた民家・事業所等では、家財道具、商品、備品資機材等の大半が災害
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験通水を開始したことで、7 月 10 日頃には片付け作業が本格化し、至る場所で災害廃
棄物の山が出来はじめた。中には道路を塞ぎ、緊急車両や歩行者の通行に支障が生じる
場所も多く有った。市では仮置場への排出を呼びかけたが、ほとんどの被災者は車も被
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６ 災害廃棄物への対応 

井原鉄道高架下の災害廃棄物 
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⑵家庭ごみの収集 
真備地区の家庭ごみ収集を行っている市の委託業者も、浸水被害で事務所や車両が

水没し、収集業務が不可能な状態となってい
たため、市が直営で収集を行うこととした。
しかし、発災当初の被災地ではごみステーシ
ョン自体の破損、流出に加え、大量の災害廃
棄物がごみステーションを覆っており、収集
作業や選別が困難な場所も多かった。 

また、避難所から出るごみの収集について
も、避難所担当者からの依頼により収集を行
った。 

⑶災害廃棄物の収集 
7 月 9 日には、災害廃棄物の持ち込み場所となる仮置場を開設するとともに、災害廃

棄物の特別収集体制を組み、市や委託業者が道路脇等に排出された災害廃棄物の収集
を開始したが、想像を絶する速度と分量で災害廃棄物が排出されていき、次第に収集が
追いつかなくなった。真備地区内を東西に走る主要な幹線道路である国道 486 号沿い
には、奥行き約 10ｍ、高さ約４m の廃棄物の山が約４km 以上にわたって積み上げら
れていった。また、季節柄、衛生状態の悪化への対応も急務であった。 

道路脇に積み上げられた災害廃棄物 

災害廃棄物で覆われたごみステーション 

約 10ｍ 

約 4ｍ 
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そのため、7 月 10 日に、市長から県及び自衛隊に対して災害派遣業務としての災害
廃棄物撤去業務の要請を行い、対応可能な車両から順次撤去作業を開始するとともに、
大規模な作業開始に向けて仮置場の整備や搬出経路等の確認を行っていった。7 月 13
日からは本格的な撤去作業が開始され、ピーク時には約 1,500 人体制で、約 150 台の
車両や重機を使って撤去作業が行われた。その結果、7 月 24 日には、自衛隊による国
道 486 号沿いの災害廃棄物の撤去が完了した。 
また、同じ頃、大阪市・横浜市をはじめとする自治体や岡山県建設業協会、岡山県産

業廃棄物協会、全国一般廃棄物環境整備協同組合連合会、倉敷市一般廃棄物収集運搬許
可業者等による作業も日々強化された。ピーク時には 1 日に最大で約 250 台の車両や
重機を投入し、井原鉄道の高架下から住宅地の路地に至るまでくまなく作業を行った
ことにより、8 月 25 日には真備地区の住宅地や道路脇等に排出された災害廃棄物の撤
去をおおむね完了することができた。 

他の自治体からの収集支援 
横浜市、藤沢市、茅ケ崎市、厚木市、海老名市、新潟市、京都市、大阪市、堺市、交野市、 
岡山市、津山市、赤磐市、新見市、高松市、北九州市、鹿児島市  
仮置場での分別指導支援  
岡山県、盛岡市、松島町、福島市、郡山市、川越市、八王子市、大津市、鳥取市 

8 月 26 日以降の災害廃棄物の排出方法については、仮置場での受け入れを原則とし、
仮置場への持ち込みが困難な被災者については、市が委託した業者が被災者からの依
頼に応じて収集を行う戸別収集方式に切り替え、令和元年 12 月 31 日まで収集を継続
した。 

３ 災害廃棄物仮置場の管理・運営 
  生活環境保全上支障となる災害廃棄物を被災地区から速やかに撤去するため、災害廃
棄物等の一次仮置場を真備地区内に設置した。また、真備地区内の仮置場スペースを維持
するためにも、西部ふれあい広場をはじめとする真備地区外の広大な仮置場へ随時搬出
を行い、最終的には、二次仮置場へ搬出することとした。また、公費解体等に伴う解体廃
棄物については、玉島Ｅ地区フラワーフィールドへ搬入先を一本化した。 

 

自衛隊による災害廃棄物撤去作業 応援自治体・ボランティア 

による災害廃棄物撤去作業 
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⑴一次仮置場（真備地区内） 

①開設箇所：7 か所 
②仮置場の管理・運営状況 

 
③仮置場開設後の状況 

7 月 9 日に吉備路クリーンセンター
に隣接する多目的グラウンドを、一次
仮置場として開設して以降、真備地区
内に一次仮置場を順次開設した。 

仮置場開設直後には、軽トラック等
による持ち込み車両が増加し、周辺道路に
は渋滞が発生した。また、災害廃棄物の搬
入量が多く、積み上げ作業や搬出が間に合
わず仮置場が満杯となり、受け入れを一時
的に停止する仮置場もあった。 

区分 目的・定義 

一次 
仮置場 

・被災者自らが、片付けごみ及び土砂混じりがれき類を撤去する場合の持込場所 
・被災家屋等から収集運搬した災害廃棄物等を一時的に保管する場所 
・家屋等解体廃棄物を、既存処理施設へ搬出するまでの間、保管する場所 

二次 
仮置場 

・一次仮置場で分別が不十分な災害廃棄物等を一時的に保管する場所 
・中間処理施設（選別・破砕機等）を設置し、災害廃棄物等の処分を行う場所 

仮置場の名称 面積(㎡) 開設日 受入終了 搬出完了 

吉備路クリーンセンター 11,200 ７月９日 令和 2 年 
3 月 31 日 

令和 2 年 
4 月 15 日 

マービーふれあいセンター駐車場 11,400 7 月 10 日 12 月 10 日 12 月 26 日 
真備浄化センター 8,800 ７月 15 日 12 月 10 日 12 月 15 日 
呉妹小学校運動場 4,700 7 月 13 日 7 月 15 日 7 月 27 日 
真備東中学校運動場 13,300 7 月 13 日 7 月 21 日 8 月 2 日 
真備中学校運動場 11,300 7 月 17 日 9 月 3 日 10 月 20 日 
真備陵南高等学校運動場 5,000 7 月 14 日 7 月 25 日 8 月 1 日 

市職員による災害廃棄物撤去作業 民間事業者による災害廃棄物撤去作業 

吉備路クリーンセンター仮置場 

仮置場出入口付近の渋滞状況 
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そこで、真備地区内に存在する一次仮置場の容量確保のため、西部ふれあい広場を
はじめとする真備地区外の広大な仮置場を開設し、随時搬出を行った。また、土砂及
びコンクリート殻専用の仮置場として真備浄化センターを開設した。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

500m 

吉備路クリーンセンター 

マービーふれあいセンター 

国道 486 号線に高く積まれた 

真備中学校 

真備陵南高等学校 

真備浄化センター 呉妹小学校 

ごみの場所 

真備東中学校 

真備地区内の一次仮置場の場所（地図の出典：国土交通省国土地理院） 

マービーふれあいセンター駐車場仮置場 

真備東中学校運動場仮置場 

真備浄化センター仮置場 

真備中学校運動場仮置場 
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(2)一次仮置場（真備地区外） 
①開設箇所：5 か所 
②仮置場の管理・運営状況 

仮置場の名称 面積(㎡) 開設日 受入終了 搬出完了 
西部ふれあい広場 31,000 7 月 11 日 8 月 1 日 10 月 19 日 
増原公園 8,800 7 月 26 日 8 月 7 日 10 月 13 日 
海技大学校跡地 5,000 8 月 1 日 9 月 28 日 9 月 28 日 
玉島の森 15,400 8 月 2 日 9 月 14 日 10 月 19 日 

玉島Ｅ地区フラワーフィールド 26,000 8 月 20 日 令和元年 
12 月 28 日 

令和元年 
12 月 28 日 

③仮置場開設後の状況 
 真備地区内に存在する一次仮置場の容量確保のため、西部ふれあい広場仮置場を
はじめとし、真備地区外で順次仮置場を設置した。西部ふれあい広場では、自衛隊
車両を中心に最大で 1 日延べ約 900 台の搬入があり、前面道路に搬入待ちのため
の長蛇の列ができた。真備地区外に搬出するため、災害廃棄物搬出車両からごみが
落ちる事があったため、荷台にネットをかけることを啓発するとともに職員で仮置
場搬入道路のごみ拾いをした。また、仮置場から生じる粉塵対策のため散水車によ
る飛散防止対策を実施した。 

玉島Ｅ地区フラワーフィールド仮置場は、公費解体に伴う家屋等解体廃棄物（費用
償還対象となる自費解体
を含む。）専用の仮置場と
して 8 月 20 日に開設し、
8 月 31 日以降は岡山県へ
事務委託を行い、岡山県の
管理となった。そのため、
開設に必要な仮設工事や
鉄板敷設等は倉敷市が行
い、管理運営や復旧等は岡
山県が行った。 

西部ふれあい広場仮置場 

玉島Ｅ地区フラワーフィールド仮置場 

玉島の森仮置場 
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フラワーフィールドでは、解体廃棄物の搬入・搬出時に計量を行い、計画的に処分 
場に搬出できるよう管理を行った。また、分別された種類ごとの受け入れを徹底す
ることで、木くずやコンクリート殻など、できる限り再生処理を行った。 

 (3)二次仮置場 
一次仮置場に搬入された廃棄物のうち、混合廃棄物等は、二次仮置場として設置し
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た。なお、岡山県環境保全事業団水島処分場の管理運営及び処理業務については、岡
山県へ事務委託を行った。 

仮置場の名称 面積(㎡) 開設日 受入終了 搬出完了 

岡山県環境保全事業団水島処分場 110,000 7 月 31 日 令和 2 年 1
月 21 日 

令和 2 年 4
月 16 日 

 
４ 被災家屋等の解体撤去への支援 
  8月 6日に、半壊以上の損壊した被災建造物や民有地内に流入した土砂等のうち、生活
環境保全上の支障があるものについて、二次災害の防止及び被災者の生活再建支援を図
ることを目的として、公費による解体・撤去及び処分を行う公費解体制度と、自ら被災建
造物の解体・撤去等を実施した方への費用償還（自費解体）制度を創設した。 

岡山県環境保全事業団水島処分場二次仮置場 
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②仮置場の管理・運営状況 

仮置場の名称 面積(㎡) 開設日 受入終了 搬出完了 
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玉島Ｅ地区フラワーフィールド 26,000 8 月 20 日 令和元年 
12 月 28 日 

令和元年 
12 月 28 日 

③仮置場開設後の状況 
 真備地区内に存在する一次仮置場の容量確保のため、西部ふれあい広場仮置場を
はじめとし、真備地区外で順次仮置場を設置した。西部ふれあい広場では、自衛隊
車両を中心に最大で 1 日延べ約 900 台の搬入があり、前面道路に搬入待ちのため
の長蛇の列ができた。真備地区外に搬出するため、災害廃棄物搬出車両からごみが
落ちる事があったため、荷台にネットをかけることを啓発するとともに職員で仮置
場搬入道路のごみ拾いをした。また、仮置場から生じる粉塵対策のため散水車によ
る飛散防止対策を実施した。 

玉島Ｅ地区フラワーフィールド仮置場は、公費解体に伴う家屋等解体廃棄物（費用
償還対象となる自費解体
を含む。）専用の仮置場と
して 8 月 20 日に開設し、
8 月 31 日以降は岡山県へ
事務委託を行い、岡山県の
管理となった。そのため、
開設に必要な仮設工事や
鉄板敷設等は倉敷市が行
い、管理運営や復旧等は岡
山県が行った。 

西部ふれあい広場仮置場 

玉島Ｅ地区フラワーフィールド仮置場 
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⑴公費解体制度 
当初、9 月 16 日から平成 31 年 3 月 29 日までを申請期間とし、令和元年 9 月末まで

の解体完了を目標としていた。しかし、解体するかどうか決めかねている方々も多く、
令和元年 6 月末まで受付を延長し、さらに、権利関係が複雑な空き家や意見集約に時
間がかかる地区集会所等についての申請を勧奨する等の理由から、令和元年 12 月 27
日まで申請の受付期間を再度延長した。 

申請受付は本庁１階展示ホール及び真備公民館の２か所で行うこととしたが、開始
当初は申請者が殺到することを想定し、会場の大きさ、職員配置等の都合から、1 日の
申請件数に上限を設け、抽選という形をとった。９月 16 日の初日は両会場ともに受付
限度を超える申請者が来場（本庁展示ホール：164 組、真備公民館：110 組）したが、
2 日目からは来場者が減り、3 日目以降は来場順に申請受付を行った。 

最終的な申請受理件数は 1,510 件で、取下げ 111 件や半壊未満のため対象外となっ
た 5 件を除く 1,394 件の解体が令和 2 年 5 月 23 日に完了した。解体経費は合計で約 36
億円であった。 

⑵費用償還（自費解体）制度 
   自費により解体・撤去等を実施した方に対しては、民法の規定に基づき解体撤去費の

費用償還を行うこととし、本庁展示ホール及び真備公民館において 8 月 6 日（真備公
民館は 8 月 13 日）から平成 31 年 3 月 29 日まで申請を受け付けた。なお、8 月 20 日
からは一次仮置場（玉島Ｅ地区フラワーフィールド）に解体廃棄物を搬入する許可証の
発行も開始した。 

公費解体制度説明会の様子 申請受付初日の来場者（9月 16日） 

申請受付の様子（真備公民館） 申請受付の様子（本庁展示ホール） 
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   最終的な申請受理件数は 1,210 件で、半壊未満のため対象外となった 1 件を除く
1,209 件の償還が令和２年 2 月６日に完了した。償還額は合計で約 24 億円であった。 

⑶公費解体（自費解体）に係る事務処理 
   公費解体を実施するに当たっては、制度設計をはじめ、申請様式の作成、解体単価の

設計、説明会の開催、申請相談・受付、建物等の登記・権利（相続）関係の確認、入札、
支払等、膨大な量の業務となった。解体業務を担当する災害廃棄物対策室では、最大で
44 人体制で業務を行ったが、非住家における建物の被害認定調査や工事監理業務等、
専門的な知識を必要とする業務も多かったため、建築技師の OB 職員をはじめとする
嘱託職員や、他自治体からの派遣職員の応援を受けて業務を行った。 
 また、アスベスト調査や解体現場での立会、測量業務等についてはコンサルタント業
者への委託を行った。 

⑷解体業者との契約 
  公費解体にかかる解体業者への発注方法としては、解体業務への早期着手を優先す

るため、市内の登録業者を対象とした入札方式を採用した。解体工事の順番は原則とし
て受付順とし、10～30 件程度をまとめて順次入札を実施した。 

⑸公費解体及び自費解体費用の償還の経緯 
年月日 事項 

平成 30 年 8 月 6 日 公費解体コールセンター開設 

 8 月 20 日 解体廃棄物専用の仮置場玉島フラワーフィールドを開設（自費
解体に伴う特別搬入許可証交付開始） 

 9 月 8・9 日 真備公民館で住民及び事業者へ公費解体説明会開催 
 9 月 16 日 真備公民館・倉敷市役所本庁で公費解体申請受付開始 
 10 月 24 日 入札参加対象業者に公費解体業務の入札説明会を開催 
 11 月 13 日 第１期（発注 49 件）の公費解体受託業者と契約 
平成 31 年 2 月 8 日 6 月 28 日まで公費解体申請受付期間延長を公表 
令和元年 6 月 3 日 12 月 27 日まで公費解体申請受付期間再延長を公表 
 12 月 27 日 公費解体申請受付終了 
令和 2 年 5 月 23 日 公費解体全件終了 

 
 

 
 
 
 

家屋解体の様子 
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⑴公費解体制度 
当初、9 月 16 日から平成 31 年 3 月 29 日までを申請期間とし、令和元年 9 月末まで

の解体完了を目標としていた。しかし、解体するかどうか決めかねている方々も多く、
令和元年 6 月末まで受付を延長し、さらに、権利関係が複雑な空き家や意見集約に時
間がかかる地区集会所等についての申請を勧奨する等の理由から、令和元年 12 月 27
日まで申請の受付期間を再度延長した。 

申請受付は本庁１階展示ホール及び真備公民館の２か所で行うこととしたが、開始
当初は申請者が殺到することを想定し、会場の大きさ、職員配置等の都合から、1 日の
申請件数に上限を設け、抽選という形をとった。９月 16 日の初日は両会場ともに受付
限度を超える申請者が来場（本庁展示ホール：164 組、真備公民館：110 組）したが、
2 日目からは来場者が減り、3 日目以降は来場順に申請受付を行った。 

最終的な申請受理件数は 1,510 件で、取下げ 111 件や半壊未満のため対象外となっ
た 5 件を除く 1,394 件の解体が令和 2 年 5 月 23 日に完了した。解体経費は合計で約 36
億円であった。 

⑵費用償還（自費解体）制度 
   自費により解体・撤去等を実施した方に対しては、民法の規定に基づき解体撤去費の

費用償還を行うこととし、本庁展示ホール及び真備公民館において 8 月 6 日（真備公
民館は 8 月 13 日）から平成 31 年 3 月 29 日まで申請を受け付けた。なお、8 月 20 日
からは一次仮置場（玉島Ｅ地区フラワーフィールド）に解体廃棄物を搬入する許可証の
発行も開始した。 

公費解体制度説明会の様子 申請受付初日の来場者（9月 16日） 

申請受付の様子（真備公民館） 申請受付の様子（本庁展示ホール） 
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５ 災害廃棄物の処理方法 

道路脇や仮置場等で収集した災害廃棄物や被災家屋等の解体廃棄物は、廃棄物の種類
ごとに次のように適正処理を行った。なお、仮置場へ分別して持ち込まれた災害廃棄物に
ついては、直接処理業者に引き渡すことができ、処理の迅速化に繋がった。 

災害廃棄物の種類 主な処理方法 

木くず 破砕選別後、燃料用チップ等として利用 

布団 切断処理後、エネルギー回収型廃棄物処理施設で焼却処理 

ソファ・ベッド 破砕処理後、繊維くず等はエネルギー回収型廃棄物処理施設で焼却処
理、金属等は再資源化 

畳 切断処理後、エネルギー回収型廃棄物処理施設で焼却処理 

その他可燃物 エネルギー回収型廃棄物処理施設で焼却処理 

不燃物 破砕処理後、金属等を回収し、再資源化、その他不燃物は埋立処分 

金属くず 再資源化 

ブロック・瓦 ブロックは砕石等として再利用 
瓦は埋立処分を基本とし、再利用を検討 

コンクリートがら 砕石等として再利用 
家電４品目 
（テレビ・冷蔵庫、洗
濯機・エアコン） 

リサイクルが見込める場合は、家電リサイクル法に基づく指定引取場
所に搬出し、家電メーカーにてリサイクル 
リサイクルが見込めない場合は、小型家電と同様に処理 

小型家電 破砕選別後、可燃物はエネルギー回収型廃棄物処理施設で焼却処理
し、金属くず等は資源化、その他不燃物は埋立処分 

混合廃棄物 
破砕選別後、可燃物はエネルギー回収型廃棄物処理施設で焼却処理、
分別された木くず、コンクリート殻、金属くず等は回収し、資源化、分
別された不燃物は埋立処分  

土砂混じり 
がれき類 

分別後、可燃物はエネルギー回収型廃棄物処理施設で焼却処理、金属
くず等は資源化、土砂は土木資材として再生利用、その他不燃物は埋
立処分 
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６ 災害廃棄物処理の実績 
⑴災害廃棄物処理量 

令和 2 年 5 月 23 日に市内で発生した災害廃棄物の処理が全て完了し、最終的な処
理量は約 34 万 3 千トンで、うち約 23 万 9 千トンが被災家屋等の解体で発生した廃棄
物、約 10 万 4 千トンが片付け等で発生した廃棄物であった。 

⑵災害廃棄物処理経費 
災害廃棄物の処理経費は全体で約 170 億円となる見込みで、主なものは岡山県への

事務委託に伴う経費が約 77 億円、公費解体及び自費解体に伴う経費が約 60 億円、仮
置場の管理運営に伴う経費が約 14 億円、災害廃棄物の収集運搬に伴う経費が約 8 億
円となっている。 
財源については、国の災害等廃棄物処理事業費補助金を活用し、特別交付税措置と

合わせると、市の実質負担は約 2.5%となる。 
 

 
７ 子育て世帯への支援 

１ 児童福祉施設等の対応 
⑴保育園等（5 園、園児約 390 人） 

真備地区の保育園は、園舎等に
大きな被害を受け、自園での保育
ができないため、被災後から 8 月
にかけては、そこに通園する園児
に対して、緊急的な一時預かりの
ほか、避難先場所付近での代替
保育（7 月 18 日から 10 月 31 日
まで）などを実施した。 

  また、平成 31 年 3 月まで保育
料の減免（対象者：514 人）を行うとともに、代替保育を実施する民間保育園等を通じ
て利用者（対象者：38 人）には、必要となる園用品等を支給した。 
①まきびの里保育園 

穂井田地区の旧幼稚園園舎を借用し、仮園舎として保育を再開した。その後、まき
びの里保育園敷地内に 9 月 3 日から仮設園舎を建設し、11 月 1 日から保育を開始し
た。令和 3 年秋に現地において新園舎が完成予定である。 

②真備かなりや保育園・真備かなりや小規模保育園・真備かなりや第二小規模保育園 
市の預かり保育等の利用や運営法人系列の 2 園等で代替保育を実施。7 月 30 日か

ら真備かなりや保育園の被災園舎 2 階を復旧し、3 歳児以上の保育を再開した。 
9 月から 3 歳児未満についても可能な限り真備かなりや保育園の 2 階にて保育を

再開し、11 月から真備かなりや保育園と真備かなりや第二小規模保育園がそれぞれ
の保育園敷地内での園舎の復旧を完了し、保育を全面的に再開した。平成 31 年 2 月
から真備かなりや小規模保育園の被災場所での復旧工事が完了し、保育を再開した。 

まきびの里保育園 仮園舎での運動会（11月 24日） 
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５ 災害廃棄物の処理方法 

道路脇や仮置場等で収集した災害廃棄物や被災家屋等の解体廃棄物は、廃棄物の種類
ごとに次のように適正処理を行った。なお、仮置場へ分別して持ち込まれた災害廃棄物に
ついては、直接処理業者に引き渡すことができ、処理の迅速化に繋がった。 

災害廃棄物の種類 主な処理方法 

木くず 破砕選別後、燃料用チップ等として利用 

布団 切断処理後、エネルギー回収型廃棄物処理施設で焼却処理 

ソファ・ベッド 破砕処理後、繊維くず等はエネルギー回収型廃棄物処理施設で焼却処
理、金属等は再資源化 

畳 切断処理後、エネルギー回収型廃棄物処理施設で焼却処理 

その他可燃物 エネルギー回収型廃棄物処理施設で焼却処理 

不燃物 破砕処理後、金属等を回収し、再資源化、その他不燃物は埋立処分 

金属くず 再資源化 

ブロック・瓦 ブロックは砕石等として再利用 
瓦は埋立処分を基本とし、再利用を検討 

コンクリートがら 砕石等として再利用 
家電４品目 
（テレビ・冷蔵庫、洗
濯機・エアコン） 

リサイクルが見込める場合は、家電リサイクル法に基づく指定引取場
所に搬出し、家電メーカーにてリサイクル 
リサイクルが見込めない場合は、小型家電と同様に処理 

小型家電 破砕選別後、可燃物はエネルギー回収型廃棄物処理施設で焼却処理
し、金属くず等は資源化、その他不燃物は埋立処分 

混合廃棄物 
破砕選別後、可燃物はエネルギー回収型廃棄物処理施設で焼却処理、
分別された木くず、コンクリート殻、金属くず等は回収し、資源化、分
別された不燃物は埋立処分  

土砂混じり 
がれき類 

分別後、可燃物はエネルギー回収型廃棄物処理施設で焼却処理、金属
くず等は資源化、土砂は土木資材として再生利用、その他不燃物は埋
立処分 
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第５章 被災者支援の取り組み 

③ナーサリーあんど（まび記念病院内） 
他市の施設を借用し保育を再開し、その後、柳井原地区の民間企業の協力を得て、

施設の一部を借用し、保育を実施した。平成 31 年 2 月 1 日から同保育園敷地内での
復旧工事が完了し、保育を再開した。 

保育園名 仮設で再開した 
年月日 仮設園舎 復旧再開した 

年月日 

まきびの里保育園 
9 月 1 日 旧穂井田幼稚園舎 令和 3 年 

秋（予定） 11 月 1 日 まきびの里保育園敷地
内 

真備かなりや保育園 7 月 30 日 
(3 歳児以上) 

9 月 1 日 
(3 歳児未満) 

真備かなりや保育園園
舎 2 階 

11 月 1 日 

真備かなりや小規模保育園 平成 31 年 
2 月 1 日 

真備かなりや第二小規模 
保育園 11 月 1 日 

ナーサリーあんど 
7 月 12 日 他市施設 平成 31 年 

2 月 1 日 9 月 24 日 柳井原民間企業施設 
⑵児童クラブ（6 クラブ、児童約 200 人） 

被災直後から、長尾・船穂・穂井田・呉妹など他地区の児童クラブで、閉所したクラ
ブ在籍児童の受け入れを行った。なお、長尾では市外・県外の支援員の応援も得て実施
した。また、平成 31 年 3 月分まで保育料の減免を行った（対象者：180 人）。 
①箭田にこにこ児童クラブ 

8 月 27 日から真備公民館二万分館において事業を再開し、10 月 9 日からは二万小
学校敷地内に整備した箭田小学校仮設校舎の一室で事業を実施した。箭田小学校の
改修完了後、令和 2 年 2 月 18 日に復旧し、従来の施設で事業を再開した。 

②かわべっこ児童クラブ 
9 月 3 日から薗小学校の薗児童クラブ専用施設の 2 階において事業を再開し、10

月 9 日からは薗小学校敷地内に整備した川辺小学校仮校舎の一室で事業を実施した。 
  令和 2 年 1 月 6 日から被災場所で建て替えた専用施設（2 階建て）で事業を再開し

た。 
③まびっこ岡田児童クラブ、にまっこ児童クラブ、呉妹たんぽぽ児童クラブ、薗児童ク

ラブ 
まびっこ岡田児童クラブ、にまっこ児童クラブは、被害を受けなかったが、小学校

校舎と同様に避難所となり、学校が再開された 9 月 3 日から児童クラブを再開した。 
呉妹たんぽぽ児童クラブは、呉妹小学校内の特別教室で事業を再開した。薗児童ク

ラブ（専用施設）は被災を免れ、早期に事業を再開した。 
⑶児童館 

被災後は休館していたが、10 月 1 日からは真備支所北隣の真備保健福祉会館 3 階大
会議室の一部を「臨時真備児童館」として、事業を実施した。児童館が復旧までに、延
べ 26,007 人（保護者を含む）が利用した。 
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12 月 1 日には、「まび児童館まつり」を開催。以後、真備の子どもたちの居場所を提
供した。 

児童館は、令和元年 9 月から
災害復旧工事を実施し、令和2年
3 月 22 日に被災場所で完全復旧
した。真備児童館以外の市内5児
童館・児童センターも 7 月 11 日
から 31 日までは全館休館し、被
災したため休館中の真備児童館
の職員を含めた全職員で複数班
を編成し、真備地区・水島地区の
避難所や被災地の幼稚園などを巡回し、被災した子どもに遊びの提供を通じた心身の
ケアを実施した（利用者：2,557 人）。 

8 月からは、真備地区以外の児童館・児童センターは開館したものの、5 児童館・児
童センターとも夏の行事やクラブ活動を極力行わず、各館週 1 回の臨時休館日を設け
て、引き続き真備地区に職員を派遣し支援活動を行った。 

⑷一時的に保育が必要となる児童への対応 
７月９日から乳幼児の緊急一時保育を無料で市内 14 か所の保育園等で実施。日曜日

及び祝日も市内 5 園で就学前児童の緊急的な一時預かりを実施した。 
7 月 14 日からは、市内の複数の地域子育て支援拠点が連携し、避難所近隣の幼稚園

で市内大学の学生ボランティアの協力も得ながら乳幼児（0 から 5 歳児）の一時預かり
を実施した。なお、7 月 17 日からは、0 歳児から 2 歳児を対象として真備公民館二万
分館に場所を移して取り組みを継続し、11 月からは、従来の一時保育実施場所（真備
かなりや）で再開した（利用者：
275 人）。 
また、教育委員会と連携し、岡

田、薗、二万幼稚園を活用し、幼
稚園・保育園の職員・OB や学生ボ
ランティアによる３歳児から５歳
児までの預かり保育を無料で実施
した（7 月 20 日から 8 月末。岡田
幼稚園では土・日曜日及び祝日も
小学 3 年生も含め実施、利用者：
3,151 人）。 
これらの活動により、親は被災家屋の片付け、各種申請手続き、住宅再建等に取り組

む時間を確保することができ、生活再建に大きくつながったといえる。 
⑸子育て中の親子の居場所・相談場所確保の取り組み 

被災を受けた真備地区の子育て家庭に居場所を提供するため、市内の地域子育て支
援拠点事業のうち 4 拠点（地域子育て支援センター真備かなりや、遍照地域子育て支

児童館職員による被災地における活動 

乳幼児の一時預かりに取り組む地域子育て支援 

拠点の職員や学生ボランティア（二万分館） 
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③ナーサリーあんど（まび記念病院内） 
他市の施設を借用し保育を再開し、その後、柳井原地区の民間企業の協力を得て、
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学校敷地内に整備した箭田小学校仮設校舎の一室で事業を実施した。箭田小学校の
改修完了後、令和 2 年 2 月 18 日に復旧し、従来の施設で事業を再開した。 

②かわべっこ児童クラブ 
9 月 3 日から薗小学校の薗児童クラブ専用施設の 2 階において事業を再開し、10

月 9 日からは薗小学校敷地内に整備した川辺小学校仮校舎の一室で事業を実施した。 
  令和 2 年 1 月 6 日から被災場所で建て替えた専用施設（2 階建て）で事業を再開し

た。 
③まびっこ岡田児童クラブ、にまっこ児童クラブ、呉妹たんぽぽ児童クラブ、薗児童ク

ラブ 
まびっこ岡田児童クラブ、にまっこ児童クラブは、被害を受けなかったが、小学校

校舎と同様に避難所となり、学校が再開された 9 月 3 日から児童クラブを再開した。 
呉妹たんぽぽ児童クラブは、呉妹小学校内の特別教室で事業を再開した。薗児童ク

ラブ（専用施設）は被災を免れ、早期に事業を再開した。 
⑶児童館 

被災後は休館していたが、10 月 1 日からは真備支所北隣の真備保健福祉会館 3 階大
会議室の一部を「臨時真備児童館」として、事業を実施した。児童館が復旧までに、延
べ 26,007 人（保護者を含む）が利用した。 
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第５章 被災者支援の取り組み 

援センター、みんなの広場・ぽっかぽか、子育てひろば「ほっとハウス」）が、イオン
モール倉敷と連携し、地域子育て支援拠点体験イベント『親子でお出かけ ふらっと
広場 in イオンモール倉敷』を開催している。（令和元年 5 月 23 日に初回開催） 

親子への遊び場所提供（絵本、おもちゃ等）、親同士の交流や情報交換の場、スタッ
フによる育児相談・情報提供等、身長・体重
計測等を実施しており、仮設住宅やみなし仮
設住宅に入居中の親子だけでなく、子育て中
の親子の交流の場としても定着している。 

 ⑹子育て相談の取り組み 
子ども相談センターの職員が避難所を訪問

し、子どもに関する相談に応じるとともに、相
談連絡先を記載したチラシを配布。 

   また、必要に応じて地域の子育て家庭を訪問し相談支援を行った。 
 ⑺母子父子寡婦福祉資金の償還期間の延長 
   真備地区の被災者に対して、償還が困難な場合には相談するよう案内文を、納付書と

ともに送付した。相談のあった 2 件について延長を行った（1 年以内の延長）。 
⑻児童手当・児童扶養手当・特別児童扶養手当の臨時受付窓口の開設 
  住所地管轄福祉事務所が所管していた、児童手当・児童扶養手当・特別児童扶養手当

等の事務について、被災後は、真備支所分は本庁及び水島、児島、玉島社会福祉事務所
で事務を代行した。 

  また、真備地区の児童扶養手当現況届については、提出期間を 9 月末まで延長し、9
月 2 日(日)には真備支所に臨時窓口を開設し、受け付け対応を行った。 

 
 
８ 児童・生徒への支援 

１ 発災前後の対応 
 ⑴児童生徒の帰宅と被災後の安否確認の実施 

 7 月 5 日の夜に、市内に土砂災害警戒情
報が発表されたことを考慮して、7 月 6 日、
全市立幼・小・中・高、支援学校の児童生徒
を帰宅させた。 

   その後、真備地区での浸水被害を受け、7
月 7 日から、「e こねっと（メール配信シス
テム）」等を活用して児童生徒の安否確認を
開始した。7 月 10 日頃には教職員を含め大半の児童生徒の安否及び所在を確認できた
が、水島地区や総社市など、真備地区以外の避難所等に避難している児童生徒も多くお
り、引き続き、所在確認に努め、7 月 19 日から始まった学用品の配布時には、全児童
生徒が、担任教員と顔を合わすことができた。 

箭田小学校（7月 7日） 

親子でお出かけ ふらっと広場 

 in イオンモール倉敷 
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 ⑵被災後の真備地区学校園の休校 
   7 月 9 日、10 日は、全市立幼・小・中・

高、特別支援学校を休校とした。また、真
備地区の市立幼・小・中・高等学校は、多
くの幼児児童生徒が被災していることや、
被災して校舎が使用できないこと、また、
浸水を免れた岡田・薗・二万小学校は避難
所となっていることなどから、前倒しして
夏休みとすることとした。 

  
２ 被災校舎の復旧・授業の再開 

⑴教育委員会による復旧作業 
7 月 20 日から 8 月 10 日までの間、真備地区以外の全ての市立小・中・高等学校の

教職員が、協力して被災した学校園の片付けや清掃等の復旧作業を行った。 
⑵学校園の再開 
  7 月 19 日、市長及び教育長が真備地区の学校再開方針を発表した。9 月 3 日から 2

学期の授業を再開することと、なるべく早く真備地区内の自校もしくは他校の敷地に
仮設プレハブ校舎を建設して戻れるようにするが、それまでの間（約 1 か月程度）は、
玉島地区・水島地区の他の学校の施設を間借りして、今までと同じクラスで授業を行
う。市で避難所や仮設住宅等から通う児童生徒のために送迎用スクールバスを運行す
るため、転校の必要がないこ
と、そして、元の校園舎を早期
に元の場所で復旧させること
を発表した。 

9 月 3 日から学校園を再開。
被災のため使用できない学校
園は、右表のとおり、玉島・水
島地区の施設を間借りして、学
校園を再開した。 

 

被災学校園 間借り施設 
川辺幼稚園 薗幼稚園（合同保育） 
箭田幼稚園 二万幼稚園（合同保育） 
川辺小学校 連島東小学校・幼稚園 
箭田小学校 玉島小学校・県立玉島高等学校 
真備中学校 倉敷芸術科学大学 
真備東中学校 霞丘小学校 
真備陵南高等学校 市立工業高等学校 

災害廃棄物の仮置場となった真備東中学校 

（7月 16日） 

薗小学校での 2

学期始業式の様

子（9 月 3 日）。こ

の時点では、体育

館に避難者の方

がおられる状況

で、学校生活との

共同での利用であ

った。 
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援センター、みんなの広場・ぽっかぽか、子育てひろば「ほっとハウス」）が、イオン
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フによる育児相談・情報提供等、身長・体重
計測等を実施しており、仮設住宅やみなし仮
設住宅に入居中の親子だけでなく、子育て中
の親子の交流の場としても定着している。 

 ⑹子育て相談の取り組み 
子ども相談センターの職員が避難所を訪問

し、子どもに関する相談に応じるとともに、相
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  住所地管轄福祉事務所が所管していた、児童手当・児童扶養手当・特別児童扶養手当

等の事務について、被災後は、真備支所分は本庁及び水島、児島、玉島社会福祉事務所
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  また、真備地区の児童扶養手当現況届については、提出期間を 9 月末まで延長し、9
月 2 日(日)には真備支所に臨時窓口を開設し、受け付け対応を行った。 

 
 
８ 児童・生徒への支援 

１ 発災前後の対応 
 ⑴児童生徒の帰宅と被災後の安否確認の実施 

 7 月 5 日の夜に、市内に土砂災害警戒情
報が発表されたことを考慮して、7 月 6 日、
全市立幼・小・中・高、支援学校の児童生徒
を帰宅させた。 

   その後、真備地区での浸水被害を受け、7
月 7 日から、「e こねっと（メール配信シス
テム）」等を活用して児童生徒の安否確認を
開始した。7 月 10 日頃には教職員を含め大半の児童生徒の安否及び所在を確認できた
が、水島地区や総社市など、真備地区以外の避難所等に避難している児童生徒も多くお
り、引き続き、所在確認に努め、7 月 19 日から始まった学用品の配布時には、全児童
生徒が、担任教員と顔を合わすことができた。 

箭田小学校（7月 7日） 

親子でお出かけ ふらっと広場 

 in イオンモール倉敷 
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第５章 被災者支援の取り組み 

⑶仮設校舎建設場所 
被災のため使用で

きない学校園は、その
学校や真備地区内の
他の学校の運動場に
仮設プレハブ校舎を
建設し、授業を行っ
た。 

 
 

 
⑷被災した学校園の復旧工事 

被災した学校園の校舎等は、平成 31 年 4 月から順次復旧工事に取りかかり、令和元
年12月までに完了した。 

 

 

被災学校園 仮設校舎 
利用開始日 仮設校舎の設置場所 

川辺幼稚園 
9 月から継続 

薗幼稚園で合同保育 

箭田幼稚園 二万幼稚園で合同保育 

川辺小学校 10 月 9 日 薗小学校運動場 

箭田小学校 10 月 9 日 二万小学校運動場 

真備中学校 10 月 1 日 真備東中学校運動場 

真備東中学校 10 月 1 日 運動場に特別教室 

真備陵南高等学校 10 月 15 日 運動場に特別教室 

被災学校園 着手 完了 

川辺幼稚園 令和元年 7 月 24 日 令和元年 12 月 13 日 

箭田幼稚園 令和元年 7 月 17 日 令和元年 12 月 13 日 

川辺小学校 平成 31 年 4 月 18 日 令和元年 10 月 31 日 

箭田小学校（南校舎ほか） 令和元年 7 月 26 日 令和元年 12 月 13 日 

箭田小学校（屋内運動場ほか） 令和元年 7 月 16 日 令和元年 12 月 13 日 

真備中学校（北校舎ほか） 令和元年 7 月 12 日 令和元年 12 月 13 日 

真備中学校（屋内運動場ほか） 令和元年 7 月 18 日 令和元年 12 月 13 日 

真備東中学校 平成 31 年 4 月 19 日 令和元年 10 月 31 日 

真備陵南高等学校 令和元年 7 月 18 日 令和元年 12 月 13 日 

真備陵南高等学校仮設校舎（同校運動場） 川辺小学校仮設校舎（薗小学校） 
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⑸被災した学校園施設の供用再開 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
３ 教育支援 

⑴学習サポート 
  ①開設された全ての避難所に、小学１年生から中学３年生までの教科書及び文具を備

えて「学習スペース」を確保した。 
 ②水島地区の各避難所を経由する送迎バスを手配し、避難している児童生徒を対象と

した「みんなの学習教室」を福田中学校内に開設して学習支援を行った。（8 月 1 日
～10 日） 

   ※避難所の学習サポートは、地域人材をはじめ、近隣の高等学校の生徒や大学の学生、
NPO 等からボランティアを募って実施した。 

③平成 31 年 1 月から移動図書館車が真備地区において運行を開始した。 
⑵小中学校の児童生徒送迎用スクールバスの運行 

9 月 3 日からの学校再開に合わせ、避難所や仮設住宅、みなし仮設住宅等で生活をし
ている児童生徒の通学のため、スクールバス（送迎）の運行を開始した。 

 
 

 

被災学校園 供用再開日 

川辺幼稚園 令和 2 年 2 月 12 日 
箭田幼稚園 令和 2 年 2 月 18 日 
川辺小学校 令和 2 年 1 月 8 日 
箭田小学校 令和 2 年 2 月 18 日 
真備東中学校 令和 2 年 3 月 2 日 
真備中学校 令和 2 年 3 月 2 日 
真備陵南高等学校 令和 2 年 2 月 3 日 

川辺小学校再開の日（令和 2年 1月 8日） 

川辺小学校 復旧が完了した教室 川辺小学校 被災直後の教室 
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⑶仮設校舎建設場所 
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建設し、授業を行っ
た。 
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真備東中学校 10 月 1 日 運動場に特別教室 

真備陵南高等学校 10 月 15 日 運動場に特別教室 

被災学校園 着手 完了 

川辺幼稚園 令和元年 7 月 24 日 令和元年 12 月 13 日 

箭田幼稚園 令和元年 7 月 17 日 令和元年 12 月 13 日 

川辺小学校 平成 31 年 4 月 18 日 令和元年 10 月 31 日 
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真備中学校（屋内運動場ほか） 令和元年 7 月 18 日 令和元年 12 月 13 日 

真備東中学校 平成 31 年 4 月 19 日 令和元年 10 月 31 日 

真備陵南高等学校 令和元年 7 月 18 日 令和元年 12 月 13 日 

真備陵南高等学校仮設校舎（同校運動場） 川辺小学校仮設校舎（薗小学校） 
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第５章 被災者支援の取り組み 

 1 日あたりの 
利用児童生徒数 

送迎手段 備考 

平成 30 年 9 月 1,320 人 バス 38 台とタクシー 玉島・水島地区の間借り施設への送迎 
平成30年10月 1,080 人 バス 31 台とタクシー 真備地区の仮設校舎への送迎 
平成 31 年 4 月 961 人 バス 28 台とタクシー 真備地区の仮設校舎への送迎 
令和元年 12 月 746 人 バス 23 台とタクシー 真備地区の仮設校舎への送迎 

令和２年 3 月 189 人 バス 6 台とタクシー 被災校全校が元の学校へ戻って授業
を再開 

令和２年４月 130 人 バス 4 台とタクシー １学期始業式 
令和２年８月 54 人 タクシー ２学期始業式 

※令和３年３月に通学支援事業を終了（予定） 
[バス送迎例] 

⑶メンタルサポート 
①８月中旬以降、学級担任やスクールカウンセラー、NPO 等による、被災した児童生徒

の実態聴取のための訪問を行った。 
②学校再開に向けて、子どもとの接し方等に関する校内研修を夏季休業中に実施した。 

 ③スクールカウンセラーを、被災した小・中・高等学校へ複数人配置するとともに、保護
者の心のケアを目的として幼稚園にも配置した（利用：812 件）。 

バスコース：川辺小学校の間借り施設である連島東小・幼稚園へのコース 

スクールバスで登校する児童 

路線図 
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④真備地区の市立小・中・高等学校の全ての児童生徒を対象に「心と体のアンケート」を
実施するとともに、心理検査を行って心身等の実態把握を行った。 

   ※「心と体のアンケート」は 10 月と 12 月、平成 31 年 2 月に実施、心理検査は 10
月と 12 月に実施（令和元年度、2 年度も継続実施中）。 

 
４ 経済支援 

⑴学用品の配布 
①災害救助法に基づき、平成 30 年 7 月下旬以降、被災した真備地区在住の小・中・高・
特別支援学校の児童・生徒へ教科書及び文具一式を支給した。 

②災害救助法に基づき、平成 30 年 9 月頃から、被災した真備地区在住の高等学校生徒
（特別支援学校高等部含む）を対象に文具以外の学用品を支給した。 

③支援者からの支援物資情報と学校園の需要状況を調整し、学校園を通じて配布した。 
   主な支援物品は次のとおり。         
学用品 絵具セット、習字セット、レインウェア、ヘルメット、水筒等 
文房具 鉛筆、ノート等 
カバン ランドセル、３WAY バッグ、手提げバッグ等 
被服類 運動靴、上履き、帽子等、学生服、体操服 
学校備品 グランドピアノ、ジェットヒーター、パイプ椅子、ボール類等 

 ⑵補助・扶助等 
①平成 30 年 7 月豪雨により被災した児童・生徒の経済的支援のため、国の補助制度

を活用し、通常の就学援助事業とは別に、新たに被災児童生徒就学援助事業を実施
した。通常の就学援助事業では、前年所得の確認などを判定根拠としていたが、こ
の被災児童生徒就学援助事業は、平成 30 年度に限り半壊以上のり災証明により認
定することとした。 

②平成 30 年 7 月豪雨により被災した児童・生徒の給食費について、平成 30 年 7 月分
から平成 31 年 3 月分を就学援助事業において扶助した。 

 
 

９ 高齢者・障がい者への支援 

１ 被災された高齢者への対応 
⑴高齢者支援センターの応援体制 

真備高齢者支援センターが被災し、社用
車も水没するなど、大きな被害を受けた。
そのような中、被災者や支援者から多数の
相談が寄せられたことで、真備高齢者支援
センターだけで対応することが困難な状
況となり、全地区の高齢者支援センターに
協力を依頼した。 

被害にあった真備高齢者支援センターの車
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送迎手段 備考 
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また、被害を免れた真備高齢者支援サブセンターでは、運営法人の協力を得て、併設
する介護施設を開放し、避難者の受け入れや地域の方からの相談対応を行った。 

⑵在宅高齢者への対応 
①大きな被害を受けたものの比較的在宅で生活している方の多い服部地区の在宅高齢

者の実態把握調査を７月 13 日から開始した。 
②市保健所の全戸把握事業により、支援が必要と判断された高齢者の方への個別対応を、

真備高齢者支援センター、真備高齢者支援サブセンターと協力し、実施した。 
③9 月以降は被害状況により優先順位をつけ、地区を分担し状況把握を実施した。（平成

31 年 3 月まで）。 
⑶真備地区以外の高齢者（借上型仮設住宅居住者等）への対応 

居住地の高齢者支援センターが、管轄内の被災者の相談対応やケアプランの作成、実
態把握調査を実施した。市外在住の方には、居住先の自治体の居宅介護支援事業所と連
絡をとり、支援の依頼を行った。 

⑷避難所の高齢者への対応 
①真備地区の避難所 

自主避難所となっている熊野神社、
蓮華寺、吉備路クリーンセンターを訪
問し状況を把握するとともに、必要に
応じて支援物資（飲料水等）を配布し
た。 

高齢者支援センター・介護支援専門
員協会が、岡田、二万小学校避難所を
訪問し状況を把握した。 

②真備地区以外の避難所 
発災直後から各高齢者支援センターが、管轄内の避難所を訪問し状況を把握した。

また、定期訪問による相談対応や体操等を実施し、心身の機能低下防止を図った。 
  ③総社市内の避難所 

真備地区の被災者が避難されている総社市の避難所を訪問し状況を把握した。 
⑸他関係団体等との連携 

①DWAT（災害派遣福祉チーム）との情報共有 
岡田、薗、二万小学校避難所で対応中の DWAT と、高齢者の状況等を情報共有し

た。  
②介護支援専門員協会の協力 

真備地区や総社市の避難所及び真備地区在住者の介護保険の手続き等について、
介護支援専門員協会に対応を依頼し、協力をいただいた。 

③JRAT（大規模災害リハビリテーション支援関連団体協議会）の協力 
JRAT、真備高齢者支援センター、生活支援コーディネーターと協力し、孤立予防・

介護予防に向けた取り組みを検討した。活動自粛中のサロンの再開のきっかけづく
りに向けて具体的な取り組みを進めた。 

健康状態の聞き取りの様子 
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④認知症初期集中支援チームとの連携による避難所支援 
医師会へ委託している認知症初期集中チームが積極的に避難所に出向き、必要時

にかかりつけ医や高齢者支援センターと連携した支援を行い、医療や介護へつなげ
る対応を行った。 

(6)避難所関係者への情報提供 
「避難所での認知症の人と家族支援ガイド」「生活不活発病の予防」「避難所での認 
知症の人や高齢者の健康管理」「災害時の心のケア」「遺族支援マニュアル」を避難所、
支援者、支援機関へ配布した。 

(7)復興に向けた地域づくりの取り組み 
①高齢者支援センターによる取り組み 

借上型仮設住宅等、住み慣れた所を離れて生活されている方への必要な支援につ
いて、全高齢者支援センター及びサブセンターの代表者と今後の取り組みを検討し、
実施した。 
ア 借上型仮設住宅等に住む高齢者の実態把握調査の強化 
イ 新たな地域での交流のため、教室やサロン、地域のイベント等の情報提供 
ウ 各高齢者支援センター管轄の借上型仮設住宅等の住民を中心とした集いの場

の開催 
エ 被災者と元々の地域住民が交流できる場の設定や、地域に馴染むための仕組

みづくり 
②生活支援コーディネーターによる取り組み 

生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）が発災初期から真備地区の各
小学校区を担当し、ニーズ把握及び復旧・復興に向けた地域支援活動等を行った。 

ア 被災者のニーズ把握及び市・支援者に向けた情報提供 
イ 地区の支援者・関係機関と協働した復興を目指すための会議等への参加 
ウ 地域住民の出会い・交流の場づくりを目的としたイベントの開催 
エ マイホーム再建講座等学びの場の企画･実施 
オ 担い手の養成と活躍の場のマッチング 
カ 建設型仮設住宅の新たなコミュニティづくりに向けた支援 
キ 地元住民・支援団体と連携した、借上型仮設住宅住民の出会い・交流の場づ

くり 
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また、被害を免れた真備高齢者支援サブセンターでは、運営法人の協力を得て、併設
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応じて支援物資（飲料水等）を配布し
た。 
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ク 既存の居場所が借上型仮設住宅の被災者も
参加できる居場所になり得ること等、サロン交
流会を通して啓発 

ケ 被災地で生まれた多様な支え合い活動を可
視化した事例集「被災地発支え合い活動事例
集“豪雨ニモマケズ”」を作成。市内全体に支え
合い活動を広げる媒体として活用。 

 
２ 被災された障がい者の方への対応 

⑴被災された障がい福祉サービス利用児童の安否確認 
障がい児相談支援事業所等の協力を得て、7 月 27 日

までに対象者全員（128 人）の無事を確認した。被災
直後は車中泊等もあったようだが、身内や知人等宅に
避難している方が多く、一部の方（7％）は指定避難所で避難生活をされていた。 

⑵総合療育相談センター相談対象児のうち、福祉サービスを利用していない児童につい
ての現状把握 

相談記録の中から住所地が真備地区の児童を抽出（205 人）し、 
   ・福祉サービスを利用していない（相談支援事業所がついていない）児童 
   ・固定電話が不通であったため携帯電話の登録があるケース 
   ・過去 4 年の間に相談があった児童 

について、安否確認及び現状把握を実施し、全員(27 人)の無事を確認した。 
⑶被災児童の日中の預かりサービス等について利用日数の拡大 

①被害を受けた障がい児・者の短期入所（ショートステイ）の利用可能日数 
【西日本豪雨によって被害を受けた障がい児・者】 

受け入れ先がある場合に限り必要な日数／月 
     対象児・者・・・西日本豪雨によって被害を受け、自宅での生活が困難な者 
     期間・・・・・・障がい児・者が自宅で生活できるようになるまで当面の間 

②倉敷まきび支援学校の児童生徒及び真備地区在住の障がい児の日中一時支援の利用
可能日数（7 月） 
【日中一時支援日中型】 

まきび支援学校の児童生徒・・・・・25 日（8 月と同じ日数） 
真備地区在住の児童生徒・・・・・・25 日（8 月と同じ日数） 

【日中一時支援タイムケア型】 
まきび支援学校の児童生徒・・・・・現行の支給決定日数のとおり 
真備地区在住の児童生徒・・・・・・23 日 
児童生徒を安全に預かることが可能であれば、人員配置基準を超えた受け入れ
を行っても差し支えないこととする。 

③倉敷まきび支援学校の児童生徒及び真備地区在住の障がい児の日中一時支援の利用
可能日数（8 月） 

被災地発 支え合い活動事例集 

「豪雨ニモマケズ」 
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【日中一時支援日中型】 
（通常どおり） 

【日中一時支援タイムケア型】 
まきび支援学校の児童生徒・・・現行の支給決定日数のとおり 
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を行っても差し支えないこととする。  
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を含め、送迎対応可能であることを確認し、相談支援事業所に情報提供した。 
⑸岡山県との共催で「ひとりじゃないよ親子カフェ＆相談会」を実施 

頑張っている保護者に少しゆっくりしてもらうことを目的として、様々な支援者と
交流のできる場を設けた。保護者とコミュニケーションを図ることで、被災後にどんな
思いで生活をしていたのか、何を求めているのか等の現状把握や潜在的なニーズの掘
り起こしに取り組んだ（NPO 法人ペアレント・サポートすてっぷに委託）。 

⑹生活介護事業所に対し、被災した事業所を利用していた方の緊急受け入れの可否の確
認及び関係機関への情報提供 

33 事業所に確認し、18 事業所が受け入れ可能（受け入れ可能人数は 1～10 人）で
あることを確認し、相談支援事業所や支所（福祉課）等に情報提供した。 

 
 

10 見守り・相談支援等事業 

１ 倉敷市真備支え合いセンターの立ち上げと運営体制 
被災者の孤立防止のための見守りや日常生活上

の相談支援・生活支援と、住民同士の交流の機会の
提供を目的として、9月3日に「市被災者見守り支
援室」を開設し、10月1日に倉敷市社会福祉協議会
に委託して、仮設住宅等の個別訪問等を行う「倉
敷市真備支え合いセンター」を設立し、「被災者
見守り・相談支援等事業」を始めた。 

本事業は、厚生労働省の補助事業である「被災者
見守り・相談支援等事業」を活用し、当時全国で最
も早く、被災後約３か月で個別訪問を行う専門の
センターを設立し、被災者の個別訪問を開始した。 

支え合いセンターは相談員（社会福祉士）5人、
見守り連絡員（2人1組で被災世帯を訪問）30数人、
相談支援員（障がい者のいる世帯や不安を抱える世 支え合いセンターからのお知らせ 
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帯を専門）2人等を中心とした約 50 人体制で運営している。 
 

２ 見守り・相談支援等事業 
⑴見守り・相談支援の対象 

本事業の対象は、真備地区内で被災された全世帯、約 5,800 世帯を対象としてい
る。これは、住民票の所在地に関わらず、真備地区で被災された後に、市内に居住し
ている世帯も市外に居住地を移動した世帯も等しく対象としている。 
また、災害救助法における応急仮設住宅（建設型・借上型）や公営住宅の入居世帯

だけにとどまらず、親戚・知人宅に仮住まいをしている世帯、被災当初より自宅にと
どまっている世帯も対象としている。仮設住宅等の仮住まいから退去し、住まいを再
建した世帯についても、一律に支援を終わりとはせず、個々の世帯の状況を見なが
ら、支援を行っている。 
さらに、被災後に仮設住宅等に入居する際、また仮設住宅等からの移動、住まいの

再建の際に、世帯の分離・統合が行われることも多く、こうした世帯の生活状況の変
化にも配慮し、設立当初より継続した状況把握と支援を行っている。 

⑵見守り・相談支援の内容 
主なものは次の 3点となる。 
・仮設住宅等の個別訪問等を行い、見守りや生活上の困りごと等の傾聴 
・必要な方には、行政サービスや関係機関へのつなぎ 
・イベントや生活情報など、真備地区や居住地区の情報の伝達 

具体的に個別訪問は、被災世帯を個別に訪問し、直接お話しを傾聴するアウトリー
チ型の支援である。傾聴することで、少しでも不安等が和らぐ被災者については、そ
のような支援に努めつつ、健康面の不安等の専門的な支援が必要と考えられる被災者
については、保健所等の行政サ
ービス、病院等の関係機関・専
門機関につなげている。 
また、訪問の際には、真備地区

や被災関連の情報、居住地区の情
報を持参し、提供している。 
また、公費解体制度や災害公

営住宅の申込、仮設住宅の期間
延長の意向の回答等、各制度の
申請の締切等にあわせて、気に
なる世帯には担当部署と情報共
有、連携しながら、注意して訪問
していくことを続けている。 

 
 
 

個別訪問の様子 
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[訪問件数] 
年 月 訪問件数 年 月 訪問件数 

平
成
31
年 

1 月     約 3,400 世帯 

令
和
2
年 

1 月  延べ 約 25,600 件 
2 月     約 4,800 世帯 2 月  延べ 約 27,700 件 
3 月     約 5,200 世帯 3 月  延べ 約 29,200 件 
4 月     約 5,900 世帯 4 月  延べ 約 30,800 件 

令
和
元
年 

5 月  延べ 約 9,100 件 5 月  延べ 約 31,800 件 
6 月  延べ 約 11,500 件 6 月  延べ 約 33,200 件 
7 月  延べ 約 13,400 件 7 月  延べ 約 34,200 件 
8 月  延べ 約 15,700 件 8 月  延べ 約 35,600 件 

9 月  延べ 約 17,000 件 

 
10 月  延べ 約 19,800 件 
11 月  延べ 約 22,500 件 
12 月  延べ 約 24,200 件 

※平成 31 年 4 月までは、被災された全世帯に最初の訪問等を行うことを優先していた
ため「訪問済みの被災世帯数」（月ごと）を計上している。4 月末で最初の訪問等を終
えたため 5 月以降は訪問した回数を積み上げた「延べ数」（平成 31 年 1 月以降の延べ
世帯数の累計）としている。 

⑶個別支援会議 
生活面での課題や、経済面・精神面など複合的な課題を抱えている世帯に対して

は、必要な被災者支援制度や行政サービス、関係機関へ的確につなぐために、生活再
建に向けて、それぞれの課題に応じた支援を考える「災害ケースマネジメント」の考
え方に基づき、「個別支援会議」を実施している。 

本市の個別支援会議は、以下の視点で個別世帯の検討を行っている。 
・世帯の個別の課題の整理及び各支援機関による情報共有 
・各支援制度の情報共有及び各支援機関の役割の明確化 
・各支援制度へのつなぎ、制度間の調整 
・支援制度の導入後の世帯の再建状況の進捗把握 

また、個別支援会議のほかにも参加機関を絞ったケースカンファレンス等を行って
おり、迅速に個別世帯の情報と支援方針の共有ができるようにしている。 

 開催頻度 参加機関数 

個別支援会議 1 か月に 1～2 回 10～13 機関 
ケースカンファレンス 1 週間に 1 回 4～6 機関 
ケース会議 随時（ほぼ毎日） 2～4 機関 
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帯を専門）2人等を中心とした約 50 人体制で運営している。 
 

２ 見守り・相談支援等事業 
⑴見守り・相談支援の対象 

本事業の対象は、真備地区内で被災された全世帯、約 5,800 世帯を対象としてい
る。これは、住民票の所在地に関わらず、真備地区で被災された後に、市内に居住し
ている世帯も市外に居住地を移動した世帯も等しく対象としている。 
また、災害救助法における応急仮設住宅（建設型・借上型）や公営住宅の入居世帯

だけにとどまらず、親戚・知人宅に仮住まいをしている世帯、被災当初より自宅にと
どまっている世帯も対象としている。仮設住宅等の仮住まいから退去し、住まいを再
建した世帯についても、一律に支援を終わりとはせず、個々の世帯の状況を見なが
ら、支援を行っている。 
さらに、被災後に仮設住宅等に入居する際、また仮設住宅等からの移動、住まいの

再建の際に、世帯の分離・統合が行われることも多く、こうした世帯の生活状況の変
化にも配慮し、設立当初より継続した状況把握と支援を行っている。 

⑵見守り・相談支援の内容 
主なものは次の 3点となる。 
・仮設住宅等の個別訪問等を行い、見守りや生活上の困りごと等の傾聴 
・必要な方には、行政サービスや関係機関へのつなぎ 
・イベントや生活情報など、真備地区や居住地区の情報の伝達 

具体的に個別訪問は、被災世帯を個別に訪問し、直接お話しを傾聴するアウトリー
チ型の支援である。傾聴することで、少しでも不安等が和らぐ被災者については、そ
のような支援に努めつつ、健康面の不安等の専門的な支援が必要と考えられる被災者
については、保健所等の行政サ
ービス、病院等の関係機関・専
門機関につなげている。 
また、訪問の際には、真備地区

や被災関連の情報、居住地区の情
報を持参し、提供している。 
また、公費解体制度や災害公

営住宅の申込、仮設住宅の期間
延長の意向の回答等、各制度の
申請の締切等にあわせて、気に
なる世帯には担当部署と情報共
有、連携しながら、注意して訪問
していくことを続けている。 

 
 
 

個別訪問の様子 
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[主な関係機関等] 

なお、個別支援会議は、被災世帯への個別訪問等、ひととおりの訪問等を終えた平
成 31年 6月から開催している。 

 
３ 本市の見守り・相談支援等事業の特徴 
⑴保健・医療・福祉分野の情報連携 

当初から、市保健所保健師等による真備地区内の全戸把握事業による被災者の健康
状態等の「保健・医療」分野の情報と、災害ボランティアセンターの個別世帯の支援
等により把握した「福祉」分野の情報を統合して、事業を進めている。 
また、被災者生活再建支援金の申請状況や仮設住宅等の入退去の情報等、被災者支

援制度の情報や必要な一般施策の支援情報等も、個別訪問で把握した状況と被災者生
活再建支援システム上で統合し、各世帯の状況が把握できるようにしている。 

⑵関係機関との連携 
被災世帯の生活再建には、被災者支援制度だけではなく一般施策の支援制度も必要

であるが、制度の利用に制約がある場合があるため、制度間の調整が必要になる。ま
た、複合的な課題を抱える世帯に対して的確に制度利用を進めるためには、関係機関
等との密接な連携が必要となる。 
これらのことを考え、支え合いセンター設立当初から、障がい者のいる世帯や就

労・家計の不安を抱える世帯に対しては、それぞれの専門スタッフが相談支援員とし
て、訪問等を行っている。 
また、個別支援会議等も効率的に運営できるよう、庁内・庁外の機関と連携を密に

行っている。  
⑶支え合いセンターからの絵手紙 

支え合いセンターと被災
世帯のつながりを切らないよ
うに、季節や節目の時期にあ
わせて、全ての被災世帯に絵
手紙を送付している。 

 

（庁内） 
・被災者生活支援室  ・被災者住宅支援室  ・障がい福祉課 
・子育て支援課    ・子ども相談センター ・地域包括ケア推進室 
・保健所保健課    ・保健所健康づくり課    ・各保健推進室（支所） 
・教育委員会 

（庁外関係機関等） 
・基幹型地域生活支援センター（障がい者のいる世帯への支援等）  
・倉敷市生活自立相談支援センター（困窮が予測される世帯への支援等） 
・各高齢者支援センター（高齢世帯への支援等） 
・生活支援コーディネーター 
・民生委員・県・市社会福祉協議会・各種支援団体 

絵手紙 
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４ 現状と今後 
令和２年８月末現在、見守り対象の約 5,800 世帯のうち、定期的な見守りを継続して

いく必要がある世帯は、 
・仮設住宅の入居世帯 
・生活面の課題等がある世帯（生計の維持、情報の入手、手続き支援等） 
・経済面、精神面等の複合的な課題等を抱えている世帯 
・寂しさや不安を訴える等、孤立する可能性のある世帯 
・自宅を再建したものの生活面の課題等がある世帯 

等を中心として、約 1,700 世帯となっている。 
時間の経過に伴い、被災世帯の生活再建のための需要が複合化・多様化していること

もあり、より専門的な視点からの訪問・相談支援を行うため、必要な専門機関と連携し
事業を継続している。 
具体的には、住まいを再建した世帯のうち、高齢者のみの世帯、障がい者のいる世帯

については、必要な相談や支援が受けられているかどうかを確認するため、ケアマネー
ジャー等の専門職とともに訪問することとしている。また、自宅等をセルフリフォーム
しながら居住している被災世帯については、岡山県建築士会倉敷支部とともに訪問し、
建築士によるアドバイスを行う等を行っている。 
被災世帯の再建事情は、それぞれで異なることから、今後も被災者の見守りとともに

個別支援会議の取り組み等を通じて、関係機関とも連携し適切な支援が行われるよう、
継続する。 

 
 
11 被災農業者への支援 

１ 被災状況の確認 
７月７日（真備地区は７月９日）から、市内全域の農業関連の被災状況の確認を開始し

たが、被害は、倉敷市全域に広がっており、その全容の把握は非常に困難を極めた。 
しかしながら、農地及び農業用施設の災害復旧事業として国の補助を受けるためには、

発災年中に農林水産省及び財務省の災害査定を受ける必要があり、また、真備地区におけ
る農業者の営農意欲持続のためには、翌年度の水稲の作付を行うことが必要であるとの
認識から、農林水産省職員で構成された災害派遣チームである水土里（みどり）派遣隊（延
べ 41 人）の協力も得ながら、迅速な被災状況の確認に努めた。また、被災府県で多くの
ため池が決壊したことにより、農林水産省
職員が中心となって市内のため池の緊急
点検を行い、ため池の安全確認に努めた。 
農業被害の確認に当たっては、水稲の被

災状況を中心として、倉敷地区農業共済事
務組合（現岡山県農業共済組合倉敷支所）
の協力により、速やかな被害状況調査と共
済金の支払いを行うことができた。 水田への土砂や雑物の堆積状況 

（服部地区：平成 30 年 7 月） 
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[主な関係機関等] 
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２ 応急対策の実施 

平成 30 年は豪雨災害後 2 か月の間に、台風 12 号、15 号、20 号、21 号、24 号と５つ
の台風が本市に接近した年であった。特に浸水被害の大きかった真備地区においては、市
街地を含む地区内の排水を農業用排水路及び農業用排水機場が担っており、水路が土砂
や災害漂着物で閉塞し、排水機場が機能を停止している状態では、再度浸水被害が発生す
るおそれがあったため、早急に状況を改善する必要があった。 

このため、真備地区内では国土交通省緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）及び自衛隊
の支援も受けながら、７月 29 日の台風 12 号接近までに幹線排水路内の土砂・災害漂着
物（発泡スチロール、材木、家具、家電製品等）の撤去等をおおむね完了した。また、浸
水により機能停止した排水機場の代替として国土交通省よりポンプ車 6 台を借り受け、
真備地区内主要個所に配置し、本市職員が操作する体制を整え台風に備えた。 

また、ため池堤体下流部に損傷を受けた山地下池（庄地区）においては、決壊のおそれ
があったため、７月 10 日より据え置き型ポンプ 3 台と国土交通省のポンプ車による緊急
排水を実施した他、市内全域においてブルーシートや土のうなどを用いて、被災したため
池や林地等の斜面保護対策を実施した。一方、決壊した真備町妹大武地区の鷲峰山池にお
いては機械の搬入が困難な地形であったため、底樋を抜いて排水を行った後は、降雨ごと
に地区内住民に早期の避難を呼びかけることで、二次災害の防止に努めた。 

 

水路内土砂撤去作業 
（箭田地区：平成 30年 7月） 

決壊したため池 
（妹地区（鷲峰山池）：平成 30年 8月） 

水路への災害漂着物の流入 
（有井地区：平成 30年 7月） 

自衛隊による水路内雑物除去作業 
（服部地区：平成 30年 7月） 
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３ 営農再開に向けた取り組み 
7 月 9 日（真備地区は 7月 10 日）から、本庁、児島・玉島・水島支所、真備総合公園

体育館で、個別相談（被害状況・支援希望、り災証明・被災証明）の受け付けを開始した。 
また、7月 25日から 8月 8 日にかけて、本庁、真備地区の避難所（岡田・薗・二万小

学校、吉備路クリーンセンター）等において、市及び農林水産省が主催となり、被災農
業者への支援制度説明会（計 8 回、参加者計：約 160 人）を行うとともに、要望の聞き
取り調査を行った。これらを踏まえ、倉敷市の農業支援策の方針（本誌 185 ページ）を
8 月 8日に公表した。 
なお、平成 30 年７月豪雨災害が政府の指定する激甚災害及び特定非常災害となった

こと、また、初回（7月 25 日）の説明会での、農業者からの営農再開に向けた強い意志
と要望があったこと等から、国と調整した結果、特に被害が大きかった農業機械やハウ
ス等に係る経費を支援する「被災農業者向け経営体育成支援事業」については、通常国
の補助率 1/3のところ 1/2 へのかさ上げが認められ、併せて本市及び岡山県もそれぞれ
1/5ずつの補助を行うこととしたため、農業者負担 1割での事業実施が可能となった。 
また、被災した水田において雑草が繁茂したため、害虫の発生による周辺の衛生環境

の悪化やほ場内への雑草種子の落下に伴う翌年の水稲作への悪影響が懸念されたため、
被災農地の雑草防除も実施した。 
具体的には、以下の支援策等を実施することにより、被災翌年度の真備地区では、浸

水した水田のおよそ 9割で作付され、また、ぶどうにおいては被災した全てのほ場で営
農が再開された。 
(1)被災農業者向け経営体育成支援事業 

平成 30 年 7 月豪雨で被災した農業者が早期に営農を再開できるよう、被害を受け
た農業生産・加工に必要な施設の再建・修繕等や農業用機械の再取得・修繕に要する
経費の一部を補助した。 
①支援事業 

月日 事項 開催場所 参加人数 

8 月 30 日 支援事業に関する説明会 真備公民館、船穂支所 約 300 人 
9 月 1 日～ 

9 月 14 日 要望調査（第 1 回） 本庁、児島・水島・玉島・真備支所  370 人 

10 月 9 日～ 
10 月 19 日 要望調査（第 2 回） 本庁、児島・水島・玉島・真備支所  334 人 

12 月 3 日～ 
12 月 14 日 要望調査（第 3 回） 本庁   65 人 

ため池排水状況 
（庄地区（山地下池）：平成 30 年 7 月） 

ポンプ車設置状況 
（有井地区（有井・金蔵排水機場）：平成 30 年 7 月） 
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決壊したため池 
（妹地区（鷲峰山池）：平成 30年 8月） 

水路への災害漂着物の流入 
（有井地区：平成 30年 7月） 

自衛隊による水路内雑物除去作業 
（服部地区：平成 30年 7月） 
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第５章 被災者支援の取り組み 

平成 30 年度は早期に再取得・修繕が可能な農業用機械の支援を優先的に行い、
要望したものの資材調達困難等の理由から、やむを得ず年度内に復旧の見込みがた
たなかった農業生産・加工に必要な施設等については令和元年度も引き続き支援を
行った。 

②実績（件数）：837 件 
農業用機械（トラクター、田植機、コンバイン等） 3,915 台 
農業用施設（農業用ハウス、農業用倉庫等） 201 棟 

③補助率：国１/2・県 1/5・市 1/5 
(2)真備地区営農継続支援事業 

収穫機や乾燥機などが水没し、農作業が一時的に出来なくなった真備地区の農業者
が、今後の農業経営を継続していくため、刈り取りや乾燥調製等の農作業を、作業可
能な他の農業者へ作業を委託した際の費用の一部を支援した。 

事業完了後、申請のあったすべての農地で、平成30年度中に営農を再開することが
できた。 
①申請受付期間 

刈取・乾燥調製・刈倒：10月1日～10月26日 
荒起し：12月14日～平成31年2月28日 
田植え：平成31年4月18日～令和元年8月16日 

②実績（件数）：112件 
③補助率：国（又は市）1/2 

(3)真備地区被災農地土壌診断事業 
真備地区の農地の一部では土砂の流入や、河川の氾濫による肥料や表土の流出が発

生した。営農を再開させるためには、被災後の農地の土壌診断を行い、適切な施肥の
管理を行うことが必要な状況となったことから、土壌診断を希望する農業者を募り、
無料で診断を実施した。 

この診断結果を活用し、被災後の農地に適切な施肥管理を行うことで、営農再開を
目指す農地に必要な栽培環境を実現することができた。 
①申請受付期間：10月1日～26日 

12月14日～平成31年3月29日 
②実績（件数）：83件 
③補助率：国1/2・市1/2、又は市1/1 

(4)農地災害復旧事業 
平成 30 年 7 月豪雨により、38.3ha の農地が被災した。 

①真備地区の小田川等の決壊による水田の土砂堆積・表土流出（36.9ha） 
真備地区の浸水区域内の水田 36.9ha は、土砂堆積や表土流出の被災を受け、平

成 31 年春からの作付け再開を目標として、農地に流入した土砂（堆積深 5 ㎝以上）
等の撤去 35.5ha、表土の補充 16.3 ㏊、畦畔の復旧等の工事を 10 月に着手し、令
和元年 5 月には約 9 割の農地復旧が完了し、令和 2 年 5 月には 36.9 ㏊全ての農地
復旧を完了させることができた。 
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ア 実績：36.9 ㏊ 
イ 補助率：補助対象の経費  国 95.5％、市 4.5％＊ 

補助対象外の経費 市 100% 
＊：農地災害復旧事業は市が事業実施主体となって実施するものであり、総事業費

の 10％以下の国の補助残分は、農家自身が負担することが原則であるが、今
回の激甚災害の状況において、真備地区内の水田については、河川堤防の決壊
により土砂が流入したものであり、何ら農家の責に帰すべき点がないことから、
倉敷市が国の補助残分を全額負担することとした。 

②市内全域の樹園地等の法面崩落等（1.4 ㏊） 
真備地区の浸水区域外の樹園地等 1.4 ㏊においては、市内の山沿いを中心に、農

地の法面等の崩落等の被害となった。 
崩落した法面の復旧、農地に流入した土砂の撤去等の工事を平成 3１年３月に着

手し、令和 2 年８月には 1.4 ㏊全ての農地復旧を完了させることができた。 
ア 実績：1.4 ㏊ 
イ 補助率：補助対象の経費   国 95.5％、市及び受益者 4.5％  

補助対象外の経費 総事業費に対して最大 10%（補助対象の経費
4.5％分を含む）が受益者 市は残額全て 

(5)農業用施設災害復旧事業 
平成 30 年 7 月豪雨により、多くの農業用施設が被災し、そのうち、次表に示す農

業用施設 41 地区（うち県営 7 地区）を国補助の農業用施設災害復旧事業により、復
旧を行った。 

工種 被災状況 地区数 うち真備地区 
水路 土砂堆積・損壊 8 7 
揚排水機 機器水没 22 21(うち県営 7) 
水門・除塵機 機器水没 2 2 
ため池 土砂堆積 6 ― 
農道 損壊 3 2 

小田川等の決壊により被災した、真備地区の浸水区域内の農業用排水機場や主要
排水路については、国に応急復旧や早期工事着手の手続きを行い、被災後の排水能力
の早期復旧に努め、令和元年６月には応急復旧（一部、本復旧）を完了させることが
できた。 
市が実施した 34 地区は令和２年３月、県が実施した 7 地区は令和２年６月に、全

ての本復旧工事を完了させることができた。 
①実績：41 地区（うち県営 7 地区） 
②補助率：補助対象の経費   国 99.1％、市 0.9％ 

補助対象外の経費  市 100% 
※県営事業は、市負担分を県が負担 

 
応急復旧時の状況 
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行った。 

②実績（件数）：837 件 
農業用機械（トラクター、田植機、コンバイン等） 3,915 台 
農業用施設（農業用ハウス、農業用倉庫等） 201 棟 

③補助率：国１/2・県 1/5・市 1/5 
(2)真備地区営農継続支援事業 

収穫機や乾燥機などが水没し、農作業が一時的に出来なくなった真備地区の農業者
が、今後の農業経営を継続していくため、刈り取りや乾燥調製等の農作業を、作業可
能な他の農業者へ作業を委託した際の費用の一部を支援した。 

事業完了後、申請のあったすべての農地で、平成30年度中に営農を再開することが
できた。 
①申請受付期間 

刈取・乾燥調製・刈倒：10月1日～10月26日 
荒起し：12月14日～平成31年2月28日 
田植え：平成31年4月18日～令和元年8月16日 

②実績（件数）：112件 
③補助率：国（又は市）1/2 

(3)真備地区被災農地土壌診断事業 
真備地区の農地の一部では土砂の流入や、河川の氾濫による肥料や表土の流出が発

生した。営農を再開させるためには、被災後の農地の土壌診断を行い、適切な施肥の
管理を行うことが必要な状況となったことから、土壌診断を希望する農業者を募り、
無料で診断を実施した。 

この診断結果を活用し、被災後の農地に適切な施肥管理を行うことで、営農再開を
目指す農地に必要な栽培環境を実現することができた。 
①申請受付期間：10月1日～26日 

12月14日～平成31年3月29日 
②実績（件数）：83件 
③補助率：国1/2・市1/2、又は市1/1 

(4)農地災害復旧事業 
平成 30 年 7 月豪雨により、38.3ha の農地が被災した。 

①真備地区の小田川等の決壊による水田の土砂堆積・表土流出（36.9ha） 
真備地区の浸水区域内の水田 36.9ha は、土砂堆積や表土流出の被災を受け、平

成 31 年春からの作付け再開を目標として、農地に流入した土砂（堆積深 5 ㎝以上）
等の撤去 35.5ha、表土の補充 16.3 ㏊、畦畔の復旧等の工事を 10 月に着手し、令
和元年 5 月には約 9 割の農地復旧が完了し、令和 2 年 5 月には 36.9 ㏊全ての農地
復旧を完了させることができた。 
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４ 被災翌年（平成 31 年）の取り組み 
これまで述べたとおり、被災翌年の平成 31 年（令和元年）には真備地区で浸水した水

田のおよそ 9 割で水稲の作付が行われ、収穫を行うことができた。農業が基幹産業であ
る真備地区における営農再開は、復興の大きな象徴でもある。そのことを子どもたちに体
験してもらうため、真備地区内の全 6 小学校（岡田、川辺、呉妹、薗、二万、箭田）にお
いて地域の方々の協力をいただき、「田植え体験（6 月）」、「稲刈り体験（10 月）」を実施
し、各小学校 5 年生およそ 200 人が参加した。 

結果、良好なお米の出来栄えであったため、豪雨災害後に真備地区を訪問していただい
た上皇・上皇后両陛下への御礼として献上したい旨を宮内庁に打診したところ、快諾を得、
12 月３日に市長・代表校長・住民代表が上京し、宮内庁を通じて両陛下に献上した。両
陛下は早速翌朝の朝食に召し上がられ「大変おいしかった。真備の皆さんが力を合わせて
復興に向かっていることに心を打たれている。さらなる復興を願っています。」とのお言
葉を賜わった。 

なお、献上に際しては、お米は市特産の「倉敷帆布」の袋に入れ、子どもたちが描いた
農作業風景の絵とともに真備地区特産の「竹集成材」で作成した箱に入れ、同様に市特産
の「組みひも」で結わえて献上した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

田植えの様子 
（箭田・二万小学校、令和元年 6月 25日） 

稲刈りの様子 
（川辺小学校、令和元年 10月 17日） 

組紐 

(倉敷市特産品) 

袋(倉敷帆布製) 

箱(真備地区特産の 

 竹の集成材製) 

真備地区６小学校の 

児童が描いた絵 

うるち米 
もち米 

献上米 

第  

五  

章

 

第５章 被災者支援の取り組み 



 

185 
 

第５章 被災者⽀援の取り組み 

 
 
 

 

 

184 
 

第５章 被災者支援の取り組み 

４ 被災翌年（平成 31 年）の取り組み 
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の「組みひも」で結わえて献上した。 
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12 被災中小企業への支援 

 被災事業者の早期再開と事業継続を図るため、国・県とともに様々な助成や支援を行
った。 

国や県の主な支援策として、「被災地域販路開拓支援事業（小規模事業者持続化補助金）」
と、「岡山県中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業（グループ補助金）」等があり、
さらに市の独自の支援策として、緊急融資や事業継続奨励金、真備地区創業支援補助金
制度の創設及び復興商店街の整備を行った。 
加えて、国・県・市・独立行政法人中小企業基盤整備機構・真備船穂商工会・金融機関

による真備地区商工関係復興連絡会議により、商工業者の復興状況や支援施策について
の情報共有を図るとともに今後の復興に向けた意見交換を行ってきた。 

 
１ 発災後の対応 

7 月 9 日から、本庁商工課、児島・玉島・水島支所の産業課で事業者に対するり災証明
受け付けを開始（真備支所産業課は 7 月 12 日から真備総合公園体育館で開始）するとと
もに、国・県・県商工会議所連合会・県商工会連合会・県中小企業団体中央会・県産業振
興財団と倉敷市・真備船穂商工会の合同チームで、7 月 18 日から 8 月 9 日まで、甚大な
被害を受けた製造業や運送業などの中小企業者 67 者を訪問し、被害状況や支援ニーズ等
について聞き取り調査を行った。 

８月３日には倉敷市船穂支所２階大会議室にて、「平成
30 年７月豪雨による被災事業者への支援に関する説明会」
を開催し、経済産業省、厚生労働省、県、市の支援策等に
ついて説明、124 人が出席した。終了後、社会保険労務士、
岡山労働局、中小企業庁による個別相談会を開催した。ま
た、市では 8 月 16 日から 8 月 31 日まで、被災事業者向け
ワンストップ相談窓口を真備総合公園体育館に設置し、被
災事業者支援機関（金融機関、倉敷中央職業安定所、中小
企業診断士、社会保険労務士等）により、補助金や融資、
雇用調整助成金、再就職等の相談に対応した。 

 
２ 被災事業者への市独自の支援 

（国・県の支援策等については本誌 189～190 ページを参照） 
⑴豪雨により被災した市内中小企業向け緊急融資制度創設 

経営の安定に支障を生じている市内中小企業者の当面の資金繰りを支援するため、
事業用資産に被害を受け、かつ、セーフティネット保証 4 号認定（※）を受けた市内中
小企業者に対し、既存の倉敷市中小企業向け融資制度とは別に被災事業者向け緊急融
資枠を新設することとし、8 月 13 日から受け付けを開始した。 
①融資内容 小規模企業者 2,500 万円、中小企業者 5,000 万円 

年 0.2％（責任共有制度対象の場合は年 0.35％） 
資金種別、融資額に関わらず市が保証料を全額補助 

平成 30年 7月豪雨による被災 

事業者への支援に関する説明会 

（平成 30年 8月 3日開催） 
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②融資実績 202 件 32 億 1,423 万円（令和 2 年 8 月末現在） 
③受付期間 8 月 13 日から令和 2 年 11 月 10 日まで 
※セーフティネット保証 4 号認定 

自然災害等の突発的事由（噴火、地震、台風等）により経営の安定に支障を生じている中
小企業者への資金供給の円滑化を図るため、信用保証協会が通常の保証限度額とは別枠
で保証（100％保証）を行う制度で市が認定を行う。 

⑵被災事業者事業継続奨励金制度創設 
被災地域販路開拓支援事業（小規模事業者持続化補助金）又はグループ補助金の交付

決定を受けており、被災後も倉敷市内に店舗、事務所、工場その他の事業所又は事業用
の貸付施設・設備等を有し、事業を継続している又は継続予定である中小企業者を対象
に、被災事業者事業継続奨励金制度を創設し、10 月 9 日から受け付けを開始した。 
①交付金額 1 事業者につき 10 万円（交付は 1 回限り） 
②交付実績 358 件（令和 2 年 8 月末現在） 

⑶復興商店街（倉敷市被災事業者向け仮設施設）の整備 
   平成 30 年 7 月豪雨により、事業場・周辺インフラが損壊し、現在、事業を再開して

おらず、本復旧に相当期間( 1 年以上)着手できない状況にある被災中小企業者に対し、
市が施設を設置・管理する仮設施設を、独立行政法人中小企業基盤整備機構の仮設施設
整備支援事業を活用して整備し、5 事業者が入居した。 
　また平成31年4月21日には、復興商店街開店記念式典を開催した。 
①設 置 場 所  マービーふれあいセンター駐車場（倉敷市真備町箭田４０－１） 
②施設完成日 平成 31 年 3 月 1 日（着工：平成 31 年 2 月 3 日） 
③設 置 期 間  平成 31 年 3 月 1 日から令和 3 年 2 月 28 日まで 
④建 物 263.96 ㎡（ユニット工法による平屋建て） 

1 号室から 4 号室まで 50.27 ㎡、5 号室 37.7 ㎡ 

 ⑷倉敷市真備地区創業支援補助金制度創設 
真備地区で創業する事業者に対して、創業に必要とする経費の一部を補助する倉敷

市真備地区創業支援補助金を創設し、平成 31 年 4 月 1 日から受け付けを開始した。 
①補助率  3/4、限度額 50 万円 
②補助実績 12 件（令和 2 年 8 月末現在） 

 

復興商店街開店記念式典 

（平成 31 年 4 月 21 日） 
復興商店街 
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12 被災中小企業への支援 

 被災事業者の早期再開と事業継続を図るため、国・県とともに様々な助成や支援を行
った。 

国や県の主な支援策として、「被災地域販路開拓支援事業（小規模事業者持続化補助金）」
と、「岡山県中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業（グループ補助金）」等があり、
さらに市の独自の支援策として、緊急融資や事業継続奨励金、真備地区創業支援補助金
制度の創設及び復興商店街の整備を行った。 
加えて、国・県・市・独立行政法人中小企業基盤整備機構・真備船穂商工会・金融機関

による真備地区商工関係復興連絡会議により、商工業者の復興状況や支援施策について
の情報共有を図るとともに今後の復興に向けた意見交換を行ってきた。 

 
１ 発災後の対応 

7 月 9 日から、本庁商工課、児島・玉島・水島支所の産業課で事業者に対するり災証明
受け付けを開始（真備支所産業課は 7 月 12 日から真備総合公園体育館で開始）するとと
もに、国・県・県商工会議所連合会・県商工会連合会・県中小企業団体中央会・県産業振
興財団と倉敷市・真備船穂商工会の合同チームで、7 月 18 日から 8 月 9 日まで、甚大な
被害を受けた製造業や運送業などの中小企業者 67 者を訪問し、被害状況や支援ニーズ等
について聞き取り調査を行った。 

８月３日には倉敷市船穂支所２階大会議室にて、「平成
30 年７月豪雨による被災事業者への支援に関する説明会」
を開催し、経済産業省、厚生労働省、県、市の支援策等に
ついて説明、124 人が出席した。終了後、社会保険労務士、
岡山労働局、中小企業庁による個別相談会を開催した。ま
た、市では 8 月 16 日から 8 月 31 日まで、被災事業者向け
ワンストップ相談窓口を真備総合公園体育館に設置し、被
災事業者支援機関（金融機関、倉敷中央職業安定所、中小
企業診断士、社会保険労務士等）により、補助金や融資、
雇用調整助成金、再就職等の相談に対応した。 

 
２ 被災事業者への市独自の支援 

（国・県の支援策等については本誌 189～190 ページを参照） 
⑴豪雨により被災した市内中小企業向け緊急融資制度創設 

経営の安定に支障を生じている市内中小企業者の当面の資金繰りを支援するため、
事業用資産に被害を受け、かつ、セーフティネット保証 4 号認定（※）を受けた市内中
小企業者に対し、既存の倉敷市中小企業向け融資制度とは別に被災事業者向け緊急融
資枠を新設することとし、8 月 13 日から受け付けを開始した。 
①融資内容 小規模企業者 2,500 万円、中小企業者 5,000 万円 

年 0.2％（責任共有制度対象の場合は年 0.35％） 
資金種別、融資額に関わらず市が保証料を全額補助 

平成 30年 7月豪雨による被災 

事業者への支援に関する説明会 

（平成 30年 8月 3日開催） 
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３ 真備地区就職支援イベント 
平成 30 年 7 月豪雨で、失職又は勤務形態の変更を迫られるなど、豪雨災害の影響によ

り、就労状況が悪化した被災者に対し、真備地区で求人している企業を集め就職マッチ
ングイベントを開催することで、被災者の安定した生活基盤の確保に寄与した。 

 ⑴お仕事紹介フェア 
当日は 30歳代から 70歳代まで幅広い年齢

層が足を運び、企業の説明に耳を傾けてい
た。参加企業からは「人材採用が難しい状況
の中、企業を紹介できるこのような機会を今
後も続けてほしい」との声が寄せられた。 

  ①開 催 日：平成 31 年 2 月 22 日 
  ②会 場：真備保健福祉会館３階 

大会議室 
  ③参加企業：18 社（医療・福祉・小売・建設・製造等） 

参加者数：40 人 
⑵真備地区復興就職フェア 

真備地区以外の仮設住宅等から参加した求職
者は 23 人。求職者からは、「やっぱり真備で働き
たい」という声が多く聞かれた。また参加事業所
からは、「こういった機会を提供いただけたのは
ありがたい」という意見が寄せられた。 

  ①開 催 日：令和元年 11 月 22 日 
  ②会 場：真備支所１階 101 会議室 
  ③参加企業：19 社（医療・福祉・小売・建設・製造等） 

参加者数：46 人 
 
 
13 被災者・被災企業への制度的支援 

平成３０年７月豪雨災害の被災者・被災企業への主な支援（本編に掲載しているものは
除く）。※担当課は災害時の機関・所属、実績等は令和 2 年 8 月末現在 

 
１ り災証明 

支援制度 担当課 概要 実績 

り災証明・被災
証明（個人） 福祉援護課 

被災した住家の損害の程度を証明するも
の。被災証明書は住家に付随する動産や車
両などが被災したことを証明するもの 

6,277 件 

朝日アルミ産業
岡山工場での爆
発に伴うり災証
明について 

警防課 
7 月 6 日に総社市下原で発生した朝日アル
ミ産業岡山工場での爆発により、ガラスが
割れるなどの損害の有無を証明するもの 

216 件 

お仕事紹介フェア 

真備地区復興就職フェア 
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２ 経済的支援 

支援制度 担当課 概要 実績 

被災者生活再建
支援金 福祉援護課 

住宅が全壊するなど、生活基盤に著しい被
害を受けた世帯に対して支援金を支給する
もの 

9,523 件 

倉敷市災害義援
金の配分 福祉援護課 平成 30 年 7 月豪雨による市災害義援金の

配分を行うもの 5,857 件 

倉敷市災害見舞
金の支給 福祉援護課 

損害に応じ災害見舞金を支給するもの。被
害の甚大さを鑑み、規則改正により 3 倍の
額を支給した 

5,817 件 

災害援護資金貸
付制度 福祉援護課 

世帯主が負傷した世帯や、住居・家財に著し
い損害を受けた世帯のうち、生活立て直し
のため、家財の買い替え、住居の修理等を行
う場合に資金の貸し付けを行うもの 

98 件 

災害特別融資利
子補給金 福祉援護課 

被害の復旧に必要な融資を金融機関から受
けた場合に、その金利負担の軽減を図るた
め、当該融資の利子補給金を交付するもの 

171 件 

災害弔慰金 福祉援護課 亡くなった方の遺族に対して支給されるも
の 65 件 

緊急援護資金の
貸付 福祉援護課 り災した世帯に、２万円を限度に資金を貸

し付けるもの 7 件 

生活福祉資金
（緊急小口資金）
の特例貸付  

倉敷市社会
福祉協議会 

当座の生活費を必要とする世帯に、原則、1
世帯 1 回限り 10 万円の貸し付けを行うも
の。条件により 20 万円まで貸付可能 

17 件 

 
３ 事業者・農業関係者向け支援制度 

支援制度 担当課 概要 実績 

被災事業者の方
向けワンストッ
プ相談窓口 

商工課 
被災された事業者の方を対象としたワンス
トップ相談窓口を、関係機関の協力を得て
設置するもの。 

25 件 

信用保証制度 商工課 

自然災害等の突発的事由（噴火、地震、台風
等）により経営の安定に支障を生じている
中小企業者であって、市による認定を受け
た企業に対し、資金供給の円滑化を図るた
め、信用保証協会が通常の保証限度額とは
別枠で保証（100％保証）を行うもの 

ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ保証
4 号認定件数 

397 件 
 

豪雨により被災
した市内中小企
業向け緊急融資
制度 

商工課 

被災し、経営の安定に支障を生じている市
内中小企業の支援のため、既存の倉敷市中
小企業向け融資制度とは別に融資枠を新設
するもの。既存の融資制度より融資利率を
引き下げ、資金種別、融資額に関わらず、信
用保証料を全額補助するもの 

202 件 

り災証明（事業
者） 商工課 浸水等により店舗・事務所・工場等の事業用

資産がり災したことを証明するもの 1,659 件 

り災証明・被災
証明（農業用施
設・農機具等） 

農林水産課 農業用施設や農機具等が被災したことを証
明するもの 571 件 
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３ 真備地区就職支援イベント 
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り、就労状況が悪化した被災者に対し、真備地区で求人している企業を集め就職マッチ
ングイベントを開催することで、被災者の安定した生活基盤の確保に寄与した。 

 ⑴お仕事紹介フェア 
当日は 30歳代から 70歳代まで幅広い年齢

層が足を運び、企業の説明に耳を傾けてい
た。参加企業からは「人材採用が難しい状況
の中、企業を紹介できるこのような機会を今
後も続けてほしい」との声が寄せられた。 

  ①開 催 日：平成 31 年 2 月 22 日 
  ②会 場：真備保健福祉会館３階 

大会議室 
  ③参加企業：18 社（医療・福祉・小売・建設・製造等） 

参加者数：40 人 
⑵真備地区復興就職フェア 

真備地区以外の仮設住宅等から参加した求職
者は 23 人。求職者からは、「やっぱり真備で働き
たい」という声が多く聞かれた。また参加事業所
からは、「こういった機会を提供いただけたのは
ありがたい」という意見が寄せられた。 

  ①開 催 日：令和元年 11 月 22 日 
  ②会 場：真備支所１階 101 会議室 
  ③参加企業：19 社（医療・福祉・小売・建設・製造等） 

参加者数：46 人 
 
 
13 被災者・被災企業への制度的支援 

平成３０年７月豪雨災害の被災者・被災企業への主な支援（本編に掲載しているものは
除く）。※担当課は災害時の機関・所属、実績等は令和 2 年 8 月末現在 

 
１ り災証明 

支援制度 担当課 概要 実績 

り災証明・被災
証明（個人） 福祉援護課 

被災した住家の損害の程度を証明するも
の。被災証明書は住家に付随する動産や車
両などが被災したことを証明するもの 

6,277 件 

朝日アルミ産業
岡山工場での爆
発に伴うり災証
明について 

警防課 
7 月 6 日に総社市下原で発生した朝日アル
ミ産業岡山工場での爆発により、ガラスが
割れるなどの損害の有無を証明するもの 

216 件 

お仕事紹介フェア 

真備地区復興就職フェア 
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岡山県中小企業
等グループ施設
等復旧整備補助
事業（グループ
補助金)  

商工課 

中小企業者等がグループを形成し、産業活
力の復活、被災地域の振興などを目的とす
る「復興事業計画」を策定し、県の認定を受
けた場合に、そのグループに参加する事業
者が行う施設復旧等の費用の一部を支援す
るもの 

復興事業計画
認定数 

12 ｸﾞﾙｰﾌﾟ
331 者 

被災地域販路開
拓支援事業（小
規模事業者持続
化補助金） 

商工課 
小規模事業者が商工会・商工会議所と一体
となって経営計画を策定し、販路開拓など
の事業再建に取り組む費用を支援するもの 

432 件 

被災事業者事業
継続奨励金 商工課 

岡山県グループ補助金又は被災地域販路開
拓支援事業(小規模事業者持続化補助金)を
活用し、被災後も、市内での事業継続に取り
組む事業者を支援する奨励金を交付するも
の 

358 件 

真備地区創業支
援補助金 商工課 

甚大な被害を受けた真備地区における創業
者に対して、創業に必要とする経費の一部
（4 分の 3）を市が補助するもの 

12 件 

倉敷市真備地区
仮設施設整備事
業（復興商店街) 

商工課 

災害により事業場が損壊し本復旧に相当期
間着手できない状況にある被災中小企業・
小規模事業者に対し、マービーふれあいセ
ンター駐車場に 5 店舗の仮設店舗を令和 3
年 2 月まで 2 年間設置するもの 

5 店舗 

真備地区就職支
援イベント 労働政策課 

災害により失職又は勤務形態の変更を迫ら
れるなど、豪雨災害以前より就労状況が悪
化した被災者に対し、真備地区で求人を出
している企業を集め就職マッチングイベン
トを実施することで、被災者の安定した生
活基盤の確保に寄与するもの 

参加企業 
37 社 

参加者 
86 人 

被災農業者向け
経営体育成支援
事業 

農林水産課 

災害により、農業用施設等（ハウス・倉庫・
農業機械等）が被害を受けた農業者に対し、
その再建築・再取得・修繕等に必要な経費の
一部を補助するもの 

837 件 

真備地区営農継
続支援事業 農林水産課 

浸水し、農作業が一時的に出来なくなった
農業者の方が、各種作業を他の農業者へ委
託する場合に、作業委託料の一部を補助す
るもの 

112 件 

真備地区被災農
地土壌診断事業 農林水産課 

災害により、土砂の流入や肥料の流失（表土
の流出）が生じた真備地区の被災地におい
て、営農再開に向けた施肥管理のための土
壌診断を無料で行うもの 

83 件 

農地災害復旧事
業 耕地水路課 

災害により土砂流入や斜面崩壊等の被害（1
か所 40 万円以上）を受け、耕作に支障が出
た農地（田・畑など）に対し、申請者の一定
の負担（0～10％）のもと、市が原形に復旧
する工事を行うもの 

38.3ha 
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４ 住宅支援 
支援制度 担当課 概要 実績 

借上型仮設住宅
の提供 住宅課 

住宅が全壊等の被害を受け、自らの資力で
は住居が確保できない被災者に対し、県が
民間賃貸住宅を借り上げ、原則 2 年間、提供
するもの 

延べ契約 
3,094 件 

延べ入居 
8,324 人 

被災者の方向け
市営住宅等の提
供 

住宅課 公開抽選により、被災者の方向け市営住宅
等の入居募集を行い、提供するもの 

延べ入居 
26 件 
59 人 

建設型仮設住宅
の提供 住宅課 公開抽選により、建設型応急仮設住宅の入

居募集を行い、原則 2 年間、提供するもの 

延べ入居 
291 件 
685 人 

被災住宅の応急
修理制度 建築指導課 被災した住家の日常生活に必要欠くことの

できない部分の修理を実施する制度 
申込 

1,049 件 

住宅災害復旧等
資金利子補給金 事業推進課 

被害を受けた現に居住している住宅及びそ
の敷地の補修・復旧・修繕など、又は被災住
宅に代わる住宅を市内に建築・購入のため
に、金融機関から資金融資を受けた場合に、
融資金額に対する年４％以内の利子を補給
する制度 

453 件 

被災高齢者向け
住宅再建支援事
業 

住宅課 

高齢者の自宅再建（補修、建設、購入）につ
いて、市が金融機関に対し補助金を交付す
ることで、金融機関が低利のリバースモー
ゲージ型融資を被災高齢者に提供するた
め、新たに創設した制度 

113 件 

 
５ 復旧支援 

支援制度 担当課 概要 実績 

災害廃棄物の回
収 

一般廃棄物
対策課 

家屋等から出る災害ごみを仮置場で回収
（持ち込み）し、仮置場への持ち込みが困難
な方については戸別回収を実施するもの 

戸別回収 
816 件 

被災した家屋の
解 体 に つ い て
（公費解体） 

災害廃棄物
対策室 

損壊（半壊以上）した被災建築物及び被災工
作物等について、当該建築物の所有者の申
請に応じ、市が災害廃棄物として解体、撤去
を実施するもの 

（令和元年 12 月 27 日まで） 

1,394 件 

被災した家屋の
解体費用の償還
について 

災害廃棄物
対策室 

損壊（半壊以上）した被災建築物及び被災工
作物等について、自ら撤去等を実施した方
へ費用を償還するもの 

（平成 31 年 3 月 29 日まで） 

1,209 件 

土のう袋の配布 防災危機管
理室 

公民館等において土のう袋の配布を実施す
るもの 

配布数 
約 200 万袋 

被災家屋等に流
入した土砂混じ
りがれきの撤去 

災害廃棄物
対策室 

宅地内に流入し堆積した土砂混じりがれき
(土砂や瓦などが混然となったもの)を、所有
者の依頼に基づき、市が撤去するもの（撤去
にあたり重機等が必要なもの） 

5 件 
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岡山県中小企業
等グループ施設
等復旧整備補助
事業（グループ
補助金)  

商工課 

中小企業者等がグループを形成し、産業活
力の復活、被災地域の振興などを目的とす
る「復興事業計画」を策定し、県の認定を受
けた場合に、そのグループに参加する事業
者が行う施設復旧等の費用の一部を支援す
るもの 

復興事業計画
認定数 

12 ｸﾞﾙｰﾌﾟ
331 者 

被災地域販路開
拓支援事業（小
規模事業者持続
化補助金） 

商工課 
小規模事業者が商工会・商工会議所と一体
となって経営計画を策定し、販路開拓など
の事業再建に取り組む費用を支援するもの 

432 件 

被災事業者事業
継続奨励金 商工課 

岡山県グループ補助金又は被災地域販路開
拓支援事業(小規模事業者持続化補助金)を
活用し、被災後も、市内での事業継続に取り
組む事業者を支援する奨励金を交付するも
の 

358 件 

真備地区創業支
援補助金 商工課 

甚大な被害を受けた真備地区における創業
者に対して、創業に必要とする経費の一部
（4 分の 3）を市が補助するもの 

12 件 

倉敷市真備地区
仮設施設整備事
業（復興商店街) 

商工課 

災害により事業場が損壊し本復旧に相当期
間着手できない状況にある被災中小企業・
小規模事業者に対し、マービーふれあいセ
ンター駐車場に 5 店舗の仮設店舗を令和 3
年 2 月まで 2 年間設置するもの 

5 店舗 

真備地区就職支
援イベント 労働政策課 

災害により失職又は勤務形態の変更を迫ら
れるなど、豪雨災害以前より就労状況が悪
化した被災者に対し、真備地区で求人を出
している企業を集め就職マッチングイベン
トを実施することで、被災者の安定した生
活基盤の確保に寄与するもの 

参加企業 
37 社 

参加者 
86 人 

被災農業者向け
経営体育成支援
事業 

農林水産課 

災害により、農業用施設等（ハウス・倉庫・
農業機械等）が被害を受けた農業者に対し、
その再建築・再取得・修繕等に必要な経費の
一部を補助するもの 

837 件 

真備地区営農継
続支援事業 農林水産課 

浸水し、農作業が一時的に出来なくなった
農業者の方が、各種作業を他の農業者へ委
託する場合に、作業委託料の一部を補助す
るもの 

112 件 

真備地区被災農
地土壌診断事業 農林水産課 

災害により、土砂の流入や肥料の流失（表土
の流出）が生じた真備地区の被災地におい
て、営農再開に向けた施肥管理のための土
壌診断を無料で行うもの 

83 件 

農地災害復旧事
業 耕地水路課 

災害により土砂流入や斜面崩壊等の被害（1
か所 40 万円以上）を受け、耕作に支障が出
た農地（田・畑など）に対し、申請者の一定
の負担（0～10％）のもと、市が原形に復旧
する工事を行うもの 

38.3ha 
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第５章 被災者支援の取り組み 

真備地区の家屋
消毒 環境衛生課 

まび復興支援ボランティアセンターを窓口
として、災害協定に基づき岡山県ペストコ
ントロール協会が浸水家屋の消毒を行うも
の。また、真備支所にて噴霧器(消毒剤付)の
貸出を同時に行うもの 

家屋消毒 
2,018 件 

噴霧器の貸出 
1,833 件 

地域集会所設置
費補助金（平成
30年 7 月豪雨災
害に係る特例） 

市民活動推
進課 

地域コミュニティの復興を支援するため、
被災した地域集会所の復興費の一部（6 分の
5）を助成するもの 

13 件 

 
６ 子育て支援・学校園 

支援制度 担当課 概要 実績 

おやこ健康手帳
（母子健康手
帳）等の再発行 

健康づくり
課 

おやこ健康手帳(母子健康手帳)や妊婦・乳児
健康診査受診票を紛失や汚損している方に
ついて、再発行を受け付けるもの 

662 件 

産後ケア事業の
利用料公費負担
の増額 

健康づくり
課 

産婦が、産後ケア事業を利用する場合、利用
料の公費負担の上限を増額するもの 

3 人 
延べ 4 件 

保育園等利用児
童の保育料減免 

保育・幼稚
園課 

利用児童の平成 30 年度 7～3 月分の保育料
を減免するもの 514 人 

保育園等におけ
る緊急的一時預
かりの実施 

保育・幼稚
園課 

家屋の片付け等で一時的に家庭保育ができ
ない方を対象に「緊急的な一時預かり」を実
施するもの 

延べ 708 人 

児童クラブ入所
児童の保育料減
免 

子育て支援
課 

被災した入所児童の平成 30 年度 7～3 月分
保育料を減免するもの 180 人 

園児への園用品
等の提供 

保育・幼稚
園課 

まきびの里保育園の園児に対し園生活に必
要な用品等を提供するもの 

70 人 

被災した児童ク
ラブなどの児童
の受け入れに対
する委託料加算 

子育て支援
課 

被災や避難所となっため閉所したクラブの
児童の受け入れを行った他の児童クラブに
運営委託料の加算を行うもの 

150 人 

子育て支援短期
利用事業の利用
料減免 

子ども相談
センター 

保護者が子育て支援短期利用事業（ショー
トステイ）を利用する際の利用料を減免す
るもの    （平成 31 年 3 月末まで） 

利用者 
2 人 

利用日数 
10 日 

母子父子寡婦福
祉資金貸付金の
償還期間の延長 

子育て支援
課 

償還が困難な場合に償還期間を延長するも
の 

（令和元年 7 月末まで） 
2 人 

 
７ 医療・福祉 

支援制度 担当課 概要 実績 

医療機関・介護
事業所等の受診
の特例 

国民健康保
険課、介護
保険課ほか 

保険証がない場合でも、12 月末まで医療機
関・介護事業所等の受診を可能とするもの 随時 
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第５章 被災者支援の取り組み 

介護保険要介護 
（要支援）認定有
効期間について
の特例  

介護保険課 

被災により、更新期間中に申請をすること
ができない場合について、認定の有効期間
を11 月30 日まで延長することを可能とす
るもの 

38 人 

医療機関・介護
事業所等での一
部負担金の免除 

国民健康保
険課 
介護保険課 
ほか 

市の国民健康保険・介護保険及び県後期高
齢者医療制度に加入しており、一定以上の
被災をされた方を対象として、医療機関・介
護事業所等での自己負担を免除する制度。 
（※）国による特別な財政支援（全額国費）
が 1 年間で終了した後、国や県による特別
な財政支援がない中、市独自に免除期間を
さらに 1 年間延長し、通算で 2 年間の免除
を実施した（交付要件を満たすものについ
ては、国から市への補助有り） 

（令和 2 年 6 月末まで） 

国民健康保
険一部負担
金免除証明
書発行数 

3,249 人 
介護保険利
用者負担額
減額・免除認
定証発行数 

1,250 人 医療機関・介護
事業所等で支払
われた一部負担
金の還付 

国民健康保
険課 
介護保険課 
ほか 

同上の対象者が、発災以降に医療機関・介護
事業所等を受診した際に支払った自己負担
分を還付するもの （※）同じ 

（令和 2 年 6 月末まで） 

保険料の減免 

国民健康保
険課 
医療給付課 
介護保険課 
市民課 

〇国民健康保険料、後期高齢者医療保険料、
介護保険料等の減免 

（令和元年 6 月末まで） 
〇国民年金保険料の免除 
住家、家財、その他財産のうち、被害金額が
おおむね 2 分の 1 以上の被害を受けた方に
ついて、本人からの申請に基づき、国民年金
保険料が免除となるもの 

（令和 2 年 6 月末まで） 

国民健康保
険料の減免 
延べ 

4,384 世帯 
後期高齢者
医療保険料
の減免 
延べ 

4,541 人 
介護保険料
の減免 
延べ 

9,381 人 
国民年金保
険料の免除 

220 件 

介護保険  特定
福祉用具の再購
入費用の支給 

介護保険課 

以前介護保険を利用し購入した特定福祉用
具が、被災により破損・流出等により使用で
きなくなった場合に、再購入費用を支給す
るもの 

72 件 

障がい者支援の
利用に関する特
例 

障がい福祉
課 

被災により、利用者の方が受給者証を紛失
又は自宅に残したまま避難し、提出できな
い場合でも、サービスの利用を可能とする
もの 

随時 

介護給付費、訓
練等給付費の給
付 

障がい福祉
課 

ホームヘルパーが障がい者（児）を自宅にお
いて介護したり、就労を希望する障がい者
に就労に必要な訓練や働く場を提供したり
することに対して給付するもの 

延べ 79 人 
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真備地区の家屋
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として、災害協定に基づき岡山県ペストコ
ントロール協会が浸水家屋の消毒を行うも
の。また、真備支所にて噴霧器(消毒剤付)の
貸出を同時に行うもの 

家屋消毒 
2,018 件 

噴霧器の貸出 
1,833 件 

地域集会所設置
費補助金（平成
30年 7 月豪雨災
害に係る特例） 

市民活動推
進課 

地域コミュニティの復興を支援するため、
被災した地域集会所の復興費の一部（6 分の
5）を助成するもの 

13 件 
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おやこ健康手帳
（母子健康手
帳）等の再発行 

健康づくり
課 

おやこ健康手帳(母子健康手帳)や妊婦・乳児
健康診査受診票を紛失や汚損している方に
ついて、再発行を受け付けるもの 

662 件 

産後ケア事業の
利用料公費負担
の増額 

健康づくり
課 

産婦が、産後ケア事業を利用する場合、利用
料の公費負担の上限を増額するもの 

3 人 
延べ 4 件 

保育園等利用児
童の保育料減免 

保育・幼稚
園課 

利用児童の平成 30 年度 7～3 月分の保育料
を減免するもの 514 人 

保育園等におけ
る緊急的一時預
かりの実施 

保育・幼稚
園課 

家屋の片付け等で一時的に家庭保育ができ
ない方を対象に「緊急的な一時預かり」を実
施するもの 

延べ 708 人 

児童クラブ入所
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免 

子育て支援
課 

被災した入所児童の平成 30 年度 7～3 月分
保育料を減免するもの 180 人 

園児への園用品
等の提供 

保育・幼稚
園課 

まきびの里保育園の園児に対し園生活に必
要な用品等を提供するもの 

70 人 

被災した児童ク
ラブなどの児童
の受け入れに対
する委託料加算 

子育て支援
課 

被災や避難所となっため閉所したクラブの
児童の受け入れを行った他の児童クラブに
運営委託料の加算を行うもの 

150 人 

子育て支援短期
利用事業の利用
料減免 

子ども相談
センター 

保護者が子育て支援短期利用事業（ショー
トステイ）を利用する際の利用料を減免す
るもの    （平成 31 年 3 月末まで） 

利用者 
2 人 

利用日数 
10 日 

母子父子寡婦福
祉資金貸付金の
償還期間の延長 

子育て支援
課 

償還が困難な場合に償還期間を延長するも
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（令和元年 7 月末まで） 
2 人 

 
７ 医療・福祉 

支援制度 担当課 概要 実績 
医療機関・介護
事業所等の受診
の特例 

国民健康保
険課、介護
保険課ほか 

保険証がない場合でも、12 月末まで医療機
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第５章 被災者支援の取り組み 

障害児通所給付
費の給付 

障がい福祉
課 

障がい児の日常生活における基本的動作の
指導や生活能力向上のための訓練など、療
育・機能訓練を実施することに対して給付
するもの 

延べ 581 人 

補装具費の給付 障がい福祉
課 

体の失われた部分や、障がいのある部分を
補って日常生活を容易にするために必要な
用具の購入費及び修理費（例：義足、車椅子）
を給付するもの 

延べ 6 人 

更生医療費の給
付 

障がい福祉
課 

身体障がい者の障がいを除去又は軽減して
職業能力を増進し、かつ、日常生活を容易に
することを目的とする医療費（例：人工透
析）を給付するもの 

延べ 3 人 

日中一時支援事
業 

障がい福祉
課 

障がい者（児）を日常的に介護している介護
者の就労支援や一時的な休息を目的とし
て、日中における障がい者（児）の一時的な
預かり事業 

延べ 269 人 

日常生活支援用
具の給付 

障がい福祉
課 

心身に障がいがある人の日常生活の便宜を
図るために行う、必要な用具を給付するも
の（例：介護用ベッド） 

延べ 117 人 

 
８ 行政機関の税・料等の減免・特例措置 

支援制度 担当課 概要 実績 

市税の減免、特
例措置 

税制課 
市民税課 
資産税課 
 

被災者等が、市に対して納める税のうち、担
当課の定める所定の要件に該当し、所定の
様式で申請が行われたもの 
○市税の減免 
・災害減免 
 個人市民税（平成 30 年度適用） 
 固定資産税・都市計画税 

（平成 30 年度適用） 
 事業所税（平成 30～令和 2 年度適用） 
・公費解体対象家屋減免 

公費解体が決定した家屋について、減免
申請書が提出された当該年度を免除する
もの（申請時期（令和 2 年 1 月 2 日～3 月
31 日）によっては、申請の翌年度も免除
する。） 
固定資産税・都市計画税 

（令和元、2 年度適用） 
○固定資産税・都市計画税の特例措置 

被災住宅用地に対する特例、被災代替家
屋に係る特例、被災代替償却資産に係る
特例を適用するもの 

  被災住宅用地：令和元、令和 2 年度        
の最大 2 年度分適用 

 被災代替家屋：令和 5 年 3 月 31 日までの
取得家屋に適用 

 被災   被災代替償却資産：令和 5 年 3 月 31 日
までに取得又は改良した償却資産に
適用 

市税の減免 
・災害減免 
個人市民税 
延べ 

6,597 人 
固定資産税・
都市計画税 
延べ 

5,266 人 
事業所税 

延べ 38 者 
・公費解体対
象家屋減免 
固定資産税・ 
都市計画税 
延べ 

1,382 人 
固定資産税・
都市計画税の
特例措置 
延べ 

2,870 人 
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第５章 被災者支援の取り組み 

証明書交付手数
料免除 

市民課 
税制課 

○証明書交付手数料免除 
住民票の写し等の証明書の発行手数料 
○税証明交付手数料免除 
税証明書等の発行手数料 

各種証明書交
付手数料免除 

66,595 件 
税証明交付手
数料免除 

17,210 件 

一般旅券発券手
数料の一部免除 市民課 

有効な一般旅券を紛失又は損傷等した被災
者の方に対し、新たに旅券を取得するため
の手数料の一部を減免するもの 

（平成 30 年度末まで） 

120 件 

年金の現況届や
障害年金の障害
状態確認届等の
提出期限の延長 

市民課 

被災された方のうち、一部の年金受給者を
対象として現況届、生計維持確認届、障害状
態確認届及び所得状況届の提出期限を延長
するもの （対象：6～10 月更新者） 

随時 

申告、納付等の
期限の延長 

税制課 
市民税課 
資産税課 
納税課 

真備地区全域の方に対して、7 月 6 日以降に
到来する市税の申告・納付等の期限を 12 月
25 日まで延長するもの。ただし、個人市県
民税（普通徴収）の納付期限については、平
成 31 年 1 月 31 日まで延長するもの 

随時 

納税相談 納税課 
災害により甚大な被害を受けて納税等に支
障を生じた方について、徴収猶予や分割納
付等の相談を受け付けるもの 

随時 

水道料金・下水
道使用料等の減
免 

水道営業課 
下水普及課 

被災された方に対し、水道料金、下水道使用
料・農業集落排水処理施設使用料を減免す
るもの      

水道 
16,607 件 

下水・農集 
8,961 件 

下水道の使用中
止（使用した水
道水が下水道に
流れない場合） 

下水普及課 
被災した建物で使った水道水について、特
定の場合において下水道使用料を不要とす
るもの 

283 件 

理容所、美容所、
薬局、飲食店、動
物取扱業等を営
業されている方
向けの手数料等
の減免 

生活衛生課 
各種証明手数料、許可証等の再交付、申請手
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の 

73 件 
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申請手数料の免
除 
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申請手数料の免
除 

開発指導課 
開発行為許可申請等に係る手数料、宅地造
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を免除するもの 
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宅地造成 
0 件 
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障害児通所給付
費の給付 

障がい福祉
課 

障がい児の日常生活における基本的動作の
指導や生活能力向上のための訓練など、療
育・機能訓練を実施することに対して給付
するもの 

延べ 581 人 

補装具費の給付 障がい福祉
課 

体の失われた部分や、障がいのある部分を
補って日常生活を容易にするために必要な
用具の購入費及び修理費（例：義足、車椅子）
を給付するもの 
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付 

障がい福祉
課 
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職業能力を増進し、かつ、日常生活を容易に
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析）を給付するもの 

延べ 3 人 

日中一時支援事
業 

障がい福祉
課 

障がい者（児）を日常的に介護している介護
者の就労支援や一時的な休息を目的とし
て、日中における障がい者（児）の一時的な
預かり事業 

延べ 269 人 
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具の給付 

障がい福祉
課 
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８ 行政機関の税・料等の減免・特例措置 

支援制度 担当課 概要 実績 

市税の減免、特
例措置 

税制課 
市民税課 
資産税課 
 

被災者等が、市に対して納める税のうち、担
当課の定める所定の要件に該当し、所定の
様式で申請が行われたもの 
○市税の減免 
・災害減免 
 個人市民税（平成 30 年度適用） 
 固定資産税・都市計画税 

（平成 30 年度適用） 
 事業所税（平成 30～令和 2 年度適用） 
・公費解体対象家屋減免 

公費解体が決定した家屋について、減免
申請書が提出された当該年度を免除する
もの（申請時期（令和 2 年 1 月 2 日～3 月
31 日）によっては、申請の翌年度も免除
する。） 
固定資産税・都市計画税 

（令和元、2 年度適用） 
○固定資産税・都市計画税の特例措置 

被災住宅用地に対する特例、被災代替家
屋に係る特例、被災代替償却資産に係る
特例を適用するもの 

  被災住宅用地：令和元、令和 2 年度        
の最大 2 年度分適用 

 被災代替家屋：令和 5 年 3 月 31 日までの
取得家屋に適用 

 被災   被災代替償却資産：令和 5 年 3 月 31 日
までに取得又は改良した償却資産に
適用 

市税の減免 
・災害減免 
個人市民税 
延べ 

6,597 人 
固定資産税・
都市計画税 
延べ 

5,266 人 
事業所税 

延べ 38 者 
・公費解体対
象家屋減免 
固定資産税・ 
都市計画税 
延べ 

1,382 人 
固定資産税・
都市計画税の
特例措置 
延べ 

2,870 人 
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第５章 被災者支援の取り組み 

消防関係手数料
の減免 

予防課 
危険物保安
課 

防火管理資格証明や消防設備士免状、危険
物関係の申請手数料を減免するもの 

防火管理資格
証明 

2 件 
危険物申請手
数料 

15 件 
危険物免状 

16 件 
設備士免状 

2 件 
図書館に関する
特例 中央図書館 破損喪失した資料の弁償を免除するもの 3,469 冊 

市立高等学校授
業料減免 

教育企画総
務課 

災害等による経済的な理由によって授業料
の納付が困難な生徒を対象に、授業料を減
免するもの （平成 30 年度 6～3 月分） 

1 件 

市立大学授業料
減免 

市立短期大
学 

被災された平成 30 年度の受験生が納付する
入学検定料及び入学料を減免するもの。ま
た、災害等により授業料の納付が困難な学
生の授業料を減免するもの 

（平成 30 年度後期分授業料） 

入学検定料及
び入学料 

2 人 
授業料 

3 人 
建築確認申請等
手数料の免除 建築指導課 建築確認申請等に係る手数料、台帳記載事

項証明書等に係る手数料を免除するもの 239 件 

 
９ 相談 

支援制度 担当課 概要 実績 

ペットに関する
相談 生活衛生課 

被災者が飼っている犬の鑑札・注射済票の
再交付について、手数料を全額免除とする
ほか、一時預かり等のペットに関する相談
を受け付けるもの 

鑑札再交付 
33 件 

済票再交付 
19 件 

相談随時 

多言語での情報
提供や相談 国際課 多言語での情報提供や相談が必要な方の連

絡窓口を設けるもの 

情報提供 
7 回 

相談 
2 件（5 回） 

建築士による建
築相談 建築指導課 

水害被災住宅の修理や再建について、専門
家である建築士が、技術的な面から相談を
受け付けるもの 

247 件 

 
 

14 追悼式 

市では、未曾有の災害によりお亡くなりになられた方々を追悼するとともに、今後の復
興への誓いを新たにするため、「平成 30 年 7 月豪雨災害 倉敷市追悼式」を、真備支所で
挙行した。 
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第５章 被災者支援の取り組み 

１ 令和元年 「平成 30年 7月豪雨災害 倉敷市追悼式」 
災害から１年となる令和元年 7 月 6 日

に真備支所中庭及び駐車場に仮設テント
を設置して「平成 30 年 7 月豪雨災害 倉
敷市追悼式」を行った。式典には、ご遺族
の皆様、住民代表の皆様、国・県・市の関
係者など約 350 人が参列。開式後、お亡
くなりになられた方々のお名前が読み上
げられ、全員で黙とうをささげた。 
伊東市長が式辞を述べた後、ご遺族代

表として齋藤謙介さん、住民代表として
真備地区まちづくり推進協議会連絡会会
長の神﨑均さんがそれぞれの言葉を述べ
られ、市議会を代表して斎藤武次郎市議
会議長が、国を代表して中根一幸内閣府
副大臣が、国会議員を代表して加藤勝信
厚生労働大臣が、県を代表して伊原木隆
太県知事が、県議会を代表して高橋戒隆県議会議員が、それぞれ追悼の言葉を述べた。参

列者は、くらしき作陽大学音楽学部の学生による献奏のなか、一
人ひとりが献花台に白菊を手向け、手を合わせた。 
追悼式に引き続き、災害の記憶を後

世に伝え、復興への誓いを新たにし、災
害に強いまちづくりへの思いを皆様と
共有するため、真備支所玄関前に建立
した石碑「平成 30 年 7 月豪雨災害の
碑」の除幕を行った。式典後、500 人を
超える市民の皆様が会場を訪れ、献花
を行った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

黙とうをささげる参列者の皆様 

ご遺族代表挨拶 

住民代表挨拶 

 

市長式辞 

平成三十年七月豪雨災害追悼之標 

平成 30 年 7 月豪雨災害の碑 
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消防関係手数料
の減免 

予防課 
危険物保安
課 

防火管理資格証明や消防設備士免状、危険
物関係の申請手数料を減免するもの 

防火管理資格
証明 

2 件 
危険物申請手
数料 

15 件 
危険物免状 

16 件 
設備士免状 

2 件 
図書館に関する
特例 中央図書館 破損喪失した資料の弁償を免除するもの 3,469 冊 

市立高等学校授
業料減免 

教育企画総
務課 

災害等による経済的な理由によって授業料
の納付が困難な生徒を対象に、授業料を減
免するもの （平成 30 年度 6～3 月分） 

1 件 

市立大学授業料
減免 

市立短期大
学 

被災された平成 30 年度の受験生が納付する
入学検定料及び入学料を減免するもの。ま
た、災害等により授業料の納付が困難な学
生の授業料を減免するもの 

（平成 30 年度後期分授業料） 

入学検定料及
び入学料 

2 人 
授業料 

3 人 
建築確認申請等
手数料の免除 建築指導課 建築確認申請等に係る手数料、台帳記載事

項証明書等に係る手数料を免除するもの 239 件 

 
９ 相談 

支援制度 担当課 概要 実績 

ペットに関する
相談 生活衛生課 

被災者が飼っている犬の鑑札・注射済票の
再交付について、手数料を全額免除とする
ほか、一時預かり等のペットに関する相談
を受け付けるもの 

鑑札再交付 
33 件 

済票再交付 
19 件 

相談随時 

多言語での情報
提供や相談 国際課 多言語での情報提供や相談が必要な方の連

絡窓口を設けるもの 

情報提供 
7 回 

相談 
2 件（5 回） 

建築士による建
築相談 建築指導課 

水害被災住宅の修理や再建について、専門
家である建築士が、技術的な面から相談を
受け付けるもの 

247 件 

 
 

14 追悼式 

市では、未曾有の災害によりお亡くなりになられた方々を追悼するとともに、今後の復
興への誓いを新たにするため、「平成 30 年 7 月豪雨災害 倉敷市追悼式」を、真備支所で
挙行した。 
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第５章 被災者支援の取り組み 

[「平成 30 年 7 月豪雨災害の碑」全文] 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 令和２年 「平成 30 年 7 月豪雨災害 倉敷市追悼式」 

災害から 2 年となる令和 2 年 7 月 6 日に、ご遺
族の皆様や住民代表、国・県・市の関係者などによ
る「平成 30 年 7 月豪雨災害 倉敷市追悼式」を真
備支所 101 会議室で行った。新型コロナウイルス
感染症対策のため、規模を縮小して行い、ご遺族や
住民代表など 51 人が参列した。 

開式後、お亡くなりになられた方々のお名前が読み上げられ、
全員で黙とうをささげた。伊東市長が式辞を述べた後、ご遺族代表
として須増藍加さん、住民代表として
真備地区まちづくり推進協議会連絡会
会長の中尾研一さんがそれぞれの言葉
を述べられた。市議会を代表して斎藤
武次郎市議会議長が、県を代表して伊
原木隆太県知事が、それぞれ追悼の言
葉を述べた。 

また、追悼式に先立
って加藤勝信厚生労
働大臣が会場にて、記帳・献花をされた。 
式典後、７月６日・７日の２日間に、約 500 人

の市民の皆様が会場を訪れ、追悼の記帳・献花を
行った。 
 

ご遺族代表挨拶 

 

住民代表挨拶 

献花する加藤勝信厚生労働大臣 

黙とうをささげる参列者の皆様 
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第６章 全国からの支援 

1 ボランティア 

2 他自治体からの災害派遣 

3 日本赤十字社の活動 

4 義援金・支援金 
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第５章 被災者支援の取り組み 

[「平成 30 年 7 月豪雨災害の碑」全文] 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 令和２年 「平成 30 年 7 月豪雨災害 倉敷市追悼式」 

災害から 2 年となる令和 2 年 7 月 6 日に、ご遺
族の皆様や住民代表、国・県・市の関係者などによ
る「平成 30 年 7 月豪雨災害 倉敷市追悼式」を真
備支所 101 会議室で行った。新型コロナウイルス
感染症対策のため、規模を縮小して行い、ご遺族や
住民代表など 51 人が参列した。 

開式後、お亡くなりになられた方々のお名前が読み上げられ、
全員で黙とうをささげた。伊東市長が式辞を述べた後、ご遺族代表
として須増藍加さん、住民代表として
真備地区まちづくり推進協議会連絡会
会長の中尾研一さんがそれぞれの言葉
を述べられた。市議会を代表して斎藤
武次郎市議会議長が、県を代表して伊
原木隆太県知事が、それぞれ追悼の言
葉を述べた。 

また、追悼式に先立
って加藤勝信厚生労
働大臣が会場にて、記帳・献花をされた。 
式典後、７月６日・７日の２日間に、約 500 人

の市民の皆様が会場を訪れ、追悼の記帳・献花を
行った。 
 

ご遺族代表挨拶 

 

住民代表挨拶 

献花する加藤勝信厚生労働大臣 

黙とうをささげる参列者の皆様 
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第６章 全国からの支援 

 第６章 全国からの支援 
  

 
１ ボランティア 

発災後まもなく、膨大な量の災害廃棄物の片付け、泥出しなど被災住民からの支援の要
請が相次いだほか、全国からのボランティア支援の申し出が数多く寄せられた。これらの
声に応えるため、7月 11日に市は、災害時におけるボランティア活動等に関する協定に
基づき、倉敷市社会福祉協議会に委託を行い、中国職業能力開発大学校内（倉敷市玉島長
尾）に「倉敷市災害ボランティアセンター」を設置した。 
災害ボランティアセンターの立ち上げに際しては、災害ボランティア活動支援プロジ
ェクト会議（支援 P）、ピースボート災害支援センター、岡山NPOセンターなど様々な
外部団体によるサポートを受けた。また、災害ボランティアセンターと市の各担当部署が
密接に連絡調整し連携が図れるよう、初期の段階から市職員をリエゾンとして派遣した。 
災害ボランティアセンターは、倉敷市社会福祉協議会が中心となって運営を行ったが、

1 日最大 2,000 人超の全国からのボランティアを受け入れる巨大なセンターの運営を倉
敷市社会福祉協議会のスタッフだけで担うことは現実的には不可能であり、災害ボラン
ティアセンター運営は、岡山県社会福祉協議会、県内外の社会福祉協議会、民間ボランテ
ィア団体、NPO、岡山県警察など様々な関係機関の多くの支援者により支えられた。 
また、地区社協、民生委員、愛育委員、企業、地元住民の方々をはじめとする多くの方々
が、ボランティアの受け付け、駐車場の整理、電話対応、ボランティアの送り出し、資材
の洗浄作業など、様々なボランティア支援の業務に連日従事してくださった。 
さらに多くの企業・団体等の皆さまが、直接、現地に入りボランティアとして、活動してい

ただいた。 

 
 
 
 
 
 
 
 

全国から駆け付けてくださったボランティアの皆さま（倉敷市災害ボランティアセンター） 

倉敷市災害ボランティアセンターの運営に取り組む地元のボランティアや民生委員等の方々 
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第６章 全国からの支援

１ 災害ボランティアセンター 
⑴本部：中国職業能力開発大学校 

  ①運営期間 平成 30年 7月 11日～10月 24日 
②開設直後の動き 

   7月 11日     倉敷市災害ボランティアセンター開設 
   7月 11日～13日 市内に限定しボランティアを受け付け 
   7月 14日～    市内外を問わずボランティアを受け付け 
③運営形態 玉島 IC から車で 2 分、JR 新倉敷駅からシャトルバスで 5 分という交通
アクセスの良い本部でボランティアを受け付け、渋滞を緩和するため、真備地区内
に設置した箭田サテライト（真備支所）と薗・川辺サテライト（株式会社仁科百貨
店敷地内）にシャトルバスでボランティアを移送した。ボランティア数が増加する
土日及び祝日については、自家用車で訪れるボランティアに対応するため玉島ハ
ーバーアイランドに駐車場を設置し、真備地区内のサテライトまでシャトルバス
を運行した。 
真備地区内にはボランティアの活動状況に合わせ、より被災住民に近い拠点と

して、ミニサテライト（※）を順次開設した。 
（※）新田サテライト、神社サテライト、岡田サテライト、下有井サテライト、下二万

サテライト、あさひ町サテライト、宮田橋サテライト、呉妹サテライト、服部サ
テライトなど 

 
 
 
 

シャトルバスに乗り込むボランティア オリエンテーションを受けるボランティア 

作業内容の説明をする NPO応援スタッフ 炊き出しのボランティア 
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第６章 全国からの支援 

⑵本部：真備健康福祉館（まびいきいきプラザ）多目的広場 
①運営期間 10 月 25日～平成 31 年 3月 31 日 

②運営形態 より近くで、より丁寧に寄り添ったボランテ
ィア活動を行うため、まびいきいきプラザ多目的広場
にプレハブを建設し、活動拠点を移した。真備地区内
に拠点を移したことで、サテライト・ミニサテライト
は廃止した。 

⑶本部：旧真備保健福祉会館内 
①運営期間 平成 31 年 4月 1日～令和 2年 3月 31 日 
②運営形態 被災住民のニーズが災害廃棄物の片付けや

家屋の清掃から、復興に向けた段階に移ってきたこ
とを受け、「まび復興支援ボランティアセンター」に
名称を改め、旧真備保健福祉会館
内（倉敷市社会福祉協議会真備事
務所）に活動拠点を移し、7 月末
まで土・日曜日限定で、8 月から
はボランティア登録制によって、
ボランティア活動を継続した。 

 
２ ボランティア活動実績 
⑴ボランティア活動者数：延べ76,495人（令和2年3月末現在） 
平成30年度 

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

17,287 24,958 10,585 5,766 4,640 3,226 2,480 2,257 1,866 

 
平成31年度（令和元年度） 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11 月 12月 1月 2月 3月 

828 769 702 297 552 128 2 27 50 16 42 17 
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災害ボランティアセンター本部：まびいきいきプラザ 

被災家屋へ向かうボランティア 

（真備町箭田） 

被災直後から 9 月末までのボランティア活動者数の推移 

※7 月 28～30 日、8 月 23・24 日、9 月 4・5・8～10・29・30 日は台風接近のため、受付休止 
8 月 13～15 日はお盆期間のため受付休止（グラフには NPO 団体が受け付けた活動者数を記載） 
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第６章 全国からの支援

⑵ボランティアセンター対応件数：延べ6,302件（令和2年3月末現在） 
[ボランティアの様子] 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
  

天井・壁剥がし 床板剥がし 

技術系ボランティア 
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⑵本部：真備健康福祉館（まびいきいきプラザ）多目的広場 
①運営期間 10 月 25日～平成 31 年 3月 31 日 

②運営形態 より近くで、より丁寧に寄り添ったボランテ
ィア活動を行うため、まびいきいきプラザ多目的広場
にプレハブを建設し、活動拠点を移した。真備地区内
に拠点を移したことで、サテライト・ミニサテライト
は廃止した。 

⑶本部：旧真備保健福祉会館内 
①運営期間 平成 31 年 4月 1日～令和 2年 3月 31 日 
②運営形態 被災住民のニーズが災害廃棄物の片付けや

家屋の清掃から、復興に向けた段階に移ってきたこ
とを受け、「まび復興支援ボランティアセンター」に
名称を改め、旧真備保健福祉会館
内（倉敷市社会福祉協議会真備事
務所）に活動拠点を移し、7 月末
まで土・日曜日限定で、8 月から
はボランティア登録制によって、
ボランティア活動を継続した。 

 
２ ボランティア活動実績 
⑴ボランティア活動者数：延べ76,495人（令和2年3月末現在） 
平成30年度 

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

17,287 24,958 10,585 5,766 4,640 3,226 2,480 2,257 1,866 

 
平成31年度（令和元年度） 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11 月 12月 1月 2月 3月 

828 769 702 297 552 128 2 27 50 16 42 17 

 

210

301
427

1459

2324

1460

561

816
753

644

1591
1721

667

862

843

826

836

0 0 0

986

642

921

829

1449

1358

659

932

1240

1168

1331

1513
1479

12

9
40

866
947

1216

1013

543

693
685

0 0

1070
947

576
700

815
730

575

517
838

443

0 0

347
430

0 0 0

500

437

495

276

602
775

532
382

498

225
410

556
666

490

184

337

288
357

0 0
0

500

1000

1500

2000

2500

災害ボランティアセンター本部：まびいきいきプラザ 

被災家屋へ向かうボランティア 

（真備町箭田） 

被災直後から 9 月末までのボランティア活動者数の推移 

※7 月 28～30 日、8 月 23・24 日、9 月 4・5・8～10・29・30 日は台風接近のため、受付休止 
8 月 13～15 日はお盆期間のため受付休止（グラフには NPO 団体が受け付けた活動者数を記載） 

第  

六  

章

  

第６章 全国からの支援 



 

204 
 

第６章 全国からの支援 

３ 災害ボランティアセンター、ボランティアへの支援 
災害ボランティアセンターに対して
は、国による本部（中国職業能力開発
大学校体育館）へのエアコン設置をは
じめ、全国の支援団体、企業、個人か
ら、車両、資機材等のボランティア活
動に必要な物資が数多く寄せられた。 
また、スマートサプライ（※）の仕
組みを活用し、必要な資機材を全国か
ら寄付していただいた。災害ボラン
ティアセンター運営に必要な資金に
ついては、全国から多くの支援金（2,097万884円）が寄せられた。 
全国から訪れるボランティアに対しては、地元の宿泊施設・入浴施設・スーパー・飲
食店等で料金の割引等が行われたほか、本部やサテライトにおける炊き出しが行われる
など、様々な温かい支援をいただいた。 
※スマートサプライ：被災自治体等は必要とする物資をインターネット通販に登録。イン

ターネット通販事業者は支援者から集まった寄付で登録された物資
を購入し、被災地を支援する仕組み。 

 
４ 災害ボランティアセンターの経過 

時期 主な内容 
平成 30年 
7月７日 

倉敷市から倉敷市社会福祉協議会に対し「災害時におけるボランティア活動
等に関する協定書」に基づく災害ボランティアセンターの設置を要請 

7月 9日 災害ボランティア活動支援プロジェクト会議（支援 P）、ピースボート災害支
援センター等の全国団体との情報共有・意見交換 

7月 10日 本部を中国職業能力開発大学校（ポリテクカレッジ）に決定 
開設準備スタート 

7月 11日～ 

倉敷市災害ボランティアセンター開設 
市内のボランティアの受け入れ開始 
活動内容：家屋内の災害廃棄物の搬出や土砂撤去のみ 
シャトルバスの運行開始（本部とサテライト間） 

7月 14日～ 

全国からのボランティアの受け入れ開始 
シャトルバスの運行拡充（土日及び祝日は、玉島ハーバーアイランドからもシ
ャトルバスを運行） 
水島地区サテライト広江設置（～8月 2日閉所） 

7月 20日 真備美しい森にボランティアの宿泊所となるボランティアビレッジを設置 

7月下旬～ 

真備地区内に順次サテライトを設置 
各サテライトで技術系ボランティア団体と連携 
ボランティアのWeb受付を開始 
技術系ボランティアの協力により技術講座を開催 

8月上旬 

真備地区（6地区）に生活支援コーディネーターを各 1名配置 
物資等の提供や炊き出し等の支援の申出の調整を行う被災者生活支援班
（SEEDS班）を設置 
ボランティアニーズのデータ化 

箭田サテライト（真備支所）の活動用資機材 
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第６章 全国からの支援

時期 主な内容 

8月中旬 

活動内容：床剥がし、壁落とし、天井落とし等の活動を実施 
※専門技術を持つボランティアや経験のあるボランティアを募集開始 
支援者同士の情報共有を図るため災害支援ネットワークおかやま＠くらしき
情報共有会議を開催 

10月 1日 被災者の見守りや相談支援を行う倉敷市真備支え合いセンターを開設 

10月 25日～ 
本部をまびいきいきプラザ多目的広場に移転 
「より身近で、より丁寧に、寄り添う」をテーマに活動を再開 
各サテライトは廃止し、本部 1か所での運営に変更 

11月～ 被災地域の家屋訪問（ローラー作戦）により、被災者のボランティアニーズを
調査【延べ約 4,700棟を訪問】 

平成 31年 
2月 12日～ 活動日を毎週木～月曜日に変更する 

4月 1日 

「倉敷市災害ボランティアセンター」を「まび復興支援ボランティアセンタ
ー」に改名し、旧真備保健福祉会館内に拠点を移転 
支援活動を原則土・日に 
被災者を対象とした DIY等の講座等の開催 

11月下旬 被災者のボランティアニーズの再調査を実施 
令和 2年 
3月 31日 まび復興支援ボランティアセンターを閉鎖 

 
５ その他 

災害ボランティアセンターでは、被災家屋の
片付け等に関することだけでなく、物資の提
供、避難所での炊き出し、散髪、マッサージ、
子どもの見守りなど様々なボランティア支援の
申し出があった。これらの支援の申し出は、リ
エゾンとして運営に入った市職員が各避難所や
災害対策本部と連絡調整するなど対応し、支援
が必要な被災者とマッチングした。 
また、NPO等が中心となって、医療・福祉・教育・避難所運営・物資・炊き出し等
の情報を集約し、支援団体間で情報を共有するための情報共有会議を毎週開催したほ
か、災害ボランティアセンター内に、支援を必要とする被災者のニーズと全国からの支
援の申し出をマッチングする窓口（被災者生活支援班）を設置し、直接、現地に足を運
んでボランティアのニーズ調査を行うなど、積極的に被災者支援に取り組んだ。 
[支援の申し出（物資、炊き出し等）相談・受付及びコーディネート件数] 
内容 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

支援の申し出・
相談・受付件数 70 144 112 77 44 41 42 23 16 569 

コーディネー
ト件数 35 87 75 44 23 32 17 27 16 356 

※災害ボランティアセンター被災者生活支援班対応分（平成30年度） 

 

服部サテライト付近に作られたボード 
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全国から訪れるボランティアに対しては、地元の宿泊施設・入浴施設・スーパー・飲
食店等で料金の割引等が行われたほか、本部やサテライトにおける炊き出しが行われる
など、様々な温かい支援をいただいた。 
※スマートサプライ：被災自治体等は必要とする物資をインターネット通販に登録。イン

ターネット通販事業者は支援者から集まった寄付で登録された物資
を購入し、被災地を支援する仕組み。 

 
４ 災害ボランティアセンターの経過 

時期 主な内容 
平成 30年 
7月７日 

倉敷市から倉敷市社会福祉協議会に対し「災害時におけるボランティア活動
等に関する協定書」に基づく災害ボランティアセンターの設置を要請 

7月 9日 災害ボランティア活動支援プロジェクト会議（支援 P）、ピースボート災害支
援センター等の全国団体との情報共有・意見交換 

7月 10日 本部を中国職業能力開発大学校（ポリテクカレッジ）に決定 
開設準備スタート 

7月 11日～ 

倉敷市災害ボランティアセンター開設 
市内のボランティアの受け入れ開始 
活動内容：家屋内の災害廃棄物の搬出や土砂撤去のみ 
シャトルバスの運行開始（本部とサテライト間） 

7月 14日～ 

全国からのボランティアの受け入れ開始 
シャトルバスの運行拡充（土日及び祝日は、玉島ハーバーアイランドからもシ
ャトルバスを運行） 
水島地区サテライト広江設置（～8月 2日閉所） 

7月 20日 真備美しい森にボランティアの宿泊所となるボランティアビレッジを設置 

7月下旬～ 

真備地区内に順次サテライトを設置 
各サテライトで技術系ボランティア団体と連携 
ボランティアのWeb受付を開始 
技術系ボランティアの協力により技術講座を開催 

8月上旬 

真備地区（6地区）に生活支援コーディネーターを各 1名配置 
物資等の提供や炊き出し等の支援の申出の調整を行う被災者生活支援班
（SEEDS班）を設置 
ボランティアニーズのデータ化 

箭田サテライト（真備支所）の活動用資機材 
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第６章 全国からの支援 

２ 他自治体からの災害派遣 

本市が経験したことのない大規模な災害であったため、他自治体からも支援をいただ
きながら、復旧・復興業務に全力を挙げて取り組んできた。 
発災直後については、各種協定に基づくもののほか、これまでの倉敷市との関係に基づ
く自主的な申し出もあり、全国から非常に多くの短期応援職員を派遣いただき、り災証明
に関する事務や避難所・ボランティアセンターの運営など激増する災害対応業務に従事
していただいた。 

10月以降は、全国市長会を通じて、3か月～1年半の中長期にわたり勤務する職員を派
遣いただき、復旧・復興の重点課題に取り組んでいただいている。 

 
１ 短期応援職員派遣（平成 30年 7月から 10月）  

[支援内容別派遣人数] 
 支援内容 自治体数 延べ人員数 

1 避難所運営（運営支援） 141都県市区町村 8,883人 
2 避難所運営（健康管理） 24県市町 2,646人 
3 支援物資の拠点運営 14県市町 744人 
4 り災証明事務等 75都県市町区 915人 
5 みなし仮設住宅申請受付 6県市 308人 
6 応急仮設住宅の建設支援 1市 30人 
7 被災者支援金業務等 5都県市 272人 
8 被災者支援システム 1市 1人 
9 土木・農林施設等災害復旧業務 5県市町 111人 

10 ため池緊急点検 1県 14人 
11 災害廃棄物処理等 26県市町 4,879人 
12 生活支援業務（給水） 27府県市町・用水供給企業団 757人 
13 生活支援業務（入浴） 1市 34人 
14 税減免等業務 1町 44人 
15 保健所運営支援 4府県 223人 
16 ボランティアセンター運営支援 3市 139人 
17 教育支援 1県 158人 
18 動物管理 1県 13人 
19 広報活動 4県市 128人 
20 消防 22都県市・消防本部 2,112人 
21 災害対策本部支援（運営支援） 4市 60人 
22 災害対策本部支援（連絡） 4市 126人 
23 情報連絡派遣 4都県市 235人 
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締結した協定ごと、所属する協会ごとの支援自治体（地方公共団体コード順） 
総務省の被災市区町村応援職員確保調整本部の対口支援 
埼玉県、東京都、新潟県、美里町、さいたま市、川越市、熊谷市、行田市、秩父市、所沢市、
飯能市、加須市、本庄市、東松山市、春日部市、狭山市、羽生市、鴻巣市、深谷市、草加市、
越谷市、蕨市、戸田市、入間市、朝霞市、和光市、桶川市、八潮市、富士見市、幸手市、日高
市、吉川市、伊奈町、三芳町、毛呂山町、川島町、吉見町、上里町、千代田区、中央区、港区、
新宿区、文京区、台東区、墨田区、江東区、品川区、目黒区、大田区、世田谷区、渋谷区、中
野区、杉並区、豊島区、北区、荒川区、板橋区、練馬区、足立区、葛飾区、江戸川区、八王子
市、青梅市、調布市、町田市、小金井市、小平市、日野市、東村山市、福生市、狛江市、清瀬
市、東久留米市、羽村市、あきる野市、西東京市、奥多摩町、大島町、八丈町、新潟市、三条
市、柏崎市、新発田市、小千谷市、十日町市、見附市、村上市、燕市、糸魚川市、五泉市、上
越市、魚沼市、胎内市、阿賀町、福岡市、熊本市、 
災害時健康危機管理支援チーム 
福島県、埼玉県、山梨県、愛知県、三重県、滋賀県、大阪府、奈良県、和歌山県、鳥取県、徳
島県、香川県、高知県、福岡県、長崎県、熊本県、南部町、川越市、神戸市、姫路市、鳥取市、
米子市、倉吉市、高知市 
全国都市清掃会議による災害廃棄物処理支援 
横浜市、藤沢市、茅ケ崎市、厚木市、海老名市、新潟市、京都市、大阪市、堺市、交野市、高
松市、北九州市、鹿児島市 
国土交通省による応急仮設住宅の建設支援 
神戸市 
国土交通省によるため池緊急点検 
埼玉県 
中核市災害相互応援協定 
函館市、旭川市、青森市、八戸市、盛岡市、秋田市、福島市、郡山市、いわき市、宇都宮市、
前橋市、高崎市、川越市、川口市、越谷市、船橋市、柏市、八王子市、横須賀市、富山市、金
沢市、長野市、岐阜市、豊橋市、岡崎市、豊田市、大津市、高槻市、枚方市、八尾市、東大阪
市、姫路市、尼崎市、明石市、西宮市、奈良市、和歌山市、鳥取市、松江市、下関市、高松市、
高知市、長崎市、佐世保市、大分市、宮崎市、鹿児島市、那覇市 
岡山県及び県内各市町村の災害時応援協定 
岡山県、岡山市、津山市、玉野市、笠岡市、総社市、高梁市、新見市、備前市、瀬戸内市、赤
磐市、真庭市、美作市、浅口市、和気町、早島町、里庄町、勝央町、久米南町、美咲町、吉備
中央町 
大規模災害時の相互応援に関する協定 
桐生市、鳴門市、丸亀市 

活動する応援職員（左から、本庁舎、薗小学校、岡田小学校） 
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遣いただき、復旧・復興の重点課題に取り組んでいただいている。 

 
１ 短期応援職員派遣（平成 30年 7月から 10月）  

[支援内容別派遣人数] 
 支援内容 自治体数 延べ人員数 

1 避難所運営（運営支援） 141都県市区町村 8,883人 
2 避難所運営（健康管理） 24県市町 2,646人 
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4 り災証明事務等 75都県市町区 915人 
5 みなし仮設住宅申請受付 6県市 308人 
6 応急仮設住宅の建設支援 1市 30人 
7 被災者支援金業務等 5都県市 272人 
8 被災者支援システム 1市 1人 
9 土木・農林施設等災害復旧業務 5県市町 111人 

10 ため池緊急点検 1県 14人 
11 災害廃棄物処理等 26県市町 4,879人 
12 生活支援業務（給水） 27府県市町・用水供給企業団 757人 
13 生活支援業務（入浴） 1市 34人 
14 税減免等業務 1町 44人 
15 保健所運営支援 4府県 223人 
16 ボランティアセンター運営支援 3市 139人 
17 教育支援 1県 158人 
18 動物管理 1県 13人 
19 広報活動 4県市 128人 
20 消防 22都県市・消防本部 2,112人 
21 災害対策本部支援（運営支援） 4市 60人 
22 災害対策本部支援（連絡） 4市 126人 
23 情報連絡派遣 4都県市 235人 
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第６章 全国からの支援 

緊急消防援助隊 
東京都、愛知県、滋賀県、奈良県、鳥取県、熊本県、大分県、岡山市 
岡山県下消防相互応援協定 
岡山市、玉野市、総社市、高梁市、新見市、瀬戸内市、赤磐市、真庭市、美作市、津山圏域消
防組合消防本部、笠岡地区消防組合消防本部、井原地区消防組合消防本部、東備消防組合消防
本部 
日本水道協会 
東京都、滋賀県、奈良県、京都府、大津市、京都市、大阪市、堺市、豊中市、吹田市、神戸市、
姫路市、尼崎市、奈良市、生駒市、和歌山市、日高川町、岡山市、津山市、玉野市、笠岡市、
総社市、瀬戸内市、赤磐市、美作市、宇部市、萩市、柳井市、山陽小野田市、大阪広域水道企
業団、岡山県南部水道企業団、備南水道企業団 
関西広域連合 
兵庫県、鳥取県、神戸市、姫路市、明石市、西宮市、洲本市、芦屋市、相生市、加古川市、赤
穂市、三木市、高砂市、三田市、加西市、篠山市、南あわじ市、たつの市、佐用町、鳥取市、
米子市、倉吉市、境港市、湯梨浜町、琴浦町、北栄町、伯耆町 
独自支援 
塩竃市、松島町、南相馬市、小山市、川越市、新発田市、福岡市、武雄市 

 
２ 中長期応援職員派遣 

防災推進課、危機管理課、災害復興推進室、災害廃棄物対策室、被災者住宅支援室、
資産税課、耕地水路課、公共建築課、公共設備課、教育施設課、学事課に配属され、中
長期にわたって、復旧・復興に
関わる業務に従事していただ
いている。 

 
 

 
 

年 度 派遣自治体数 派遣人数 

平成 30年度 20団体 延べ 26人 

令和元年度 19団体 延べ 23人 

令和 2年度 5団体 延べ 6人 

岡山県、青森市、塩竈市、郡山市、所沢市、越谷市、千葉市、船橋市、岡谷市、豊橋市、一宮
市、豊田市、神戸市、西宮市、三木市、加西市、加東市、松江市、宇部市、高松市、福岡市、
久留米市、佐世保市、宮崎市、延岡市、鹿児島市 

日本水道協会の応援 避難所での全体ミーティング（岡田小学校） 

第  

六  

章

  

第６章 全国からの支援 



 

209 
 

第６章 全国からの支援

３ 物的支援 
発災直後、市長から直接の支援要請を行い、全国市長会や中核市市長会をはじめ、全国
の自治体から、飲料水、非常食、毛布、衣類、タオル、衛生用品、携帯トイレなど緊急に
必要な生活用品や、軍手、タオル、スコップ、土のう袋、ブルーシートなど被災家屋の復
旧・清掃作業に必要な用品を提供いただいた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 日本赤十字社の活動 

 

青森県、東京都、愛知県、岡山県、大船渡市、福島市、相馬市、南相馬市、大玉村、境町、
狭山市、浦安市、三鷹市、飯田市、静岡市、浜松市、島田市、富士市、豊橋市、豊田市、
湖南市、吹田市、高槻市、泉佐野市、神戸市、姫路市、尼崎市、海南市、有田市、田辺市、
新宮市、紀の川市、三朝町、安来市、総社市、浅口市、徳島市、鳴門市、丸亀市、日田市、
指宿市、霧島市、湧水町 

日 主な活動 

6日 豪雨に備え警戒体制 
倉敷市へ救援物資搬送開始 

7日 

日本赤十字社岡山県支部災害対策本部設置 
倉敷市保健所へ被災地の保健医療の状況を照会し、派遣要請あり 
倉敷市保健所へ先遣隊を派遣 
保健所長・保健師と打ち合わせ、避難所（岡田小学校・薗小学校）で保健医療調査
開始 

8日 

二万小学校避難所で保健医療調査開始 
岡田小学校避難所活動開始 
医療救護班・DMAT派遣開始 
日本赤十字社災害医療コーディネートチーム活動開始 

9日 
コーディネートチーム・県・医療保健関連機関との活動連携強化 
倉敷市保健所で設置された「倉敷地域災害保健復興連絡会議（KuraDRO）」の第 1
回会議 

10日 県外支援医療救護班の活動本格化 
義援金の受付開始 

発災直後の 7月 8日、全国市長会、中核市市長会からの支援物資が続々と到着 
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緊急消防援助隊 
東京都、愛知県、滋賀県、奈良県、鳥取県、熊本県、大分県、岡山市 
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平成 30年度 20団体 延べ 26人 

令和元年度 19団体 延べ 23人 

令和 2年度 5団体 延べ 6人 

岡山県、青森市、塩竈市、郡山市、所沢市、越谷市、千葉市、船橋市、岡谷市、豊橋市、一宮
市、豊田市、神戸市、西宮市、三木市、加西市、加東市、松江市、宇部市、高松市、福岡市、
久留米市、佐世保市、宮崎市、延岡市、鹿児島市 

日本水道協会の応援 避難所での全体ミーティング（岡田小学校） 
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第６章 全国からの支援 

１ 医療救護班の活動 
医療救護班を倉敷市真備地区へ派遣、避難所に開設した救護所で診療、避難所の巡回。
かかりつけの病院・診療所への受診ができるまで医療班が対応していただいた。 

２ 救援物資の提供 
  真備地区では避難所から仮設住宅への入居時期に合わせ、毛布や新たに調達した「タオ
ルセット」を被災者に提供していただいた。 
[救援物資]  
毛布 
（枚） 

タオルセ
ット 

緊急セット 安眠セット ミスト扇風
機（台） 

発動発電
機（台） 

コードリー
ル（台） 

6,540 3,500 54 204 ７ 10 10 
 

３ 活動体制 
医療救護班              35個班 297人 

   日赤災害医療コーディネートチーム   7チーム 23人 
こころのケア             ケア班 5班 17人 調整班 4班 7人 
倉敷市ボランティアセンターにてボランティアセンター運営支援 延べ 514人 

救護班出発式 赤十字社のほか被災地に駆けつけた多くの医療チーム 

活動の調整本部が設置された倉敷市保健所に入る救護班 
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第６章 全国からの支援

４ 義援金・支援金 

１ 義援金 
 被災された方々を支援するため、倉敷市に直接寄せられた義援金をはじめ、日本赤十
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円 
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合  計 15億 268万 9,987円 10億 3,363万 9,367
円 

153万 7,000円 
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 第７章 復興に向けて 
  

 
１ 復興に向けた市組織体制 

１ 災害復興のための 7 推進室の設置 
倉敷市の各部局が一体となって迅速かつ強力に復興を進めていくため、9月3日に倉敷

市災害復興本部を設置し、あわせて、8月4日に先行して設置していた被災者生活支援室
に続いて、復興業務を専門に担う行政組織として、新たに災害復興推進室、災害廃棄物
対策室、被災者見守り支援室、被災者住宅支援室、被災中小企業支援室及び被災農業者
支援室を設置した。 

 
 
２ 真備地区復興計画 

１ 計画策定の趣旨 
平成 30 年 7 月豪雨により甚大な被害が生じた真備地区において、被災された住民が一

日も早く落ち着いた生活を取り戻し、真備地区外で仮住まいをされている方々も真備に
戻り、安心して暮らしていけるよう、将来に渡って安全・安心なまちづくりを進める必要
がある。また、豊かな自然と歴史･文化に包まれた真備として再生・発展していくために
は、住民と行政等が協働して復旧・復興に向けて取り組んでいくことが必要である。 
このため、まずは復興に向けた基本理念や基本方針などを定めた真備地区復興ビジョ

ンを平成 30 年 12 月に策定し、その後、今後取り組むべき主要な施策を体系的にまと
め、具体的な取り組みや事業期間を示し、復興への道筋となる真備地区復興計画を平成
31 年 3 月に策定した。 
計画期間は、令和元年度を初年度として令和 5 年度までのおおむね 5 年間とした。 
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第７章 復興に向けて 

 

 
 

 
 

２ 計画策定までの経過 
本計画策定に当たり、真備地区住民の意見を伺い、本計画の検討に反映させるため、真

備地区復興懇談会及び真備地区復興ビジョン説明会を開催した。真備地区復興懇談会に
は、全て市長が出席して、現在の復旧状況を説明し、住民と意見交換を行った。 

  また、住民自治組織の代表である 7 地区のまちづくり推進協議会、高齢者・障がい者・
福祉・農業・商工業などの公共的団体の代表や学識経験者などで構成する真備地区復興計
画策定委員会を設置し、復興計画策定に関する事項について検討を行った。 

さらに、真備地区復興計画（素案）に対するパブリックコメントを実施するなど、住民
等の意見を踏まえて計画策定を進めた。 

  

⚫ 今回の平成３０年７月豪雨災害を経験した真備だからこそ、住民一人ひとりの防
災意識が高く、みんなで安心して暮らせる災害に強いまちをつくる。 

⚫ 人々の支え合いと協働により、これまでのきずなをより深め、また新たな交流を
育むことで、笑顔あふれる元気なまちをつくる。 

⚫ 真備の地域資源・産業を育み活かすことで、真備の魅力をさらに伸ばし、未来へ
つながる活力あるまちをつくる。 

豊かな自然と歴史・文化を未来へつなぐ真備

～安心・きずな・育みのまち～

基本理念  

基本方針  
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第７章 復興に向けて 

[真備地区復興計画の策定経過] 
時期 事項 内容 等 

11 月 3 日 
4 日 

10 日 

第 1 回 
真備地区復興懇談会 
（参加者 計約 500 人） 

二万地区住民対象 11 月 3 日 13:00～ 
岡田地区住民対象      15:30～ 
呉妹地区住民対象 11 月 4 日 10:00～ 
薗地区住民対象       13:00～ 
箭田地区住民対象      15:30～ 
服部地区住民対象 11 月 10 日 10:00～ 
川辺地区住民対象      13:00～ 
（会場：真備保健福祉会館 3 階大会議室） 

11 月 21 日 第 1 回真備地区 
復興計画策定委員会 

・真備地区の特性・現況について 
・復興懇談会の開催・ご意見について 
・復旧・復興に向けたまちの課題について 
・復興計画策定の目的・構成・スケジュールに
ついて 

12 月 20 日 第 2 回真備地区 
復興計画策定委員会 ・真備地区復興ビジョン（案）について 

平成 31 年 
1 月 14 日 

第 2 回 
真備地区復興懇談会 
（参加者 計約 240 人） 

全地区住民対象  10:00～、14:00～ 
（会場：倉敷市立薗小学校体育館） 

平成 31 年 
1 月 18 日 
    20 日 

真備地区 
復興ビジョン説明会 
（参加者 計約 170 人） 

全地区住民対象  両日とも 13:30～ 
（会場：真備公民館 1 階大集会室） 

平成 31 年 
1 月 30 日 

第 3 回真備地区 
復興計画策定委員会 

・真備地区復興ビジョンの公表後の復興懇談会
の開催状況について 

・真備地区復興計画策定に向けた調査の実施結
果（速報）について 

・真備地区復興計画（素案）について 
平成 31 年 

2 月 8 日 
～3 月 4 日 

パブリックコメント 
（提出者数 433 名） ・真備地区復興計画（素案）について 

平成 31 年 
3 月 18 日 

第 4 回真備地区 
復興計画策定委員会 ・真備地区復興計画（案）について 

第 2回真備地区復興懇談会の様子 

第  

七  

章

  

第７章 復興に向けて 



 

217 
 

第７章 復興に向けて 

[真備地区復興計画策定委員会委員名簿]   （平成 30 年 11 月 21 日現在：敬称略） 

区分 氏名 団体・役職等 

住民自治組織
の代表者 

〇 奥田 隆志 真備地区まちづくり推進協議会 薗地区 会長 
 神崎 均 真備地区まちづくり推進協議会 二万地区 会長 
 横溝 哲 真備地区まちづくり推進協議会 川辺地区 会長 
 黒瀬 正典 真備地区まちづくり推進協議会 岡田地区 会長 
 山口 敦志 真備地区まちづくり推進協議会 箭田地区 会長 
 坂本 博 真備地区まちづくり推進協議会 呉妹地区 会長 
 中尾 研一 真備地区まちづくり推進協議会 服部地区 会長 

公共的団体の
代表者 

 野田 俊明 倉敷市真備地区老人クラブ連合会 会長 
 岩崎 美佳子 倉敷市身体障害者福祉協会連合会 副会長 
 森本 常男 倉敷市社会福祉協議会 評議員 
 浅野 静子 倉敷市民生委員児童委員協議会 監事 
 平子 ユリ子 倉敷市 PTA 連合会 副会長 
 松王 資子 真備地区婦人協議会 会長 
 諏訪 愿一 倉敷市農業委員会 真備地区協議会 会長 
 中山 正明 真備船穂商工会 副会長 
 妹尾 洋子 真備船穂商工会 女性部 部長 
 佐藤 通洋 真備船穂商工会 青年部 部長 

学識経験を有
する者 

● 三村 聡 岡山大学地域総合研究センター センター長 
大学院社会文化科学研究科 教授  加藤 孝明 東京大学生産技術研究所 准教授 

 橋本 成仁 岡山大学大学院環境生命科学研究科 准教授 
●：委員長 ○：副委員長          
 
 
 

 
 
 
 

真備地区復興計画の策定体制 
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第７章 復興に向けて 

３ 真備地区復興計画の改定 
令和元年度には、それまでの復旧状況等を踏まえて、住民の意見を伺うため、令和元

年 10月 26 日、27日に復興懇談会を開催し、11 月 11 日には真備地区復興計画推進委員
会（※）を開催した。その後、真備地区復興計画（改定案）のパブリックコメントを実
施し、令和 2年 3 月に改定した。 

※真備地区復興計画推進委員会設置にあたり、真備地区復興計画策定委員会から次の委員が
新たに就任した。（令和元年 11 月 11 日現在：敬称略） 

 （倉敷市身体障害者福祉協会連合会） 岩崎美佳子 ⇒ 徳田智恵子 
 （倉敷市社会福祉協議会）      森本常男  ⇒ 山下新一郎 
 （倉敷市ＰＴＡ連合会）       平子ユリ子 ⇒ 小倉智美 
 （真備船穂商工会 青年部）     佐藤通洋  ⇒ 中山和幸 
 （倉敷市議会議長）         ［新規］    斎藤武次郎 
 （倉敷市議会副議長）        ［新規］    三村英世 

 
４ 真備地区復興計画の推進 

復興に向けた取り組みを着実に遂行していくため、復興計画に基づく事業の進捗状況
を把握・評価するとともに、復興が早期に進むよう、住民等の意見を反映しながら、毎
年度、取り組みの見直しや、復興の段階に応じた新たな取り組みを実施していくことと
した。 
また、国・県・市が連携し、復興計画に掲げる復旧・復興の取り組みやその進捗状況

等の情報を共有するとともに、地域や住民にわかりやすく提供していくこととする。 
 
 
３ まちを守る治水対策 等 

１ 治水対策の強化 
⑴決壊した堤防の復旧 

平成 30 年 7 月豪雨災害により、真備地区内の高梁川水系小田川及びその支流である
末政川・高馬川・真谷川・大武谷川において、8か所で堤防が決壊、7か所で一部損壊・
損傷となった。決壊箇所の緊急復旧等工事（仮復旧）は、国管理の小田川が 7月 22 日
までに、県管理の末政川・高馬川・真谷川が 8月 3日までに完了し、発災後およそ 4週
間で全て完了した。 

主な改定点 
○高梁川の樹木伐開や河道掘削の場所、堤防強化対策、市管理の大武谷川・背谷川・
内山谷川の堤防かさ上げ、復興防災公園（仮称）や災害公営住宅の整備などを追記 

○「倉敷市災害に強い地域をつくる検討会」で検討を進めている「地区防災計画の作
成支援、防災教育の推進、避難行動要支援者の避難対策の推進」などの取組を追記 
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その後、令和元年 6 月 14 日までに小田川の決壊箇所について復旧工事（本復旧）が
完了し、同年 9 月 6 日までには末政川・高馬川及び真谷川の決壊箇所について、改良
復旧工事（本復旧）が完了した。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

① 

② 

③ 

④ 

提供：国土交通省 提供：国土交通省 

小田川左岸の大型土のうによる仮堤防（3k400） 

緊急復旧工事（仮復旧）風景 

24時間支援による早期復旧のための夜間作業 
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３ 真備地区復興計画の改定 
令和元年度には、それまでの復旧状況等を踏まえて、住民の意見を伺うため、令和元

年 10月 26 日、27日に復興懇談会を開催し、11 月 11 日には真備地区復興計画推進委員
会（※）を開催した。その後、真備地区復興計画（改定案）のパブリックコメントを実
施し、令和 2年 3 月に改定した。 

※真備地区復興計画推進委員会設置にあたり、真備地区復興計画策定委員会から次の委員が
新たに就任した。（令和元年 11 月 11 日現在：敬称略） 

 （倉敷市身体障害者福祉協会連合会） 岩崎美佳子 ⇒ 徳田智恵子 
 （倉敷市社会福祉協議会）      森本常男  ⇒ 山下新一郎 
 （倉敷市ＰＴＡ連合会）       平子ユリ子 ⇒ 小倉智美 
 （真備船穂商工会 青年部）     佐藤通洋  ⇒ 中山和幸 
 （倉敷市議会議長）         ［新規］    斎藤武次郎 
 （倉敷市議会副議長）        ［新規］    三村英世 

 
４ 真備地区復興計画の推進 

復興に向けた取り組みを着実に遂行していくため、復興計画に基づく事業の進捗状況
を把握・評価するとともに、復興が早期に進むよう、住民等の意見を反映しながら、毎
年度、取り組みの見直しや、復興の段階に応じた新たな取り組みを実施していくことと
した。 
また、国・県・市が連携し、復興計画に掲げる復旧・復興の取り組みやその進捗状況

等の情報を共有するとともに、地域や住民にわかりやすく提供していくこととする。 
 
 
３ まちを守る治水対策 等 

１ 治水対策の強化 
⑴決壊した堤防の復旧 

平成 30 年 7 月豪雨災害により、真備地区内の高梁川水系小田川及びその支流である
末政川・高馬川・真谷川・大武谷川において、8か所で堤防が決壊、7か所で一部損壊・
損傷となった。決壊箇所の緊急復旧等工事（仮復旧）は、国管理の小田川が 7月 22 日
までに、県管理の末政川・高馬川・真谷川が 8月 3日までに完了し、発災後およそ 4週
間で全て完了した。 

主な改定点 
○高梁川の樹木伐開や河道掘削の場所、堤防強化対策、市管理の大武谷川・背谷川・
内山谷川の堤防かさ上げ、復興防災公園（仮称）や災害公営住宅の整備などを追記 

○「倉敷市災害に強い地域をつくる検討会」で検討を進めている「地区防災計画の作
成支援、防災教育の推進、避難行動要支援者の避難対策の推進」などの取組を追記 
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決壊箇所ごとの復旧状況 
①小田川 6ｋ400 付近堤防決壊箇所（国管理河川部分） 

   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

撮影日時： 
7月 7日 14 時‐17 時頃 

・盛土による仮堤防（7月15日完了） 
・矢板による締切（7 月 19 日完了） 

令和元年 6 月 14 日に復旧工事（本復旧）が完了 

緊急復旧工事（仮復旧）の様子 

盛土 

鋼矢板 

提供：国土交通省 

提供：国土交通省 
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②小田川 3ｋ400 付近（国管理河川部分）及び高馬川（県管理河川部分） 
 
   
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
小田川決壊箇所：令和元年 6 月 12 日に復旧工事（本復旧）が完了 
高馬川決壊箇所：令和元年 6 月 28 日に改良復旧工事（本復旧）が完了 

提供：国土交通省 

提供：国土交通省 

盛土 

鋼矢板 

  撮影日時： 

7月 8日 14時頃 緊急復旧工事（仮復旧）の様子 

小田川決壊箇所： 

盛土による仮堤防（7月15日完了） 
矢板による締切（7月 21日完了） 

提供：国土交通省 

提供：国土交通省 

提供：国土交通省 高馬川決壊箇所： 

大型土のうによる仮堤防（撮影日：7月 16日） 

提供：岡山県 
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決壊箇所ごとの復旧状況 
①小田川 6ｋ400 付近堤防決壊箇所（国管理河川部分） 

   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

撮影日時： 
7月 7日 14 時‐17 時頃 

・盛土による仮堤防（7月15日完了） 
・矢板による締切（7 月 19 日完了） 

令和元年 6 月 14 日に復旧工事（本復旧）が完了 

緊急復旧工事（仮復旧）の様子 

盛土 

鋼矢板 

提供：国土交通省 

提供：国土交通省 
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③末政川堤防決壊箇所（県管理河川部分）  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

撮影日時： 

7 月 7 日 14 時‐17 時頃 
応急復旧工事（仮復旧）の様子 

令和元年 9 月 6日に改良復旧工事（本復旧）が完了 

提供：岡山県 提供：岡山県

提供：岡山県

 

大型土のうによる仮堤防（撮影日：7 月 26 日) 大型土のうによる仮堤防（撮影日：7 月 16 日) 
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 ④真谷川堤防決壊箇所（県管理河川部分） 
   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

撮影日時： 

7月 7日 14時‐17時頃 

令和元年 6 月 28 日に改良復旧工事（本復旧）が完了 

応急復旧工事（仮復旧）の様子 

提供：岡山県 

提供：岡山県 

提供：岡山県 

大型土のうによる仮堤防 

（撮影日：7月26日） 
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③末政川堤防決壊箇所（県管理河川部分）  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

撮影日時： 

7 月 7 日 14 時‐17 時頃 
応急復旧工事（仮復旧）の様子 

令和元年 9 月 6日に改良復旧工事（本復旧）が完了 

提供：岡山県 提供：岡山県

提供：岡山県

 

大型土のうによる仮堤防（撮影日：7 月 26 日) 大型土のうによる仮堤防（撮影日：7 月 16 日) 
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⑵国・県・市の連携・協力による緊急的な河川改修事業の実施 
真備地区の復興に向けた検討を進めるため、住民から直接意見を伺う真備地区復興

懇談会を開催するとともに、真備地区の住民を対象としたアンケート調査を実施した。 
復興懇談会では、「小田川合流点付替え事業の早期完成」「河川の堤防強化、樹木伐開・

河道掘削」「陸閘、排水機場、樋門等の治水施設等の改善」などの意見があった。 
また、被災から約 5 か月後の平成 30 年 12 月に真備地区の被災世帯を対象に実施し

た調査では、「8 割以上が真備地区で住まいを再建する意向」であること、再建に向け
た課題としては「堤防強化、小田川の付替えなどの進み具合」を挙げた世帯が最も多い
ことなどがわかった。 

 
[住まいの再建に関するアンケート調査（第 1 回目）結果] 

  

n＝3,238 

問）今後居住する予定・もしくは希望する地域・地区 

問）住まいの再建に向けた課題 

n＝3,336 

調査期間：12月 18日～平成 31年 1月 10日  

送付先：り災者全世帯（5,699世帯） 

回答数：3,336 世帯（約 59%） 
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これらの様々な課題に対し、国・県・市が緊急的に実践する「真備緊急治水対策プロ
ジェクト」を平成 31 年 2 月 8 日に公表し、各関係機関の具体的な役割分担や実施時期
を定めた行動計画に基づき、おおむね 5 年間の令和 5 年度までを目標に、下記に示す
事業に取り組むこととした。 
①小田川合流点付替え事業 

小田川治水対策の抜本的な取り組みである、小田川合流点付替え事業を一日も早
く着工、完成してもらうよう、国に対して強く要請を行った結果、国において、小田
川合流点付替え事業を当初計画の 10 年から 5 年間前倒しして実施することが決定さ
れ、令和 5 年度の完成に向けて事業が進んでいる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②小田川、末政川、高馬川、真谷川の堤防強化等 
国が管理する小田川については、国・市が検討を重ね、事業が完了するまでの 5 年

間も、小田川の安全性が高まるように、河道掘削で発生する大量の土砂を有効活用し
て、堤防上部の幅を現在の 5m 程度から、7m 程度へと広げ（すでに拡幅している区
間などを除く）、法面の勾配も緩くして堤防拡幅を行うこととした。これにより、緊
急車両の通行や排水ポンプ車の作業スペース、緊急時の避難路としての機能も確保
できるようになるなど、国と連携して順次、小田川堤防の強化を行うこととなった。 
県が管理する末政川、高馬川、真谷川については、堤防のかさ上げや強化を令和 5

年度までに集中的に実施することとなった。 

工事完了後には、水位

が大幅に低下する 

工事完了後には、 

水位が低下する 

【事業効果】 
○ 洪水時に高梁川の背水影響が軽減され、小田川の水位が大幅に低下する予定。 
⇒小田川沿川（真備地区）の水害リスクが大幅に低減される。 

○ 現合流点と新合流点の間で流量が減少することにより、酒津地点の水位が低下する予定。 
⇒倉敷市街地の水害リスクが低減される。 
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⑵国・県・市の連携・協力による緊急的な河川改修事業の実施 
真備地区の復興に向けた検討を進めるため、住民から直接意見を伺う真備地区復興

懇談会を開催するとともに、真備地区の住民を対象としたアンケート調査を実施した。 
復興懇談会では、「小田川合流点付替え事業の早期完成」「河川の堤防強化、樹木伐開・

河道掘削」「陸閘、排水機場、樋門等の治水施設等の改善」などの意見があった。 
また、被災から約 5 か月後の平成 30 年 12 月に真備地区の被災世帯を対象に実施し

た調査では、「8 割以上が真備地区で住まいを再建する意向」であること、再建に向け
た課題としては「堤防強化、小田川の付替えなどの進み具合」を挙げた世帯が最も多い
ことなどがわかった。 

 
[住まいの再建に関するアンケート調査（第 1 回目）結果] 

  

n＝3,238 

問）今後居住する予定・もしくは希望する地域・地区 

問）住まいの再建に向けた課題 

n＝3,336 

調査期間：12月 18日～平成 31年 1月 10日  

送付先：り災者全世帯（5,699世帯） 

回答数：3,336 世帯（約 59%） 
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③大武谷川・背谷川・内山谷川の土砂撤去及び嵩上げ 
  市が管理する大武谷川・背谷川・内山谷川について、流下能力を高めるため、今回
の災害により小田川合流点から上流の川底に溜まった土砂を撤去した。また、今後、
小田川からの背水影響に対応できる高さまでそれぞれの堤防の嵩上げを行うことと
している。 

④河道掘削、樹木伐採の実施 
 国が管理する高梁川や小田川においては、河道掘削、樹木伐採を行っている。 

 

期  間 平成 30 年度～令和 3年度 

全体掘削量 196,000m3（予定）  

掘 削 し
ボリューム ※令和２年８月末時点

た 

ボリューム 

165,000m3 

※令和２年８月末時

点 
進 捗 率 約 84％ 

浸水区域 

堤防破堤箇所 

小田川堤防拡幅部分 

末政川・高馬川・真谷川・大
武谷川・背谷川・内山谷川 
堤防嵩上げ等部分 

背谷川 ：平成 31 年 1 月完了 

内山谷川：平成 31 年 2 月完了 

大武谷川：令和元年 5 月完了 

[小田川の河道掘削] 
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⑶高梁川流域における河川の安全性の向上 
高梁川についても緊急対策として、河川内の土砂撤去や樹木伐採等を実施するな

ど、高梁川の上流域から下流域までを広く捉えた対策が必要なため、高梁川流域の治
水安全性の向上に向けて、「高梁川水系大規模氾濫時の減災対策協議会」等を活用し
て、下流の河川水位に与える影響を最小化するためのダムの事前放流の実施、多機関
連携型の「高梁川水害タイムライン」の活用など洪水時の対応策を議論した。 

ダムの事前放流については、平成 30 年 7 月豪雨災害を受けて、平成 30 年 12 月に
は、倉敷市、総社市、高梁市、新見市の 4 市長で、上流のダム管理者に対して、大雨が
予想される場合にあらかじめダム水位を下げる事前放流等の実施を強く要請し、令和
元年 8 月から各河川及びダムの管理者、自治体等が連携・協力して運用を開始した。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

⑷治水施設等の改善 
末政川に架かる有井橋の陸閘については、県が実施している末政川の堤防改良復旧

事業の中で、改修後の堤防高さに合わせて有井橋を架け替える工事により廃止される
こととなった。また、国道 486 号の背谷川と内山谷川横断部にある陸閘についても、市
が実施する背谷川と内山谷川の堤防かさ上げ工事に合わせて、県が防水擁壁を施工す
ることで、陸閘が解消されることとなった。 

〇気象予報サービス（39時間先まで）で積算雨
量が 110㎜を超え、かつダムへの流入予測値
が 1,100㎥/s を超えることが 2回観測された
場合、事前放流を開始する。 

〇目標水位に向けて、可能な限りダム水位を低下
させる。 

〇発電所の発電放流（約 400㎥/s）を利用して
事前放流を行う。 

[新成羽川ダム事前放流の概要] 

＜平成３０年７月豪雨時の効果（国土交通省・岡山県による推計）＞ 

  ５ダム（千屋・高瀬川・河本・三室川・新成羽川）の洪水調節機能等により、 

             酒津地点で約 30㎝（水位 11.4m⇒11.1m） 

  加えて、５ダム（千屋・高瀬川・河本・三室川・新成羽川）の事前放流により、 

             更に酒津地点で約 10 ㎝（水位 11.1m⇒11.0m） 

▼ダム位置図 

４市長とダム管理者との意見交換会(12月 14日) 
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③大武谷川・背谷川・内山谷川の土砂撤去及び嵩上げ 
  市が管理する大武谷川・背谷川・内山谷川について、流下能力を高めるため、今回
の災害により小田川合流点から上流の川底に溜まった土砂を撤去した。また、今後、
小田川からの背水影響に対応できる高さまでそれぞれの堤防の嵩上げを行うことと
している。 

④河道掘削、樹木伐採の実施 
 国が管理する高梁川や小田川においては、河道掘削、樹木伐採を行っている。 

 

期  間 平成 30 年度～令和 3年度 

全体掘削量 196,000m3（予定）  

掘 削 し
ボリューム ※令和２年８月末時点

た 

ボリューム 

165,000m3 

※令和２年８月末時

点 
進 捗 率 約 84％ 

浸水区域 

堤防破堤箇所 

小田川堤防拡幅部分 

末政川・高馬川・真谷川・大
武谷川・背谷川・内山谷川 
堤防嵩上げ等部分 

背谷川 ：平成 31 年 1 月完了 

内山谷川：平成 31 年 2 月完了 

大武谷川：令和元年 5 月完了 

[小田川の河道掘削] 
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２ 災害に強いまちづくり 
⑴防災拠点の整備 

市は、国と連携・協力して小田川等の河道掘削土を有効活用し、小田川沿いに災害
時の防災拠点となる復興防災公園（仮称）を整備することとしている。具体的には、
災害時の水防活動に必要な緊急用資材等を備蓄し、救援活動等を迅速に行うととも
に、災害時に指定された避難所に避難することが困難な場合、危険から緊急的に逃れ
るための場所として、車での避難も可能となる浸水時の一時避難場所を確保する。な
お、基本計画の策定に当たっては、住民参加によるワークショップやパブリックコメ
ント、真備地区復興懇談会、真備地区復興計画推進委員会等で寄せられた多くの意
見・提案を踏まえて検討を行った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
場所：小田川の左岸側と高馬川の合流点 

面積：河川敷を含めて約 4.5ha 
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⑵危機管理型水位計や簡易型河川監視カメラの設置 
平成 30 年 7 月豪雨時においては、小田川の水位を確認するには、矢掛にある水位

計でしか確認することが出来なかった。そのため、国・県に対し早期の危機管理型水
位計の設置を強く要請し、各管理河川において危機管理型水位計が 9 か所設置され、
8 月 6 日までに運用を開始した。 

危機管理型水位計で観測した水位は、パソコンやスマートフォン等により、住民自
らも確認できるようになったため、市では、8 月 7 日 10 時をもって避難指示を解除
した。  

その後も台風接近等の際には、危機管理型水位計からの情報により、市は避難情報
の発令判断等に活用するとともに、住民も避難するタイミングを決定する際などに役
立てている。 

また、既存の河川監視カメラ 3 基に加え、令和元年度に簡易型河川監視カメラを国
が 6 基、県が 3 基増設した。 

 
 

 
 

 
 

[ スマートフォンでの水位表示例 ] [ 危機管理型水位計の設置状況 ] 

※危機管理型水位計は、河川の堤防天端（堤防の最上面）から水面までの距離を測定する。 
※水位が上昇して、観測開始水位に達した際に 10 分間隔で水位データを表示する。 

（水位が観測開始水位より低い場合には表示されない。） 
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⑶地域の防災意識と災害対応力の向上 
市が災害後に実施した避難行動等に関するアンケート調査では、平成 30年 7 月豪雨

災害における行政からの避難勧告を聞いたと回答した方が 8 割強に対して、避難せず
に自宅に留まった方が 4割強であった。 
このため、災害時の住民避難について、住民への情報提供や周知の在り方、住民によ

る自主的な避難を促進するための検討を行い、地域における防災力の強化を図るため、
「倉敷市災害に強い地域をつくる検討会」（以下「検討会」）を設置することとし、平成
31 年 3 月 26 日に片田敏孝東京大学大学院特任教授を講師に迎え、市長、副市長、市幹
部職員等で事前検討会を実施した。 

 
[防災まちづくりに向けた避難行動等に関する調査結果] 
   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①倉敷市災害に強い地域をつくる検討会（以下「検討会」）の開催 

[倉敷市災害に強い地域をつくる検討会委員名簿] 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

●：委員長   

氏  名 現職（令和 2 年 8 月末現在） 

● 片田 敏孝 東京大学大学院情報学環 特任教授 
日本災害情報学会 会長、群馬大学 名誉教授 

 磯打 千雅子 香川大学 
IECMS 地域強靱化研究センター 特命准教授  

 大﨑 卓己 倉敷市立長尾小学校長 
（前倉敷市立箭田小学校長） 

 加藤 孝明 東京大学生産技術研究所 教授 
社会科学研究所 特任教授 

 中尾 研一 真備地区まちづくり推進協議会連絡会 会長 

 中桐 泰 倉敷市社会福祉協議会 会長 
（前 倉敷市民生委員児童委員協議会 会長） 

 三村 聡 岡山大学地域総合研究センター長 
真備地区復興計画策定委員会 委員長 

 矢守 克也 京都大学巨大災害研究センター 教授 

問）7 月 6 日から 7 日にかけて、避難勧告
を聞いた人の割合 

n=1,374 n=1,191 

問）平成 30 年 7 月豪雨で自宅以外に避
難した人の割合 

調査期間：12 月 3 日～12 月 22 日 

送付先：発災時に真備在住の世帯から約 2,900 世帯を無作為抽出 

回答数：1,512 世帯（約 53%） 
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    令和元年 9 月に第 1 回検討会を開  
催。委員長に片田敏孝東京大学大学院
特任教授を選出し、住民への情報提供
や周知の在り方、住民による自主的な
避難を促進するための検討を行って
いくことを確認した。 
以降、3 回の検討会を開催し、5 回

目となる、令和 2年 11月の検討会で、
地域と行政が今後目指すべき方針や
地区防災計画策定支援などの行動計画をとりまとめることとしている。 
また、検討会の活動の一環として、令和元年 10月 5日に加藤孝明委員（東京大

学教授）による市職員向けの研修会を実施（幹部職員等約 130 人参加）し、検討会
の意義や方向性についての啓発を行うとともに、令和 2 年 2月 1日に片田委員長を
講師に倉敷市民会館で、市民向けの防災講演会を開催（約 1,800 人参加）し、この
検討会での取り組み内容や地域における住民避難の在り方や、防災活動の活性化な
どについて講演いただくなど、市民の防災意識の高揚に努めた。 

  ②地区防災計画策定支援 
市では、災害などが生じた場合の避

難行動等について自分たちで考え、自
主的な避難を促進するため、地域住民
が主体的に防災計画を策定する「地区
防災計画」の策定支援を行っている。 
この取り組みの第一段階として、内

閣府や国土交通省から講師を派遣し
ていただき、令和元年 8月 3日に自主
防災組織の会長や役員、防災士、そ
の他防災計画に興味のある方等を
対象として、地区防災計画策定キ
ックオフ研修会を実施。令和元年 7
月 31 日、8月 9 日には、防災士等
の方を対象とする、地区防災計画
策定支援者研修会も実施した。 
また、市主催の研修会や市職員が地域に出

向いて行う出前講座等で、自主防災活動の大
切さや地区防災計画策定の重要性を周知する
とともに、自主防災組織や町内会、会社等で
実施される防災ワークショップや防災訓練等
に対して、市職員や防災士、防災の専門家等 地区防災計画策定に向けた 

ワークショップの様子 

地区防災計画キックオフ研修会（水島公民館） 

第 1 回倉敷市災害に強い地域をつくる検討会 
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の派遣や技術支援を行い、積極的に地区防災計画の策定支援を進めている。  
これらの活動を通じて、地域が直面している防災上のリスクを把握し、その対処方

法を自ら考え住民で共有し、行動できる地域づくりに取り組んでいる。 
  ③防災教育の推進 
    倉敷市教育委員会では、令和 2 年

度から市内全ての小学校の第 3 学年
及び第 5 学年の「総合的な学習の時
間」で 3 時間程度の単元構成による
防災学習を実践しており、「自らの
命は自らが守る」意識の徹底と災害
リスクや災害時にとるべき避難行動
の理解の促進に努めている。 

令和 2 年 1 月 28 日には内閣府の支
援を受け、中洲小学校において、倉敷の
豪雨災害の概要やハザードマップを用いた地域学習等の内容
を授業に盛り込んだ第5学年のモデル授業研修会を開催した。
授業では、国が作成している小中学生向けマイ・タイムライン
作成支援ツール「逃げキッド」を使用して、各家庭と学校にお
けるマイ・タイムラインの作成を行うなどの取り組みも行い、
全ての小中学校より教員が参加して、研修を行った。 

令和 2 年 7 月 8 日・10 日には、第二福田小学校で、通学路
における災害リスクについての認識と安
全マップ作りを行う第 3 学年のモデル授業
を実施し、授業の様子を映像で配信した。 

      他の学年についても、「生活」「社会」「理 
科」の授業の中で災害発生によるリスクや
避難行動について、学年に応じて学ぶこととしており、学校教育カリキュラムの中に
防災教育を織り込むように取り
組んでいる。 

また、教職員のマイ・タイム
ラインに対する理解促進のた
め、国土交通省の協力を得て、
教職員向け「マイ・タイムライ
ン制作研修会」を令和 2 年 2 月
14 日に実施した（約 50 人参
加）。 

 
 
 

モ デ ル 授 業 研

修会の様子（中

洲小学校） 

モデル授業の様子（第二福田小学校） 

マイ・タイムライン：河川の氾濫が起きそう

な時に、余裕を持って逃げるために事前

に考えておく、一人ひとりの生活に合っ

た、オリジナルの避難行動計画。 
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⑷倉敷市総合防災情報システムの整備 
災害対策本部機能の強化を目的として、気象観測情報や被災状況、避難所の状況等

の災害関連情報をリアルタイムに収集し、避難情報の発令判断等に活用できる、「倉敷
市総合防災情報システム」の運用を令和 2 年 8 月 1 日に開始した。 

 
システムの運用開始と同

時に、市民がインターネッ
トを通じて様々な情報を収
集できる防災専用サイト
「倉敷防災ポータル」を開
設し、市内の防災に関する
最新情報（気象情報、雨量・
河川の水位情報、避難情報、
避難所開設情報）を発信し
ている。 
また、洪水ハザードマップや避難所の情報、現在地から避難所までの経路案内などが

簡単な操作で確認できるポータルサイトともなっている。 
 
３ 市における災害対応部署の強化 

平成 31 年度より、防災訓練、広報啓発活動、自主防災組織や防災士の活動促進など、
地域の防災力の強化に取り組む防災推進課と、地域防災計画やハザードマップの見直し、
気象台をはじめとする関係機関と連携して危機管理体制を行っていくための危機管理課
の 2 課体制に強化した。 
これに伴い職員数についても正規職員 8 人から 15 人に増強して、災害時には 2 課が一

緒になり、災害対応にあたっていくこととした。 
 
 

総合防災情報システムを活用してのリモート災害対策本部会議（訓練）の様子 

倉敷防災ポータル 
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度から市内全ての小学校の第 3 学年
及び第 5 学年の「総合的な学習の時
間」で 3 時間程度の単元構成による
防災学習を実践しており、「自らの
命は自らが守る」意識の徹底と災害
リスクや災害時にとるべき避難行動
の理解の促進に努めている。 

令和 2 年 1 月 28 日には内閣府の支
援を受け、中洲小学校において、倉敷の
豪雨災害の概要やハザードマップを用いた地域学習等の内容
を授業に盛り込んだ第5学年のモデル授業研修会を開催した。
授業では、国が作成している小中学生向けマイ・タイムライン
作成支援ツール「逃げキッド」を使用して、各家庭と学校にお
けるマイ・タイムラインの作成を行うなどの取り組みも行い、
全ての小中学校より教員が参加して、研修を行った。 

令和 2 年 7 月 8 日・10 日には、第二福田小学校で、通学路
における災害リスクについての認識と安
全マップ作りを行う第 3 学年のモデル授業
を実施し、授業の様子を映像で配信した。 

      他の学年についても、「生活」「社会」「理 
科」の授業の中で災害発生によるリスクや
避難行動について、学年に応じて学ぶこととしており、学校教育カリキュラムの中に
防災教育を織り込むように取り
組んでいる。 

また、教職員のマイ・タイム
ラインに対する理解促進のた
め、国土交通省の協力を得て、
教職員向け「マイ・タイムライ
ン制作研修会」を令和 2 年 2 月
14 日に実施した（約 50 人参
加）。 

 
 
 

モ デ ル 授 業 研

修会の様子（中

洲小学校） 

モデル授業の様子（第二福田小学校） 

マイ・タイムライン：河川の氾濫が起きそう

な時に、余裕を持って逃げるために事前

に考えておく、一人ひとりの生活に合っ

た、オリジナルの避難行動計画。 
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平成 30 年度 

【部 署 名 】 防災危機管理室 

【 人 数 】 専任：正規職員 8 人、嘱託職員 2 人 

       兼務：正規職員 8 人 
 

局 部 
総務局 

 
副市長 

 

【組織図】 

 

平成 31 年度（令和元年度） 

【部 署 名 】 防災危機管理室 

防災推進課・危機管理課 

【 人 数 】 専任：正規職員 15 人、嘱託職員 3 人 

       兼務：正規職員 8 人 
 

【新設】 

 

市長 

 
総務部 

 
防災危機 
管理室 
 

【組織図】 

 
局 部 

防災推進課 
 危機管理課 
 

課 
副市長 

 
総務局 

 

体制強化 

総務部 

 
防災危機
管理室 
 

市長 
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参考資料 災害復旧・復興経費 

１ 災害関連予算一覧表（歳出） 

⑴平成 30 年度 
  ①一般会計                            （単位：千円） 

区分 
予算額 主なもの 

歳出総額 一般財源 

専決処分 13,748,549 3,849,026 避難所設置運営経費 753,933 
(7/30)     災害見舞金支給経費 476,250 

      生活必需品給付経費 222,000 

      被災住宅等環境整備支援経費 150,040 

      被災住宅応急修理事業 876,000 

      応急仮設住宅設置経費 280,000 

      災害弔慰金等給付事業 263,750 

      災害援護資金貸付事業 3,500,000 

      災害ボランティアセンター運営経費 187,136 

      災害廃棄物処理経費 1,659,302 

      中小企業融資事業 511,600 

      市営住宅修繕経費 450,000 

      小・中学校就学援助事業 165,690 

      庁舎災害復旧事業 656,858 

      市営住宅災害復旧事業 426,275 

      学校施設災害復旧事業 2,792,160 

専決処分 952,500 952,500 災害見舞金支給経費 952,500 

(8/7)         

専決処分 3,201,000 0 災害廃棄物処理経費 3,201,000 

(8/28)         

9 月補正予算 21,509,113 1,301,513 避難所設置運営経費 391,970 

      災害見舞金支給経費 439,450 

      災害復興基金積立金 300,732 

      災害廃棄物処理経費 7,756,556 

      障がい者福祉施設等災害復旧費助成事業 308,932 

      民間保育所災害復旧費助成事業 176,782 

      公立保育所災害復旧事業 274,429 

      農業施設災害復旧事業 7,102,190 

      農業施設災害復旧費助成事業 1,113,050 

      林地災害復旧事業 575,650 

      道路橋りょう災害復旧事業 1,639,900 

      公園施設災害復旧事業 284,338 

      消防施設災害復旧事業 259,540 

      生涯学習施設災害復旧事業 396,675 

12 月補正予算 3,609,937 700,359 災害救助関係経費 164,047 

      災害ボランティアセンター運営経費 62,403 

      老人福祉施設設備災害復旧費助成事業 152,625 

      公立保育所災害復旧事業 73,764 

      農業施設災害復旧費助成事業 2,026,145 

      道路橋りょう災害復旧事業 645,800 

      消防施設災害復旧事業 

 

 

128,944 
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考 
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料
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参考資料 災害復旧・復興経費 

区分 
予算額 

主なもの 
歳出総額 一般財源 

2月補正予算 △6,874,267 
6,874,267 

425,873 避難所設置運営経費 △ 122,759 
      災害弔慰金等給付事業 △ 103,750 
      災害援護資金貸付事業 △ 3,091,200 
      被災住宅応急修理事業 △ 233,600 
      災害復興基金積立金 1,171,479 
      災害廃棄物処理経費 △ 2,898,231 
      真備地区産業復興推進事業 103,832 
      市営住宅修繕経費 △ 420,000 
      庁舎災害復旧事業 △ 320,000 
      児童厚生施設災害復旧事業 153,230 
      隣保館施設災害復旧事業 125,000 
      農業施設災害復旧事業 △ 2,350,000 
      学校施設災害復旧事業 1,016,110 
合計 36,146,832 7,229,271     

     
②国民健康保険事業 （単位：千円） 

区分 
予算額 

主なもの 
歳出総額 一般会計繰入金

金 12月補正予算 5,899 5,899 災害対応にかかる人件費等 5,899 
2月補正予算 235,290 0 医療費の自己負担金減免 235,290 
合計 241,189 5,899     

     

③介護保険事業  （単位：千円） 

区分 
予算額 

主なもの 
歳出総額 一般会計繰入金 

12月補正予算 2,914 2,914 災害対応にかかる人件費等 2,914 
合計 2,914 2,914  

   

④下水道事業  （単位：千円） 

区分 
予算額 

主なもの 
歳出総額 一般会計繰入金 

9月補正予算 445,983 50,783 真備浄化センター等災害復旧事業 445,983 
12月補正予算 4,439 4,439 災害対応にかかる人件費等 4,439 
2月補正予算 △ 104,300 △ 5,000 真備浄化センター等災害復旧事業 △ 104,300 
合計 346,122 50,222     

  

⑤農業集落排水事業 （単位：千円） 

区分 
予算額 

主なもの 
歳出総額 一般会計繰入金 

9月補正予算 30,067 67 箭田川南浄化センター等災害復旧事業 30,067 
合計 30,067 67     
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参考資料 災害復旧・復興経費 

１ 災害関連予算一覧表（歳出） 

⑴平成 30 年度 
  ①一般会計                            （単位：千円） 

区分 
予算額 主なもの 

歳出総額 一般財源 

専決処分 13,748,549 3,849,026 避難所設置運営経費 753,933 
(7/30)     災害見舞金支給経費 476,250 

      生活必需品給付経費 222,000 

      被災住宅等環境整備支援経費 150,040 

      被災住宅応急修理事業 876,000 

      応急仮設住宅設置経費 280,000 

      災害弔慰金等給付事業 263,750 

      災害援護資金貸付事業 3,500,000 

      災害ボランティアセンター運営経費 187,136 

      災害廃棄物処理経費 1,659,302 

      中小企業融資事業 511,600 

      市営住宅修繕経費 450,000 

      小・中学校就学援助事業 165,690 

      庁舎災害復旧事業 656,858 

      市営住宅災害復旧事業 426,275 

      学校施設災害復旧事業 2,792,160 

専決処分 952,500 952,500 災害見舞金支給経費 952,500 

(8/7)         
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(8/28)         

9 月補正予算 21,509,113 1,301,513 避難所設置運営経費 391,970 

      災害見舞金支給経費 439,450 

      災害復興基金積立金 300,732 
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      民間保育所災害復旧費助成事業 176,782 

      公立保育所災害復旧事業 274,429 

      農業施設災害復旧事業 7,102,190 

      農業施設災害復旧費助成事業 1,113,050 

      林地災害復旧事業 575,650 

      道路橋りょう災害復旧事業 1,639,900 

      公園施設災害復旧事業 284,338 

      消防施設災害復旧事業 259,540 

      生涯学習施設災害復旧事業 396,675 

12 月補正予算 3,609,937 700,359 災害救助関係経費 164,047 

      災害ボランティアセンター運営経費 62,403 

      老人福祉施設設備災害復旧費助成事業 152,625 

      公立保育所災害復旧事業 73,764 

      農業施設災害復旧費助成事業 2,026,145 

      道路橋りょう災害復旧事業 645,800 
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参考資料 災害復旧・復興経費 

⑥水道事業  （単位：千円） 

区分 
予算額 

主なもの 
歳出総額 一般会計繰入金 

9 月補正予算 121,505 0 岡山県広域水道企業団受水費 33,299 
      真備町有井地区送水管仮設工事 50,300 
      配水管等修繕費 12,000 

12 月補正予算 28,878 5,857 災害対応にかかる人件費等 22,467 
2 月補正予算 164,030 0 真備浄水場復旧関連工事（４件） 86,164 

      被災資産除却費 46,212 
      真備浄水場運転管理業務委託料 19,332 

合計 314,413 5,857    

     

⑵令和元年度 
①一般会計 

 
（単位：千円） 

区分 
予算額 

主なもの 
歳出総額 一般財源 

当初予算 13,691,008 32,227 被災住宅応急修理事業 175,200 
      総合防災情報システム構築事業 130,000 
      中長期派遣職員受入経費 158,961 
      地域集会所災害復旧費助成事業 122,500 
      被災者見守り・相談支援等事業 198,336 
      災害廃棄物処理経費 7,697,184 
      真備緊急治水対策事業 559,740 
      被災高齢者向け住宅再建支援事業 198,000 
      災害公営住宅整備事業 655,000 
      被災児童生徒通学支援事業 1,005,520 
      農業施設災害復旧事業 123,045 
      学校施設災害復旧事業 2,245,000 

6 月補正予算 3,646,280 56,159 災害援護資金貸付事業 140,000 
      真備緊急治水対策事業 103,000 
      避難経路等確保事業 118,000 
      災害公営住宅整備事業 2,480,000 
      市営住宅災害復旧事業 615,000 
      生涯学習施設災害復旧事業 172,000 

9 月補正予算 2,641,014 20,694 災害廃棄物処理経費 1,210,309 
      社会福祉施設災害復旧事業 384,000 
      文化施設災害復旧事業 650,300 
      道路橋りょう災害復旧事業 153,000 
      学校施設災害復旧事業 104,000 

12 月補正予算 107,200 2,639 災害弔慰金等給付事業 5,000 
      真備緊急治水対策事業 102,200 

2 月補正予算 △ 450,074 △ 140,543 被災住宅応急修理事業 △ 79,868 
      災害復興基金積立金 1,028,571 
      地域集会所災害復旧費助成事業 △ 73,000 
      災害廃棄物処理経費 1,326,503 
      真備緊急治水対策事業 △ 374,813 
      避難経路等確保事業 25,000 
      被災高齢者向け住宅再建支援事業 △ 101,856 
      災害公営住宅整備事業 △ 695,774 
      被災児童生徒通学支援事業 △ 270,545 
      道路橋りょう災害復旧事業 △ 90,000 
      学校施設災害復旧事業 △1,070,000 

合計 19,635,428 △ 28,824    

参 

考 

資 

料

  

参考資料 災害復旧・復興経費 



 

239 
 

参考資料 災害復旧・復興経費 

②国民健康保険事業 （単位：千円） 

区分 
予算額 

主なもの 
歳出総額 一般会計繰入金 

2 月補正予算 404,988 0 医療費の自己負担金減免 404,988 
合計 404,988 0     

③介護保険事業  （単位：千円） 

区分 
予算額 

主なもの 
歳出総額 一般会計繰入金 

2 月補正予算 143,620 5,984 介護サービス費の自己負担金減免 143,620 

合計 143,620 5,984     
     

④下水道事業  （単位：千円） 

区分 
予算額 

主なもの 
歳出総額 一般会計繰入金 

当初予算 1,084,500 0 真備浄化センター等災害復旧事業 1,084,500 

合計 1,084,500 0     
     

⑤水道事業  （単位：千円） 

区分 
予算額 

主なもの 
歳出総額 一般会計繰入金 

当初予算 3,987 0 真備町有井地内配水管改良工事 3,000 
2 月補正予算 △ 987 0 真備町有井地内配水管改良工事 △ 987 

合計 3,000 0     
     

⑶令和 2年度 
 ①一般会計 

  
（単位：千円） 

区分 
予算額 

主なもの 
歳出総額 一般財源 

当初予算 4,219,003 161,823 地域集会所災害復旧費助成事業 94,000 
      被災者見守り・相談支援等事業 183,394 
      中小企業融資事業 101,508 
      真備緊急治水対策事業 499,903 
      避難経路等確保事業 108,500 
      被災高齢者向け住宅再建支援事業 194,000 
      被災児童生徒通学支援事業 128,368 
      社会福祉施設災害復旧事業 642,528 
      公立保育所災害復旧事業 425,615 
      文化施設災害復旧事業 978,700 
      道路橋りょう災害復旧事業 182,619 
     生涯学習施設災害復旧事業 442,434 

６月補正予算 332,645 25,807 復興防災公園（仮称）整備事業 189,265 

   
避難経路等確保事業 44,000 
市営住宅災害復旧事業 48,000 
体育施設災害復旧事業 30,000 

合計 4,551,648 187,630     
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⑥水道事業  （単位：千円） 

区分 
予算額 

主なもの 
歳出総額 一般会計繰入金 

9 月補正予算 121,505 0 岡山県広域水道企業団受水費 33,299 
      真備町有井地区送水管仮設工事 50,300 
      配水管等修繕費 12,000 

12 月補正予算 28,878 5,857 災害対応にかかる人件費等 22,467 
2 月補正予算 164,030 0 真備浄水場復旧関連工事（４件） 86,164 

      被災資産除却費 46,212 
      真備浄水場運転管理業務委託料 19,332 

合計 314,413 5,857    

     

⑵令和元年度 
①一般会計 

 
（単位：千円） 

区分 
予算額 

主なもの 
歳出総額 一般財源 

当初予算 13,691,008 32,227 被災住宅応急修理事業 175,200 
      総合防災情報システム構築事業 130,000 
      中長期派遣職員受入経費 158,961 
      地域集会所災害復旧費助成事業 122,500 
      被災者見守り・相談支援等事業 198,336 
      災害廃棄物処理経費 7,697,184 
      真備緊急治水対策事業 559,740 
      被災高齢者向け住宅再建支援事業 198,000 
      災害公営住宅整備事業 655,000 
      被災児童生徒通学支援事業 1,005,520 
      農業施設災害復旧事業 123,045 
      学校施設災害復旧事業 2,245,000 

6 月補正予算 3,646,280 56,159 災害援護資金貸付事業 140,000 
      真備緊急治水対策事業 103,000 
      避難経路等確保事業 118,000 
      災害公営住宅整備事業 2,480,000 
      市営住宅災害復旧事業 615,000 
      生涯学習施設災害復旧事業 172,000 

9 月補正予算 2,641,014 20,694 災害廃棄物処理経費 1,210,309 
      社会福祉施設災害復旧事業 384,000 
      文化施設災害復旧事業 650,300 
      道路橋りょう災害復旧事業 153,000 
      学校施設災害復旧事業 104,000 

12 月補正予算 107,200 2,639 災害弔慰金等給付事業 5,000 
      真備緊急治水対策事業 102,200 

2 月補正予算 △ 450,074 △ 140,543 被災住宅応急修理事業 △ 79,868 
      災害復興基金積立金 1,028,571 
      地域集会所災害復旧費助成事業 △ 73,000 
      災害廃棄物処理経費 1,326,503 
      真備緊急治水対策事業 △ 374,813 
      避難経路等確保事業 25,000 
      被災高齢者向け住宅再建支援事業 △ 101,856 
      災害公営住宅整備事業 △ 695,774 
      被災児童生徒通学支援事業 △ 270,545 
      道路橋りょう災害復旧事業 △ 90,000 
      学校施設災害復旧事業 △1,070,000 

合計 19,635,428 △ 28,824    

参 

考 

資 

料
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参考資料 災害復旧・復興経費 

②国民健康保険事業 （単位：千円） 

区分 
予算額 

主なもの 
歳出総額 一般会計繰入金 

当初予算 128,000 0 医療費の自己負担金減免（令和 2 年 6 月まで） 128,000 

合計 128,000 0     
     

③介護保険事業  （単位：千円） 

区分 
予算額 

主なもの 
歳出総額 一般会計繰入金 

当初予算 48,168 6,021 介護サービス費の自己負担金減免(令和 2年 6月まで) 48,168 

合計 48,168 6,021    

   
④水道事業  （単位：千円） 

区分 
予算額 

主なもの 
歳出総額 一般会計繰入金 

当初予算 65,100  0  真備町有井地内送水管改良工事 62,000 

合計 65,100 0      

 
２ 災害関連予算一覧表（財源内訳） 

①一般会計     （単位：千円） 

区分 歳出総額 
財源内訳 

国庫支出金 県支出金 市債 その他※1 一般財源 

平
成
30
年
度 

専決処分(7/30)
（7/30） 

13,748,549 2,098,812 2,908,911 4,891,800 0 3,849,026 

専決処分(8/7)
（8/7） 

952,500 0 0 0 0 952,500 

専決処分(8/28)
（8/28） 

3,201,000 1,600,500 0 1,600,500 0 0 

9 月補正予算 21,509,113 9,535,421 1,768,866 8,465,100 438,213 1,301,513 

12 月補正予算 3,609,937 395,861 1,923,917 589,800 0 700,359 

2 月補正予算 △ 6,874,267 △ 3,269,498 △ 968,346 △ 4,456,900 1,394,604 425,873 

令
和
元
年
度 

当初予算 13,691,008 6,464,458 262,057 5,632,700 1,299,566 32,227 

6 月補正予算 3,646,280 2,203,835 2,886 1,280,400 103,000 56,159 

9 月補正予算 2,641,014 649,145 26,175 1,890,000 55,000 20,694 

12 月補正予算 107,200 0 92,561 12,000 0 2,639 

2 月補正予算 △ 450,074 △ 731,626 △ 70,655 152,600 340,150 △140,543 
令和

年度

 
2 

年度 

当初予算 
 

4,219,003 565,017 162,190 2,293,400 1,036,573 161,823 

６月補正予算 332,645 100,238 0 206,600 0 25,807 

合計 60,339,908 19,612,163 6,108,562 22,558,000 4,667,106 7,388,077 

※1･･･:分担金 132,481 財産売払収入 31,300 寄附金 521,440 基金繰入金（災害復興基金・ 

地域振興基金） 1,758,000 災害廃棄物処理受託事業収入 119,456  

モーターボート競走事業収入 2,000,000 仮設施設整備支援事業助成金 103,832 雑入 597 
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参考資料 災害復旧・復興経費 

②国民健康保険事業    （単位：千円） 

区分 歳出総額 
財源内訳 

国庫支出金 県支出金 市債 基金繰入金等 一般会計繰入金
繰入金 

平成 30
年度  

12 月補正予算 5,899 0 0 0 0 5,899 

2 月補正予算 235,290 47,058 188,232 0 0 0 

令和元年度 2 月補正予算 404,988 0 272,607 0 132,381  

令和 2年度当初予算 128,000 0 102,400 0 25,600 0 

合計 774,177 47,058 563,239 0 157,981 5,899 
       

③介護保険事業    （単位：千円） 

区分 歳出総額 
財源内訳 

国庫支出金 県支出金 市債 保険料 一般会計繰入金 

平成 30 年度 12 月補正予算 2,914 0 0 0 0 2,914 

令和元年度 2 月補正予算 143,620 107,476 5,984 0 24,176 5,984 

令和 2年度当初予算 48,168 11,801 6,021 0 24,325 6,021 

合計 194,702 119,277 12,005 0 48,501 14,919 
      
④下水道事業     （単位：千円） 

区分 歳出総額 
財源内訳 

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般会計繰入金 

平成
30
年度 

9 月補正予算 445,983 250,000 0 145,200 0 50,783 

12 月補正予算 4,439 0 0 0 0 4,439 

2 月補正予算 △ 104,300 △ 68,300 0 △31,000 0 △ 5,000 

令和元年当初予算 1,084,500 723,000 0 361,500 0 0 

合計 1,430,622 904,700 0 475,700 0 50,222 
        

⑤農業集落排水事業    （単位：千円） 

区分 歳出総額 
財源内訳 

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般会計繰入金 

平成 30 年度 9 月補正予算 30,067 0 0 30,000 0 67 

合計 30,067 0 0 30,000 0 67 
        

⑥水道事業     （単位：千円） 

区分 歳出総額 
財源内訳 

国庫支出金 県支出金 市債 自己財源 一般会計繰入金 

平成
30
年度 

9 月補正予算 121,505 0 0 0 121,505 0 

12 月補正予算 28,878 0 0 0 23,021 5,857 

2 月補正予算 164,030 48,161 0 0 115,869 0 
令和
元
年度 

当初予算 3,987 3,142 0 0 845 0 

2 月補正予算 △ 987 △ 1,497 0 0 510 0 

令和 2年度当初予算 65,100 1,556 0 0 63,544 0 

合計 382,513 51,362 0 0 325,294 5,857 
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参考資料 災害復旧・復興経費 

②国民健康保険事業 （単位：千円） 

区分 
予算額 

主なもの 
歳出総額 一般会計繰入金 

当初予算 128,000 0 医療費の自己負担金減免（令和 2 年 6 月まで） 128,000 

合計 128,000 0     
     

③介護保険事業  （単位：千円） 

区分 
予算額 

主なもの 
歳出総額 一般会計繰入金 

当初予算 48,168 6,021 介護サービス費の自己負担金減免(令和 2年 6月まで) 48,168 

合計 48,168 6,021    

   
④水道事業  （単位：千円） 

区分 
予算額 

主なもの 
歳出総額 一般会計繰入金 

当初予算 65,100  0  真備町有井地内送水管改良工事 62,000 

合計 65,100 0      

 
２ 災害関連予算一覧表（財源内訳） 

①一般会計     （単位：千円） 

区分 歳出総額 
財源内訳 

国庫支出金 県支出金 市債 その他※1 一般財源 

平
成
30
年
度 

専決処分(7/30)
（7/30） 

13,748,549 2,098,812 2,908,911 4,891,800 0 3,849,026 

専決処分(8/7)
（8/7） 

952,500 0 0 0 0 952,500 

専決処分(8/28)
（8/28） 

3,201,000 1,600,500 0 1,600,500 0 0 

9 月補正予算 21,509,113 9,535,421 1,768,866 8,465,100 438,213 1,301,513 

12 月補正予算 3,609,937 395,861 1,923,917 589,800 0 700,359 

2 月補正予算 △ 6,874,267 △ 3,269,498 △ 968,346 △ 4,456,900 1,394,604 425,873 

令
和
元
年
度 

当初予算 13,691,008 6,464,458 262,057 5,632,700 1,299,566 32,227 

6 月補正予算 3,646,280 2,203,835 2,886 1,280,400 103,000 56,159 

9 月補正予算 2,641,014 649,145 26,175 1,890,000 55,000 20,694 

12 月補正予算 107,200 0 92,561 12,000 0 2,639 

2 月補正予算 △ 450,074 △ 731,626 △ 70,655 152,600 340,150 △140,543 
令和

年度

 
2 

年度 

当初予算 
 

4,219,003 565,017 162,190 2,293,400 1,036,573 161,823 

６月補正予算 332,645 100,238 0 206,600 0 25,807 

合計 60,339,908 19,612,163 6,108,562 22,558,000 4,667,106 7,388,077 

※1･･･:分担金 132,481 財産売払収入 31,300 寄附金 521,440 基金繰入金（災害復興基金・ 

地域振興基金） 1,758,000 災害廃棄物処理受託事業収入 119,456  

モーターボート競走事業収入 2,000,000 仮設施設整備支援事業助成金 103,832 雑入 597 
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参考資料 災害復旧・復興経費 

３ 災害関連経費一覧（総括） 
①一般会計                                                    （単位：千円） 

  
平成 30 年
度決算額 

財源内訳 
令和元年
度決算額 

財源内訳 
令和 2年
度予算額 

財源内訳 

特定財源 一般財源 内繰越額 特定財源 一般財源 内繰越額 特定財源 一般財源 

総務費関連 2,088,068  1,607,736 480,332 
1,489,243  1,239,779  249,464  276,223  155,073  121,150  

132,386  132,300  86  74,693  55,100  19,593  
民生費関連 

2,656,797 983,794 1,673,003 
948,247  754,240  194,007  2,928,483  2,889,671  38,812  

(災害救助費
以外) 

200,040  159,197  40,843  660,800  633,277  27,523  

民生費関連 
2,278,377 2,095,890 182,487 

165,644  153,607  12,037  59,300  54,647 4,653 
(災害救助費) 12,250  12,250  0  5,256  5,256  0  

衛生費関連 7,403,640 7,303,881 99,759 
8,613,348  8,582,262  31,086  1,957,543  1,956,818  725  

677,810  670,125  7,685  1,957,436  1,956,818  618  

労働費関連 2,376 2,300 76 
      
      

農林水産業
費関連 

2,617,837  1,612,190  1,005,647 
2,195,613  1,462,771  732,842  51,712  10,116  41,596  
2,112,090  1,428,719  683,371  46,700  10,000  36,700  

商工費関連 171,827 50,436 121,391 
70,311  75  70,236  143,128  141,000  2,128  
57,876  0  57,876     

土木費関連 1,200,206 533,548 666,658 
1,043,602  676,270  367,332  4,637,069  4,555,717 81,352 

553,473  406,087  147,386  3,329,178  3,307,902  21,276  

消防費関連 165,250 144,310 20,940  
210,437  209,500  937     

210,437  209,500  937     

教育費関連 1,997,641 770,700 1,226,941  
3,049,056  2,868,697  180,359  603,904  592,929  10,975  
1,183,798  575,463  608,335  31,651  23,600  8,051  

小計 20,582,019 15,104,785 5,477,234 
17,785,501  15,947,201  1,838,300  10,657,362       10,355,971 301,391 

5,140,160  3,593,641  1,546,519  6,105,714  5,991,953  113,761  
  

②特別会計・企業会計   （単位：千円） 

 平成 30 年
度決算額 

財源内訳 
令和元年
度決算額 財源内訳 令和 2年

度予算額 

財源内訳 

特定財源 
一般会計 
繰入金 内繰越額 特定財源 

一般会計 
繰入金 特定財源 

一般会計 
繰入金 

国民健康保
険事業 266,155 261,143   5,012 

400,924  400,924 0  
128,000  128,000  0   0  0  0  

介護保険事
業 88,617 85,363   3,254   

143,158  137,219  5,939  
48,168   42,147   6,021   0  0  0  

下水道事業 262,631 211,053   51,578  
1,071,199  1,071,089  110  

      51,244  51,134  110  

農業集落排
水事業 26,386   26,300   86   

   
         

水道事業 187,055   181,254  5,801 
5,227  5,227 0 

65,100   65,100  0  5,227  5,227 0 

小計 830,844 765,113 65,731 
1,620,508  1,614,459 6,049 

241,268 235,247 6,021 
56,471  56,361  110  

  

0 0 0 

参 

考 
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参考資料 災害復旧・復興経費 



 

243 
 

参考資料 災害復旧・復興経費 

③一般会計＋特別会計・企業会計                                      （単位：千円） 

 平成 30 年
度決算額 

財源内訳 
令和元年
度決算額 財源内訳 

令和２年
度予算額 

財源内訳 

特定財源 一般財源※１ 内繰越額 特定財源 一般財源※１ 内繰越額 特定財源 一般財源※１ 

合計 21,412,863 15,869,898 5,542,965 
19,406,009 17,561,660 1,844,349 10,898,630 10,591,218 307,412 

5,196,631  3,650,002 1,546,629 6,105,714 5,991,953 113,761 

※１・・・特別会計，企業会計においては，一般会計繰入金 
 
④減免・特例措置分                                                                                          （単位：千円） 

  
平成 30 年
度決算額 

補填財源内訳 令和元年
度決算額 

補填財源内訳 令和 2年
度予算額 

補填財源内訳 

特定財源 一般財源※１ 特定財源 一般財源※１ 特定財源 一般財源※１ 

一般会計 
 市県民
税ほか 

755,450  38,458  716,992 405,544  0  405,544  361,178 0 361,178 

特別会計・
企業会計 
 保険料，
使用料ほ
か 

611,300  421,956  189,344  125,992  92,643  33,349  7,539 0 7,539 

小 計 1,366,750  460,444  906,306 531,536  92,643  438,893  368,717  0  368,717     

※１・・・特別会計，企業会計においては，保険料や使用料等の自己財源 
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参考資料 災害復旧・復興経費 

３ 災害関連経費一覧（総括） 
①一般会計                                                    （単位：千円） 

  
平成 30 年
度決算額 

財源内訳 
令和元年
度決算額 

財源内訳 
令和 2年
度予算額 

財源内訳 

特定財源 一般財源 内繰越額 特定財源 一般財源 内繰越額 特定財源 一般財源 

総務費関連 2,088,068  1,607,736 480,332 
1,489,243  1,239,779  249,464  276,223  155,073  121,150  

132,386  132,300  86  74,693  55,100  19,593  
民生費関連 

2,656,797 983,794 1,673,003 
948,247  754,240  194,007  2,928,483  2,889,671  38,812  

(災害救助費
以外) 

200,040  159,197  40,843  660,800  633,277  27,523  

民生費関連 
2,278,377 2,095,890 182,487 

165,644  153,607  12,037  59,300  54,647 4,653 
(災害救助費) 12,250  12,250  0  5,256  5,256  0  

衛生費関連 7,403,640 7,303,881 99,759 
8,613,348  8,582,262  31,086  1,957,543  1,956,818  725  

677,810  670,125  7,685  1,957,436  1,956,818  618  

労働費関連 2,376 2,300 76 
      
      

農林水産業
費関連 

2,617,837  1,612,190  1,005,647 
2,195,613  1,462,771  732,842  51,712  10,116  41,596  
2,112,090  1,428,719  683,371  46,700  10,000  36,700  

商工費関連 171,827 50,436 121,391 
70,311  75  70,236  143,128  141,000  2,128  
57,876  0  57,876     

土木費関連 1,200,206 533,548 666,658 
1,043,602  676,270  367,332  4,637,069  4,555,717 81,352 

553,473  406,087  147,386  3,329,178  3,307,902  21,276  

消防費関連 165,250 144,310 20,940  
210,437  209,500  937     

210,437  209,500  937     

教育費関連 1,997,641 770,700 1,226,941  
3,049,056  2,868,697  180,359  603,904  592,929  10,975  
1,183,798  575,463  608,335  31,651  23,600  8,051  

小計 20,582,019 15,104,785 5,477,234 
17,785,501  15,947,201  1,838,300  10,657,362       10,355,971 301,391 

5,140,160  3,593,641  1,546,519  6,105,714  5,991,953  113,761  
  

②特別会計・企業会計   （単位：千円） 

 平成 30 年
度決算額 

財源内訳 
令和元年
度決算額 財源内訳 令和 2年

度予算額 

財源内訳 

特定財源 
一般会計 
繰入金 内繰越額 特定財源 

一般会計 
繰入金 特定財源 

一般会計 
繰入金 

国民健康保
険事業 266,155 261,143   5,012 

400,924  400,924 0  
128,000  128,000  0   0  0  0  

介護保険事
業 88,617 85,363   3,254   

143,158  137,219  5,939  
48,168   42,147   6,021   0  0  0  

下水道事業 262,631 211,053   51,578  
1,071,199  1,071,089  110  

      51,244  51,134  110  

農業集落排
水事業 26,386   26,300   86   

   
         

水道事業 187,055   181,254  5,801 
5,227  5,227 0 

65,100   65,100  0  5,227  5,227 0 

小計 830,844 765,113 65,731 
1,620,508  1,614,459 6,049 

241,268 235,247 6,021 
56,471  56,361  110  

  

0 0 0 

参 

考 
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財
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17
1,

40
0 

 
1,

52
6 

 
74

6,
60

3 
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参考資料 災害復旧・復興経費 

５ 減免・特例による歳入減分 
⑴平成 30年度   

①一般会計    （単位：千円） 

減免件名 歳入減少額 
補填財源内訳 

減免・特例等の状況 
特定財源 一般財源 

個人市民税 448,961  0  448,961  6,597 件 

固定資産税 201,974 0  201,974  土地：2,265 件 家屋：8,654 件 償却資産：2,258 件 

事業所税 4,529  0  4,529  12 件 

都市計画税 31,658 0  31,658 土地：735 件 家屋：5,608 件 

公立保育所保育料 16,546  14,550  1,996  207 件 

公立幼稚園保育料 5,444  5,079  365  277 件 

民間保育所入所者負担金 21,116  17,531  3,585  210 件 

公立認定こども園保育料 1,298  1,298  0  12 件 

定時制高等学校授業料 27 27  0   1 件 

短期大学授業料等 847  0  847  授業料：3 件 入学検定料：2件 入学金：2 件 

市営住宅使用料 3,734  0  3,734  60 件 

総務費関連手数料 2,436 0 2,436 所得・課税証明書，固定資産評価・課税証明書等：7,947 件 

民生費関連手数料 13,309  0  13,309 住民票の写し，印鑑登録証明書等：39,790 件 

衛生費関連手数料 1,187  0  1,187  し尿処理手数料，食品営業許可申請等手数料等：253件 

土木費関連手数料 1,754  0  1,753  建築確認申請等手数料，建築許可等申請手数料等：839 件 

その他手数料 630  0  630  り災証明書，危険物変更許可申請書等：634 件 

合計 755,450 38,458  716,992   

          

②特別会計，企業会計     （単位：千円） 

減免件名 歳入減少額 
補填財源内訳 

減免・特例等の状況 
特定財源 自己財源 

国民健康保険料 206,036  206,036  0  
全壊：2,002 件 半壊・大規模半壊：246 件 床上浸水：43
件 収入減等：8件 

介護保険料 215,920  215,920  0  
全壊：4,185 件 半壊・大規模半壊：522 件 床上浸水：74
件 収入減等：5件 

下水道使用料 63,323  0  63,323  8,708 件 

農業集落排水使用料 1,554  0  1,554  202 件 

水道使用料 88,029  0  88,029  15,744 件 

水道利用加入金等 36,438  0  36,438  
水道利用加入金：145 件 審査・検査手数料：1,833 件 配
水管新設工事費：1 件 

合計 611,300  421,956  189,344    
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⑵令和元年度   

①一般会計    （単位：千円） 

減免件名 歳入減少額 
補填財源内訳 

減免・特例等の状況 
特定財源 一般財源 

個人市民税 318,291  0  318,291  雑損控除による減収額 

固定資産税 52,608  0  52,608  
被災特例分 土地：1,111 件 家屋：55 件 償却資産：148
件 
公費解体減免分 家屋：2,132 件 

事業所税 11,909  0  11,909  25 件 

都市計画税 5,752  0  5,752  
被災特例分 土地：703 件 家屋：36 件 
公費解体減免分 家屋：1,365 件 

市営住宅使用料 4,804  0 

0 

 4,804  50 件 

総務費関連手数料 2,340  2,340 所得・課税証明書，固定資産評価・課税証明書等：6,673 件 

民生費関連手数料 6,607  0  6,607  住民票の写し，印鑑登録証明書等：19,401 件 

土木費関連手数料 3,154  0  3,154  建築確認申請等手数料，建築許可等申請手数料等：589 件 

その他手数料 79  0  79  り災証明書，危険物変更許可申請書等：32 件 

合計 405,544  0  405,544    

     

②特別会計，企業会計       （単位：千円） 

減免件名 歳入減少額 
補填財源内訳 

減免・特例等の状況 
特定財源 自己財源 

国民健康保険料 59,302  59,302  0  
全壊：1,809 件 半壊・大規模半壊：232 件 床上浸水：37
件 収入減等：7件 
令和元年 6 月分まで 

介護保険料 33,341  33,341  0  
全壊：4,011 件 半壊・大規模半壊：506 件 床上浸水：73
件 収入減等：5件 
令和元年 6 月分まで 

下水道使用料 128  0  128  50 件 

水道使用料 1,811  0  1,811  683 件 

水道利用加入金等 31,410  0  31,410  
水道利用加入金：216 件 審査・検査手数料：2,816 件 配
水管新設工事費：13 件 

合計 125,992  92,643  33,349    
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５ 減免・特例による歳入減分 
⑴平成 30年度   

①一般会計    （単位：千円） 

減免件名 歳入減少額 
補填財源内訳 

減免・特例等の状況 
特定財源 一般財源 

個人市民税 448,961  0  448,961  6,597 件 

固定資産税 201,974 0  201,974  土地：2,265 件 家屋：8,654 件 償却資産：2,258 件 

事業所税 4,529  0  4,529  12 件 

都市計画税 31,658 0  31,658 土地：735 件 家屋：5,608 件 

公立保育所保育料 16,546  14,550  1,996  207 件 

公立幼稚園保育料 5,444  5,079  365  277 件 

民間保育所入所者負担金 21,116  17,531  3,585  210 件 

公立認定こども園保育料 1,298  1,298  0  12 件 

定時制高等学校授業料 27 27  0   1 件 

短期大学授業料等 847  0  847  授業料：3 件 入学検定料：2件 入学金：2 件 

市営住宅使用料 3,734  0  3,734  60 件 

総務費関連手数料 2,436 0 2,436 所得・課税証明書，固定資産評価・課税証明書等：7,947 件 

民生費関連手数料 13,309  0  13,309 住民票の写し，印鑑登録証明書等：39,790 件 

衛生費関連手数料 1,187  0  1,187  し尿処理手数料，食品営業許可申請等手数料等：253件 

土木費関連手数料 1,754  0  1,753  建築確認申請等手数料，建築許可等申請手数料等：839 件 

その他手数料 630  0  630  り災証明書，危険物変更許可申請書等：634 件 

合計 755,450 38,458  716,992   

          

②特別会計，企業会計     （単位：千円） 

減免件名 歳入減少額 
補填財源内訳 

減免・特例等の状況 
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合計 7,539 0 7,539   
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あとがき 

 
本誌は、平成 30 年 7 月豪雨での大規模災害の状況や、応急復旧・復興に向けた状況、被

災者支援の取り組みなど、被災状況や災害対応等を風化させることなく次代に伝えていく
とともに、万が一の災害に備え、今後の防災・減災対策に生かされるよう、発災から復興へ
の記録を編集したものです。 
 本市を襲った豪雨災害以後も、北海道胆振地方や山形県沖で発生した震度 6 を超える地
震、東日本各地に大きな被害をもたらした台風 15・19・21 号、令和 2 年 7 月豪雨など、全
国で自然災害が頻発しています。西日本豪雨災害は、全国的に雨が少ない瀬戸内海沿岸地域
に、記録的な浸水災害をもたらしており、災害の発生は、時と場所を選ばぬものとなってい
ます。 
 本市では、この豪雨災害を通して得た様々な経験や教訓を全市で共有し、災害に強いまち
づくりにつなげていくとともに、関係機関・他自治体等の災害対策などに少しでも役に立つ
ことができれば、幸いです。 
 また、本誌の刊行にあたり、貴重な資料等のご提供をいただくなど、多岐にわたるご協力
をくださいました多くの関係団体の方々に心より感謝申し上げます。 
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